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様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等

について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れる。 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 

Ａ Ａ      

評定に至った理由 項目別評定の通り、技術開発マネジメント関連業務、クレジット取得関連業務、業務運営の効率化、財務内容の改善において顕著な成果をあげており、法人の目的・業務、中長

期目標等に照らし、「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 
 
２．法人全体に対する評価 
技術戦略・プロジェクト構想の策定を専門的に扱う部署「技術戦略研究センター」を新たに設置し、技術戦略・プロジェクト構想の策定能力を強化。また国内外から産学官のリーダーを招きＮＥＤＯ

の最新成果を発表するＮＥＤＯフォーラムの開催、産業革新機構との相互協力協定締結など技術開発型ベンチャー企業等の支援の充実、国内外動向の情報収集・共有をするとともに民間事業者や大学等

のマッチングを図るオープンイノベーション協議会の設立を推進（ＮＥＤＯが事務局）するなど、技術開発マネジメントの強化に係る取組を実施。 

また、エネファームや燃料電池自動車（ＦＣＶ）に使用される固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）における白金触媒の使用量の低減化の達成（使用量を１０分の１に低減）、リチウムイオン電池の世

界最高クラスの高性能化(電気自動車の航続距離２倍以上の見通し)、大容量フルＳｉＣパワー半導体を用いた世界で初めての鉄道車両用インバーター装置の実用化（従来車両と比べ最大約３６％の消費

電力を削減）等、各技術分野の事業において顕著な技術開発成果をあげている。さらに、基盤技術開発に加えて、生活支援分野のロボット開発では、国際標準化の推進を支援（「ＨＡＬ作業支援用（腰

タイプ）」等が国際標準規格（ＩＳＯ １３４８２）の認証獲得）するなど、技術開発の成果を実用化し、将来世界規模で普及展開させていくための取組も進展しており、「研究開発成果の最大化」に向

けて、顕著な成果をあげている。 

業務の効率化についても、組織体制の整備、一般管理費及び業務経費の効率化、外部の第三者機関を活用した包括的な情報管理体制点検の実施、新統合人事サービスの運用の開始による人事業務の効

率化など顕著な成果をあげるとともに、財務内容の改善についても、リスク管理債権の削減等及び新たな年金制度への移行を実施するなど着実な成果をあげている。 
これらの取組に対して外部有識者からは、技術戦略研究センターの立ち上げ、技術開発マネジメント機能の強化を評価するコメントや、ＮＥＤＯフォーラムなど情報発信の成果、技術開発型ベンチャ

ー企業に対する総合的支援の明確化、オープンイノベーション推進のための取り組みを評価するコメントを得た。また、各技術分野の事業でも、水素社会の構築に向けたＮＥＤＯの技術開発への取組や

次世代パワー半導体開発における成果について評価するコメントを得ている。さらに、業務運営の効率化に関しては、新システムによる人事業務の効率化や内部統制機能の強化などを評価するコメント

を得ており、財務内容の改善に関しては、運営費交付金の効率的活用の促進について一層の進捗管理が必要とのコメントを得ている。 
 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
中長期計画及び現時点の年度計画の変更が必要となる事項はなく、引き続き第３期中長期目標の達成に向けた取組を推進する。 

 
４．その他事項 
研究開発に関する審議

会の主な意見 
（研究開発に関する審議会の主な意見などについて記載） 
 
 
 
 
 

監事の主な意見 （監事の意見で特に記載が必要な事項があれば記載） 
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

 

 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別調

書№ 

備考 

 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 ２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

２８

年度 

２９

年度 

３０

年度 

３１

年度 

  ２５

年度

２６

年度 

２７

年度 

２８

年度 

２９

年度 

３０

年度

３１

年度

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項（７０％）  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項（１５％）  

 ＜技術開発マネジメント関連業務＞   （１）機動的・効率的な組織・人

員体制 

Ａ Ａ      Ⅱ  

（ア）技術開発マネジメント

の機能強化 

Ａ Ｓ      Ⅰ－１    （２）自己改革と外部評価の徹底 Ａ Ｂ      Ⅱ  

（イ）情報発信等の推進 Ａ Ｓ      Ⅰ－１    （３）職員の意欲向上と能力開発 Ａ Ｂ      Ⅱ  
（ウ）国際共同事業の推進 Ａ Ｂ      Ⅰ－１    （４）業務・システムの最適化 Ａ Ａ      Ⅱ  
（エ）技術開発型ベンチャー

企業等の振興 

Ａ Ｓ      Ⅰ－１    （５）外部能力の活用 Ａ Ｂ      Ⅱ  

 （オ）人材の流動化促進、育

成 

Ａ Ａ      Ⅰ－１    （６）省エネルギー及び省資源の

推進と環境への配慮 

Ａ Ｂ      Ⅱ  

（カ）研究開発成果を活用し

ようとする者への出資に

よる実用化支援 

－ Ｂ      Ⅰ－１    （７）業務の効率化、役職員の給

与等の水準の適正化 

Ａ Ｂ      Ⅱ  

（キ）技術分野ごとの目標

（エネルギー分野） 

Ａ Ａ      Ⅰ－１    （８）随意契約の見直しに関する

事項、入札・契約の適正化、官

民競争入札等の活用、公益法人

等に対する支出の適正化 

Ａ Ｂ      Ⅱ  

（キ）技術分野ごとの目標

（産業技術分野） 

Ａ Ａ      Ⅰ－１    （９）コンプライアンスの推進 Ａ Ｂ      Ⅱ  

 （キ）技術分野ごとの目標

（国際展開支援） 

Ａ Ａ      Ⅰ－１    業務運営の効率化（１５％） Ａ Ｂ        

 ＜クレジット取得関連業務＞  Ⅲ．財務内容の改善に関する事項（１５％） 

   クレジット取得関連業務 Ａ Ａ      Ⅰ－２    （１）繰越欠損金の増加の抑制 Ａ Ｂ      Ⅲ  

技術開発マネジメント関連業

務（６５％） 

Ａ Ａ          （２）自己収入の増加へ向けた取

組、資産の売却等 

Ｂ Ｂ      Ⅲ  

クレジット取得関連業務

（５％） 

Ａ Ａ          （３）運営費交付金の効率的活用

の促進 

Ｂ Ｂ      Ⅲ  

            （４）剰余金の適正化 Ｂ Ｂ      Ⅲ  
            （５）債務保証経過業務、貸付経

過業務、リスク管理債権適正化

Ｂ Ｂ      Ⅲ  

            （６）年金、基金、共済等の事業

運営のための資金運用の適正

化 

Ａ Ｂ      Ⅲ  

            （７）関係法人等への支出の適正

化 

Ｂ Ｂ      Ⅲ  

             財務内容の改善（１５％） Ｂ Ｂ        
            Ⅳ．その他の事項（－）          
             －          

 
※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す 
難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線  
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１ 技術開発マネジメント関連業務 

関連する政策・施策 － 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第 1項 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

０５６６独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０６１４独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費（エネ

ルギー需給勘定） 

０６１５独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費（電源

開発促進勘定） 

 

２．主要な経年データ 

 ① 主な参考指標情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度  ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

ナショナル
プロジェク
トの実用化
達成率 

5 年経過時
点で 25％
以上 

27％ 34％      

予算額（千円） 123,907,032 153,598,478      

実用化促進
事業の実用
化達成率 

3 年経過時
点で 30％
以上 

36.0％ 31.8％      

決算額（千円） 98,011,031 136,812,173      

事後評価対
象のナショ
ナルプロジ
ェクトの評
価が「合格」
の件数 

中期目標
期間終了
時におい
て 8割以
上。 

100％ 100％      経常費用（千円） 98,259,557 136,858,535 

 

     

事後評価対
象のナショ
ナルプロジ
ェクトの評
価が「優良」
の件数 

中期目標
期間終了
時におい
て 6割以
上。 

84.2％ 93.3％      経常利益（千円） 3,624,169 3,786,034      

イノベーシ
ョンの実現
に資する事
業の事後評
価が「順調」
の割合 

中期目標
期間終了
時におい
て 6割以上 

74.1％ 64.5％      行政サービス実

施コスト（千円）

93,996,323 134,568,343 

 

     

          従事人員数 774 の内数 832 の内数      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

Ⅰ（ア）技術開発マネジメントの機能強化 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価

主な業務実績等 自己評価 
      ＜自己評価＞ Ｓ 評定  

 （１）技術開発マネジメン
ト関連業務 
ＮＥＤＯは、エネルギー

分野をはじめとする産業技
術分野全般に関する最新の
技術動向や政策動向を的確
に把握し、政策当局と密接
に連携しつつ、産業技術政
策などの実施機関として適
切に技術開発マネジメント
関連業務を行うことによ
り、我が国の産業競争力の
強化及び国民経済の発展並
びに内外のエネルギー・環
境問題の解決に貢献するも
のとする。その際、民間企
業、大学、公的研究機関、
技術研究組合等との適切な
連携により、事業を効率
的・効果的に実施すること
とする。 
技術開発マネジメント関

連業務に係る評価指標とし
ては、事業終了段階での事
後評価結果（ⅱ）ｂ．に後
述）とともに、下記のとお
り、追跡評価によって把握
される「一定期間経過後の
実用化達成率（製品化また
は上市段階の比率）」を目標
として設定しその達成状況
を公表するものとする。 
具体的には、「ナショナル

プロジェクト」については、
その特徴・性格を踏まえ、
技術開発期間の短期化やリ
スク回避に決して繋がるこ
とがないよう十分留意した
上で、事業終了後、５年経
過後の時点での実用化達成
率を２５％以上とする。 
また、「実用化促進事業」

（民間企業等によるテーマ
公募型の技術開発関連事
業）については、技術開発
成果の達成とともに実用
化・事業化を一層重視する
との観点から、事業終了後、
３年経過後の時点での実用
化達成率を３０％以上とす
る。 
また、事業実施に当たっ

ては、生産プロセスの開発

（１）技術開発マネジメン
ト関連業務 
機構が、エネルギー分野

をはじめとする産業技術
分野全般に関する技術開
発関連業務を推進するに
あたっては、我が国の産業
競争力強化並びにエネル
ギー、環境問題の解決に貢
献すべく、政府の基本的な
政策に基づく分野に重点
をおいて、日本の産業競争
力強化へ繋がる技術開発
を実施する。その際、政府
と産業界とのインターフ
ェース機能や海外政府と
の調整を始め公的な政策
実施機関である機構の機
能を最大限発揮するとと
もに、これまでの業績を明
確に意識、検証しつつ、実
施する。事業実施にあたっ
ては、生産プロセスの開発
面での成果のみならず、新
製品・新サービス自体の開
発成果を一層重視するこ
とが必要である。さらに、
費用対効果等の不確実性
が高くとも、将来の産業・
社会に大きな影響をもた
らし得る技術開発には、マ
ネジメント全体の中で、公
的資金の活用も含めたリ
スクの軽減など、リスクマ
ネジメントの高度化も図
りながら、果敢に取り組む
ことが必要である。 
こうした観点を踏まえ、

技術開発マネジメントに
ついては、その評価指標と
して、事業終了段階での事
後評価（1.(1)ア(ii) b. に
後述）の結果とともに、追
跡評価（1.(1)ア（ii）c. に
後述）によって把握される
一定期間経過後の実用化
達成率（製品化または上市
段階の比率）を目標として
設定し、その達成状況を公
表するものとする。 

（１）技術開発マネジメント
関連業務 
機構が、エネルギー分野を

はじめとする産業技術分野全
般に関する技術開発関連業務
を推進するに当たっては、我
が国の産業競争力強化並びに
エネルギー、環境問題の解決
に貢献すべく、政府の基本的
な政策に基づく分野に重点を
おいて、日本の産業競争力強
化へ繋がる技術開発を実施す
る。その際、政府と産業界と
のインターフェース機能や海
外政府との調整を始め公的な
政策実施機関である機構の機
能を最大限発揮するととも
に、これまでの業績を明確に
意識、検証しつつ、実施する。
事業実施に当たっては、生産
プロセスの開発面での成果の
みならず、新製品・新サービ
ス自体の開発成果を一層重視
することが必要である。さら
に、費用対効果等の不確実性
が高くとも、将来の産業・社
会に大きな影響をもたらし得
る技術開発には、マネジメン
ト全体の中で、公的資金の活
用も含めたリスクの軽減な
ど、リスクマネジメントの高
度化も図りながら、果敢に取
り組む。 

－ （１）技術開発マネジメント関連業務 
機構は、エネルギー分野をはじめとする

産業技術分野全般に関する技術開発関連
業務を推進するにあたっては、我が国の産
業競争力強化並びにエネルギー、環境問題
の解決に貢献すべく、政府の基本的な政策
に基づく分野に重点をおいて、日本の産業
競争力強化へ繋がる技術開発を実施した。
その際、政府と産業界とのインターフェー
ス機能や海外政府との調整を始め公的な
政策実施機関である機構の機能を最大限
発揮するとともに、これまでの業績を明確
に意識、検証しつつ実施した。さらに、費
用対効果等の不確実性が高くとも、将来の
産業・社会に大きな影響をもたらし得る技
術開発には、マネジメント全体の中で、公
的資金の活用も含めたリスクの軽減など、
リスクマネジメントの高度化も図りなが
ら、果敢に取り組んだ。 

＜自己評価の根拠＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●ナショナルプロジェクト実用化達成率 
・ナショナルプロジェクトにおいて、平成２

０年度終了案件の事業終了後５年経過後

 

 具体的には、ナショナル
プロジェクトについては、
その特徴、性格を踏まえ技

ナショナルプロジェクトに
ついては、その特徴、性格を
踏まえ技術開発の短期化やリ

 ナショナルプロジェクトについては、平
成２０年度に事業を終了した５３事業者
のうち、１８事業者（３４％）について実
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面での成果のみならず、新
製品・新サービス自体の開
発成果を一層重視すること
が必要である。さらに、費
用対効果等の不確実性が高
くとも、将来の産業・社会
に大きな影響をもたらし得
る技術開発には、マネジメ
ント全体の中で、公的資金
の活用も含めたリスクの軽
減など、リスクマネジメン
トの高度化も図りながら、
果敢に取り組むことが必要
である。 

術開発の短期化やリスク
回避に決してつながるこ
とがないよう十分留意し
た上で、事業終了後、５年
経過後の時点での実用化
達成率を２５％以上とす
る。 

スク回避に決してつながるこ
とがないよう十分留意した上
で、事業終了後、５年経過後
の時点での実用化達成率を２
５％以上とするという中期計
画の達成に向けて取り組む。
また、その達成状況を公表す
る。 

用化を達成した。 の時点での実用化達成率は、３４％（１８
事業者／５３事業者） 

 
 
 
 
 
 
●実用化促進事業実用化達成率 
・「実用化促進事業」において、平成２２年
度終了案件の事業終了後３年経過後の時
点での実用化達成率は、３１．８％（３５
件／１１０件）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 実用化促進事業について
は、技術開発成果の達成と
ともに、実用化・事業化を
一層重視するとの観点か
ら、事業終了後、３年経過
後の時点での実用化達成
率を３０％以上とする。な
お、今後、本事業の対象は
中小企業に限定すること
とする。 

実用化促進事業について
は、対象を中小企業に限定し、
技術開発成果の達成ととも
に、実用化・事業化を一層重
視するとの観点から、事業終
了後、３年経過後の時点での
実用化達成率を３０％以上と
するという中期計画の達成に
向けて取り組む。また、その
達成状況を公表する。平成２
６年度は、下記を実施する。 
①平成２５年度イノベーシ
ョン実用化ベンチャー支
援事業 

②福祉用具実用化開発推進事
業 

 実用化促進事業については、対象を中小
企業に限定した上で、平成２２年度に終了
した１１０のテーマのうち、３５テーマ
(３１．８％)は実用化を達成した。 
 
 

 

  また、ナショナルプロジ
ェクト及び実用化促進事
業を、技術分野ごとの特性
や、技術開発を取り巻く環
境の変化を踏まえて適切
に組み合わせて実施する
とともに、各事業で得られ
た成果を相互に活用する
等、事業間連携に取り組
み、分野連携、融合を促進
し、成果の最大化を図る。
また、制度においては各制
度を連携して実施すると
ともに、必要に応じて複数
制度を大括り化する等、機
動的な運用を行う。 
類似する技術開発テーマ
が同時に引き続き進行し
たり同種の技術内容が複
数の技術開発事業で行わ
れることにより、今後、効
率的かつ効果的な技術開
発業務の実施に問題が生
じることがないよう、既往
の政府決定等に基づき、業
務の枠組みを含めた事業
の再編整理、技術開発テー
マの重点化等を行い、必要
な実施体制の見直しを行
うものとする。 

また、ナショナルプロジェ
クト及び実用化促進事業を、
技術分野ごとの特性や、技術
開発を取り巻く環境の変化を
踏まえて適切に組み合わせて
実施するとともに、各事業で
得られた成果を相互に活用す
る等、事業間連携に取り組み、
分野連携、融合を促進し、成
果の最大化を図る。また、制
度においては各制度を連携し
て実施するとともに、必要に
応じて複数制度を大括り化す
る等、機動的な運用を行う。
類似する技術開発テーマが同
時に引き続き進行したり同種
の技術内容が複数の技術開発
事業で行われることにより、
今後、効率的かつ効果的な技
術開発業務の実施に問題が生
じることがないよう、既往の
政府決定等に基づき、業務の
枠組みを含めた事業の再編整
理、技術開発テーマの重点化
等を行い、必要な実施体制の
見直しを行う。 

－ また、分野連携、融合を促進し、成果の
最大化を図るため、事業間連携を行った。
具体的には、「高温超電導実証ケーブル実
証プロジェクト」及び｢イットリウム系超
電導電力機器技術開発｣で開発した世界最
高性能の超電導ケーブル、冷凍機の成果を
「次世代送電システムの安全性・信頼性に
係る実証研究」で活用し、次世代送電シス
テムの早期実用化を図ることとした。 
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 ① 技術開発マネジメント
の機能強化 
ＮＥＤＯは、ナショナルプ
ロジェクト及び実用化促進
事業について、事業の企画
（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、
評価（Ｃｈｅｃｋ）、更にそ
の結果を反映・実行（Ａｃ
ｔｉｏｎ）させた次の計画、
実施及び評価へとつなげる
ＰＤＣＡ（企画－実施－評
価－反映・実行）サイクル
を深化させ、それら各段階
におけるより高度な技術開
発マネジメントを実践する
ものとする。 

（ア）技術開発マネジメン
トの機能強化 
機構がナショナルプロジ
ェクト及び実用化・事業化
促進事業を推進するにあ
たっては、事業の企画（Ｐ
ｌａｎ）・実施（Ｄｏ）・評
価（Ｃｈｅｃｋ）更にその
結果を反映（Ａｃｔｉｏ
ｎ）させた次の計画（Ｐｌ
ａｎ）及び実施（Ｄｏ）へ
と繋げるいわゆるＰＤＣ
Ａ（企画－実施－評価－反
映・実行）サイクルを深化
させ、高度な技術開発マネ
ジメントを実践する。 

（ア）技術開発マネジメント
の機能強化 
機構がナショナルプロジェク
ト及び実用化・事業化促進事
業を推進するに当たっては、
事業の企画（Plan）・実施
（Do）・評価（Check）更にそ
の結果を反映（Action）させ
た次の計画（Plan）及び実施
（Do）へと繋げるいわゆるＰ
ＤＣＡ（企画－実施－評価－
反映・実行）サイクルを深化
させ、高度な技術開発マネジ
メントを実践する。 

 （ア）技術開発マネジメントの機能強化 
ナショナルプロジェクト及び実用化促

進事業を推進するに当たっては、事業の企
画（Plan）・実施（Do）・評価（Check）更
にその結果を反映（Action）させた次の計
画（Plan）及び実施（Do）へと繋げるいわ
ゆるＰＤＣＡ（企画－実施－評価－反映・
実行）サイクルを深化させ、高度な技術開
発マネジメントを実践した。具体的には以
下のとおり。 

  

 ⅰ）企画（Ｐｌａｎ）／実
施（Ｄｏ） 
ａ．ナショナルプロジェク
トに係る基本計画の策定等 
ナショナルプロジェクト

については、国際的な競争
水準から見て遜色ない技術
に係るテーマを中心に推進
するとともに、新エネルギ
ー関連の技術分野など、重
点分野化・骨太化を図るも
のとする。 
その際、上記の実用化達

成率に係る目標達成のため
にも、ＮＥＤＯは政府と一
層の連携の下、一体となっ
てプロジェクトの企画立案
等に参画することとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ⅰ）企画、実施段階 
(a)ナショナルプロジェク
トに係る基本計画の策定
等 
国際的な技術開発動向、

我が国産業界の当該技術
分野への取組状況や国際
競争力の状況、エネルギー
需給の動向、当該技術によ
り実現される新市場、新商
品による我が国国民経済
への貢献の程度、産業技術
政策やエネルギー、環境政
策の動向、国際貢献の可能
性等を十分に踏まえつつ、
適切なプロジェクトの企
画立案、実施体制の構築を
図るものとする。 
具体的には、ナショナル

プロジェクトについては、
国際的競争水準から見て
遜色のない技術に係るテ
ーマを中心に推進すると
ともに、新エネルギー関連
の技術分野など、重点分野
化・骨太化を図るものとす
る。その際、上記の実用化
達成率に係る目標達成の
ためにも、機構は政府と一
層の連携の下、一体となっ
てプロジェクトの企画立
案等に参画する。また、広
範な視点から社会、産業界
のニーズに対応するため、
大学、公的研究機関の研究
者等が有する有望な技術
シーズの発掘も行う。 

（ⅰ）企画、実施段階 
（ａ）ナショナルプロジェク
トに係る基本計画の策定等 
国際的な技術開発動向、我

が国産業界の当該技術分野へ
の取組状況や国際競争力の状
況、エネルギー需給の動向、
当該技術により実現される新
市場、新商品による我が国国
民経済への貢献の程度、産業
技術政策やエネルギー、環境
政策の動向、国際貢献の可能
性等を十分に踏まえつつ、適
切なプロジェクトの企画立
案、実施体制の構築を図る。
具体的には、ナショナルプロ
ジェクトについては、国際的
競争水準から見て遜色のない
技術に係るテーマを中心に推
進するとともに、新エネルギ
ー関連の技術分野など、重点
分野化・骨太化を図る。その
際、上記の実用化達成率に係
る目標達成のためにも、機構
は政府と一層の連携の下、一
体となってプロジェクトの企
画立案等に参画する。また、
広範な視点から社会、産業界
のニーズに対応するため、大
学、公的研究機関の研究者等
が有する有望な技術シーズの
発掘も行う。 
 

－ （ⅰ）企画、実施段階 
（ａ）ナショナルプロジェクトに係る基本
計画の策定等 
国際的な技術開発動向、我が国産業界の

当該技術分野への取組状況や国際競争力
の状況、エネルギー需給の動向、当該技術
により実現される新市場、新商品による我
が国国民経済への貢献の程度、産業技術政
策やエネルギー、環境政策の動向、国際貢
献の可能性等を十分に踏まえつつ、適切な
プロジェクトの企画立案、実施体制の構築
を図った。 
具体的には、ナショナルプロジェクトに

ついては、国際的競争水準から見て遜色の
ない技術に係るテーマを中心に推進する
とともに、新エネルギー関連の技術分野な
ど、重点分野化・骨太化を図った。その際、
上記の実用化達成率に係る目標達成のた
めにも、機構は政府と一層の連携の下、一
体となってプロジェクトの企画立案等に
参画した。また、広範な視点から社会、産
業界のニーズに対応するため、大学、公的
研究機関の研究者等が有する有望な技術
シーズの発掘も行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●事前評価における市場規模分析の徹底と
国民の声を反映したプロジェクト立案（Ｎ
ＥＤＯ ＰＯＳＴ）  

・研究開発事業の立案段階においては、将来
期待される市場規模についての分析を実
施すると共に、プロジェクトのアウトプッ
ト、アウトカム目標を明確にした基本計画
を策定。 

・また、ＮＥＤＯのウェブページを活用して
パブリックコメントを求めるＮＥＤＯ

 

 プロジェクトの立ち上
げにあたっては、産業界、
学術界等の外部の専門
家・有識者を活用して、市
場創出効果、雇用創造効果
等が大きく、広範な産業へ
の高い波及効果を有し、中
長期的視点から我が国の
産業競争力の強化に資す
ることや内外のエネルギ

プロジェクトの立ち上げに
当たっては、産業界、学術界
等の外部の専門家・有識者を
活用して、市場創出効果、雇
用創造効果等が大きく、広範
な産業への高い波及効果を有
し、中長期的視点から我が国
の産業競争力の強化に資する
ことや内外のエネルギー、環
境問題を始めとする社会的課

－ 平成２６年度新規ナショナルプロジェ
クト１９件全てについて、外部有識者等に
よる事前評価を実施し、事前評価の結果を
基本計画に反映した。 
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ー、環境問題を始めとする
社会的課題の解決への貢
献（いわゆる「社会実装」
の程度）、投入費用を上回
る効果が見込まれるかど
うかの費用対効果等の観
点も含めた事前評価を実
施する。 

題の解決への貢献（いわゆる
「社会実装」の程度）、投入費
用を上回る効果が見込まれる
かどうかの費用対効果等の観
点も含めた事前評価を実施す
る。 

ＰＯＳＴを実施し、プロジェクト立案に反
映。平成２６年度のＮＥＤＯ ＰＯＳＴで
は、新規プロジェクト等１９件の基本計画
等への反映を目的に意見募集を実施。さら
に、ウェブページ上で、その内容や反映結
果を全て公開。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、プロジェクト毎に、
プロジェクト終了時や中間
時点での達成目標を定量的
かつ明確に示した基本計画
を策定するものとする。 
その際、本目標が一層合

理的なものとなるよう、産
業界・学術界等の外部の専
門家の知見や国民からの意
見を幅広く収集するととも
に、市場創出効果、雇用創
造効果、広範な産業への波
及効果、中長期的視点から
の我が国産業競争力強化へ
の貢献、内外のエネルギ
ー・環境問題を始めとする
社会的課題の解決への貢献
（いわゆる「社会実装」の
程度）、費用対効果などの観
点から、事前評価を行うこ
ととする。 

事前評価の結果実施す
ることとなったプロジェ
クトについて、国の政策に
沿って、内外の技術動向調
査等から得られた知見や
産業界、学術界等の外部の
専門家・有識者との意見交
換及び広く国民から収集
した意見（パブリックコメ
ントを１回以上実施）を反
映させ、プロジェクトの目
的や目標及び内容等を規
定するプロジェクト基本
計画を策定する。 
プロジェクト基本計画

には、プロジェクト終了時
点での最終目標を定量的
かつ明確に記述し、出口イ
メージを明確に記述する
ものとする。 

事前評価の結果実施するこ
ととなったプロジェクトにつ
いて、国の政策に沿って、内
外の技術動向調査等から得ら
れた知見や産業界、学術界等
の外部の専門家・有識者との
意見交換及び広く国民から収
集した意見（パブリックコメ
ントを１回以上実施）を反映
させ、プロジェクトの目的や
目標及び内容等を規定するプ
ロジェクト基本計画を策定す
る。 
プロジェクト基本計画に

は、プロジェクト終了時点で
の最終目標を極力定量的かつ
明確に記述し、出口イメージ
を明確に記述する。 

－ 事前評価の結果実施することとなった
１９件全てについて、外部の専門家・有識
者等との意見交換結果やパブリックコメ
ントで寄せられた意見を反映し、プロジェ
クトの目的や目標及び内容等を規定した
プロジェクト基本計画を策定した。なお、
パブリックコメントで寄せられた意見及
びやその反映結果を、全て機構のホームペ
ージで公開した。 

 

プロジェクト基本計画
で定める技術開発期間に
ついては、中長期的な視点
から、必要に応じ、第３期
中期目標期間にとらわれ
ず柔軟かつ適切に策定す
る。５年間以上の期間を要
するプロジェクトについ
ては、プロジェクト基本計
画上、３年目を目途とした
中間時点での中間目標を
定量的かつ明確に記述す
る。 

プロジェクト基本計画で定
める技術開発期間について
は、中長期的な視点から、必
要に応じ、第３期中期目標期
間にとらわれず柔軟かつ適切
に策定する。５年間以上の期
間を要するプロジェクトにつ
いては、プロジェクト基本計
画上、３年目を目途とした中
間時点での中間目標を定量的
かつ明確に記述する。 

－ プロジェクト基本計画には、プロジェク
ト本来の目的に照らし、終了時点での最終
目標を可能な限り定量的かつ明確に基本
計画へ記述し、出口イメージをスタート時
点から明確にしたうえでプロジェクトを
スタートさせた。 
プロジェクト基本計画で定める技術開

発の実施期間については、技術開発内容を
鑑み適切な期間の設定を行った。具体的に
は、平成２６年度より実施期間を当初５年
間として開始した「インフラ維持管理・更
新等社会対応プロジェクト」において、実
用化の目処が立ちそうなロボット分野に
ついては、期間を４年間に短縮し、２年を
委託事業、２年を助成事業として成果の早
期社会実装を図った。 
実施期間が５年以上のプロジェクトに

ついては、３年目を目処とした中間時点で
の中間目標を定量的かつ明確に基本計画
への記述を行った。 

 

ｂ．公募 
円滑かつ迅速な事業実施

を図るため、客観的な採択
基準を策定・公表し、早期
に公募を開始することとす
る。 
特に、実用化促進事業に

ついては、地方の提案者の
利便にも配慮し、地方を含
む公募説明会の一層の充実
を図るとともに、採択件数
の少ない事業を除き、制度
運用状況等を踏まえつつ、
年度の枠にとらわれない随
時の応募相談受付と年間複

(b)公募 
基本計画策定後、円滑か

つ迅速な事業実施、推進を
図るため、極力多くの事業
について、政府予算の成立
を条件として、実施年度の
前年度の３月までに公募
を開始する。公募は、ホー
ムページ等のメディアの
最大限の活用等により採
択基準を公表しつつ実施
する。また、公募に際して
は、機構のホームページ上
に、公募開始の１ヶ月前
（緊急的に必要なもので

（ｂ）公募 
基本計画策定後、円滑かつ

迅速な事業実施、推進を図る
ため、極力多くの事業につい
て、政府予算の成立を条件と
して、平成２６年の３月まで
に公募を開始する。公募は、
ホームページ等のメディアの
最大限の活用等により採択基
準を公表しつつ実施する。ま
た、公募に際しては、機構の
ホームページ上に、公募開始
の１か月前（緊急的に必要な
ものであって事前の周知が不
可能なものを除く。）には公募

－ （ｂ）公募 
平成２６年度に基本計画を策定し、公募

を行った事業１７件のうち７件について
は、３月末までに採択基準を公表しつつ公
募を開始した。残る１０件については、最
適な事業体制の詳細設計に調整を要した
等の理由から４月以降に公募を実施した。
また、公募を行った３１件全て公募開始

の１ヶ月前には事前周知を行った。 
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数回の採択を行うものとす
る。 
 
 
 
 

あって事前の周知が不可
能なものを除く。）には公
募に係る事前の周知を行
う。 

に係る事前の周知を行う。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用化促進事業におい
ては、地方の提案者の利便
にも配慮し、地方を含む公
募説明会の一層の充実を
図る。また、事業運用の状
況を踏まえつつ、年度の枠
にとらわれない随時の応
募相談受付と年間複数回
の採択を行う。 

実用化促進事業において
は、地方の提案者の利便にも
配慮し、地方を含む公募説明
会の一層の充実を図る。また、
事業運用の状況を踏まえつ
つ、年度の枠にとらわれない
随時の応募相談受付と年間複
数回の採択に努める。 

－ 実用化促進事業においては、地方の提案
者の利便性にも配慮し、地方を含む公募説
明会の一層の充実を図った。具体的には、
「イノベーション実用化ベンチャー支援
事業」においては、地方の提案者の利便に
も配慮し全国１０か所（川崎、大阪、福岡、
広島、名古屋、仙台、高松、金沢、那覇、
札幌）で公募説明会を開催した。 
また、事業運用の状況を踏まえつつ、年

度の枠にとらわれない随時の応募相談受
付と年間複数回の採択に努めた。具体的に
は、「新エネルギーベンチャー技術革新事
業」では、平成２６年度公募を２回実施し、
制度説明会では、全国の大学、地方自治体
などのべ９３か所で実施し、随時相談を受
け付けた。 
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 ｃ．選定・採択 
事業実施者等の採択に当

たっては、審査・採択基準
に基づき、ＮＥＤＯ外部か
らの専門家・有識者等を活
用した客観的で公正な審査
を行うとともに、採択結果
の公表や不採者に対する不
採択理由の通知を行う等、
審査過程の透明性を確保す
ることとする。また、公募
から採択までの標準処理期
間を設定し、事務の合理
化・迅速化を図ることとす
る。 
ナショナルプロジェクト

については、これまでの実
用化に係る実績を十分踏ま
えた参加企業の選定・採択
を行うものとする。また、
事業に参加する企業が複数
である場合は、当該企業間
の競争・協調関係に基づく、
適切な役割分担を明確に認
識した上で、事業実施体制
を構築することとする。他
方、費用対効果等の不確実
性が高くとも、将来の産
業・社会に大きな影響をも
たらし得る技術開発につい
ても、その点を一定程度評
価することとする。 
また、実用化促進事業に

ついては、事業実施者の経
営能力を審査過程で重視す
るとともに、比較的短時間
で成果が得られ、早期に高
い市場創出・経済活性化の
効果を有し得るものを重視
して採択するものとする。 
さらに、採択された事業

実施者に対しては、技術の
早期実用化・事業化を図る
ため、技術開発面のみなら
ず、経営面における支援等
を必要に応じ、行うことと
する。 

(c)選定、採択 
ナショナルプロジェク

トについては、企画競争や
公募の過程で形成された
産業界、学術界等の外部の
専門家・有識者との関係も
活用しつつ、客観的な審
査、採択基準に基づく公正
な選定、採択審査を行う。
選定、採択にあたっては、
プロジェクトの性格や目
標に応じ、これまでの実用
化・事業化に係る実績を十
分踏まえた参加企業の選
定・採択を行うものとし、
企業間の競争関係や協調
関係に基づく、適切な役割
分担を明確に認識した上
で、企画競争、公募を通じ
て、最高の英知を集めつ
つ、適切な技術開発体制の
構築を行う。特に、機構と
実施者との間にマネジメ
ント機能の重複がないよ
うにするとともに、真に技
術力と実用化・事業化能力
を有する企業を実施者と
して選定し、成果を最大化
するための最適な技術開
発体制の構築に努める等、
安易な業界横並び体制に
陥ることのないよう留意
する。なお、費用対効果等
の不確実性が高くとも、将
来の産業・社会に大きな影
響をもたらし得る技術開
発についても、その点を一
定程度評価する。 

（ｃ）選定、採択 
ナショナルプロジェクトに

ついては、企画競争や公募の
過程で形成された産業界、学
術界等の外部の専門家・有識
者との関係も活用しつつ、客
観的な審査、採択基準に基づ
く公正な選定、採択審査を行
う。選定、採択に当たっては、
プロジェクトの性格や目標に
応じ、これまでの実用化・事
業化に係る実績を十分踏まえ
た参加企業の選定・採択を行
うものとし、企業間の競争関
係や協調関係に基づく、適切
な役割分担を明確に認識した
上で、企画競争、公募を通じ
て、最高の英知を集めつつ、
適切な技術開発体制の構築を
行う。特に、機構と実施者と
の間にマネジメント機能の重
複がないようにするととも
に、真に技術力と実用化・事
業化能力を有する企業を実施
者として選定し、成果を最大
化するための最適な技術開発
体制の構築に努める等、安易
な業界横並び体制に陥ること
のないよう留意する。なお、
費用対効果等の不確実性が高
くとも、将来の産業・社会に
大きな影響をもたらし得る技
術開発についても、その点を
一定程度評価する。 
 

－ （ｃ）選定、採択 
ナショナルプロジェクトについては、産

業界・学術界等の外部の専門家・有識者か

ら構成される委員会を開催し、客観的な審

査・採択基準に基づく公正な選定、採択審

査を実施した。 
選定、採択にあたっては、プロジェクト

終了後の追跡調査を通じて得られたデー

タを用いて、これまでの実用化・事業化に

係る実績を十分踏まえた参加企業の選

定・採択を行い、適切な技術開発体制の構

築を行うべく実施者の決定を行った。具体

的には、「低炭素社会を実現する次世代パ

ワーエレクトロニクスプロジェクト」にお

いて、平成２６年度より応用システム開発

を行う助成事業を追加し、平成２２年度か

ら実施してきた材料、デバイス関連の成果

をいち早く製品化に結びつける体制に強

化し、材料から製品までの全てのバリュー

チェーンおける産業競争力強化に努めた 

 

実用化促進事業は、比較
的短期間で技術の実用
化・事業化を行うことを目
的とし、比較的短期間で成
果が得られ、即効的な市場
創出、経済活性化に高い効
果を有し得るものである
ことに鑑み、事業実施者の
経営能力を審査過程で重
視するとともに、達成すべ
き技術目標及び実現すべ
き新製品等の出口イメー
ジが明確で、我が国の経済
活性化やエネルギー・環境
問題の解決により直接的

実用化促進事業は、比較的
短期間で技術の実用化・事業
化を行うことを目的とし、比
較的短期間で成果が得られ、
即効的な市場創出、経済活性
化に高い効果を有し得るもの
であることに鑑み、事業実施
者の経営能力を審査過程で重
視するとともに、達成すべき
技術目標及び実現すべき新製
品等の出口イメージが明確
で、我が国の経済活性化やエ
ネルギー・環境問題の解決に
より直接的で、かつ大きな効
果を有する案件を重視して選

－ 実用化促進事業は、比較的短期間で技術
の実用化・事業化を行うことを目的とし、
比較的短期間で成果が得られ、即効的な市
場創出、経済活性化に高い効果を有し得る
ものあることに鑑み、事業実施者の経営能
力を審査過程で重視するとともに、達成す
べき技術目標及び実現すべき新製品等の
出口イメージが明確で、我が国の経済活性
化やエネルギー・環境問題の解決により直
接的で、かつ大きな効果を有する案件を重
視して選定、採択を行った。採択時には経
営能力の審査において、経営基盤審査ツー
ルの活用、社長面談を実施した。事業実施
段階においては、技術経営アドバイザーを
派遣し、技術経営力の強化に関する助言を

 

Ⅰ Ⅰ 1 Ⅰ 7



で、かつ大きな効果を有す
る案件を重視して選定、採
択する。公的機関のニーズ
等を踏まえた技術開発課
題の解決への取組を行う
事業については、その有効
性等を検証しつつ実施す
る。必要に応じ大学等の基
礎基盤の科学技術の知見
も活用し、実用化・事業化
を後押しするとともに、採
択された事業実施者に対
しては、技術の早期実用
化・事業化を図るため、技
術開発面のみならず、経営
面における支援等を必要
に応じ行うこととする。さ
らに、事業実施効果の確保
及び事業費の有効活用を
図るため、案件採択時にお
いては、費用対効果分析の
実施を徹底するよう努め
る。 

定、採択する。公的機関のニ
ーズ等を踏まえた技術開発課
題の解決への取組を行う事業
については、その有効性等を
検証しつつ実施する。必要に
応じ大学等の基礎基盤の科学
技術の知見も活用し、実用
化・事業化を後押しするとと
もに、採択された事業実施者
に対しては、技術の早期実用
化・事業化を図るため、技術
開発面のみならず、経営面に
おける支援等を必要に応じ行
うこととする。さらに、事業
実施効果の確保及び事業費の
有効活用を図るため、案件採
択時においては、費用対効果
分析の実施を徹底するよう努
める。 

積極的に行った。また、事業実施者の出口
イメージを明確なものとするため、必要に
応じて技術カタライザー、事業カタライザ
ーの紹介を通じた取り組みを積極的に行
った。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●公募締切から採択決定までの期間につい
て 

・事業実施者の採択にあたっては、十分な審
査期間を確保する一方、事業区分ごとに公
募締切から採択決定までの期間目標を設
定。その結果、約８割の事業で定められた
期間内に採択を完了。  

 
 
 
 
 
 
 
 

 選定結果は公開し、不採
択案件応募者に対する明
確な理由の通知を行う。十
分な審査期間を確保する
ことに最大限留意の上、応
募総数が多い場合等、特段
の事情がある場合を除き、
公募締切から採択決定ま
での期間をそれぞれ以下
の日数とすることにより、
事務の合理化、迅速化を図
る。 
・ナショナルプロジェク
ト：原則４５日以内（た
だし、エネルギー等関連
業務の実証業務等：原則
６０日以内） 

・実用化促進事業：原則７
０日以内 

選定結果は公開し、不採択
案件応募者に対する明確な理
由の通知を行う。十分な審査
期間を確保することに最大限
留意の上、応募総数が多い場
合等、特段の事情がある場合
を除き、公募締切りから採択
決定までの期間をそれぞれ以
下の日数とすることにより、
事務の合理化、迅速化を図る。 
・ナショナルプロジェクト：
原則４５日以内（ただし、
エネルギー等関連業務の実
証業務等：原則６０日以内） 

・実用化促進事業：原則７０
日以内 

－ 平成２６年度に行った全ての公募に対
し選定結果を機構のホームページ上で公
開した。また、不採択となった事業者に対
しては、明確な理由とともに通知を行っ
た。 
平成２６年度に公募を実施した研究開

発プロジェクト等の受託者・交付先の採択
については、条件付き採択等による実施内
容・技術要件・研究体制等の調整に時間を
要した案件（８件）を除き、事業区分毎に
掲げる公募締切から採択決定までの目標
期間以内で採択決定を行った。 
・ナショナルプロジェクトについては、期
間内で採択決定を行った事業は３１件
中２５件。（約８１％） 
（うち、エネルギー等関連業務の実証業
務等については、期間内で採択決定を行
った事業は１１件中１０件（約９１％））

・実用化促進事業については、期間内で採
択決定を行った事業は５件中３件（約６
０％） 
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 ⅱ）評価（Ｃｈｅｃｋ）／
反映・実行（Ａｃｔｉｏｎ） 
個々の事業に係る各種評

価（中間評価、事後評価及
び追跡評価）については、
外部の専門家・有識者を活
用し厳格に行うものとす
る。また、これらの評価結
果から得られた、技術開発
マネジメントに係る多くの
知見・教訓・好事例等を蓄
積することにより、マネジ
メント機能全体の改善・強
化に反映させることとす
る。 
さらに、各評価結果につ

いては、技術情報等の流出
等の観点に配慮しつつ、可
能な範囲で公表するものと
する。 
 

（ⅱ）評価／反映・実行 
個々の事業に係る中間

評価、事後評価及び追跡評
価については、産業界、学
術界等の外部の専門家・有
識者を活用し厳格に行う
ものとする。また、これら
の評価結果から得られた、
技術開発マネジメントに
係る多くの知見、教訓、良
好事例等を蓄積すること
により、マネジメント機能
全体の改善・強化に反映さ
せる。さらに、各評価結果
については、技術情報等の
流出等の観点に配慮しつ
つ、可能な範囲で公表する
ものとする。 

（ⅱ）評価／反映・実行 
個々の事業に係る中間評

価、事後評価及び追跡評価に
ついては、産業界、学術界等
の外部の専門家・有識者を活
用し厳格に行うものとする。
また、これらの評価結果から
得られた、技術開発マネジメ
ントに係る多くの知見、教訓、
良好事例等を蓄積することに
より、マネジメント機能全体
の改善・強化に反映させる。
さらに、各評価結果について
は、技術情報等の流出等の観
点に配慮しつつ、可能な範囲
で公表するものとする。 

－ （ⅱ）評価／反映・実行 
個々の事業に係る中間評価、事後評価及

び追跡評価については、産業界、学術界等
の外部の専門家・有識者を活用し厳格に実
施した。また、これらの評価結果から得ら
れた、技術開発マネジメントに係る多くの
知見、教訓、良好事例等を蓄積し取りまと
め、機構内で共有することにより、マネジ
メント機能全体の改善・強化に反映を行っ
た。さらに、各評価結果については、技術
情報等の流出等の観点に配慮しつつ、機構
ホームページ上で公表を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●中間評価の実施と結果、その反映 
・平成２６年度に中間評価対象であったプロ

ジェクト５件について、予定通り実施し、
結果を公表した。事前に定めた評価項目・
基準に基づき、評価コメントをまとめると
ともに、評価結果を数値化して提示。 

・５プロジェクト全てで、中間評価の結果及
びプロジェクト開始後の社会経済情勢の
変化等を踏まえて、技術開発内容やマネジ
メント等の改善を検討し、実施計画の見直
し等を的確に実施。 

 
 
＜課題と対応＞ 
・引き続き、個々の事業に係る中間評価、事

後評価及び追跡評価については、産業界、
学術界等の外部の専門家・有識者を活用し
厳格に実施する。 

・中間評価結果については、社会経済情勢等
を踏まえた上で、技術開発内容やマネジメ
ント等の改善、見直しに適宜反映させる。

 
 
●プロジェクトの技術開発・成果の促進の状
況 

・目覚ましい成果を挙げている事業等に対し
て資金を迅速に投入（平成２６年度実績１
２件）。これら追加資金を投入した事業で
は、技術開発の促進により、実用化・事業
化割合の向上や時期の短縮等の顕著な成
果が創出されつつある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ａ．中間評価 
等事業実施期間を５年以

上とするナショナルプロジ
ェクトについては、数値化
された指標を用いて中間評
価を厳格に実施し、中間目
標達成度を把握するととも
に、その結果に基づき、事
業の加速化（年度途中にお
ける開発成果創出促進制度
の適用等）・縮小・中止・見
直し等を迅速に行うものと
する。 
特に、中間目標に対し、

評価結果が一定水準に満た
ない事業については、原則
として中止し、その財源を
加速化すべき事業に充てる
こととする。 
また、中間評価を行わな

い年度においても、事業の
進捗状況を一層詳細に把握
し、事業の加速化・縮小等
を迅速に行うものとする。 
 

(a)中間評価等 
産業界、学術界等の外部

の専門家・有識者を活用
し、数値化された指標を用
いて中間評価を、厳格に適
切な手法で実施する。特に
５年間程度以上の期間を
要する事業については、３
年目ごとを目途とする中
間評価を必ず行い、中間目
標達成度を把握するとと
もに、社会経済情勢等を踏
まえた上で、技術開発内容
やマネジメント等の改善、
見直しを的確に行ってい
く。 

(a)中間評価等 
産業界、学術界等の外部の

専門家・有識者を活用し、数
値化された指標を用いて中間
評価を、厳格に適切な手法で
実施する。特に５年間程度以
上の期間を要する事業につい
ては、３年目ごとを目途とす
る中間評価を必ず行い、中間
目標達成度を把握するととも
に、社会経済情勢等を踏まえ
た上で、技術開発内容やマネ
ジメント等の改善、見直しを
的確に行っていく。 

－ (a)中間評価等 
平成２６年度は、実施予定期間が５年以

上のナショナルプロジェクト５件につい
て、産業界、学術界等の外部の専門家・有
識者を活用し、数値化された指標を用いて
厳格に適切な手法で実施し、中間目標達成
度等を評価した。また、中間評価の結果及
び社会経済情勢の変化等を踏まえて、技術
開発内容やマネジメント等の改善、見直し
を的確に行った。 

 

 機構による自主的な点
検等により常に的確に事
業の進捗状況を段階ごと
に一層詳細に把握し管理
するよう努め、中間評価や
随時行われる事業進捗の
把握結果等を基に、開発成
果創出促進制度の活用等
により、プロジェクト内又
はプロジェクト間におい
て、配分予算の調整を行う
等、事業の加速化（開発成
果創出促進制度の適用
等）、縮小、中止、見直し
等を迅速に行うとともに、
以降の事業実施及び予算
要求プロセスに反映する。 

機構による自主的な点検等
により常に的確に事業の進捗
状況を段階ごとに一層詳細に
把握し管理するよう努め、中
間評価や随時行われる事業進
捗の把握結果等を基に、開発
成果創出促進制度の活用等に
より、プロジェクト内又はプ
ロジェクト間において、配分
予算の調整を行う等、事業の
加速化（開発成果創出促進制
度の適用等）、縮小、中止、見
直し等を迅速に行うととも
に、以降の事業実施及び予算
要求プロセスに反映する。 

－ 機構による自主的な点検等により常に
的確に事業の進捗状況を段階ごとに一層
詳細に把握し管理するよう努め、中間評価
や随時行われる事業進捗の把握結果等を
基に、開発成果創出促進制度の活用等によ
り、プロジェクト内又はプロジェクト間に
おいて、配分予算の調整を行う等、事業の
加速化（開発成果創出促進制度の適用等）、
縮小、中止、見直し等を迅速に行うととも
に、以降の事業実施及び予算要求プロセス
に反映を行った。 
なお、平成２６年度においては、目覚ま

しい成果を挙げている事業等１２件に対
して開発成果創出促進制度の適用等を行
い、事業の加速化、見直し等を迅速に行っ
た。 
 

 

 中間時点での評価結果
が一定水準に満たない事
業については、抜本的な改
善策等がない場合には原
則として中止し、その財源
を加速化すべき事業に充
てることとする。 

中間時点での評価結果が一
定水準に満たない事業につい
ては、抜本的な改善策等がな
い場合には原則として中止
し、その財源を加速化すべき
事業に充てることとする。 

－ 平成２６年度に中間評価を行った５件
のナショナルプロジェクトにおいて、評価
結果が一定水準に満たない事業に該当す
るものは無かった。 
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 ｂ．事後評価 
ナショナルプロジェクト

及び実用化促進事業につい
ては、各事業の終了後、外
部の専門家・有識者を活用
し、数値化された指標を用
いて、技術的成果、実用化・
事業化の見通し等の観点か
ら、事後評価を実施し、評
価結果を以後のマネジメン
ト業務の改善に反映させる
ものとする。 

(b)事後評価 
事業終了後、産業界、学

術界等の外部の専門家・有
識者を活用し、数値化され
た指標を用いて、技術的成
果、実用化・事業化見通し、
マネジメント等を評価項
目とした事後評価を実施
するとともに、その結果を
以後の機構のマネジメン
トの改善に活用する。 

(b)事後評価 
事業終了後、産業界、学術

界等の外部の専門家・有識者
を活用し、数値化された指標
を用いて、技術的成果、実用
化・事業化見通し、マネジメ
ント等を評価項目とした事後
評価を実施するとともに、そ
の結果を以後の機構のマネジ
メントの改善に活用する。 

－ (b)事後評価 
平成２６年度においては、平成２５年度

に終了したナショナルプロジェクト１４
件の事後評価と、平成２６年度に終了する
プロジェクト１件の前倒し事後評価を、産
業界、学術界等の外部の専門家・有識者を
活用し、数値化された指標を用いて、技術
的成果、実用化・事業化見通し、マネジメ
ント等を評価項目として実施した。その結
果から、機構のマネジメントの改善に資す
る点を抽出して活用を図った。 

●事後評価の実施と結果 
・平成２５年度に終了したプロジェクト１４

件の事後評価及び平成２６年度に終了す
るプロジェクト１件の事後評価前倒しを
予定通り完了し、その結果を公表した。評
価結果は、１５件（１００％）が合格であ
り、このうち１４件（９３％）は優良に該
当した。 

 
 
＜課題と対応＞ 
・事業終了後、産業界、学術界等の外部の専

門家・有識者を活用し、数値化された指標
を用いて、技術的成果、実用化・事業化見
通し、マネジメント等を評価項目とした事
後評価を引き続き実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 その際、ＮＥＤＯが策定
した基準において、ナショ
ナルプロジェクトについて
は、８割以上が合格、６割
以上が優良との評価を、ま
た、実用化促進事業につい
ては、６割以上が順調との
評価を得ることとする。 
 

ナショナルプロジェク
トにおいては、技術的成
果、実用化・事業化見通し、
マネジメント等を評価項
目とし、別途公表される計
算式に基づき８割以上が
「合格」、６割以上が「優
良」との評価を得る。 

当該年度に予定する事後評
価対象のナショナルプロジェ
クトにおいては、成果、実用
化見通し、マネジメント及び
位置付けを評価項目とし、評
点法を用いて「優良」又は「合
格」（＊）との結果を得たプロ
ジェクトがどの程度あるかを
年度内に把握し、速やかに対
外的に公表する。 
（＊）原則として、①位置

付け、②マネジメント、③成
果及び④実用化の見通しをそ
れぞれＡ（優）＝３点、Ｂ（良）
＝２点、Ｃ（可）＝１点、Ｄ
（不可）＝０点で評価者に評
価してもらい、それぞれ平均
得点を算出した上で、全ての
評価軸が１．０点以上かつ③
と④の和が４．０点以上であ
れば「優良」とし、３．０点
以上であれば「合格」とする。 

－ 平成２５年度に終了したプロジェクト
１４件の事後評価及び平成２６年度に終
了するプロジェクト１件の事後評価前倒
し実施を行ったところ、１５件（１００％）
が合格であり、このうち１４件（９３％）
は優良に該当した。また、本結果について
は、ホームページ等を通じて対外的に公表
した。 

 

 実用化促進事業におい
ては、特にイノベーション
の実現に資するものとし
て実施する事業について
は、産業界、学術界等の外
部の専門家・有識者を活用
した事後評価において、技
術的成果、実用化・事業化
見通し等を評価項目とし、
別途公表される計算式に
基づき６割以上が「順調」
との評価を得る。 

実用化促進事業において
は、イノベーション実用化ベ
ンチャー支援事業について、
機構外部の専門家・有識者を
活用した事後評価において、
技術的成果、実用化見通し等
を評価項目とし、６割以上が
「順調」（＊）との評価を得る
という中期計画の達成に向け
てマネジメントを行うととも
に、同評価により得られた知
見を基に、技術経営力の強化
に関する助言業務の観点も踏
まえ、事業実施者に対してア
ドバイスを行う。 
（＊）原則として、①技術

に関する評価項目（技術開発
の達成状況等）及び②実用化
見通しに関する評価項目（実
用化スケジュール等）をそれ
ぞれＡ＝４点、Ｂ＝３点、Ｃ
＝２点、Ｄ＝１点、Ｅ＝０点
で評価者に評価してもらい、
それぞれ平均得点を算出した
上で、原則として合計４．０
点以上の場合を「順調」とす
る。 

－ 平成２６年４月、イノベーション実用化
ベンチャー支援事業（平成２４年度補正予
算、平成２５年度実施）について、機構外
部の専門家・有識者を活用した事後評価に
おいて、６４．５％が順調との評価を得た。
また、事業実施者が今後の企業化の参考と
できるよう、テーマごとに、専門家・有識
者による評価結果及びコメントをフィー
ドバックした。 
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 ｃ．追跡評価等 
ナショナルプロジェクト

については、事業終了後も、
参加企業を始めとする事業
実施者に働きかけを行い、
その成果の実用化・事業化
を推進するため、これまで
以上に分野横断的かつ緻密
に、追跡評価（追跡調査及
びその結果分析等）を実施
することとする。 
 
 

(c)追跡評価等 
ナショナルプロジェク

トについては、事業終了後
も、参加企業を始めとする
事業実施者に働きかけを
行い、プロジェクトが及ぼ
した経済的・社会的効果等
をフォローしその成果の
実用化・事業化を推進する
ため、また、機構の技術開
発マネジメントの改善に
反映させるため、既往の政
府決定等を踏まえ、評価に
伴う過重な作業負担の回
避という観点を考慮しつ
つ、これまで以上に分野横
断的かつ緻密に逐次追跡
調査を実施する。その際、
参加企業における実用
化・事業化状況（非継続、
中止、技術開発、製品化、
上市）等を把握するととも
に、本調査から得られた機
構の成果（製品化事例等）
を積極的に情報発信する。 

(c)追跡評価等 
ナショナルプロジェクトに

ついては、事業終了後も、参
加企業を始めとする事業実施
者に働きかけを行い、プロジ
ェクトが及ぼした経済的・社
会的効果等をフォローしその
成果の実用化・事業化を推進
するため、また、機構の技術
開発マネジメントの改善に反
映させるため、既往の政府決
定等を踏まえ、評価に伴う過
重な作業負担の回避という観
点を考慮しつつ、これまで以
上に分野横断的かつ緻密に逐
次追跡調査を実施する。その
際、参加企業における実用
化・事業化状況（非継続、中
止、技術開発、製品化、上市）
等を把握するとともに、本調
査から得られた機構の成果
（製品化事例等）を積極的に
情報発信する。 

－ (c)追跡評価等 
ナショナルプロジェクトについては、事

業終了後も、参加企業を始めとする事業実
施者に働きかけを行い、プロジェクトが及
ぼした経済的・社会的効果等をフォローし
その成果の実用化・事業化の推進、また、
機構の技術開発マネジメントの改善に反
映させるため、分野横断的かつ緻密な追跡
調査を実施した。具体的には、統計解析手
法を用いた分野横断的な成功要因抽出や
ヒアリングを中心としたケーススタディ
調査を実施した。また、追跡調査のアンケ
ートについては、設問の見直しを行うこと
で、約５０％のアンケート設問削減を行
い、回答者の作業負担軽減を図った。追跡
調査から得られた結果については、機構内
部の研修で役職員にフィードバックする
と共に、本調査から得られた機構の成果
（製品化事例等）について国内外の学会・
シンポジウムなどで情報発信を行った。 

●追跡調査の実施と結果 
・ＮＥＤＯでは、プロジェクトが及ぼした経

済的・社会的効果等の把握と、技術開発マ
ネジメントの改善に反映させることを目
的として、平成１６年度より追跡調査を実
施。 

・平成２６年度は、プロジェクト６７件、延
べ７５９機関に対する追跡調査を実施（回
答率９８％）。 

・アンケート結果の統計解析と、ヒアリング
を中心としたケーススタディ調査３件を
実施。 

・調査結果は、ＮＥＤＯ内部研修、国内のフ
ァンディング機関との意見交換、米国評価
学会（３件発表）、研究・技術計画学会（２
件発表）の他、講演会・シンポジウムなど
で積極的に情報発信を実施。 

 
＜課題と対応＞ 
・引き続き、ナショナルプロジェクトについ

ては、事業終了後も、参加企業を始めとす
る事業実施者に働きかけを行い、プロジェ
クトが及ぼした経済的・社会的効果等をフ
ォローしその成果の実用化・事業化の推
進、また、機構の技術開発マネジメントの
改善に反映させるため、分野横断的かつ緻
密な追跡調査を実施する。 

 
 
 

 
 

 その際、様々な角度から
の分析を引き続き行うこと
により、新たなプロジェク
トの採択時には、これまで
の実用化に係る実績（実用
化率等）を十分踏まえた参
加企業の選定を行うものと
する。また、成功事例のみ
ならず、非継続・中止とな
った事業の要因の分析等を
行うことも含め、追跡評価
を通じ、これまでのナショ
ナルプロジェクトに係る総
合的、定量的な評価を行う
こととする。 

また、様々な角度からの
データの分析を引き続き
行い、新たなプロジェクト
の採択時等に、これまでの
実用化・事業化に係る実績
を十分踏まえた参加企業
の選定を行う。 
その際、成功事例のみな

らず、非継続、中止となっ
た事業の要因の分析等を
行うことも含め、これまで
のナショナルプロジェク
トに係る総合的、定量的な
評価を行う。 

また、様々な角度からのデ
ータの分析を引き続き行い、
新たなプロジェクトの採択時
等に、これまでの実用化・事
業化に係る実績を十分踏まえ
た参加企業の選定を行う。そ
の際、成功事例のみならず、
非継続、中止となった事業の
要因の分析等を行うことも含
め、これまでのナショナルプ
ロジェクトに係る総合的、定
量的な評価を行う。 
 

－ さらに、新たなプロジェクトの採択時に
は、プロジェクト終了後の追跡調査・評価
を通じて得られたデータを用いて、過去の
実用化・事業化に係る実績を十分踏まえた
上で参加企業の選定を行った。その際、成
功事例のみならず、非継続、中止となった
事業の要因の分析等を行うことも含め、こ
れまでのナショナルプロジェクトに係る
総合的、定量的な評価を行った。 
 

 さらに、委託先に帰属す
る特許権等について、委託
先における事業化の状況及
び第三者への実施許諾の状
況等につき引き続き毎年調
査し、適切な形で対外的に
公表することとする。 
 

さらに、委託先に帰属す
る特許権等について、委託
先における事業化の状況
及び第三者への実施許諾
の状況等につき引き続き
毎年調査し、適切な形で対
外的に公表することとす
る。 

さらに、委託先に帰属する
特許権等について、委託先に
おける事業化の状況及び第三
者への実施許諾の状況等につ
き引き続き毎年調査し、適切
な形で対外的に公表すること
とする。 

－ バイドール条項が適用された事業の実
施効果の最大化に向け、知財マネジメント
の観点から強化を図るべく、プロジェクト
参加者間における知財の取扱いに関する
ルールや知財運営委員会機能の整備状況
や知的財産権の利用状況調査（バイドール
調査）を行い、対外的に公表を行った。 
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 ⅲ）その他 
事業の実施に当たり、引

き続き、交付申請・契約・
検査事務などに係る事業実
施者の事務負担を極力軽減
するとともに、委託事業に
おいては技術開発資産等の
事業終了後の有効活用を図
るものとする。 
また、プロジェクトの円

滑な推進及び成果の実用
化・事業化を推進するため、
事業実施者間における知的
財産権の取扱いに関するル
ール化（合意文書策定）や、
知的財産権に係わる委員会
設置等の体制整備の取組を
促すこととする。また、合
意文書策定に当たっては、
ＮＥＤＯが積極的に関与す
るなどの支援体制を強化す
るものとする。さらに、技
術開発並びに知的財産権取
得及び標準化の一体的な推
進により、ＩＳＯ等の国際
標準の獲得を図ることとす
る。 
さらに、事業の予見性を

高めるとともに進捗に応じ
た柔軟な執行を可能とする
ために導入した「複数年度
契約」や、技術開発のニー
ズに迅速に応える「年複数
回採択」等の制度面・手続
き面の改善を引き続き行う
こととする。 
 

（ⅲ）その他 
(a)主な制度運用 
手続き面では、事業の予

見性を高めるとともに、進
捗に応じた柔軟な執行を
可能とするために導入し
た「複数年度契約」や、技
術開発ニーズに迅速に応
える「年複数回採択」等の
制度面、手続き面の改善を
行うとともに、事業実施者
に対する説明会を毎年度
４回以上行う。 

（ⅲ）その他 
（ａ）主な制度運用 
技術開発については、複数

年実施の案件が大宗であるこ
とを踏まえ、複数年度契約・
交付決定を極力実施する。ま
た、制度面、手続面の改善を
行うとともに、事業実施者に
対する説明会を４回以上行
う。 
 

－ （ⅲ）その他 
（ａ）主な制度運用 
技術開発については、複数年実施の案件

が大宗であることを踏まえ、複数年度契
約・交付決定を極力実施した。また、制度
面、手続面の改善を図ることを目的とし
て、労務費積算方法の見直し、収益納付額
算定の見直し等の改善を行った。さらに、
平成２７年度に向けた契約・検査の改善事
項に関する検討も行った。 
事業実施者に対する事業者説明会を全

国６箇所（６月５回、９月４回、１０月２
回、２月６回）で実施し、延べ１，１６０
人の事業実施者に対して説明を行った。 

 

●制度面・手続面の改善に係る説明会、ア
ンケートの実施 

・契約・検査制度や制度改善の取組内容に
ついての事業者説明会を６月・９月・１
０月・２月の年４回、全国６箇所で開催
して、延べ１１６０名の参加があり、多
くの事業者へ取組内容を周知。 

・また、契約・検査の制度面・手続き面に
ついて、不断の業務改善を実施するとと
もに、その取組に対して事業者アンケー
トを実施。目標値の８割を大幅に上回る
９８％の肯定的回答を得た。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ・国からの運営費交付金を
原資とする事業につい
ては、事業実施者から目
標達成に向けた明確な
コミットメントが得ら
れる場合には、最長３年
間程度の複数年度契約、
交付決定を実施する。国
からの補助金等を原資
とする事業については、
その性格を踏まえつつ
も、制度の趣旨に応じた
柔軟な応募受付、事業実
施システムを構築する
ことにより、年度の切れ
目が事業実施の上での
不必要な障壁となるこ
とのないよう、利用者本
位の制度運用を行う。 

国からの運営費交付金を原
資とする事業については、事
業実施者から目標達成に向け
た明確なコミットメントが得
られる場合には、最長３年間
程度の複数年度契約、交付決
定を実施する。国からの補助
金等を原資とする事業につい
ては、その性格を踏まえつつ
も、制度の趣旨に応じた柔軟
な応募受付、事業実施システ
ムを構築することにより、年
度の切れ目が事業実施の上で
の不必要な障壁となることの
ないよう、利用者本位の制度
運用を行う。 
 

－ 国からの運営費交付金を原資とする事
業については、事業実施者から目標達成に
向けた明確なコミットメントが得られる
場合には、最長３年間程度の複数年度契
約、交付決定を実施した。 
国からの補助金等を原資とする事業に

ついては、その性格を踏まえつつも、制度
の趣旨に応じた柔軟な応募受付、事業実施
システムを構築することにより、年度の切
れ目が事業実施の上での不必要な障壁と
なることのないよう、利用者本位の制度運
用を行うよう努めた。 

 

 ・制度面、手続き面の改善
を、変更に伴う事業実施
者の利便性の低下にも
留意しつつ行うととも
に、事業実施者に対する
説明会を毎年度４回以
上行う。また、毎年度、
事業実施者に対してア
ンケートを実施し、制度
面、手続き面の改善点等
について、８割以上の回
答者から肯定的な回答
を得る。 

事業実施者に対するアンケ
ートで、中期目標期間中に８
割以上の回答者から肯定的な
回答を得られるように、事業
実施者の利便性の向上を意識
しつつ、制度面・手続面の改
善を行う。また、事業実施者
に対する説明会を４回以上行
う。 
 

－ 平成２６年度の機構の制度改善に係る
全体的な取組についてアンケート調査を
実施したところ、アンケート回答者から
「満足している」との回答が９割得られ
た。また、平成２６年度に取り組んだ「大
項目の経費を新規に追加する際、変更届出
による手続に変更」及び「資産登録漏れを
防ぐために月別項目別明細表の様式を区
分」については、制度を認識する事業者の
６割以上から肯定的な回答が得られた。 
また、事業実施者に対する事業者説明会

を、全国６箇所（６月５回、９月４回、１
０月２回、２月６回）で実施し、延べ１，
１６０人の事業実施者に対して、説明を行
い、改善事項等について更なる周知を行う
とともに、事業実施者の利便性を更に高め
るため、制度・手続き等の改善事項の検討
を行ってきた。 

 

 ・交付申請、契約、検査事
務等に係る事業実施者
の事務負担を極力軽減
するとともに、委託事業
においては技術開発資
産等の事業終了後の有
効活用を図る。 

交付申請、契約、検査事務
等に係る事業実施者の事務負
担を極力軽減するとともに、
委託事業においては技術開発
資産等の事業終了後の有効活
用を図る。 
 

－ 平成２６年度に実施した資産の有効活
用については、他の委託事業への転用が５
９０件、公共機関や大学等への無償譲渡は
６８８件、委託先等への有償譲渡は１，５
６６件となった。 
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 ・第３期中期目標期間中
に、機構が行う業務への
供用を終了した技術開
発資産の翌年度におけ
る売却手続きに要する
期間を平均９ヶ月以内
とすることを目指す。 

業務への供用を終了した技
術開発資産の譲渡手続の迅速
化を引き続き実施する。 
 

－ 技術開発資産の有償譲渡時に「売払契約
書」締結を省略するなど手続きを簡素化す
るとともに、事業期間中から譲渡手続きを
開始するなどの処分の早期化を図った結
果、技術開発資産は、有償譲渡の手続き期
間について平均３ヶ月を達成した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
●日本版バイ・ドールの適用と状況調査、
知財マネジメントの強化  

・原則として委託事業について日本版バイ
ドール条項を適用。 

・プロジェクト参加者間における知的財産
権の利用状況調査（バイ・ドール調査）
を実施。調査により得られたデータを視
覚的にわかりやすくＮＥＤＯウェブサイ
ト上で公表。 

・プロジェクトを支える効果的な知財マネ
ジメントを実施するため、「知財マネジメ
ント基本方針」を２６プロジェクトに適
用。知財の取扱いに関するルールや知財
運営委員会機能の整備を促進。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●技術開発と標準化との一体的な推進 
・国際市場の獲得・新規開拓を図る上で国
際標準の果たす役割が重要性を増してい
るところ、ＮＥＤＯの技術開発成果を国
際的に普及させるため、ＮＥＤＯは技術
開発と国際標準化を一体的に推進。 

・平成２６年度は、３０件のプロジェクト
基本計画に標準化について記載。また、
超低消費電力光エレクトロニクス実装シ
ステム技術の開発等、プロジェクトの成

 

 (b)知的財産権、国際標準
化 
技術開発成果の最大化

及びプロジェクトの円滑
な実施のため、プロジェク
ト参加者に対し、知財の取
扱いに関するルールの策
定及び知財に関する委員
会等の体制整備を促すと
ともに、必要に応じて機構
も積極的に関与し、戦略的
な知財マネジメントの強
化に取り組む。なお、当面
は「ＮＥＤＯプロジェクト
における知財マネジメン
ト基本方針」に基づくプロ
ジェクトを対象とする。 
また、原則として委託事

業における日本版バイド
ール条項の適用を行うこ
とにより技術開発実施者
の事業取組へのインセン
ティブを高めるとともに、
付加価値の高い技術開発
成果の実用化・事業化に向
け、事業実施者における強
い知的財産権の取得を奨
励するとともに必要に応
じ特許取得費用に対する
支援を行う。 
技術開発成果の国際的

普及のため、技術開発実施
中から国際標準化に一体
的に取り組むとともに、技
術開発成果の国際標準化
に取り組む。具体的には、
毎年度、年度計画に以下の
項目に関する数値目標を
設定し、その達成を図る。 

（ｂ）知的財産権、国際標準
化 
技術開発成果の最大化及び

プロジェクトの円滑な実施の
ため、プロジェクト参加者に
対し、知財の取扱いに関する
ルールの策定及び知財に関す
る委員会等の体制整備を促す
とともに、必要に応じて機構
も積極的に関与し、戦略的な
知財マネジメントの強化に取
り組む。なお、２６年度は「Ｎ
ＥＤＯプロジェクトにおける
知財マネジメント基本方針」
に基づくプロジェクトを対象
とする。 
また、原則として委託事業

における日本版バイドール条
項の適用を行うことにより技
術開発実施者の事業取組への
インセンティブを高めるとと
もに、付加価値の高い技術開
発成果の実用化・事業化に向
け、事業実施者における強い
知的財産権の取得を奨励する
とともに必要に応じ特許取得
費用に対する支援を行う。 
技術開発成果の国際的普及

のため、技術開発実施中から
国際標準化に一体的に取り組
むとともに、技術開発成果の
国際標準化に取り組む。 
 

－ （ｂ）知的財産権、国際標準化 
 平成２６年度は、２６プロジェクト（平
成２５年度から適用している７プロジェ
クトを含む）について「ＮＥＤＯプロジェ
クトにおける知財マネジメント基本方針」
を適用し、事業を実施した。適用プロジェ
クトについては、特許出願費用の一部を委
託費において直接経費として計上するこ
とを可能とすることにより、重要な特許出
願を図った。 
 また、原則として委託事業における日本
版バイドール条項の適用を行うことによ
り技術開発実施者の事業取組へのインセ
ンティブを高めるとともに、付加価値の高
い技術開発成果の実用化・事業化に向け、
事業実施者における強い知的財産権の取
得を奨励するとともに必要に応じ特許取
得費用に対する支援を行った。 
さらに、技術開発成果の国際的普及のた

め、技術開発実施中から国際標準化に一体
的に取り組むとともに、技術開発成果の国
際標準化に取り組んだ。 

 

 ・技術開発プロジェクトに
おける標準化に係る取
組を含んだ基本計画数 

・機構の事業におけるＩＳ
Ｏ等の国内審議団体又
はＩＳＯ等への標準化
に関する提案件数 

 

・技術開発プロジェクトにお
ける標準化に係る取組を含
んだ基本計画数：２１件程
度 

・機構の事業におけるＩＳＯ
等の国内審議団体又はＩＳ
Ｏ等への標準化に関する提
案件数：４件程度 

－ ・技術開発プロジェクトにおける標準化に
係る取組を含んだ基本計画数：３０件 

・機構の事業におけるＩＳＯ等の国内審議
団体又はＩＳＯ等への標準化に関する
提案件数：２３件 

 

Ⅰ Ⅰ 1 Ⅰ 13



 (c)技術シーズの発掘 
所属機関や経歴業績等

にとらわれず、若手研究者
や地方の大学公的研究機
関の優れた提案も含め、我
が国の産業競争力の強化
やエネルギー・環境問題の
解決等の政策目的に即し、
基礎的、基盤的なものか
ら、広範な産業への波及効
果が期待できるものまで、
将来の産業技術シーズと
して広くポテンシャルを
有するテーマの発掘に努
める。 
 

（ｃ）技術シーズの発掘 
所属機関や経歴業績等にと

らわれず、若手研究者や地方
の大学公的研究機関の優れた
提案も含め、我が国の産業競
争力の強化やエネルギー・環
境問題の解決等の政策目的に
即し、基礎的、基盤的なもの
から広範な産業への波及効果
が期待できるものまで、将来
の産業技術シーズとして広く
ポテンシャルを有するテーマ
の発掘に努める。具体的には、
我が国が、2050 年にエネルギ
ーを起源とする温室効果ガス
の半減等、エネルギー・環境
分野の中長期的な課題を解決
していくために必要な、省エ
ネルギー・新エネルギー・CO2 
削減等のエネルギー・環境分
野における、2030 年以降の実
用化を見据えた従来の発想に
よらない革新的な技術の開発
や新しいシステムの原石を発
掘し、将来の国家プロジェク
ト化への道筋をつけることを
目指す「エネルギー・環境新
技術先導プログラム」、将来の
産業技術シーズとしてポテン
シャルを有するテーマや広範
な産業への波及効果が期待で
きるテーマを対象とするとと
もに、所属機関や経歴・業績
等にとらわれず、若手研究者
や地方の大学・公的研究機関
からの優れた案件にも助成す
る「先導的産業技術創出事業
（若手研究グラント）」等を実
施する。なお、「先導的産業技
術創出事業（若手研究グラン
ト）」については、平成２６年
度において、継続分２８件の
テーマを実施する。 

－ （ｃ）技術シーズの発掘 
将来の産業技術として広くポテンシャ

ルを有するテーマを発掘するために、エネ
ルギー環境・新技術先導プログラムでは、
将来の国家プロジェクト化に繋がる革新
的、独創的な技術シーズの発掘に向けて、
広く研究開発コンセプトの応募を募るた
めに、積極的に事業の周知活動を行い、ま
た新技術調査員を通じて案件の発掘に努
めた。この結果、１７２件の応募があり、
有望な研究開発テーマを採用すべく外部
有識者、機構において先導研究実施の案件
形成に向けた議論を行い、３７件の研究開
発テーマを採択した。また、大学、公的研
究機関等の若手研究者の産業技術指向の
研究開発を推進するために、先導的産業技
術創出事業（若手研究グラント）を実施し、
継続案件として２８件の研究助成を行っ
た（平成２７年度に事業終了）。 

果に係る標準案を作成し、２３件提案す
るなど、技術開発成果を普及させるため
の国際標準化の取組みを推進。 

 
 
●エネルギー・環境新技術先導プログラム
の実施 

・エネルギー・環境分野の中長期的な課題
解決のために、将来の国家プロジェクト
化につながる革新的な技術シーズを発掘
するための研究開発を実施。  

・研究開発テーマを大括り化し、方向性を
明確にした上で、一体的に推進する仕組
みとしてプログラムを設定。  

 
 
●先導的産業技術創出事業（若手研究グラ
ント）の実施 

・産業技術力強化及び若手産業技術研究人
材育成の観点から、大学・研究機関等の
若手研究者の産業応用を意図した研究開
発を支援。（平成２６年度は継続分２８件
を実施。 ）  

・過去の助成研究を基にした研究成果が平
成２６年度産学官連携功労者表彰を受
賞。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 (d)プロジェクトリーダ
ー、プログラムマネージャ
ー、プログラムディレクタ
ー 
プロジェクト内の各実

施主体間の競争体制によ
る場合のように、設置が適
切でない場合を除き、指導
力と先見性を有するプロ
ジェクトリーダーを選定、
設置し、プロジェクトリー
ダーが、機構内部との明確
な役割分担に基づき、機構
と連携してプロジェクト
を推進できるよう、当該プ
ロジェクトの推進に必要
かつ十分な権限と責任を
負うような制度を構築す
る。なお、必要に応じてプ
ロジェクトの企画立案段
階からプロジェクトリー

（ｄ）プロジェクトリーダー、
プログラムマネージャー、プ
ログラムディレクター 
プロジェクト内の各実施主

体間の競争体制による場合の
ように、設置が適切でない場
合を除き、指導力と先見性を
有するプロジェクトリーダー
を選定、設置し、プロジェク
トリーダーが、機構内部との
明確な役割分担に基づき、機
構と連携してプロジェクトを
推進できるよう、当該プロジ
ェクトの推進に必要かつ十分
な権限と責任を負うような制
度を構築する。なお、必要に
応じてプロジェクトの企画立
案段階からプロジェクトリー
ダーを指名し、プロジェクト
基本計画の策定及び実施体制
の構築への参画を求める。 

－ （ｄ）プロジェクトリーダー、プログラム
マネージャー、プログラムディレクター 
プロジェクト内の各実施主体間の競争

体制による場合のように、設置が適切でな
い場合を除き、指導力と先見性を有するプ
ロジェクトリーダーを選定、設置し、プロ
ジェクトリーダーが、機構内部との明確な
役割分担に基づき、機構と連携してプロジ
ェクトを推進できるよう、当該プロジェク
トを推進した。具体的には、平成２６年度
に新たに２８名のプロジェクトリーダー
及びサブプロジェクトリーダーを委嘱し、
プロジェクトを実施した。また、プロジェ
クトリーダーの重要性に鑑み、理事長と面
談を行った上で、プロジェクトリーダー等
と機構のプロジェクト推進部部長との間
で「了解事項メモ」を締結することでそれ
ぞれの役割を明確にするとともに、当該プ
ロジェクトの推進に必要かつ十分な権限
と責任を付与した。 
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ダーを指名し、プロジェク
ト基本計画の策定及び実
施体制の構築への参画を
求める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●技術経営力の強化に関する助言業務 
・研究開発の成果を事業化に結びつけるた
め、研究開発型新事業創出支援プラット
フォームにおいて、技術経営力の強化に
関する助言を実施。  

・起業家候補者や中小・ベンチャー企業等
に対し、ＮＥＤＯが選定・委嘱した事業
化に関する専門家を派遣し、成果の事業
化を支援。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 産業界、学術界等の外部
の専門家・有識者をプログ
ラムマネージャー、プログ
ラムディレクターとして
採用して活用するととも
に、部署横断的なリエゾン
担当を設置し、分野融合
型、連携型プロジェクトの
企画を促進する。 
 

・有識者をプログラムマネー
ジャー（ＰＭ）・プログラム
ディレクター（ＰＤ）とし
て採用して活用する。また、
分野融合型・連携型プロジ
ェクトの企画を促進するた
め、部署横断的なリエゾン
担当の設置や、機動的な実
施体制の構築を図る。 

－ 有識者をプログラムマネージャー（Ｐ
Ｍ）５名、プログラムディレクター（ＰＤ）
１名として採用して活用した。 
また、複合的・横断的分野の技術開発戦

略及びこれに基づく重要なプロジェクト
の企画・立案機能を強化するため、新たに
「技術戦略研究センター」を設置して、機
動的な実施体制の構築を図った。 

 

 (e)技術経営力の強化に関
する助言 
我が国のナショナル・イ

ノベーション・システムに
おける機構の役割と責務
を踏まえ、技術開発等の成
果が事業者の経営上活用
されることを重視し、機構
が実施してきた技術開発
マネジメントの高度化に
向けた取組を強化するこ
とにより技術経営力に関
する知見を深化させる。 

（ｅ）技術経営力の強化に関
する助言 
我が国のナショナル・イノ

ベーション・システムにおけ
る機構の役割と責務を踏ま
え、技術開発等の成果が事業
者の経営上活用されることを
重視し、機構が実施してきた
技術開発マネジメントの高度
化に向けた取組を強化するこ
とにより技術経営力に関する
知見を深化させる。 

－ （ｅ）技術経営力の強化に関する助言 
我が国のナショナル・イノベーション・

システムにおける機構の役割と責務を踏
まえ、技術開発等の成果が事業者の経営上
活用されることを重視し、機構が実施して
きた技術開発マネジメントの高度化に向
けた取組を強化することにより技術経営
力に関する知見を深化させた。 
また、「ＮＥＤＯ特別講座」については、

全体で２７回以上の講座を開催し延べ８
６８名が受講した。また７回のシンポジウ
ムを開催し延べ８３４名が参加した。 

 

 事業実施者に対しては、
技術経営力に関する産業
界、学術界等の外部の専門
家・有識者のネットワーク
を活用し、知的財産の適切
な管理、運営、国際標準化
の取組を含む技術経営力
の強化に係る助言を行う。 

技術経営力に関する産業
界、学術界等の外部の専門
家・有識者のネットワークを
活用し、知的財産の適切な管
理、運営、国際標準化の取組
を含む技術経営力の強化に係
る助言を行う。 
 

－ 研究委託・助成先の中小企業、ベンチャ
ー企業等に対し、機構職員と技術経営アド
バイザー（技術経営の専門家、公認会計士、
弁理士等）が、技術経営力の強化に関する
助言を実施した（２６年度実績：４２事業
者、延べ２０２回実施）。 

 

 また、機構内の取組とし
て、これまでの技術開発プ
ロジェクトに係る採択審
査委員会、評価委員会等を
通じて蓄積された約８，０
００人の産業界、学術界等
の外部の専門家・有識者等
とのネットワークを活用
し、技術経営力に関する機
構内職員の研修を毎年度
１コース以上実施する。 

産業界、学術界等の外部の
専門家・有識者等とのネット
ワークを活用するなどして、
技術経営力に関する機構内職
員の研修を実施する。 
 

－ 民間企業でプロジェクトマネジメント
の経験を積んだ者を講師とし、プロジェク
トマネジメントの事例等から知見・教訓を
学ぶ「プロジェクトマネジメント基礎講
座」（１講座）、「プロジェクトマネジメ
ント特別講座」（１講座）及び技術経営力
強化のための「出口戦略セミナー」（８講
座）を実施し、機構内職員の技術経営力の
強化を図った。 

 

 さらに、機構職員を外部
の技術開発現場等に毎年
度１名以上派遣するとと
もに、技術経営学、工学等
の博士号、修士号等の取得
を、第３期中期目標期間中
に５名以上行わせる等、技
術経営力の強化に関する
助言業務に資する能力開
発制度を充実する。 
 

・職員の技術開発マネジメン
ト能力の更なる向上のた
め、１名の職員を外部の技
術開発現場等に派遣し、そ
の経験を積ませる。 

・プロジェクトマネジメント
に必要な専門知識を習得さ
せるため、２名の職員を大
学のＭＯＴコース等に派遣
し、博士号、修士号等の取
得を目指す。 

－ 国の政策に関する知見・経験を深めるべ
く行政研修員として４名の職員を派遣し
ている。 
また、海外大学院の修士課程等に３名、

国内大学院の修士課程に１名の職員を派
遣し、経営・マネジメント等の知見や語学
の更なる習得、深化を図った。 
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 事業者の技術経営力の
強化に向けた業務の一環
としての観点も踏まえつ
つ、良質な技術シーズを発
掘するため、機構の事業に
対する応募に係る相談対
応を毎年度２回以上実施
する。 

事業者の技術経営力の強化
に向けた業務の一環としての
観点も踏まえつつ、良質な技
術シーズを発掘するため、機
構の事業に対する応募に係る
相談対応を毎年度２回以上実
施する。 

－ 事業者の技術経営力の強化に向けた業
務の一環としての観点も踏まえつつ、良質
な技術シーズを発掘するため、機構の事業
に対する公募説明会を４４回実施したほ
か、機構の事業に対する応募にかかる個別
相談会を６回実施した。 

●公募に係る相談対応 
・良質な技術シーズ、優良な研究開発テー
マを発掘するため、分野横断的公募事業
の公募時期に合わせて、公募説明会（５
事業、延べ４４回）や、個別相談会（延
べ６回）を開催。その他、経済産業局等
において制度説明会（延べ９３回）を開
催。 

 
 
●技術の開発や普及に係る道筋の策定、改
訂 

・ロボット産業各分野の最前線で活躍する
専門家の知見を結集し、ロボットビジネ
スを活性化する観点から世界初となるロ
ボット白書２０１４を策定。 

・将来の水素社会の実現に向け、水素エネ
ルギーに関する社会の理解を一層深める
観点から水素エネルギー白書を策定。 

・日本再興戦略（平成２６年６月改訂）等
を踏まえ、平成２６年４月に技術戦略研
究センターを設置し、延べ１９分野の技
術戦略を策定。平成２８年度以降の新規
研究開発プロジェクトの立案を目指す。

 
 
●技術開発マネジメントに係る知見、教訓
の蓄積・各種評価結果や機構内のマネジ
メント事例から得られる知見・教訓を各
種研修等にて機構内で共有することによ
り、マネジメント機能全体を改善・強化。

 
＜課題と対応＞ 
・機構内で知見、教訓がより一層活用され
るよう、引き続き共有活動を実施する。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案し
た結果、この項目の自己評価をＳとした。

 

 (f)技術の開発や普及に係
る道筋の策定、改訂 
将来の社会ニーズや技

術進歩の動向、国際的な競
争ポジション等を踏まえ、
要素技術、要求スペック、
それらの導入シナリオ等
を時間軸上に示した技術
の開発や普及に係る道筋
を継続的に策定・改訂す
る。 
この取組を通じ、産業

界、学術界等との情報交換
等により構築した外部の
専門家・有識者とのネット
ワークを深化、拡大し、機
構の技術開発マネジメン
トに活用する。 

（ｆ）技術の開発や普及に係
る道筋の策定、改訂 
将来の社会ニーズや技術進

歩の動向、国際的な競争ポジ
ション等を踏まえ、要素技術、
要求スペック、それらの導入
シナリオ等を時間軸上に示し
た技術の開発や普及に係る道
筋を継続的に策定・改訂する。
この取組を通じ、産業界、学
術界等との情報交換等により
構築した外部の専門家・有識
者とのネットワークを深化・
拡大し、機構の技術開発マネ
ジメントに活用する。 

－ （ｆ）技術の開発や普及に係る道筋の策
定、改訂 
平成２６年度においては、５件の戦略策

定調査事業を実施するとともに、延べ１９
分野の技術戦略策定に着手し、将来の社会
ニーズや技術進歩の動向、国際的な競争ポ
ジション等を踏まえ、要素技術、要求スペ
ック、それらの導入シナリオ等を時間軸上
に示した技術の開発や普及に係る道筋を
継続的に策定・改訂した。この取組を新規
プロジェクトの立案に繋げるなど機構の
技術開発マネジメントに活用した。 

 

 (g)技術開発マネジメント
に係る知見、教訓の蓄積 
ＰＤＣＡサイクルの一

層の深化と確実な定着を
図るべく、中間評価、事後
評価及び追跡調査の各結
果から得られた知見、教訓
を引き続き組織知として
蓄積するとともに、機構内
で知見、教訓がより一層活
用されるよう、毎年度２回
以上の機構内の共有活動
を実施する。 

（ｇ）技術開発マネジメント
に係る知見、教訓の蓄積 
ＰＤＣＡサイクルの一層の

深化と確実な定着を図るべ
く、中間評価、事後評価及び
追跡調査の各結果から得られ
た知見、教訓を引き続き組織
知として蓄積するとともに、
機構内で知見、教訓がより一
層活用されるよう、毎年度２
回以上の機構内の共有活動を
実施する。 

－ （ｇ）技術開発マネジメントに係る知見、
教訓の蓄積 
各評価結果や機構内のマネジメント事

例から得られる知見・教訓を各種研修等に
て機構内で共有することにより、マネジメ
ント機能全体の改善・強化を図った。具体
的には、中間・事後評価及び追跡調査の結
果から得られた教訓や事例を新規着任者
研修（全６回）で紹介した。 

 

 また、各年度期末におけ
る運営費交付金債務につい
て、その発生要因等を厳格 
に分析し、減少に向けた

努力を行うとともに、不正
事案の発生を抑制するた
め、事業者側に不正に関す
るリスク管理等についての
啓蒙の徹底を図るなど、不
断の取組を一層強化するも
のとする。 

(h)経費の適正な執行の確
保 
事業実施者における経

費の適正な執行を確保す
るため、機構内の検査専門
部署を中心に、不正行為を
行った事業実施者に対し
ては新たな委託契約及び
補助金交付決定を最大６
年間停止するといった厳
しい処分並びに不正事項
を処分した場合の公表及
び機構内部での情報共有
等の取組を、政府の動向等
を踏まえつつ徹底する。 

（ｈ）経費の適正な執行の確
保 
事業実施者における経費の

適正な執行を確保するため、
不正行為を行った事業実施者
に対しては新たな委託契約及
び補助金交付決定を最大６年
間停止（研究者には最大１０
年の応募制限）するといった
厳しい処分並びに不正事項を
処分した場合の公表及び機構
内部での情報共有等の取組
を、政府の動向等を踏まえつ
つ徹底する。 

－ （ｈ）経費の適正な執行の確保 
不正行為を行った事業実施者（平成２６

年度３件）については、事案の内容に応じ
た契約等の停止及び返還金の請求を行い、
処分内容を公表した。 
また、事業実施者における経費の適正な

執行を確保するため、事業者に対する各種
説明会、機構内説明会で不正・不適切行為
に対する措置について研修を行った。 
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  (i)基盤技術研究促進事業 
基盤技術研究促進事業

については、収益・売上納
付の回収、管理費の低減に
努め、欠損金の減少を進め
る。第３期中期目標期間中
においては、現在実施中の
事業の終了後は、新たな事
業の実施は行わないこと
とする。 

（ｉ）基盤技術研究促進事業 
基盤技術研究促進事業につ

いては、新たな事業の実施は
行わないこととし、収益・売
上納付の回収、管理費の低減
に努め、欠損金の減少を進め
る。 

－ （ｉ）基盤技術研究促進事業 
研究成果の事業化の状況や売上等の状

況について１０９件の報告書を徴収し、研
究委託先等への現地調査を５５回実施し
た。その結果、１１件の収益実績を確認し、
総額約２８百万円の収益納付を回収する
ことで、欠損金の減少を進めた。 

 

  (j) 追加的に措置された
交付金 
平成２５年度補正予算

（第１号）により追加的に
措置された交付金につい
ては、「好循環実現のため
の経済対策」の競争力強化
策のために措置されたこ
とを認識し、研究開発型ベ
ンチャー企業・新事業の創
出支援のために活用する。 
平成２６年度補正予算

（第１号）により追加的に
措置された交付金につい
ては、「地方への好循環拡
大に向けた緊急経済対策」
の現下の経済情勢等を踏
まえた生活者・事業者への
支援、地方が直面する構造
的課題等への実効ある取
組を通じた地方の活性化
のために措置されたこと
を認識し、資源・エネ 
ルギーの安定供給、中小

企業・小規模事業者等の支
援のために活用する。 

(j) 追加的に措置された交付
金 
平成２６年度補正予算（第

１号）により追加的に措置さ
れた交付金については、「地方
への好循環拡大に向けた緊急
経済対策」の現下の経済情勢
等を踏まえた生活者・事業者
への支援、地方が直面する構
造的課題等への実効ある取組
を通じた地方の活性化のため
に措置されたことを認識し、
資源・エネルギーの安定供給、
中小企業・小規模事業者等の
支援のために活用する。 

－ (j) 追加的に措置された交付金 
平成２６年度補正予算（第１号）により

追加的に措置された交付金については、
「地方への好循環拡大に向けた緊急経済
対策」の現下の経済情勢等を踏まえた生活
者・事業者への支援、地方が直面する構造
的課題等への実効ある取組を通じた地方
の活性化のために措置されたことを踏ま
え、「中堅・中小企業への橋渡し研究開発
促進事業」、「研究開発型ベンチャー支援事
業」および「ゼロエミッション石炭火力技
術開発プロジェクト／低品位炭利用促進
事業」の迅速な立ち上げを実施した。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

Ⅰ（イ）情報発信等の推進 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価

主な業務実績等 自己評価 
      ＜自己評価＞ Ｓ 評定  

 ② 情報発信等の推進 
ＮＥＤＯがこれまで実施

してきている技術開発マネ
ジメントに係る成功事例を
幅広く選定し、積極的にＰ
Ｒを行うなど、産業界を含
め、国民全般に対し、ＮＥ
ＤＯの事業により得られた
具体的な技術開発成果の見
える化を図り、幅広いソリ
ューションの提供を行うこ
ととする。 
その際、必要に応じ、英

語版を含む外国語版の媒体
を製作することにより、世
界への情報発信を行うもの
とする。 
また、特に産業界との関

係については、ＮＥＤＯの
認識を一層深めてもらうと
ともに、産業界のニーズや
経営方針を反映するため、
最高経営責任者（ＣＥＯ）
をはじめとする企業経営層
との一層の連携強化を図
り、技術開発成果の実用
化・事業化への取組強化へ
の働きかけを行うこととす
る。 
 

（イ）情報発信等の推進 
機構の活動は、広く国

民、社会からの理解及び支
持を得ることが重要であ
ることから、機構の成果を
国民、社会へ還元する観点
から、展示会等において、
事業で得られた技術開発
成果を積極的に発表する
ことにより、また、機構が
これまで実施してきてい
る技術開発マネジメント
に係る成功事例を幅広く
選定し、積極的に情報発信
を行うことにより、産業界
を含め、国民全般に対し、
機構の事業により得られ
た具体的な技術開発成果
の見える化を図り、引き続
きわかりやすい情報の発
信、幅広いソリューション
の提供を行うこととする。
その際、必要に応じ、英語
版を含む外国語版の媒体
を製作することにより、世
界への情報発信を行う。 

（イ）情報発信等の推進 
機構の活動は、広く国民、

社会からの理解及び支持を得
ることが重要であることか
ら、機構の成果を国民、社会
へ還元する観点から、展示会
等において、事業で得られた
技術開発成果を積極的に発表
することにより、また、機構
がこれまで実施してきている
技術開発マネジメントに係る
成功事例を幅広く選定し、積
極的に情報発信を行うことに
より、産業界を含め、国民全
般に対し、機構の事業により
得られた具体的な技術開発成
果の見える化を図り、引き続
きわかりやすい情報の発信、
幅広いソリューションの提供
を行う。その際、必要に応じ、
英語版を含む外国語版の媒体
を製作することにより、世界
への情報発信を行う。 

－ （イ）情報発信等の推進 
機構の成果を国民、社会へ還元する観点

から、３２件のセミナー・シンポジウムや、
来場者１万人超の展示会を中心に２０件
の出展を実施した。 
 またＮＥＤＯ全体の取組みの理解の促
進、新たなプレーヤーの発掘、成果普及を
目的に、平成２７年２月にＮＥＤＯフォー
ラムを開催した。加えて、海外向け情報発
信として、定期広報誌「ＦｏｃｕｓＮＥＤ
Ｏ」英語版及び英語版ニュースリリースの
作成を実施した。 
 
技術開発マネジメントに係る成功事例

を「ＮＥＤＯプロジェクト実用化ドキュメ
ント」としてまとめ、ウェブサイトで公開
している。平成２６年度は、家電リサイク
ルシステムや高性能放射線治療装置など、
新たに５件の事例を作成した。 
 

＜自己評価の根拠＞ 
 
●ＮＥＤＯプロジェクト成功事例の情報発
信 

・機構がこれまで実施してきた技術開発マネ
ジメントに係る成功事例を選定し、積極的
に情報発信を行うことにより、産業界を含
め、国民全般に対し、機構の事業により得
られた具体的な技術開発成果の見える化
を実施。 

・「ＮＥＤＯプロジェクト実用化ドキュメン
ト」では、開発に携わった方々への取材に
基づいて、成功に至ったマネジメント・経
緯を事例としてまとめて、ウェブサイトで
公開している。平成２６年度は新たに５件
の事例を作成。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 特に、産業界との関係に
ついては、機構の認識を一
層深めてもらうとともに、
産業界のニーズや経営方
針を反映するため、最高経
営責任者（ＣＥＯ）をはじ
めとする企業経営層との
一層の連携強化を図り、終
了後のプロジェクトを引
き続き経営戦略に位置づ
けるよう技術開発成果の
実用化・事業化への取組強
化への働きかけを行う。 

特に産業界との関係につい
ては、機構の認識を一層深め
てもらうとともに、産業界の
ニーズや経営方針を反映する
ため、最高経営責任者（ＣＥ
Ｏ）をはじめとする企業経営
層との一層の連携強化を図
り、終了後のプロジェクトを
引き続き経営戦略に位置づけ
るよう技術開発成果の実用
化・事業化への取組強化への
働きかけを行う。 

－ 可能な限り機構と委託先企業の経営層
が直接会い、組織レベルで事業を継続的に
実施することの確認を行った。また、平成
２６年度においては、機構の認識を一層深
めてもらうとともに、産業界のニーズや経
営方針を反映するため、最高経営責任者
（ＣＥＯ）をはじめとする企業経営層との
意見交換を、事業実施中には１０８件、事
業終了後には２４件実施した。 
 代表者の見識に大きく左右されると考
えられる中小企業等については、事業者の
有益な情報の取得のため、事業開始に当た
り事業所管部長等が当該企業の代表者の
面談を実施した。具体的には、平成２６年
度の採択案件の決定にあたり、「イノベー
ション実用化ベンチャー支援事業」（平成
２５年度補正予算）については、１８１社、
「新エネルギーベンチャー技術革新事業」
については２８社を採択し、代表者と面談
し、事業に対する姿勢等の把握、経営基盤
の確認等に関して審査を行った。「福祉用
具実用化開発推進事業」等の事業におい
て、事業の継続性、予算の適切な執行等の
徹底を行う観点から、事業開始時に企業の
経営層との面談を実施した。  
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 （ⅰ）国民へのわかりやす
い成果の情報発信、提供
のため、対象に応じた、
成果の映像、印刷物、ホ
ームページ等の媒体の
製作、提供、成果発表会、
展示会等の開催及び出
展等を行う。 
特に、機構の最新の取

組等を紹介する機関誌
については年４回以上
発行するとともに、分野
ごとのパンフレットに
ついては定期的に更新
する。これらの媒体につ
いては、必要に応じて英
語版を含む外国語版を
作成する。 
国民一般を対象とし

た広報、情報発信につい
ては、特に、記者発表回
数や来場者１万人超の
一般向け展示会出展数
を毎年度現行水準以上
とする。 
我が国の次世代の技

術開発を担う小中学生
を対象とした広報、情報
発信については、特に、
科学技術館の展示内容
の充実を図るとともに、
子ども向け啓発事業を
毎年度３回以上実施す
る。また、アンケート等
を通じてこれらの効果
について検証し、その結
果に応じて内容を見直
す。 
 

（ⅰ）広報誌として、技術開
発成果の最新情報や機構が
取り組む様々な活動の紹介
などをわかりやすく掲載し
た「ＦｏｃｕｓＮＥＤＯ」
を４回発行する。 
国民への情報発信及び、

国内外で実施する事業の社
会的貢献、意義を伝えるた
めに、マスメディアに対し
積極的アピールを行うべ
く、各部門の技術開発成果
についてプレスリリース及
び記者会見を実施する。加
えてマスメディアに対して
実際の研究現場を公開して
理解を深めてもらう現場見
学会を５回程度実施する。
さらに、機構が取り組んで
きたエネルギー・環境技術
開発、産業技術開発の社会
への貢献を広く国民に理解
してもらえるよう、各種成
果報告会の開催、セミナ
ー・シンポジウムの開催、
来場者１万人超の展示会へ
の出展等を行う。また、世
界の学術・ビジネス・政府
等の関係者の英知を結集
し、環境・エネルギー技術
のイノベーションの促進と
普及のための議論を深化さ
せる場として、Innovation 
for Cool Earth Forum（Ｉ
ＣＥＦ）を日本政府と協力
して開催するとともに、Ｎ
ＥＤＯの成果や取り組みを
一体的に発信するＮＥＤＯ
フォーラムを開催する。 
一般国民への分かりやす

く迅速な情報発信として、
ホームページのコンテンツ
について、随時アップデー
トを行う。また、海外向け
の英語コンテンツの充実を
図る。 

－ （ⅰ）広報誌として、技術開発成果の最新
情報や機構が取り組む様々な活動の紹介
などをわかりやすく掲載した「Ｆｏｃｕｓ
ＮＥＤＯ」を４回発行した。 
 国民への情報発信及び、国内外で実施す
る事業の社会的貢献、意義を伝えるため
に、マスメディアに対し積極的アピールを
行うべく、各部門の技術開発成果に関して
は１０１件のプレスリリースと、１９件の
記者会見・現地見学会等を実施し、機構が
実施する各プロジェクトの概要や成果等
についてマスメディア等への訴求を積極
的に行った。セミナー・シンポジウムの開
催（３２件）来場者１万人超の展示会を中
心に出展（２０件）等も行った。また、環
境・エネルギー技術のイノベーションの促
進と普及のため、日本政府と協力し、
Innovation for Cool Earth Forum(ＩＣＥ
Ｆ)を開催するとともに、ＮＥＤＯの成果
や取り組みを一体的に発信するためＮＥ
ＤＯフォーラムを開催した。 
加えて、地域におけるＮＥＤＯ事業の認

知を図り、更なる事業の活用を促進するこ
とを目標として日本各地域でのセミナー
（地域版ＮＥＤＯフォーラム）を４回実施
した。 
ＮＥＤＯプロジェクトの実施者でもあ

る名古屋大学天野浩教授のノーベル物理
学賞受賞にあたり、青色ＬＥＤ・パワーエ
レクトロニクス関連ＷＥＢコンテンツを
作成するなど、一般国民への分かりやすく
迅速な情報発信を実施した。 
さらに、海外向けの英語コンテンツ等の

充実を目的に「ＦｏｃｕｓＮＥＤＯ」英語
版及び英語版ニュースリリースの作成を
実施した。 

●各種メディアを活用した情報発信 
・広報担当部と各プロジェクト担当部が連携

し、ニュースリリース１０１件、記者会
見・現地見学会１９回を実施。五大紙掲載
のべ６４回（日経２９回、読売９回、朝日
８回、毎日９回、産経９回）、ＴＶ放送１
０回以上（生出演７回、収録３回、その他
インタビューなど）の情報発信。  

 
 
●パンフレットの発行、ウェブサイトの運営
・ＮＥＤＯの取り組み、成果をわかりやすく

伝える広報誌「ＦｏｃｕｓＮＥＤＯ」を年
４回発行。加えて、青色ＬＥＤ関連ウェブ
コンテンツの作成など、一般向けに分かり
易い情報発信を推進。 

・ウェブサイトにおいて、プロジェクト成果
など様々な活動を日本語・英語でタイムリ
ーに発信（最近の動き：７５件）。 

・水素やロボットに関する白書を作成（ＮＥ
ＤＯ水素エネルギー白書、ＮＥＤＯロボッ
ト白書など）。 

 
 
●イベントへの出展・開催 
・来場者１万人以上の展示会を中心に２０件

へ出展し、加えて国際会議、セミナー･シ
ンポジウムなど３２件を開催するなど、Ｎ
ＥＤＯの取り組みや成果を積極的に発信。

・次世代を担う子供たちのエネルギー・環境、
産業技術に対する理解・関心の向上のため
に、宮城県の和渕小学校での太陽電池工作
教室など子供向けイベントを３回実施。  

 
 
●ＮＥＤＯフォーラム・地域版ＮＥＤＯフォ
ーラムの開催 

・国内外から産学官のリーダーを招いた講演
会及び展示会を行い、ＮＥＤＯの最新成
果・取組を報告（ＮＥＤＯフォーラム）。 

・ＮＥＤＯ事業の成果、活用事例及び支援制
度の情報を分かり易く発信。地域における
事業の更なる活用促進を目的として、平成
２６年度は札幌、仙台、大阪、広島におい
て開催（地域版ＮＥＤＯフォーラム）。  

 
 
●外部からの問い合わせへの対応 
・公募に関する問い合わせや、各種制度を初

めて利用する方、または利用の仕方がわか
らない方等への助言などサービスを一層
向上させるために、「ＮＥＤＯお客様デス
ク」にて電話やホームページを通じた相談
に対応。全相談件数は平成２６年度２３４
３件(前年比１４５%）。 

・英語版ホームページに開設した問い合わせ
サイトも活用し、国内外問わず相談に対

 

 我が国の次世代の技術開
発を担う小中学生を対象と
した情報発信は、科学技術
館等において積極的に展開
するほか、小中学生向けの
イベント等、啓発事業を３
回以上行う。 
分かりやすい情報発信を

行うよう広報活動を強化す
るため、引き続き広報室の
各部への指導強化を行う。 

－ 小中学生を対象とした情報発信につい
ては、科学技術館等において積極的に展開
するとともに、子ども向け啓発事業につい
ても太陽電池工作教室を３回実施した。 
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 （ⅱ）技術開発の成果を基
礎とした産業技術、エネ
ルギー及び環境分野へ
の貢献（アウトカム）に
ついては、中長期な視野
で様々な事例とその幅
広い波及効果を収集、把
握することに努め、印刷
物、ホームページ等によ
り、毎年度、広く情報発
信を行う。 

（ⅱ）技術開発の成果を基礎
とした産業技術、エネルギ
ー及び環境分野への貢献
（アウトカム）については、
中長期な視野で様々な事例
とその幅広い波及効果を収
集・把握することに努め、
印刷物、ホームページ等に
より、広く情報発信を行う。 

 

－ （ⅱ）ＮＥＤＯプロジェクトの開発成果
がコア技術として活用され、上市・製品
化した製品・プロセス等を「ＮＥＤＯイ
ンサイド製品」と定義し、売上実績、売
上予測、社会的便益等を試算し、機構ホ
ームページやシンポジウム等で広く情報
発信を行った。 
平成２６年度は、新たに試算対象製品を

１０製品追加し、合計１０９製品を対象と
した。 

応。 
・全相談件数のうち英語での相談件数は平成

２６年度２１０件(前年比１１４％）。 
 
 
●ＮＥＤＯプロジェクトの費用対効果 
・ＮＥＤＯプロジェクトの開発成果がコア技

術として活用されて、上市・製品化した製
品・プロセス等を「ＮＥＤＯインサイド製
品」と定義して、売上実績、売上予測を推
計。 

・平成２６年度は１０９製品を対象とし、平
成２５～３４年度までの累計売り上げ予
測額は約７０兆円｡ 

・費用対効果推計の対象は、昭和５５年のＮ
ＥＤＯ発足以来、技術開発プロジェクトに
投じたおよそ３兆円の費用のうち、フォロ
ーアップ調査を行ったプロジェクトへの
投入費用７６４５億円分に関するもの。 

 
＜課題と対応＞ 

・引き続き、成果を基礎とした産業技術、エ
ネルギー及び環境分野への貢献（アウトカ
ム）については、中長期な視野で様々な事
例とその幅広い波及効果を収集・把握する
ことに努め、印刷物、ホームページ等によ
り、広く情報発信を行う。 

 
 
 
●マネジメント関連学会での発表 
・ＮＥＤＯ職員のマネジメント能力向上を図

るため、プロジェクトマネジメント手法、
評価の分析手法、技術動向の把握手法等に
関して、研究開発マネジメント関連学会等
にて１７本の発表等を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 さらに、展示会等におい
て、技術開発成果を積極的
に発表することにより、企
業とのマッチングの場を設
け、成果の普及促進を図る
ものとする。 

（ⅲ）展示会等の企画、開
催、学会等との連携によ
る共同イベントの実施
等を通じ、事業で得られ
た技術開発成果を積極
的に発表することによ
り、技術開発成果と企業
とのマッチングの場を
設け、成果の普及促進を
図る。その際、成果の公
表等については、国民へ
の情報発信や学界での
建設的情報交換等の視
点と、知的財産の適切な
取得、国際標準化等その
成果の我が国経済活性
化への確実な貢献等の
視点とに留意するもの
とする。 

（ⅲ）展示会等の企画・開催、
学会等との連携による共同
イベントの実施等を通じ、
事業で得られた技術開発成
果を積極的に発表すること
により、技術開発成果と企
業とのマッチングの場を設
け、成果の普及促進を図る。
その際、成果の公表等につ
いては、国民への情報発信
や学界での建設的情報交換
等の視点と、知的財産の適
切な取得、国際標準化等そ
の成果の我が国経済活性化
への確実な貢献等の視点と
に留意する。 

 

－ （ⅲ）国内ではスマートコミュニティＪＡ
ＰＡＮ２０１４、第９回再生可能エネルギ
ー世界展示会、イノベーション・ジャパン
２０１４、ＣＥＡＴＥＣ ＪＡＰＡＮ２０
１４等の大規模展示会への出展、また海外
での取り組みとしては日印エネルギーフ
ォーラム、Ｐｏｌｌｕｔｅｃ２０１４、Ｊ
ＥＣ ｅｕｒｏｐｅ２０１５への出展等、
国内外への技術開発成果の普及やサンプ
ルマッチング等を実施した。 

 

  （ⅳ）内外の技術開発マネ
ジメント機関との情報
交換を実施するととも
に、イノベーション、技
術開発マネジメント及
びプロジェクトマネジ
メント関係の実践的研
究発表として、セミナ
ー、学会、シンポジウム、
内外の学会誌、専門誌等
に機構自身として第３
期中期目標期間中に１
００本以上の発表を行
う。 

（ⅳ）内外の技術開発マネジ
メント機関との情報交換を
実施するとともに、イノベ
ーション、技術開発マネジ
メント及びプロジェクトマ
ネジメント関係の実践的研
究発表として、セミナー、
学会、シンポジウム、内外
の学会誌、専門誌等に機構
自身として２０本程度の発
表を行う。 

 

－ （ⅳ）イノベーション、技術開発マネジメ
ント及びプロジェクトマネジメント関係
の実践的研究発表として、セミナー、学会、
シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に
機構自身として、１７本の発表を実施し
た。 

 

  （ⅴ）これまでに蓄積され
た技術開発プロジェク
トの実施体制等の決定
における採択審査委員
会、プロジェクトの途中
及び事後における評価
委員会等を通じた産業
界、学術界等の外部の専
門家・有識者との関係や
その他の関係各方面と
のネットワークを活用
し、技術経営力の強化を
テーマとしたシンポジ
ウム等を毎年度１回以
上開催すること等によ
り、その知見を産業界等
に発信する。また、技術
経営力に関する産業界、
学術界等の外部の専門

（ⅴ）各界有識者のネットワ
ークを活用しつつ、技術経
営力の強化や技術開発マネ
ジメントをテーマとしたシ
ンポジウム等を１回以上開
催すること等により、その
知見を産業界等に発信す
る。また、技術経営力に関
する産業界、学術界等の外
部の専門家・有識者のネッ
トワークを構築し、このネ
ットワークを活用しつつ技
術経営力に関する知見を深
化させ、その成果を産業界
に発信する。技術開発マネ
ジメントのノウハウ等の成
果を、社会人向け公開講座
等を活用して、企業の技術
開発部門や企画部門の担当

－ （ⅴ）イノベーション・ジャパン２０１４
を開催。今回はビジネスマッチングにウェ
イトを置き、単に場の設定にとどまらず、
事前に出展者からマッチング希望先（具体
的企業若しくは業種）をヒアリング、当該
企業に事前アプローチし、来場を働きかけ
するなど、マッチングの成功率を上げる工
夫を行った。 
また、出展者がマッチングを希望する事

業者に対して、直接ＮＥＤＯ若しくは出展
者から招待する、あるいは来場者を電話等
で誘致する等マッチングイベント招致を
実施。 
この他、販売開拓、業務提携先の招致の

みならず、ＶＣ等金融機関もイベントに招
待し、資金面での支援の強化や、ＷＥＢ登
録する来場者の興味ある分野とマッチす
る企業を選定するシステムを導入し、登録
来場者との商談もアレンジした。 
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家・有識者のネットワー
クを構築し、このネット
ワークを活用しつつ技
術経営力に関する知見
を深化させ、その成果を
産業界に発信する。技術
開発マネジメントのノ
ウハウ等の成果を、社会
人向け公開講座等を活
用して、企業の技術開発
部門や企画部門の担当
者等に発信する。 

者等に発信する。 
 

さらに、各分野の学協会との関係構築・
強化の一環として、ＮＥＤＯ職員向けに
様々な分野の学会会員による講演会「戦略
コロキウム」を計８回開催した。 
「ＮＥＤＯプロジェクトを核とした人

材育成、産学連携等の総合的展開」におい
て、東京大学および玉川大学にて技術経営
の研究をコアとする「ＲＴミドルウェアの
実践的展開」講座を新たに設置するととも
に、３講座を継続実施することで、技術開
発マネジメントのノウハウ等の成果を、企
業の技術開発部門や企画部門の担当者等
に発信した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●開発成果の新用途開発事業（ビジネスマッ
チング） 

・ＮＥＤＯ事業により得られた成果物（サン
プル）をＮＥＤＯのホームページ上で公開
し、企業（ユーザー）とのマッチングの場
を提供することにより、製品化・実用化を
加速させる取り組み。平成２２年度の事業
開始から現在までに１２５件（平成２６年
度２４件追加）を公開。 

・第２回ＴＯＫＹＯイノベーションリーダー
ズサミットに出展。ベンチャー３３社を推
薦し、実用化に向けたマッチングを促進。

 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案し
た結果、この項目の自己評価をＳとした。 

  （ⅵ）技術開発期間中のみ
ならず終了後も、その成
果の実用化・事業化に向
けて、技術開発の実施者
を始め幅広く産業界等
に働きかけを行うとと
もに、技術開発成果をよ
り多く、迅速に社会に繋
げるための成果普及事
業として、プロジェクト
成果物をユーザーにサ
ンプルの形で提供し、そ
の評価結果から課題を
抽出するサンプルマッ
チング事業、プロジェク
ト成果を実使用に近い
環境で実証する成果実
証事業等を実施する。ま
た、制度面で技術開発成
果の実用化・事業化を阻
害する課題があれば、積
極的に関係機関に働き
かける。事業で得られた
技術開発成果と企業と
のマッチングの場を設
け、成果の普及促進を図
る。 

（ⅵ）技術開発期間中のみな
らず終了後も、その成果の
実用化・事業化に向けて、
技術開発の実施者を始め幅
広く産業界等に働きかけを
行うとともに、技術開発成
果をより多く、迅速に社会
に繋げるための成果普及事
業として、プロジェクト成
果物をユーザーにサンプル
の形で提供し、その評価結
果から課題を抽出するサン
プルマッチング事業、プロ
ジェクト成果を実使用に近
い環境で実証する成果実証
事業等を実施する。また、
制度面で技術開発成果の実
用化・事業化を阻害する課
題があれば、積極的に関係
機関に働きかける。事業で
得られた技術開発成果と企
業とのマッチングの場を設
け、成果の普及促進を図る。 

－ （ⅵ）事業で開発された成果物を対象とし

て、サンプル提供者と、それを活用した用

途範囲や実用化または製品化のアイデア

を有するユーザーとのマッチングの場を

ホームページを通じて提供するサンプル

マッチング事業を実施した。平成２６年度

は２４件追加した。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

Ⅰ（ウ）国際共同事業の推進 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価

主な業務実績等 自己評価 
      ＜自己評価＞ Ｂ 評定  

 ③ 国際共同事業の推進 
我が国発の優れた技術の

発展や、海外市場を開拓す
る事業者の支援をより積極
的に行うため、最先端の技
術を持つ内外の企業による
国際共同研究プロジェクト
等に対し、ＮＥＤＯが外国
の技術開発マネジメント機
関等とともに「コファンド
形式」等により資金支援を
行うことなどの試みを、毎
年度積極的に推進すること
とする。 
これにより、我が国企業

の国際展開や海外企業も含
めたオープンイノベーショ
ンの進展を支援し、これに
対応したグローバルな技術
開発マネジメントに係る事
業を一層推進するものとす
る。 

（ウ）国際共同事業の推進 
我が国産業技術の向上

及び海外市場の開拓、さら
には、機構のグローバルな
技術開発マネジメント能
力向上のため、また、国内
のみならず海外の企業や
機関と共同で技術開発を
実施する必要性が高まっ
ていることを踏まえ、最先
端の技術を持つ内外の企
業による国際共同研究プ
ロジェクト等に対し、機構
が海外の技術開発マネジ
メント機関等とともに「コ
ファンド形式」等により資
金支援を行うことなどの
試みを、毎年度積極的に推
進する。これにより、我が
国企業の国際展開や海外
企業も含めたオープンイ
ノベーションの進展を支
援し、これに対応したグロ
ーバルな技術開発マネジ
メントに係る事業を一層
推進する。 

（ウ）国際共同事業の推進 
我が国産業技術の向上及び

海外市場の開拓、さらには、
機構のグローバルな技術開発
マネジメント能力向上のた
め、また、国内のみならず海
外の企業や機関と共同で技術
開発を実施する必要性が高ま
っていることを踏まえ、最先
端の技術を持つ内外の企業に
よる国際共同研究プロジェク
ト等に対し、機構が海外の技
術開発マネジメント機関等と
ともに「コファンド形式」等
により資金支援を行うことな
どの試みを、積極的に推進す
る。これにより、我が国企業
の国際展開や海外企業も含め
たオープンイノベーションの
進展を支援し、これに対応し
たグローバルな技術開発マネ
ジメントに係る事業を一層推
進する。 

－ （ウ）国際共同事業の推進 
イスラエル国産業技術研究開発センタ

ー（ＭＡＴＩＭＯＰ）及びフランスのＢｐ
ｉｆｒａｎｃｅとの間でコファンド方式
による共同研究プロジェクトを行う環境
整備をした。また、欧州、米国等の機関と
意見交換を行い、コファンド形式等による
国際共同研究プロジェクト等の案件構築
を行えるよう、交渉を行い、公募を実施し
た。 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●世界各国の国立研究開発機関や行政機関
等との連携を強化 

・世界市場獲得のため、事業内容（単品から
システムへの重点化、産業技術分野にも着
手）、国・地域を選択し、集中的にスピー
ド感を持って推進。  

・アメリカ、イスラエル、インド、スロベニ
ア、タイ、中国、ドイツ、フィンランド、
ポーランド、ロシア（１０の国・地域）の
国立研究開発機関やエネルギー及び産業
関係の行政機関等と１４件の協定を締結。

 
 
●国立研究開発機関との研究開発協定 
・日本の技術・システムの普及展開をさらに

加速させるため、イスラエル産業技術研究
開発センター（ＭＡＴＩＭＯＰ）等との協
力関係を構築。  

・世界各国の国立研究機関と協業することで
日本のイノベーションを加速すると共に
エネルギー・環境技術および産業技術の普
及を促進。 

 
 
 
 
 
 
 
●世界各国での実証事業の展開 
・平成２６年度は新たに４件の実証事業を開

始。平成２６年度末時点で３３件の実証事
業を実施中。 

 
以上のような成果がでていることを勘案し
た結果、この項目の自己評価をＢとした。 

 

  また、海外機関との国際
連携を図り、双方にとって
のＷｉｎ－Ｗｉｎの関係
を構築するため、我が国と
相手国双方の利益に結び
付く可能性のある技術等
について、その有効性を十
分検証した上で、情報交換
協定などの協力関係を構
築する。その際、意図せざ
る技術流出の防止の強化
を図る観点から、機構の事
業の実施者の成果の取扱
いについての仕組みの整
備等に努めるものとする。 

また、海外機関との国際連
携を図り、双方にとってのＷ
ｉｎ－Ｗｉｎの関係を構築す
るため、我が国と相手国双方
の利益に結び付く可能性のあ
る技術等について、その有効
性を十分検証した上で、情報
交換協定などの協力関係の構
築に向けた取組を推進する。
その際、意図せざる技術流出
の防止の強化を図る観点か
ら、機構の事業の実施者の成
果の取扱いについての仕組み
の整備等に努める。 

－ また、海外機関との国際連携を図り、双
方にとってのＷｉｎ－Ｗｉｎの関係の構
築を前提に、研究開発・実証に係る合意文
書を１４４件締結した。 
平成２６年度に締結した協定は以下の

通り。 
・ポーランド経済省との間で協力合意書を

締結（５月） 
・スロベニア企業・開発・投資・官公庁（Ｓ
ＰＩＲＩＴ)との間で協力合意書を締結
（５月） 

・ドイツ・シュパイヤー市との間で協力合
意書を締結（５月） 

・デンマーク・コペンハーゲン市、ファー
ボ・ミッドフュン市との間で基本協定を
締結（６月） 

・イスラエルとの間で研究協力開発に関す
る基本協定を締結（７月） 

・インド財務省経済局、通信ＩＴ電気通信
局、新再生可能エネルギー省、通信タワ
ー２社との間で基本協定を締結（８月）

・フィンランド共和国技術庁（ＴＥＫＥＳ）
との間で情報交換協定を締結(９月) 

・米国カリフォルニア州経済促進知事室と
の間で協力合意書を締結（１０月） 

・ロシア・カムチャツカ地方政府、電力会
社１社との間で基本協定を締結（１１
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月） 
・中国国家発展改革委員会との間で基本協

定を締結（１２月） 
・インドＡＰ州との間で協力協定を締結
（１１月） 

・タイ国科学技術開発庁（ＮＡＳＴＤＡ）
との間で情報交換に関する包括協定を
締結（１月） 

・タイ工業省との協力協定の締結（１月）
・タイ国家イノベーション庁（ＮＩＡ）と
の間で情報交換に関する包括協定を締
結（２月） 
なお、基本協定書では意図せざる技術流

出の防止を図る観点から、事業から得られ
る運転データに係る秘密保持等の取組に
ついて取り決めるなど、機構の実施社の成
果の取り扱いについての仕組みの整備等
を行った。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

Ⅰ（エ）技術開発型ベンチャー企業等の振興 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価

主な業務実績等 自己評価 
      ＜自己評価＞ Ｓ 評定  

 ④ 技術開発型ベンチャー
企業等の振興 
経済の活性化や新規産

業・雇用の創出の担い手と
して、新規性・機動性に富
んだ「技術開発型ベンチャ
ー企業」等の振興が一層重
要になってきていることに
も鑑み、ベンチャー企業へ
の実用化助成事業における
取組等を一層推進し、専門
家による海外を含めた技術
提携先や顧客の紹介、知財
戦略の策定など、ＮＥＤＯ
による技術・経営両面での
支援機能を強化し、実用
化・事業化を一層推進する
こととする。 
また、技術開発の成果が

速やかに実用化・事業化に
つながるよう、ＮＥＤＯと
して事業者に対し、技術開
発成果を経営において有効
に活用するための効果的方
策（技術開発マネジメント、
テーマ選定、提携先の選定、
経営における活用に向けた
他の経営資源との組み合わ
せ等）を提案するなど、技
術経営力の強化に関する助
言を積極的に行うものとす
る。 

（エ）技術開発型ベンチャ
ー企業等の振興 
経済の活性化や新規産

業、雇用の創出の担い手と
して、新規性、機動性に富
んだ技術開発型ベンチャ
ーの振興が一層重要にな
ってきていることにも鑑
み、ベンチャー企業への実
用化助成事業における取
組等を一層推進し、必要な
者に対する専門家による
海外を含めた技術提携先
や顧客の紹介、知財戦略の
策定等、機構による技術、
経営両面での支援機能を
強化するとともに、事業者
と政府系金融機関や民間
ベンチャーキャピタル等
との一層の連携を通じて、
資金面での支援も図り、実
用化・事業化を一層推進す
る。 
技術開発の成果が速や

かに実用化・事業化につな
がるよう、事業者に対し、
技術開発成果を経営にお
いて有効に活用するため
の効果的方策（技術開発マ
ネジメント、テーマ選定、
提携先の選定、経営におけ
る活用に向けた他の経営
資源との組み合わせ等）を
提案するなど、技術経営力
の強化に関する助言を積
極的に実施する。 

 

（エ）技術開発型ベンチャー
企業等の振興 
経済の活性化や新規産業、

雇用の創出の担い手として、
新規性、機動性に富んだ技術
開発型ベンチャーの振興が一
層重要になってきていること
にも鑑み、ベンチャー企業へ
の実用化助成事業における取
組等を一層推進し、必要な者
に対する専門家による海外を
含めた技術提携先や顧客の紹
介、知財戦略の策定等、機構
による技術、経営両面での支
援機能を強化するとともに、
事業者と政府系金融機関や民
間ベンチャーキャピタル等と
の一層の連携を通じて、資金
面での支援も図り、実用化・
事業化を一層推進する。具体
的には、「平成２５年度 イノ
ベーション実用化ベンチャー
支援事業」において、技術開
発型ベンチャー企業等の有す
る先端技術シーズや有望な未
利用技術を活用した実用化開
発を実施し、特定の技術シー
ズ事業構想を有し、また、研
究開発型ベンチャー企業の起
業を目指す起業家候補を育成
することにより、研究開発型
ベンチャー企業の創出を促進
する「研究開発型ベンチャー
支援事業」、技術シーズの事業
化を支援する総合的な支援体
制として「研究開発型新事業
創出支援プラットフォーム」
を構築し、事業化支援人材の
支援・助言の下、研究開発型
ベンチャー企業等への技術シ
ーズの事業化活動支援を実施
することにより、経済活性化、
新規産業・雇用の創出につな
げる「研究開発型新事業創出
支援プラットフォーム」を実
施する。 
技術開発の成果が速やかに

実用化・事業化につながるよ
う、事業者に対し、技術開発
成果を経営において有効に活
用するための効果的方策（技
術開発マネジメント、テーマ
選定、提携先の選定、経営に

－ （エ）技術開発型ベンチャー企業等の振興
研究委託・助成先等の中小企業、ベンチ

ャー企業等に対し、機構職員及び技術経営
アドバイザー（ＶＣ、弁護士、公認会計士、
弁理士等）が、技術経営力の強化に関する
助言を実施（４２事業者、のべ２０２回）
し、技術、経営両面での支援機能を強化、
また技術経営力の強化に関する助言を積
極的に実施した。 
平成２５年度イノベーション実用化ベ

ンチャー支援事業においては、１２７件を
採択・交付決定した（平成２６年度中も引
き続き事業を継続）。事業者と政府系金融
機関との連携を行う等、資金面での支援も
行い、実用化・事業化を一層推進した。 
また、研究開発型ベンチャー企業の起業

を目指す起業家候補を育成することによ
り、研究開発型ベンチャー企業の創出を促
進する「研究開発型ベンチャー支援事業」
を実施したほか、技術シーズの事業化を支
援する総合的な支援体制として「研究開発
型新事業創出支援プラットフォーム」を構
築した。 
事業者との一層の連携強化の一環とし

て、オープンイノベーション協議会を設立
し、民間事業者１６名を幹事とし、会員数
は２８８社（うち、企業会員は２２７社、
賛助会員は６１社（平成２７年４月２２日
現在））となった。 
また、技術開発型ベンチャー企業等の振

興における他機関との連携強化のため、産
業革新機構（ＩＮＣＪ）と相互協力協定を
締結し、ＮＥＤＯ事業の実施事業者に対し
て、ＩＮＣＪが出資や助言・情報提供を実
施した（ＩＮＣＪから出資を受けた研究開
発型ベンチャー企業の１６社がＮＥＤＯ
事業を実施）。 
さらに、中小企業基盤整備機構（中小機

構）のネットワークを活用し、全国３２の
施設での中堅・中小企業向け支援スキーム
の周知に努めている。 

＜自己評価の根拠＞ 
●技術開発型ベンチャー企業等への支援 
・提案公募型の技術開発事業を中心に、技術
開発型ベンチャー企業等の事業化をフェ
ーズ毎に実施。 

 
●オープンイノベーション協議会の設立 
・民間事業者が主体となり、オープンイノベ
ーションに関する知見・ノウハウの共有を
図るとともに、その取り組みを産業界に広
めるための、マインド形成の場として協議
会を設立した（平成２７年２月）。 

・民間事業者１６名を幹事とし、ＮＥＤＯが
事務局を務める。会員数は２８８（うち、
企業会員は２２７、賛助会員は６１（平成
２７年４月２２日現在））。 

 
●技術開発型ベンチャー企業等の振興にお
ける他機関との連携 

・産業革新機構（ＩＮＣＪ）と相互協力協定
を締結。ＮＥＤＯ事業の実施事業者に対し
て、ＩＮＣＪが出資や助言・情報提供を実
施（ＩＮＣＪから出資を受けた研究開発型
ベンチャー企業１６社がＮＥＤＯ事業を
実施）。  

・大学の産学連携本部、地方公設試、商工会
議所、地方経済産業局等と連携し説明会を
実施。２６年度は９３ヶ所で延べ５４００
人が説明会参加し地域のニーズ・シーズ発
掘に努めた。  

 
 
以上のような成果がでていることを勘案し
た結果、この項目の自己評価をＳとした。 

 

Ⅰ Ⅰ 1 Ⅰ 24



おける活用に向けた他の経営
資源との組み合わせ等）を提
案するなど、技術経営力の強
化に関する助言を積極的に実
施する。 

  実用化促進事業におい
て、特にイノベーションの
実現に資するものとして
実施する事業については、
事後評価等により得られ
た知見を基に、技術経営力
の強化に関する助言業務
の観点も踏まえ、事業実施
者に対して必要なアドバ
イスを行う。 

実用化促進事業において、
特にイノベーションの実現に
資するものとして実施する事
業については、事後評価等に
より得られた知見を基に、技
術経営力の強化に関する助言
業務の観点も踏まえ、事業実
施者に対して必要なアドバイ
スを行う。具体的には、「平成
２５年度 イノベーション実
用化ベンチャー支援事業」の
事業者に対して必要な助言を
行う。 

－ 平成２５年度イノベーション実用化ベ
ンチャー支援事業の実施事業者のうち、採
択時の審査において、事業化面で課題が指
摘された事業者について、カタライザーに
よる事業化支援を受けることを採択条件
とし、１０社が指導を受けた。また、上記
以外の実施事業者５社についても要望が
あり、専門家の派遣・助言を行った。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

Ⅰ（オ）人材の流動化促進、育成 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

      ＜自己評価＞ Ａ 評定  

 ⑤人材の流動化促進、育成 
技術開発マネジメントに

ついて、内部人材の育成を
図るとともに、プロジェク
ト管理等に係る透明性を十
分に確保した上で、一定の
実務経験を有する優秀な人
材など、外部人材の中途採
用等を毎年度実施し、人材
の流動化を促進することに
より、ＮＥＤＯのマネジメ
ント能力の底上げを図るも
のとする。 
 

（オ）人材の流動化促進、
育成 
技術開発マネジメント

について、内部人材の育成
を図るとともに、プロジェ
クト管理等に係る透明性
を十分に確保した上で、一
定の実務経験を有する優
秀な人材など、外部人材の
中途採用等を毎年度実施
し、人材の流動化を促進す
ることにより、機構のマネ
ジメント能力の底上げを
図る。 

（オ）人材の流動化促進、育
成 
技術開発マネジメントに関

し、研修等を通じて機構職員
の育成を図るとともに、プロ
ジェクト管理等に係る透明性
を十分に確保した上で、一定
の実務経験を有する外部人材
を中途採用等を通じて確保す
る。 
 

－ （オ）人材の流動化促進、育成 
技術開発マネジメントに関して、研修等

を通じて内部人材の育成を図るとともに、
プロジェクト管理等を担う実務経験を有
する外部人材を１１名中途採用した。 

＜自己評価の根拠＞ 
●人材の流動化促進、育成 
・プロジェクトの企画・運営業務等で活用
するため、プロジェクト管理等に係る透
明性を十分に確保した上で、実務経験を
有する外部人材を１１名中途採用した。

・民間企業や大学等において中核的人材と
して活躍し、イノベーションの実現に貢
献する若手研究者を養成。平成２６年度
は約３，７００名の若手研究者を養成。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●ＮＥＤＯ特別講座の実施 
・４講座５拠点にて「ＮＥＤＯ特別講座」
を実施。全体で２５回以上の講座を開催
し延べ８５０名以上が受講。また７回の
シンポジウムを開催し延べ８００名以上
が参加。 

・事業者に対するアンケートを実施し、「講
座の講師や受講者が、関連する分野で、
大学・企業等の研究者として活躍してい
る」、「ＮＥＤＯ特別講座終了後も、大学
の正規のカリキュラムとして同様の人材
育成の講座を継続している」など人材育
成としての成果を上げていることを確
認。 

 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案し
た結果、この項目の自己評価をＡとした。
 

 

 また、民間企業や大学等
の技術開発における中核的
人材として活躍しイノベー
ションの実現に貢献する
「技術開発マネジメント人
材」の育成を図るため、技
術開発マネジメントに係る
知識や経験をキャリアアッ
プに繋げるための方策につ
いて、具体的検討を行うも
のとする。 

民間企業や大学等の技
術開発において中核的人
材として活躍しイノベー
ションの実現に貢献する
「技術開発マネジメント
人材」の育成を図るため
に、技術マネジメントに係
る知識や経験をキャリア
アップに繋げるための方
策について、経済産業省と
連携し具体的検討を行う。 

民間企業や大学等の技術開
発において中核的人材として
活躍しイノベーションの実現
に貢献する「技術開発マネジ
メント人材」の育成を図るた
めに、技術マネジメントに係
る知識や経験をキャリアアッ
プに繋げるための方策につい
て、経済産業省と連携し具体
的検討を行う。 

－ 民間企業や大学等の技術開発において
中核的人材として活躍しイノベーション
の実現に貢献する「技術開発マネジメント
人材」の育成を図るために、技術マネジメ
ントに係る知識や経験をキャリアアップ
に繋げるための方策について、経済産業省
と連携し具体的検討を行った。 

 

  民間企業や大学等にお
いて中核的人材として活
躍し、イノベーションの実
現に貢献する技術者の養
成事業の質的強化を図る。
具体的には、産業技術の将
来を担う創造性豊かな技
術者、研究者を機構の技術
開発プロジェクトや公的
研究機関等の最先端の研
究現場において技術開発
等に携わらせること及び
大学等の研究者への支援
をすることにより人材を
育成するとともに、機構の
技術開発プロジェクトに
併設するＮＥＤＯ特別講
座について効率的、効果的
な実施方法の工夫を図り
つつ実施する。 
これらの活動を通じ、民

間企業や大学等において
中核的人材として活躍す
る技術者を、高齢化の進展
状況、政府予算の状況その
他適当な条件を加味した
上で、第２期中期目標期間
と同等程度養成する。 

・産業技術の将来を担う創造
性豊かな技術者、研究者を
機構の技術開発プロジェク
トや公的研究機関等の最先
端の研究現場において技術
開発等に携わらせること及
び大学等の研究者への助成
をすることにより人材を育
成する。 

・大学等が研究の中核として、
新しい産業技術を生み出し
つつあるプロジェクトを 
対象とし、大学等に拠点を
設けて人材育成、人的交流
事業等を展開する「ＮＥＤ
Ｏ特別講座」について効率
的、効果的な実施方法の工
夫を図りつつ実施する。 
これらの活動を通じ、民間

企業や大学等において中核的
人材として活躍する技術者
を、高齢化の進展状況、政府
予算の状況その他適当な条件
を加味した上で、第２期中期
目標期間と同等程度養成す
る。 

－ 技術戦略研究センターに採用した研究
員に戦略策定業務を経験させること事に
よるＯＪＴを通じて将来のプロジェクト
マネージャー候補人材の育成を行った。 
また、ナショナルプロジェクト等への若

手研究者の参画等の推進を通して、約３，
７００名の若手研究者を中心とした人材
育成を行った（若手研究者の定義：平成２
６年度中に新たに登録した、４０歳未満の
研究者）。 
 「ＮＥＤＯ特別講座」については、全体
で２７回の講座を開催し延べ８６８名が
受講した。また、７回のシンポジウムを開
催し延べ８３４名が参加した。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

Ⅰ（カ）研究開発成果を活用しようとする者への出資による実用化支援 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

      ＜自己評価＞ Ｂ 評定  

 ⑥研究開発成果を活用しよ
うとする者への出資による
実用化支援 
研究開発の成果の実用化

及びこれによるイノベーシ
ョンの創出を図るため、Ｎ
ＥＤＯの研究開発の成果を
事業活動において活用しよ
うとする者に対する出資
（金銭の出資を除く。）並び
に人的及び技術的援助を行
う。 
 

（カ）研究開発成果を活用
しようとする者への出資
による実用化支援 
研究開発の成果の実用

化及びこれによるイノベ
ーションの創出を図るた
め、機構の研究開発の成果
を事業活動において活用
しようとする者に対する
出資（金銭の出資を除く。）
並びに人的及び技術的援
助を行う。 

（カ）研究開発成果を活用し
ようとする者への出資による
実用化支援 
研究開発の成果の実用化及

びこれによるイノベーション
の創出を図るため、機構の研
究開発の成果を事業活動にお
いて活用しようとする者の要
請を踏まえ出資（金銭の出資
を除く。）並びに人的及び技術
的援助を行う。 

－ （カ）研究開発成果を活用しようとする者
への出資による実用化支援 
機構の研究開発の成果を事業活動にお

いて活用しようとする者から、現物出資並
びに人的及び技術的援助の要請の有無に
ついて確認を行った。 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●出資業務実施に向けた体制を整備  
 
・研究開発成果を事業活動に活用しようと
する事業者向けの出資に関する業務に必
要となる諸規程の整備を実施。 

・引き続き有望案件の相談を実施中。  
  
 
 
＜課題と対応＞ 
・引き続き現物出資並びに人的・技術的援
助の要請を受け付ける。 

 
 
以上のような成果がでていることを勘案し
た結果、この項目の自己評価をＢとした。
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

Ⅰ（キ）技術分野ごとの計画 （エネルギー分野） 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価

主な業務実績等 自己評価 

      ＜自己評価＞ Ａ 評定  

⑦ 技術分野ごとの目標 
i）新エネルギー分野 
平成２３年３月１１日に

発生した東日本大震災及び
東京電力福島第一原子力発
電所事故を受け、新エネル
ギーへの期待が高まってい
る。一方、大規模な新エネ
ルギーの導入を実現するた
めには、低コスト化、系統
安定化対策、立地制約、 
信頼性向上など様々な技

術的課題があり、これらを
確実に克服していくことが
必要である。また、新エネ
ルギー技術に係るイノベー
ションの促進及び産業競争
力の強化等に向け、以下の
取組を行うこととする。 
さらに、今後再生可能エ

ネルギーの市場の拡大が見
込まれる国々との間でパー
トナーシップの構築に向け
たネットワーク強化を図る
とともに、当該国・地域に
おける技術実証等を行うも
のとする。 

（キ）技術分野ごとの計画 
（ⅰ）新エネルギー分野 
平成２３年３月１１日

に発生した東日本大震災
及び東京電力福島第一原
子力発電所事故を受けて、
我が国のエネルギー政策
の見直しが行われており、
今後の日本のエネルギー
供給を支えるエネルギー
源として、新エネルギーへ
の期待が高まっている。政
府目標．３に掲げられる大
規模な新エネルギーの導
入を実現するためには、低
コスト化、系統安定化対
策、立地制約、信頼性向上
など様々な技術的課題が
あり、これらを確実に克服
していくことが必要であ
る。 
エネルギーセキュリテ

ィ、環境制約、経済成長、
安全・安心の全てを両立す
るエネルギーシステムを
構築していくためには、エ
ネルギー技術における更
なるイノベーションの進
展が重要になる。そのため
には、エネルギーシステム
にパラダイム・シフトをも
たらすような革新的なエ
ネルギー技術の開発を進
める必要がある。また、そ
のような技術開発は、我が
国の新エネルギー技術の
産業競争力を強化する上
でも重要である。 
新しいエネルギー技術

の社会への普及を進める
上で、技術開発のみなら
ず、技術の標準化や規制の
適正化についても適切に
取組んでいくことが必要
であり、導入・普及施策と
も相まって着実に社会実
装を進めていくことが重
要である。さらには、我が
国の優れた新エネルギー
技術を広く世界に広めて
いく観点から、戦略的な国
際協力を展開する。 

【技術分野ごとの計画】 
（ⅰ）新エネルギー分野 

－ 【技術分野ごとの実績】 
（ⅰ）新エネルギー分野 
－ 

＜自己評価の根拠＞ 
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 ａ．太陽光発電 
太陽光発電の大量導入に

向け、長期的に太陽光発電
の発電コストを基幹電源 
並みに低減させるため、

低コスト化に係る技術開発
及び太陽光発電の導入拡大
の障害となっている要因を
分析し、導入ポテンシャル
の拡大に貢献する技術開発
等を行うものとする。また、
技術の差別化による競争力
強化、高付加価値化による
用途拡大・新たなビジネス
創出を図るための取組を行
うこととする。さらに、諸
外国の関係機関との間で戦
略的な提携関係を構築し、
人材育成、共同技術開発、
実証事業、情報交換等多様
なツールを活用して支援す
ることとする。 

（ａ）太陽光発電 
太陽光発電は資源ポテ

ンシャルが大きく、また設
置のリードタイムが短い
ことから、今後大量導入が
期待されている。また、我
が国電機・電子産業の技術
的蓄積が活かされる技術
領域である。 
一方、太陽光発電の大量

導入に向けては、高い発電
コスト、立地制約、リサイ
クル等様々な技術的課題
があり、これらを克服して
いくことが必要である。ま
た、海外企業による生産規
模の拡大と、それに伴う市
況の低迷により、国際的な
競争が激化しており、技術
の差別化による競争力強
化、高付加価値化による用
途拡大、新たなビジネス創
出が求められている。今後
は我が国技術の海外市場
への展開が必要となって
いる。 
第３期中期目標期間に

おいては、導入目標の達成
に向けた技術課題の克服
として、長期的に太陽光発
電の発電コストを基幹電
源並みに低減させるため、
システム構成やコスト構
造に留意して、変換効率の
向上を含めた低コスト化
に係る技術開発を行う。ま
た、太陽光発電の導入拡大
の障害となっている要因
を分析し、立地制約を解消
していくため、導入ポテン
シャルの拡大に貢献する
技術開発を行う。 
さらに、太陽光発電の大

量導入に伴い必要となる
太陽電池のリサイクルシ
ステムの確立に向け、必要
な技術開発を行い、また、
高信頼性等に関する標
準・規格の整備に資するデ
ータ取得等を行う。 
太陽光発電産業の競争

力強化については、２０３
０年以降に変換効率４
０％を達成するといった
飛躍的に高い変換効率、新
規用途の開拓など太陽電
池の付加価値を高め、新た
な市場開発につながる技
術開発を行うとともに、発
電事業への展開やサービ
ス産業との連携強化等の
川下展開支援のための技
術開発を行う。 

加えて、我が国の新エネ

（ａ）太陽光発電 
１．太陽エネルギー技術研究
開発 
［平成２０年度～平成２６年
度］ 
太陽光発電の大量導入に向

けた技術課題の克服や産業競
争力強化等を目的に、以下の
研究開発を実施する。 

－ （ａ）太陽光発電 
１．太陽エネルギー技術研究開発 
［平成２０年度～平成２６年度］ 
太陽光発電の大量導入に向けた技術課

題の克服や産業競争力強化等を目的に、以
下の研究開発を実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●新規の製造技術により太陽電池セルの変
換効率の向上 

・ＮＥＤＯは、発電コスト低減に有効である
太陽電池の変換効率向上のため、アモルフ
ァスシリコンと結晶シリコンを接合した
基板と、受光面に電極を置かないバックコ
ンタクト技術を可能とする新規の製造技
術を開発。 

・同技術を用いて作製した太陽電池セルにお
いて、世界最高レベルの変換効率２５．
１％を達成。この成果はＮＥＤＯが目標と
して掲げる２０２０年時点の発電コスト
１４円/ｋＷｈの実現に大きく寄与。 

・シリコン系太陽電池の理論性能限界を越え
る高効率太陽電池の低コスト化や、圧倒的
な低コスト化が期待できるペロブスカイ
ト系太陽電池の高効率化に向けたプロジ
ェクトの公募を開始。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目①革新的太陽光
発電技術研究開発（革新型太
陽電池国際研究拠点整備事
業）［平成２０年度～平成２６
年度］ 
 

（１）ポストシリコン超高効
率太陽電池の研究開発 
東京大学大学院工学系研究

科教授中野義昭氏をグループ
リーダーとし、以下の研究開
発を実施する。 
III－V族系半導体材料を用

いた３接合セルにおいて、変
換効率４５％(１０００倍集
光)、４接合セルにおいて変換
効率４８％(１０００倍集光)
を達成する。量子ドット超格
子セル開発において量子ドッ
ト密度増大により面内密度１
０１１ｃｍ－２、５０層を実現
する。また、ドーピング・タ
イプ II 超格子による２光子
吸収レート増大化により、変
換効率２７％（非集光）、４
０％（１０００倍集光）の達
成を目指す。 
 

（２）高度秩序構造を有する
薄膜多接合太陽電池の研究開
発 
産業技術総合研究所太陽光

発電工学研究センター研究セ
ンター長仁木栄氏をグループ
リーダーとし、以下の研究開
発を実施する。 
ボトムセル及びトップセル

について要素セルの高度化な
らびに高度光利用技術の組み
合わせにより多接合太陽電池
（非集光）で変換効率３０％
を達成する。メカニカルスタ
ック技術の開発においては、
接合技術の高度化により、高
度光利用技術と組み合わせて
多接合太陽電池（非集光）で
変換効率３０％（高度光利用
技術で相対効率向上２０％）
を目指す。トップセルの開発
においては、バンドギャップ
１．８ｅＶで変換効率１６％
の達成を目指す。ボトムセル
の開発においては、バンドギ
ャップ０．９ｅＶ以上の材料

－ 研究開発項目①革新的太陽光発電技術研
究開発（革新型太陽電池国際研究拠点整備
事業）［平成２０年度～平成２６年度］ 
 
（１）ポストシリコン超高効率太陽電池の
研究開発 
Ⅲ－Ⅴ族系半導体材料を用いた３接合

セルにおいて、変換効率４５％を目指した
研究開発を実施。温度上昇による効率低下
も踏まえ、３０２倍集光で変換効率４４．
４％を実現。４接合太陽電池では、電流整
合がとれず、３接合の変換効率を上回るこ
とはできなかった。また、将来の製造コス
ト低減に向けたＥＬＯ（epitaxial lift 
off）試作を行い、開発課題を明らかにし
た。 
量子ドットセルでは、世界最高の面内密

度１０×１０１２／ｃｍ２を安定的に作製
する方法を確立した。中間バンド型では電
流制御型量子ドット集光セルにおいて２
９．６％ （２３３ｓｕｎｓ)を得た。一方、
赤外パルス光を用いた分光計測による中
間バンドを介した２段階光吸収の実証、ま
た、２段階吸光による室温での電流増大を
世界で初めて実証した。 
 

（２）高度秩序構造を有する薄膜多接合太
陽電池の研究開発 
メカニカルスタック・デバイス化技術の

開発および要素セルの高性能化を実施し
た。 
メカニカルスタック・デバイス化技術で

は、導電性ナノ粒子を用いた低抵抗（<１
Ωｃｍ２）、低光損失（<２％)な直接接合
技術を開発し、ＧａＡｓ／ＩｎＰ系４接合
太陽電池にて非集光３１．６％を達成し
た。 
トップセルでは、個体ソース分子線エピ

タキシー法を用いてバンドギャップ１．９
ｅＶのＩｎＧａＰ単接合太陽電池で１６．
１％、ＩｎＧａＰ／ＧａＡｓタンデムトッ
プセルで２２．６％を達成した。ボトムセ
ルでは、Ｓｉ基板上にＳｉＧｅ／アモルフ
ァスＳｉで構成されるヘテロ接合型太陽
電池において、ＳｉＧｅセルの低転位（<
１０５／ｃｍ２）、低欠陥化技術を開発し、
短絡電流密度を２４．０ｍＡ／ｃｍ２まで
向上させた。 
 
（３）低倍率集光型薄膜フルスペクトル太
陽電池の研究開発 
トップセル、ミドルセル、ボトムセルに

関する材料開発、デバイス技術開発を実施
した。 
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ルギー技術の海外展開を
積極的に後押しすべく、諸
外国の関係機関との間で
戦略的な提携関係を構築
し、人材育成、共同研究、
実証事業、情報交換等多様
なツールを活用して支援
する 

で、１．４ｅＶ以下の光に対
し１５ｍＡ／ｃｍ２の達成を
目指す。 
 

（３）低倍率集光型薄膜フル
スペクトル太陽電池の研究開
発 
東京工業大学大学院理工学

研究科教授小長井誠氏をグル
ープリーダーとし、以下の研
究開発を実施する。 
システム化開発において

は、波長スプリッティング型
モジュールを作製し、実証評
価を開始する。ボトムセルの
開発においては、Ｃｕ２Ｓｎ
Ｓ４系及びＣＩＧＳ系の開発
を、ミドルセルの開発におい
ては、カルコパイライト系の
開発を、トップセルの開発に
おいては、ＳｉＯ系の開発を
加速する。 
 

（４）高効率集光型太陽電池
セル、モジュール及びシステ
ムの開発（日ＥＵ共同開発） 
豊田工業大学大学院工学研

究科特任教授山口真史氏をグ
ループリーダーとして、理論
解析とシミュレーション及び
欠陥評価で得た III-V 族系多
接合太陽電池に関する新材料
や量子・ナノ構造等の新構造
の知見を活用し、セル変換効
率４５％以上を達成する。ま
た、セル－モジュール間で発
生するロスを削減しモジュー
ル変換効率３５％以上を達成
する。また、国際標準化にむ
けた提案を目指し、ラウンド
ロビン（持ち回り）方式で、
測定と評価方法の検証を行
い、集光型太陽電池の標準測
定技術を確立する。（測定再現
性±０．５％以内） 

Ｓｉ系薄膜トップセルならびにミドル
セルを開発し、ａ－Ｓｉセルで１１．５
１％、μｃ―Ｓｉで９．７３％を得た。ま
たカルコパイライト系トップセル、ミドル
セル開発を実施し、Ｇａ組成比が高いＣＩ
ＧＳ薄膜太陽電池において１４．４％を得
た。さらに波長スプリッティング・低倍率
集光方式の提案により、ＩｎＧａＰ／／Ｇ
ａＡｓ／／ｃ－Ｓｉで３３．３％（１ｓｕ
ｎ） を達成し、セルの直列抵抗の課題が
残るものの３９％（５０ｓｕｎｓの推定
値）の見通しを得た。また、波長スプリッ
ティング太陽電池の屋外発電特性測定系
を構築し、屋外発電特性を計測することに
より、本方式の優位性を明確にした。 
 

（４）高効率集光型太陽電池セル、モジュ
ール及びシステムの開発（日ＥＵ共同開
発） 
ＥＵ側の共同研究先であるＦｈＧ－Ｉ

ＳＥの測定により、３接合集光４４．４％、
非集光３７．９％の世界最高値を記録し
た。海外機関とのラウンドロビン方式での
測定、評価方法の検証を行い、測定再現性
±０．５％以内を実現した。 
また、集光型モジュールの変換効率は、

セル変換効率４５％相当のセルを安定入
手できなかったため、３７．７％のセルで
評価を実施し、４５％セルに換算すると３
５％以上のモジュール変換効率となる集
光モジュールの開発を実現した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②太陽光発電シ
ステム次世代高性能技術の開
発［平成２２年度～平成２６
年度］ 
豊田工業大学大学院工学研

究科特任教授山口真史氏及び
東京工業大学統合研究院特任
教授黒川浩助氏をプロジェク
トリーダーとし、以下の研究
開発を実施する。 
 

（１）結晶シリコン太陽電池 
 変換効率２５％を実現する
ためのデバイス評価、デバイ
スシミュレーションによる開
発サポートを行うとともに、
単結晶・高品位多結晶育成方
法の最適化、低コスト化技術
の開発等を行う。 

－ 研究開発項目②太陽光発電システム次世
代高性能技術の開発［平成２２年度～平成
２６年度］ 
 
（１）結晶シリコン太陽電池 
高効率単結晶育成技術開発で、シードキ

ャスト法を用いて、セルを試作し、従来の
ＣＺ法の結晶品質と同等レベルであるこ
とを確認した。本技術を太陽電池メーカー
に技術移転した。高品質多結晶インゴット
成長技術開発において１５．６ｃｍ２角の
結晶で最大４８０μｍの拡散長を達成、ま
た１×１０５ｃｍ２低転位密度の結晶成長
技術を確立した。薄板ウェーハ、低カーフ
ロス切断技術開発において、ウェーハ厚さ
１００μｍ、カーフロス１００μｍ、歩留
り９５％切断技術を確立し、試作セルで従
来のＣＺ法の結晶品質と同等レベルの特
性が得られていることを確認した。銅ぺー
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（２）薄膜シリコン太陽電池 
 実用化を見据えて膜質向上
による変換効率や光安定性を
向上させるための技術開発に
注力するとともに、新規光閉
じ込め構造の高度化に注力
し、大面積化と量産化の開発
も併せて行う。 
 
（３）ＣＩＳ等化合物系太陽
電池 
 光吸収層の高品質化及び高
効率化に資する新規バッファ
層の開発を行うとともに、ロ
ール・トゥ・ロール装置を用
いて幅３０ｃｍのフレキシブ
ル太陽電池の試作・評価を行
い、量産技術の検討等を行う。 
 
（４）色素増感太陽電池 
 長波長吸収色素・半導体電
極・電解液材料の改良ととも
に、色素の複合化等による高 
効率化等を進め、セル変換効
率１５％、モジュール変換効
率１０％の達成を目指す。 
 
（５）有機薄膜太陽電池 
 有機薄膜材料の開発及びモ
ジュール構造の最適化、光電
荷分離ゲルの特長である高解
放電圧及び蓄電特性を生かし
たデバイス化検討等を行い、
セル変換効率１２％、モジュ
ール変換効率１０％（最終目
標値）の達成を目指す。 
 
（６）共通基盤技術 
 発電量評価技術や信頼性及
び寿命評価技術、リサイク
ル・リユース技術等について
引き続き研究開発等を行う。 

ストの研究開発においては、既存熱硬化型
銀ペーストと同等以上の性能であること
を確認し、ライン抵抗率５～１０×１０－

６Ω・ｃｍ、接触抵抗率＜1ｍΩ・ｃｍ２を
達成した。単結晶シリコン太陽電池の低コ
スト・高効率化プロセス開発において、セ
ル変換効率２５．１％（１９．３ｍｍ角、
１５０μ厚）、モジュール変換効率２０．
１％を達成し、今後の事業化に向けた要素
技術を確立した。超低コスト高効率Ａｇフ
リーヘテロ接合太陽電池モジュールの研
究開発において、６インチ角超薄型Ａｇフ
リーヘテロ接合太陽電池セルにて変換効
率２４．２％を達成、変換効率２２．５％
（ミニモジュールのアパーチャー測定）、
製造コスト＜５０円／Ｗ達成の見込みを
得て、今後の事業化に向けた要素技術を確
立した。 
 
（２）薄膜シリコン太陽電池 
光閉じ込め技術の開発において、透明電

極の光散乱方向の角度依存性を明確化し
た。また、２接合セルにて、ボトム膜厚１
μｍながらＶｏｃ１．４７Ｖ、効率１３．
２％を達成した（電流１２％向上）。大面
積高生産性製膜技術の開発においては、ハ
ニカムテクスチャ基板を用いたｎｉｐ微
結晶Ｓｉセルで効率１１．８％を達成。ま
た、Ｇ８．５サイズで採用可能な条件にて、
膜厚均一性±８．５６％、製膜速度２．０
８ｎｍ／ｓ、既存４０ＭＨｚ装置と同等の
セル特性を確認した。 
 
（３）ＣＩＳ等化合物系太陽電池 
ＣＩＳ系薄膜太陽電池については、小面

積セルにおいて変換効率２０．９％を達
成。また、膜厚３０％薄膜化条件にて、５
ｃｍ角サブモジュール変換効率１７．８％
を達成した。ＣＺＴＳ薄膜太陽電池では、
７ｃｍ角のサブモジュールで変換効率１
１．８％を達成した。ロール・トゥ・ロー
ル装置を用いたフレキシブル太陽電池に
ついては、ＣＩＧＳ蒸着装置の基板加熱５
００℃以上を達成、膜厚分布±５％をＳｅ
蒸発源にて達成した。 
 
（４）色素増感太陽電池 
高効率化開発では増感色素の高感度化

や電解液のマッチングによりセル変換効
率１２％、モジュール変換効率１０％を達
成した。信頼性の向上ではＪＩＳＣ８９３
８試験での特性低下１０％以下の耐久性
を実現した。 
 
（５）有機薄膜太陽電池 
有機薄膜材料やセル・モジュール構造の

改良により、セル変換効率１２％、モジュ
ール変換効率１０％を達成した。 
また、低照度の室内でシリコン系を超え

る高い変換効率を示すことを確認し、新た
な用途の可能性を見出した。また、新規材
料であるペロブスカイトの太陽電池適用
検討を進め、２０％近い変換効率を達成す
ることができた。 
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（６）共通基盤技術 
共通基盤技術では、各種太陽電池の発電

性能を正しく評価するための測定技術や、
気象データを活用したＰＶ発電量予測の
技術を開発した。ＰＶの劣化要因の調査
や、寿命評価のための新たな加速試験方法
についての検討では、水分の混入について
の評価技術や、その影響について解析を行
った。また、オンサイトでの発電性能の測
定方法や、リユースモジュールに必要と考
えられる基本性能についてのガイドライ
ンを作成した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目③有機系太陽電
池実用化先導技術開発［平成
２４年度～平成２６年度］ 
各グループが計画する実証

サイトへの設置を着実に進
め、実使用状態でのデータ取
得、信頼性を確認する。 
 

（１）プラスチック色素増感
太陽電池の実用性検証 
 ディスク型プラスチック基
板色素増感太陽電池の試作を
本格化し、中型システムでの
実証試験を本格実施し、必要
なデータを取得する。 
 
（２）プラスチック基板ＤＳ
Ｃ（Dye-sensitized Solar 
Cell）発電システムの開発 
 Ａ４サイズのプラスチック
基板色素増感太陽電池の試作
を本格化し、農業資材・産業
資材・サンシェード用途の実
証試験を開始し、必要なデー
タの取得を始める。 
 
（３）色素増感太陽電池実証
実験プロジェクト 
 意匠性のあるガラス基板型
色素増感太陽電池の試作を本
格化し、広告表示板・フット
ライト・カーポート・窓設置
パネル・壁面設置パネルの実
証試験を継続し、得られたデ
ータを元に課題のフィードバ
ックと対策を行う。 
 
（４）色素増感太陽電池モジ
ュールの実証評価 
 直列集積型太陽電池モジュ
ールの試作を本格化し、独立
電源・系統連係型システム（北 
面や垂直壁面利用）の実証試
験を継続、実施規模拡大実施
し、必要なデータを取得する。 
 
（５）有機薄膜太陽電池の生
産プロセス技術開発及び実証
化検討 
 プラスチック基板型有機薄
膜太陽電池の試作を本格化

－ 研究開発項目③有機系太陽電池実用化先
導技術開発［平成２４年度～平成２６年
度］ 
 
（１）プラスチック色素増感太陽電池の実
用性検証 
産業技術総合研究所九州センター他に

おいて、ディスク型プラスチック基板色素
増感太陽電池モジュールの実証試験を実
施し、実用性の検証を行った。 
 
（２）プラスチック基板ＤＳＣ
（Dye-sensitized Solar Cell）発電シス
テムの開発 
産業技術総合研究所九州センター、神奈

川県農業技術センターにおいて、屋内外、
温室内設置向け発電システムの実証試験
を行った。 
 
（３）色素増感太陽電池実証実験プロジェ
クト 
産業技術総合研究所九州センター、島根

県産業技術センター、京都国際交流会館等
において、公共施設表示板、デザインソー
ラーランタン等の実証試験を実施し、耐候
性等の問題点の洗い出し及び改良を行っ
た。 
 
（４）色素増感太陽電池モジュールの実証
評価 
産業技術総合研究所九州センター他に

おいて、直列集積型太陽電池モジュールの
実証試験を実施し、データの取得・分析を
行った。 
 
（５）有機薄膜太陽電池の生産プロセス技
術開発及び実証化検討 
シースルーフレキシブルモジュールの

実証試験箇所を増やし、窓内張型のシース
ルーでは仙台市科学館や仙台市国際会議
場、ＢＩＰＶビル壁設置型では大成建設Ｚ
ＥＢ棟での実証試験を実施し、データの取
得・分析を行った。 
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し、ＢＩＰＶ（建材一体型：
Building-integrated 
photovoltaics）・ＡＩＰＶ（自
動車一体型：Automotive 
Integrated Photovoltaics）
の実証試験を各種ユーザーと
共に継続、拡大実施し、必要
なデータの取得を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●太陽光発電の新たな用途を開拓 
・ＮＥＤＯは、太陽光発電の新たな利用方法

を開拓するため、［１］建物壁面、［２］農
業用地、［３］傾斜地等の未利用分野で従
来並の発電コストを実現する技術の開
発・実証を推進。 

・垂直設置時の反射光対策技術開発、簡易脱
着技術開発、耐腐食性の実証等に成果。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ２．太陽光発電多用途化実証
プロジェクト ［平成２５年
度～平成２８年度］ 
将来的な市場拡大または市

場創出が見込まれる未利用領
域や出口・アプリケーション
に対して、普及拡大を促進す
る技術を開発し、太陽光発電
の導入ポテンシャルの拡大を
加速することを目的として、
以下の研究開発を実施する。
また、新たに追加公募を行う。 

－ ２．太陽光発電多用途化実証プロジェクト
［平成２５年度～平成２８年度］ 
将来的な市場拡大または市場創出が見

込まれる未利用領域や出口・アプリケーシ
ョンに対して、普及拡大を促進する技術を
開発し、太陽光発電の導入ポテンシャルの
拡大を加速することを目的として、以下の
研究開発を実施した。 

 

 研究開発項目①太陽光発電多
用途化実証事業 
導入価値が高いと考えられ

る建物、農業関係地帯、傾斜
地、水上、移動体の５分野に
ついて、以下の実証事業を実
施する。 
 
（１）低反射環境配慮型壁面
太陽光発電システムの開発 
 
（２）低コスト太陽光追尾シ
ステムの農地での有効性実証 
 
（３）強度の弱い畜舎向け軽
量発電システム開発 
 
（４）太陽電池屋根設置型ビ
ニールハウス植物工場化プロ
ジェクト 
 
（５）簡易的太陽追尾型太陽
光発電システムの営農型発電
設備への応用開発 
 
（６）傾斜地用太陽光発電シ
ステムの実証 
 
（７）傾斜地における太陽光
発電設置のための小径鋼管杭
工法の開発・実証 
 
（８）未利用水面を活用した
浮体モジュールの開発及び導
入実証 
 
（９）海上・離島沿岸部太陽
光発電プロジェクト 

－ 研究開発項目①太陽光発電多用途化実証
事業 

（１）低反射環境配慮型壁面太陽光発電シ
ステムの開発 

低コストな施工技術、低反射防眩技術
などの開発を行い、建材としての価値も
含めた発電コスト低減技術の検討および
実証を推進し、機械強度、基板重量、低
反射特性の解析結果から低反射モジュー
ルの表面構造の最適化を行い、総重量と
して１０％減の見通しを得た。また、低
反射防眩技術については、入射角０～６
０°において反射率０．２％以下を達成
した。 

（２）低コスト太陽光追尾システムの農地
での有効性実証 

田や農業用ハウス向けの空気圧を利用
した簡易追尾式太陽光発電システムの開
発・実証を推進し、空気圧のダンパー効
果を利用する揺動制御を用いた架台を開
発し、これを用いた発電システムを実証
サイトで評価開始した。太陽電池パネル
の傾斜角３０°固定において、追尾有無
により発電量約３０％向上を確認した。 

（３）強度の弱い畜舎向け軽量発電システ
ム開発 

軽量施工システム、および薄型ガラス
モジュールの適用により、軽量で農業建
物に適した発電システムの開発と実証を
推進中。耐アンモニアガス性を有する架
台の素材、及びバックシートの検討、評
価を行い、最適な材料を選定し、評価サ
ンプルにて耐久性を確認した。また、実
証サイトを複数箇所選定し、実証開始し
た。 

（４）太陽電池屋根設置型ビニールハウス
植物工場化プロジェクト 

ビニール交換時に太陽電池の着脱が不
要な構造を特徴とし、付加価値として環境
制御を一体化した太陽光発電システムの
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開発、実証を推進中。太陽電池モジュール
の取付構造を開発した。 

（５）簡易的太陽追尾型太陽光発電システ
ムの営農型発電設備への応用開発 

２軸追尾（１軸は自動、１軸は手動）
による営農型太陽光発電システムの開発、
実証を推進し、架台及び追尾機構につい
て、試作・強度評価を行い、実証サイトへ
の設置工事を開始した。平成２７年度の稲
作にあわせて評価を開始すべく準備を進
めた。 

（６）傾斜地用太陽光発電システムの実証
様々な傾斜地状況を想定し、３つの施工

手法で開発、実証を推進し、重機を必要と
しない基礎を用いた施工方法のテストを
行い、実証サイトで評価を開始するととも
に、アジャスト機能付きの支持脚を有する
架台及びその架台へのモジュール自動供
給装置の一次試作施工評価を行い、二次試
作に向け改良点を抽出し、改良設計を実施
した。 

（７）傾斜地における太陽光発電設置のた
めの小径鋼管杭工法の開発・実証 

複雑かつ多様な形状を有する傾斜地に
対し、整地作業不要となる小径鋼管杭工法
の開発・実証を推進し、最終の実証サイト
にて、地際の耐腐食性の評価を実施した。

（８）未利用水面を活用した浮体モジュー
ルの開発及び導入実証 

浮体構造軽量化、低コスト化のためシ
ート型太陽電池と浮体構造型一体モジュ
ールの開発、実証を推進し、浮体一体型太
陽電池モジュールの試作を行い、検証を実
施した。実際に試作品を水面に浮かべて、
係留方法や浮体の形状の検討および水上
での故障（地絡）検知システムの検証を実
施した。 

（９）海上・離島沿岸部太陽光発電プロジ
ェクト 
海上、沿岸部で想定される塩害やＰＩＤ

等の課題に対応した封止性能を向上させ
た太陽電池モジュールを開発し、海上架台
は、発泡樹脂とナイロン(透明)漁網を組み
合わせ、また、発泡素材を用いた架台とす
ることで、架台コストの削減を図った。な
お、湾内設置の海上発電設備は、荒天時に
陸上に引き上げるため駆動装置を備え、海
上での実証を開始した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②太陽光発電多
用途化可能性検討事業 
以下のテーマについて導入

可能量や技術開発課題等を明
らかにし、その課題解決策を
示す。 
 

（１）鉄道線路内太陽光発電 
 
（２）耐洪水対策の特殊架台
の設計及び施工方法の検討 

－ 研究開発項目②太陽光発電多用途化可能
性検討事業 
（１）鉄道線路内太陽光発電 
鉄道線路内に太陽光発電パネルを設

置、施工し、その電力利用に関する課題
及び解決策の調査、検討を実施。鉄道会
社へのヒアリングにより課題抽出、可能
性検討を行った。また、線路内へ設置を
行うための設置工法を検討し、耐風性、
耐震動性、線路への影響を評価した。さ
らに脱着試験を行い、メンテナンス性の
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（３）コミュニティ型ベラン
ダソーラーの研究開発 

評価を実施し、発電コストの試算を行っ
た。 
 
（２）耐洪水対策の特殊架台の設計及び
施工方法の検討 
河川敷、沼地のような軟弱地盤に太陽

光発電システムを設置、利用するための
課題、解決策の調査・検討を実施。河川
敷、調整池等の場所への太陽光発電導入
に関し、導入先のポテンシャル調査を行
った。また、安全性や構造的信頼性を確
保するための技術的課題と、各種規制等
の法制面における課題を調査した。技術
的課題を解決し、かつ低コストで導入可
能な基礎及び架台を、構造設計、施工方
法、使用素材等の面から検討、仕様決定
し、その実現性を評価した。 
 
（３）コミュニティ型ベランダソーラーの
研究開発 
太陽光発電のベランダ設置の普及に向

けた課題、解決法の調査・検討を実施。デ
モサンプルを試作し、一般市民に対してヒ
アリングを行い、要望仕様などの情報を収
集するとともに、発電コストを試算した。
また、実際に導入した場合に想定される課
題や機能などについて、システム構成や超
小型パワコン、情報のみえる化デバイスな
どについて検討を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目③太陽光発電高
付加価値化技術開発事業 
太陽光発電への新たな機能

の付加や新たな用途を持たせ
ることで、生活環境や各種サ
ービス環境に対して利便性や
性能・効率等を高める効果や、
太陽光発電に太陽熱利用を組
み合わせたハイブリッドシス
テムといった太陽光発電シス
テムと他のシステムの組合せ
による相乗効果で、エネルギ
ー消費量削減を可能とする等
の効果を新たに作り出すため
の高付加価値化技術を公募し
て開発する。 

－ 研究開発項目③太陽光発電高付加価値化
技術開発事業 
 
以下の６つのテーマについて開発を開

始した。 
（１）太陽熱・光ハイブリッド太陽電池モ
ジュールの開発 
（２）熱電ハイブリッド集光システム技術
の開発 
（３）集光型太陽光発電／太陽熱温度成層
型貯湯槽コジェネレーションシステムの
開発 
（４）Ｅ－ＳＥＧ（緊急時自発光誘導デバ
イス）の開発 
（５）採光型太陽光発電ユニットの技術開
発 
（６）グリーン晴耕雨読型分散サーバーの
開発 

 

 ３．太陽光発電システム効率
向上・維持管理技術開発プロ
ジェクト ［平成２６年度～
平成３０年度］ 
新ロードマップで検討中の

中間目標である２０２０年の
発電コスト目標を確実に達成
させるため、太陽電池を対象
とした高効率化と低コスト化
のための開発に加え、ＢＯＳ
（Balance of System）や維持
管理の部分においても積極的
に技術開発に取り組み、発電
システムとしての効率向上と
維持管理費の削減により発電
コストの低減を図ることを目

－ ３．太陽光発電システム効率向上・維持管
理技術開発プロジェクト ［平成２６年度
～平成３０年度］ 
新ロードマップで検討中の中間目標で

ある２０２０年の発電コスト目標を確実
に達成させるため、太陽電池を対象とした
高効率化と低コスト化のための開発に加
え、ＢＯＳ（Balance of System）や維持
管理の部分においても積極的に技術開発
に取り組み、発電システムとしての効率向
上と維持管理費の削減により発電コスト
の低減を図ることを目的として、公募を行
い、以下の研究開発を実施した。 
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的として、公募を行い、以下
の研究開発を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目①太陽光発電シ
ステム効率向上技術の開発 
発電量向上技術開発：パワ

ーコンディショナや架台等の
周辺機器の高機能化や、追
尾・反射・冷却等の機能付加
により発電量を増加させる技
術を開発する。 
低コスト施工技術の開発：

基礎・架台の施工や太陽電池
モジュール取付に関する部分
で、部品点数の削減や施工時
間の短縮などにより、ＢＯＳ
コストを大幅に削減する技術
を開発する。 

－ 研究開発項目①太陽光発電システム効率
向上技術の開発 
以下の５つのテーマについて開発を開

始した。 
（１）次世代長寿命・高効率パワーコンデ
ィショナの開発 
（２）次世代長寿命・高効率ＡＣモジュー
ルの開発 
（３）低価格角度可変式架台の開発による
積雪時の発電効率向上 
（４）太陽光反射布を用いたソーラーシェ
アリング発電所システム効率向上の研究
開発 
（５）ＰＶモジュールの防水処理による太
陽光発電システムの効率向上 

 

 研究開発項目②太陽光発電シ
ステム維持管理技術の開発 
モニタリングシステム技術

開発：発電設備の健全性の自
動診断、故障の回避、自動復
帰などモニタリングシステム
の高機能化等により設備稼働
率の向上や、人手による対応
面での省力化を可能とする技
術を開発する。 
低コスト維持管理機器等の

開発：太陽電池モジュールの
清掃機器（土埃、火山灰、黄
砂、積雪などの除去）、発電設
備の健全性や不具合箇所を簡
単にチェックできる検査機器
等を開発する。 

－ 研究開発項目②太陽光発電システム維持
管理技術の開発 
以下の３つのテーマについて開発を開

始した。 
（１）新規不具合検出機能を備えた発電量
/設備健全性モニタリングシステムの開発
（２）ＨＥＭＳを用いたＰＶ発電電力量の
遠隔自動診断と故障部位把握方法の開発 
（３）太陽電池の抗ＰＩＤコート材料の開
発。 

 

 ４．太陽光発電リサイクル技
術開発プロジェクト ［平成
２６年度～平成３０年度］ 
 低コストのリサイクル処理
技術に加え、撤去・回収関連
技術等、使用済み太陽光発電
システムの適正処分を実現す
る技術を開発・実証し、リサ
イクルに関する社会システム
構築に貢献することを目的と
して、公募を行い、以下の研
究開発を実施する。 

－ ４．太陽光発電リサイクル技術開発プロジ
ェクト ［平成２６年度～平成３０年度］
低コストのリサイクル処理技術に加え、

撤去・回収関連技術等、使用済み太陽光発
電システムの適正処分を実現する技術を
開発・実証し、リサイクルに関する社会シ
ステム構築に貢献することを目的として、
公募を行い、以下の研究開発を実施した。

 

 研究開発項目①低コスト撤
去・回収・分別技術調査 
現時点では不透明となって

いるリサイクルシステムとも
大きく関連する、撤去・回収・
分別などを対象に、分解処理
以外のリサイクルコスト低減
の実現可能性や課題の見極め
のために調査行う。 

－ 研究開発項目①低コスト撤去・回収・分別
技術調査 
使用済み太陽光発電システムについて、

撤去、回収、分別に関する現状の作業の流
れ、コスト、今後の技術的改善点などの調
査を実施した。また太陽光発電施設からの
回収、分別の実作業も実施し、得られた情
報から課題抽出を行った。また、住宅屋根
の太陽電池モジュールの撤去作業を試験
的に行うことにより、撤去フロー、撤去に
要する時間、撤去にかかるコストを洗い出
し、撤去時の技術的課題の抽出を行った。
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 研究開発項目②低コスト分解
処理技術ＦＳ（開発） 
社会負担の少ないリサイク

ルシステムを構築する上で非
常に重要となる要素の一つで
ある、分解処理コスト低減に
関して、目標処理コストの達
成目処やコスト削減効果を見
極めるためにＦＳを行う。 

－ 研究開発項目②低コスト分解処理技術Ｆ
Ｓ（開発） 
ローラー破砕機を使用した剥離方式の

開発では前処理方法の検討、小型試験機の
設計・製作、最適な運転条件の検討、選別
方法の検討、回収物の評価等を実施した。
剥離剤を用いて封止材のＥＶＡを剥離し、
分解処理コストを低減する開発では基礎
実験による条件検討、実験機の開発及び性
能評価を実施し、剥離速度の向上、剥離剤
の消費量抑制に成功した。 
低コストかつ回収物の高付加価値化を

目指し、破砕方法、分級方法、ライン構成
の研究開発を実施し、分解処理コストを低
減する技術開発では実事業を行う際の処
理フローの構築、処理設備機器の選定、
処理工場建設に要する費用、回収有価物
の売却費、処理工場運営のランニングコ
ストを検証した。 
モジュールのアルミニウム枠を取り外

し、封止剤のＥＶＡを切断、ガラスとシリ
コンを分離させ、溶媒を用いてＥＶＡを温
和な条件下で可溶化してシリコンと金属
を回収し、分解処理コストを低減するため
の検討を行い、ＥＶＡ／ガラス分離装置の
開発、ラボレベルでのＥＶＡの可溶化条件
の検討、分離した金属回収技術の開発を実
施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目③低コスト分解
処理技術実証 
社会負担の少ないリサイク

ルシステムを構築する上で非
常に重要となる分解処理技術
の実用化に向けて、コスト削
減効果を実証するために研究
開発を実施する。 

－ 研究開発項目③低コスト分解処理技術実
証 
研究開発項目①、②の成果を元に来年度

公募を行うための準備を進めた。 

 

 研究開発項目④太陽光発電リ
サイクル技術開発動向調査 
研究開発した技術が社会親

和性の高い技術であることが
求められることから、国内外
の技術、普及、政策などの動
向や、実施事例などについて
調査する。 

－ 研究開発項目④太陽光発電リサイクル技
術開発動向調査 
（１）ＩＥＡ ＰＶＰＳタスク１２専門家
会議への参加やヒアリングを通じ、欧州に
おける太陽電池モジュールリサイクルの
動向やリユースの現状や考え方について
情報を収集した。海外協力における中古太
陽電池モジュールの活用可能性として、Ｏ
ＤＡ等海外協力事業における活用可能性
に関するヒアリングを実施するとともに、
東南アジア等における中古品の輸入に関
連する法規制の概略を整理した。また、太
陽光発電リサイクルに関連する評価手
法・視点に関する既存事例の概略を把握
し、対象とすべき環境影響領域、評価範囲
等の検討に着手した。 
 
（２）国内における技術開発動向・政策動
向・実施事例を調査し、情報収集・分析を
行うとともに、公開されている各種統計デ
ータを用い、用途別（住宅用・非住宅用）・
モジュール種類別の分布調査（導入量の推
計）を行った。また、分布調査に基づく排
出量予測においては、太陽電池モジュール
の寿命、修理交換等を考慮し、精度の高い
排出量予測手法の検討・確立を行った。更
に、リユースに関して、事業者における取
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組実態や関連制度等を調査し、リユースビ
ジネスの可能性・課題について分析を行っ
た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●実証研究データの蓄積と要素技術開発の
着実な実施 

・ＮＥＤＯは洋上風力発電の普及拡大に向
け、国内２箇所（銚子沖、北九州市沖）で
の着床式洋上風力発電実証を実施。 

・拡大する国内外の洋上風力発電市場への展
開を目指して市場ニーズが高い大型風車
（７ＭＷ）の発電コストの低減に向けた開
発を完了。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ｂ．風力発電 
風力発電の大量導入に向

け、風力発電の一層の低コ
スト化に資する技術開発 
やメンテナンス技術の高

度化等に向けた取組を行う
とともに、環境アセスメン
ト対応の円滑化や洋上風力
の普及拡大等に貢献する取
組を行うものとする。また、
技術の差別化による競争力
強化等に向け、超大型洋上
風車技術の確立に向けた技
術開発等を行うこととす
る。 

（ｂ）風力発電 
風力は他の再生可能エ

ネルギーと比較して発電
コストが低く、中長期的に
大規模な導入が期待され
ている。風力発電において
も、低コスト化、環境アセ
スメント対応、出力安定化
等様々な技術的課題を克
服する必要がある。また、
洋上風力発電の国内外の
市場の拡大をにらんで、産
業競争力の強化が重要な
課題となる。 
第３期中期目標期間に

おいては、導入目標の達成
及び産業競争力の強化の
観点から、風力発電の一層
の低コスト化に資する高
効率ブレード等の開発や
メンテナンス技術の高度
化等、出力・信頼性・稼働
率の向上に向けた取組を
行うとともに、風力発電の
導入拡大に資するため、環
境アセスメント対応の円
滑化に貢献する課題の克
服に取り組む。また、洋上
風力発電の拡大に向け、洋
上風力の設置、運転、保守
に係るガイドラインを整
備するとともに、固定価格
買取制度における洋上風
力発電の価格設定に必要
なデータ提供等、様々な取
組を行う。 
また、超大型洋上風車技

術の確立に向け、要素技術
やシステム技術の開発、浮
体式洋上風況観測など洋
上風力発電の周辺技術の
開発等を行うとともに、洋
上風力の立地促進に関す
る取組を行う。 

（ｂ）風力発電 
１．風力発電等技術研究開発 
［平成２０年度～平成２８年
度］ 
 風力発電の大量導入に向け
た技術課題の克服や産業競争
力強化等を目的に、以下の研
究開発を実施する。 

－ （ｂ）風力発電 
１．風力発電等技術研究開発 ［平成２０
年度～平成２８年度］ 

風力発電の大量導入に向けた技術課題
の克服や産業競争力強化等を目的に、以下
の研究開発を実施した。 

 

 

 研究開発項目①洋上風力発電
等技術研究開発［平成２０年
度～平成２８年度］ 
 我が国の海象・気象条件に
適した洋上風力システム等に
係る技術の確立を目的に、東
京大学大学院 工学研究科 
教授 石原孟氏をプロジェク
トリーダーとし、以下の研究
開発を実施する。なお、（２）
については公募を行う。 
 
（１）洋上風況観測システム
実証研究[中間評価：平成２６
年度] 
（ア）洋上風況観測システム
技術の確立 
平成２５年度に引き続き、

実際の況等観測データを収
集・解析することにより、風
速の鉛直分布の特性、乱流特
性について、実データとＩＥ
Ｃ （ International 
Electrotechnical 
Commission）モデル及び統合
解析システムとの比較検証を
行う。また、複数年度に亘っ
て収集したデータを整理・解
析し、構造物設置前後のデー
タを比較することにより、環
境影響評価をまとめる。さら
に、我が国特有の気象・海象
条件を反映した、風況観測シ
ステムの設計に関し取りまと
めるとともに、洋上ウインド
ファームの発電原価等を評価
する。 
（イ）環境影響評価手法の確
立等 
洋上風況観測システム実証

研究及び洋上風力発電システ
ム実証研究において運転開始
後に新たに得られた環境影響
調査データ、及び洋上風力発
電等技術研究開発委員会の検
討結果を踏まえ、環境影響評
価手法に関する取りまとめを
行う。 
 

－ 研究開発項目①洋上風力発電等技術研究
開発［平成２０年度～平成２８年度］ 
（１）洋上風況観測システム実証研究 
（ア）洋上風況観測システム技術の確立 
①気象・海象（海上風、波浪/潮流）特性
の把握・検証 
風況観測システムによる観測を継続し、

風速の鉛直分布特性及び乱流特性につい
て比較検証を行い、欧州とは異なる日本の
風況特性を確認した。 
②環境影響調査 
複数年度に亘って実施・収集したデータ

を整理・解析し、構造物設置前後のデータ
の比較から、周辺環境への影響を確認し
た。 
③洋上風況観測システムの設計等に関す
るとりまとめ 
我が国特有の気象・海象条件を反映し

た、風況観測システムの設計に関し、引き
続き検証を行った。 
④観測結果等に基づく洋上風力発電の実
用化に関する評価 
数値シミュレーションによる予測結果

や、波浪等のデータによるアクセス技術の
検証を引き続き行った。 
 
（イ）環境影響評価手法の確立等 
 洋上風況観測システム実証研究及び洋
上風力発電システム実証研究において運
転開始後に新たに得られた環境影響調査
データ、及び洋上風力発電等技術研究開発
委員会の検討結果を踏まえ、実証研究にて
得られた知見の取りまとめ、事例集を作成
した。 
 加えて、上記（ア）および下記（３）の
結果を取り纏め、発電事業者の参考となる
「着床式洋上風力発電導入ガイドブック
（第一版）」を作成した。 
 
（２）次世代浮体式洋上風力発電システム
実証研究 
 公募により事業者を選定し、実証研究の
候補海域の選定や着床式洋上風力発電と
同等の発電コストを実現する新たな浮体
式洋上風力発電システムのＦＳに着手し
た。 
 
（３）洋上風力発電システム実証研究 
（ア）国内の洋上環境に適した洋上風力発
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（２）次世代浮体式洋上風力
発電システム実証研究 
着床式洋上風力発電と同等

の建設コストを実現する新た
な浮体式洋上風力発電システ
ムの実現可能性を示すため、
実証研究の候補海域を想定し
たフィージビリティ・スタデ
ィ（ＦＳ）を実施する。 
 

（３）洋上風力発電システム
実証研究[中間評価：平成２６
年度] 
（ア）国内の洋上環境に適し
た洋上風力発電システムの開
発 
 平成２５年度に引き続き、
実海域に設置した洋上風力発
電システムの、塩害対策装置
や落雷計測装置等の運用によ
るデータから、洋上風車への
適合性について評価を行う。 
（イ）洋上風力発電システム
の保守管理技術の開発 
 平成２５年度に引き続き、
メンテナンス高度化装置、運
転制御装置及び運転監視装置
による保守管理技術高度化の
評価を行う。 
（ウ）環境影響調査 
 平成２３年に作成した詳細
計画に基づき、複数年度に亘
って収集したデータを整理・
解析し、構造物設置前後のデ
ータを比較することにより、
環境への影響度合いをまとめ
る。 
 
（４）洋上風況観測技術開発 
 実海域で風況計測を行い、
着床式洋上風況観測タワーと
同程度の観測精度を有する洋
上風況観測技術を確立する。 
 
（５）超大型風力発電システ
ム技術研究開発 
 調整試験を完了させた油圧
ドライブトレインと１６０ｍ
超級のブレードを実証風車
（７ＭＷ）に搭載し、運転デ
ータ分析・評価する。 

電システムの開発 
塩害対策装置や落雷計測装置等の運用

によるデータから、当初想定通り、装置が
機能していることを確認した。 
（イ）洋上風力発電システムの保守管理技
術の開発 
メンテナンス高度化装置、運転制御装置

及び運転監視装置によるデータから、装置
が当初想定通りに機能していることを確
認した。 
（ウ）環境影響調査 
複数年度に亘って収集したデータを整

理・解析し、風車設置による環境への影響
を確認した。 
 
（４）洋上風況観測技術開発 
 本事業で設計・製作した浮体に搭載した
ドップラーライダーを港湾内に設置する
とともに、防波堤上の風況観測タワーを設
置し、風況観測を開始した。 
 
（５）超大型風力発電システム技術研究開
発 
 油圧ドライブトレインと１６０ｍ超級
ブレードの工場試験及び室内試験を実施
し、所期の性能が達成できていることを確
認した。 
 その後、世界で初めて同技術を用いた７
ＭＷ風車を英国に設置し、データ収集を行
った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②風力発電高度
実用化研究開発［平成２５年
度～平成２７年度］ 
 一般社団法人日本風力エネ
ルギー学会 会長 勝呂 幸
男氏をプロジェクトリーダー
とし、その下で連携を取りつ
つ、以下の研究開発を実施す
る。なお（３）については公
募を行う。 
 
（１）１０ＭＷ超級風車の調
査研究 

－ 研究開発項目②風力発電高度実用化研究
開発［平成２５年度～平成２７年度］ 
（１）１０ＭＷ超級風車の調査研究 
 １０ＭＷ以上の超大型風車システム等
に関わる課題を抽出するとともに、次世代
の技術を加味したタワー、ドライブトレイ
ン、ナセル、ブレード等の風力発電システ
ムを設計・検証し、次世代１０ＭＷ超級風
車の実現可能性を示した。 
 
（２）スマートメンテナンス技術研究開発
 既往の故障事故、風車メンテナンス手
法、風車の状態監視技術、既存ＣＭＳの技
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 １０ＭＷ以上の超大型風車
システム等に関わる課題を抽
出して、実現可能性の評価を
進める。風車の概念設計や要
素技術による発展性の検証を
進めて、次世代パワートレイ
ン実現性の検討に着手する。
また、現状技術のスケールア
ップ効果の課題を抽出や次世
代新技術の有効性と発電コス
トへの効果・影響を評価し、
次世代１０ＭＷ超級風車の課
題と将来像を報告書に取りま
とめる。 
 
（２）スマートメンテナンス
技術研究開発 
メンテナンス技術開発の基

礎となる故障事故及びメンテ
ナンス技術の調査分析等を実
施し、データベース・情報分
析プラットフォームと分析ツ
ールの開発を行う。また、調
査結果等をもとに、メンテナ
ンスシステムの設計や技術開
発を行う。 
 
（３）風車部品高度実用化開
発 
発電機やブレード等の主要

コンポーネントや主要部品の
性能向上や信頼性・メンテナ
ンス性向上を目的とした部
材・コンポーネントの基本設
計、詳細設計等を実施する。 

術基準等、スマートメンテナンス技術開発
に資する各種情報の調査と分析を進め、既
存風車運用情報の収集、事業インパクト評
価分析、保険インパクト分析等、国内風車
運用実態調査を進めた。また、風車の疲労
寿命予測手法の開発を行い、新たにＣＭＳ
に関する技術資料の策定、ＣＭＳに基づく
メンテナンス手法の評価に着手した。さら
に、ＳＣＡＤＡ／ＣＭＳデータの収集、Ｓ
ＭＳ用センサ設置（準備）、故障・事故因
子分析等、風車状態モニタリングデータの
解析・評価を行い、データベース・情報分
析プラットフォームと分析ツールの開発
に着手した。 
 なお、本事業で実施した各種情報の調査
結果については「風車故障事故調査結果」
「風力運用実態調査結果」として取り纏
め、発電事業者の参考となる報告書を作成
した。 
 
（３）風車部品高度実用化開発 
（小形風力発電部品標準化） 
公募により事業者を選定し、小形風力発

電システムの主要コンポーネントの標準
化に必要な設計要件を抽出し、標準仕様の
検討に着手した。 
（小形風力発電部品実証研究） 
公募により事業者を選定し、小形風力発

電システムの主要コンポーネントの低コ
スト化に向けた概念設計に着手した。 
（中速ギア等） 
新たな中速ギア式ドライブトレイン・高

速スレンダーブレードの荷重を考慮した
ナセルの構造設計を行い、茨城県で組立を
実施し、稼動を確認するとともに、データ
収集を開始した。また、高速スレンダーブ
レードの素材レベルでの強度試験を実施
し、所期の性能を確認した。 
（荷重低減化技術等） 
ブレードのクーポン試験、プロトタイプ

機製作に着手した。ドライブトレイン低速
軸変動荷重低減用ダンパユニット、高速軸
変動荷重低減用一方クラッチの試作及び
ＭＷ級への適用化検討に着手した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ２．風力発電等導入支援事業 
［平成２５年度～平成２８年
度］ 
 風力発電の導入拡大や洋上
風力発電の実用化加速、及び
産業競争力の強化を目的とし
て以下の実証研究を行う。研
究開発項目①については、国
立大学法人東京大学大学院 
工学研究科 教授 石原孟氏
をプロジェクトリーダーと
し、その下で連携を取りつつ、
以下の研究開発を実施する。
また、研究開発項目②、③に
ついては公募を行う。 

－ ２．風力発電等導入支援事業 ［平成２５
年度～平成２８年度］ 
風力発電の導入拡大や洋上風力発電の

実用化加速、及び産業競争力の強化を目的
として以下の実証研究を行った。 

 

 研究開発項目①地域共存型洋
上ウィンドファーム基礎調査 
 着床式、浮体式洋上風力発
電ウィンドファームの建設に

－ 研究開発項目①地域共存型洋上ウィンド
ファーム基礎調査 
着床式、浮体式洋上風力発電ウィンドフ

ァームの建設に関する風況、水深、離岸距
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際する風況、水深、離岸距離、
社会的制約条件等の利害関係
者や地域住民等と合意形成を
図るために必要な情報を収集
するとともに、漁業者との調
整・合意形成にかかる海域別
メニュー案及び課題の抽出を
行う。 

離、社会的制約条件等の利害関係者や地域
住民等と合意形成を図るために必要な情
報を収集するとともに、それらを踏まえ、
合意形成を図るための手法等を取りまと
め、発電事業者の参考となる報告書を作成
した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●国内初の屋外微細藻大規模培養実証を開
始 

・ボツリオコッカスは一般的な植物由来の油
脂と異なり重油相当の炭化水素の生産が
可能。   

・ＮＥＤＯはバイオマス由来バイオ燃料の商
用化に向け、鹿児島市七ツ島に１５００ｍ
２の屋外微細藻大規模培養施設を建設し、
コスト低減に向けたバイオ燃料開発を推
進。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②着床式洋上ウ
ィンドファーム開発支援事業 
 平成２５年度に引き続き、
洋上ウィンドファームの開発
に係る風況解析、海域調査、
環境影響評価を行う。また、
風車・基礎、海底ケーブルや
変電所等の設計、施工手法等
の検討結果を取りまとめる。 

－ 研究開発項目②着床式洋上ウィンドファ
ーム開発支援事業 
 平成２５年度に採択した港湾海域にお
いて、海域調査、風況評価、環境影響評価
等とともに、風車・基礎、海底ケーブルや
変電所等の設計、施工手法等の検討結果等
を取りまとめた。 

 

 研究開発項目③環境アセスメ
ント早期調査実施実証事業 
 環境アセスメントの手続き
期間を半減するために必要な
環境影響調査等を行う。さら
に、本事業により得られる成
果等のデータベース化につい
て検討を行う。 

－ 研究開発項目③環境アセスメント早期調
査実施実証事業 
 公募により事業者を選定し、風力発電と
地熱発電に係る環境アセスメントの手続
き期間を半減するために必要な環境影響
調査等に着手した。さらに、本事業により
得られる成果等のデータベース化につい
て検討を行うともに迅速化に資する研究
開発等に着手した。 

 

 ｃ．バイオマス 
食糧供給に影響しないバ

イオ燃料製造技術を将来的
に確立するための技術の開
発・実証を行うとともに、
微細藻類を使ったジェット
燃料など次世代バイオ燃料
の製造技術を確立するため
の技術開発を行うものとす
る。また、バイオマス燃料
の既存発電システムでの活
用促進や効率的な熱利用の
推進に向けた技術等の開発
を行うこととする。 

（ｃ）バイオマス 
バイオマス利用技術は、既
存のエネルギーシステム
との親和性が高く、世界で
も既に利用が広がってい
る再生可能エネルギーで
ある。また、エネルギーの
地産地消の実現が期待で
きる技術であることから、
これらバイオマスのエネ
ルギー利用のための技術
開発に注力してきた。今後
は、バイオマスの液体燃料
利用の促進に向けた必要
な取組を行うとともに、バ
イオマスの発電利用や熱
利用を促進していくこと
が重要である。 
 第３期中期目標期間に
おいては、食糧供給に影響
しないバイオ燃料製造技
術を将来的に確立するた
め、第２世代バイオ燃料で
あるセルロース系エタノ
ールについては、２０２０
年頃の実用化・事業化に向
けて、製造技術の開発、実
証を行うとともに、第３世
代バイオ燃料である微細
藻類等由来による燃料に
ついては、藻類からのジェ
ット燃料等の製造技術、Ｂ
ＴＬ技術の開発を行う。ま
た、バイオマス燃料の既存
発電システムでの活用促
進や効率的な熱利用の推
進に向け、バイオマス燃料

（ｃ）バイオマス 
１．バイオマスエネルギー技
術研究開発 ［平成１６年度
～平成３１年度］ 
 バイオマスエネルギーの更
なる利用促進・普及に向け、
これを実現するための技術開
発を行うことを目的に、以下
の研究開発を実施する。 

－ （ｃ）バイオマス 
１．バイオマスエネルギー技術研究開発
［平成１６年度～平成３１年度］ 
バイオマスエネルギーの更なる利用促

進・普及に向け、これを実現するための技
術開発を行うことを目的に、以下の研究開
発を実施した。 

 

 研究開発項目①戦略的次世代
バイオマスエネルギー利用技
術開発事業［平成２２年度～
平成２８年度］ 
 ２０３０年頃の実用化が期
待される次世代技術や早期実
用化が望まれる実用化技術の
確立等を目的に、以下の研究
開発を実施する。 
 
（１）次世代技術開発 
２０３０年頃の本格的増産

が見込まれ、バイオ燃料の普
及を促進する波及効果の大き
い次世代バイオ燃料製造技術
について、更なる技術開発が
見込める事業を精査して進め
る。 
（ア）軽油・ジェット燃料代
替燃料技術開発 
微細藻類由来バイオ燃料製

造技術については有望な新規
微細藻の改良、画期的な大量
培養技術の確立のための研究
開発、ＢＴＬ（Biomass To 

－ 研究開発項目①戦略的次世代バイオマス
エネルギー利用技術開発事業［平成２２年
度～平成２８年度］ 
（１）次世代技術開発 
２０３０年頃の実用化が期待される次

世代技術や早期実用化が望まれる実用化
技術の確立等を目的に、以下の研究開発を
実施した。 
平成２３年度～２５年度に採択したテ

ーマについて研究を継続し、平成２５年度
に採択したテーマについては技術委員会
を開催し、研究開発の継続等を判断した。
（ア）高効率クリーンガス化と低温・低圧
ＦＴ合成によるＢＴＬトータルシステム
の研究開発 
タール分が少なく、後段のＦＴ合成反応

の高効率化、ＦＴ触媒の劣化抑制に資する
クリーンな合成ガス製造技術を確立した。
（イ） セルロース含有バイオマスの革新
的直接液化技術の開発 
木質バイオマスと廃プラスチックの共

液化技術により製造した液化油はディー
ゼル機関の軽油代替燃料として使用でき
ることを確認した。 
（ウ）油分生産性の優れた微細藻類の育
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の性状改良等の開発やバ
イオマス燃料の含水率や
形状等の性状を制御する
技術等の開発を行う。 

Liquid）等については、ガス
化とＦＴ（Fischer-Tropsch）
合成の効率的なトータルシス
テムの構築について、企業の
ポテンシャルを底上げする軽
油・ジェット代替燃料のため
の研究開発を実施する。 
また、微細藻類由来バイオ

燃料製造技術について、実施
事業者に対するヒアリングを
実施し、大規模（１００ｍ２

以上）の実証試験実施に向け
た技術進捗状況等を精査し、
２７年度開始を踏まえた戦略
を構築する。 
（イ）その他のバイオ燃料の
技術開発 
軽油・ジェット代替燃料製

造技術以外では、下水汚泥を
原料とする水素製造に資する
技術開発を実施する。 
 

（２）実用化技術開発 
 事業期間終了後５年以内に
実用化が可能なバイオマス利
用技術について、更なる低コ
スト化の技術開発を進めつ
つ、既存の流通システムに導
入可能なバイオマスの燃料化
における高度化技術（橋渡し）
に重点を置いた研究開発を実
施する。 
（ア）バイオマスのガス化、
メタン発酵技術の低コスト
化、コンパクト化、効率化に
寄与する研究開発 
（イ）既存のエネルギーイン
フラとの複合利用に関する研
究開発 
（ウ）その他のバイオマス燃
料（気体、液体及び固体燃料）
製造技術の低コスト化に寄与
する研究開発 

種・改良技術の研究開発 
シュードココミクサ株の遺伝子組換え

技術を確立し、油分生産性が１．７～２．
０倍に増加した新規な有用株が得られた。
（エ）急速接触熱分解による新たなバイオ
燃料製造技術の研究開発 
急速接触熱分解反応に適した多機能触

媒、二段流動層実験反応器システムによ
り、高品位な急速接触熱分解油製造技術を
確立した。 
（オ）革新的噴流床ガス化とＡｎｔｉ－Ａ
ＳＦ型ＦＴ合成によるバイオジェット燃
料製造システムの研究開発 
革新的噴流床ガス化炉とＡＳＦ分布を

打破する新型ＦＴ合成触媒を組み合わせ
たバイオジェット燃料製造の一貫製造シ
ステム構築に成功した。 
（カ）水熱処理とゼオライト触媒反応によ
る高品質バイオ燃料製造プロセスの研究
開発 
前処理としての水熱処理の低温下処理

を検討し、原料成分がカリウム回収へ及ぼ
す影響を検討した。また水熱処理後の改質
反応の検討を行い、プロセスの概略フロー
を策定した。 
（キ）バイオマスから高品位液体燃料を製
造する水蒸気－水添ハイブリッドガス化
液体燃料製造プロセスの研究開発 
バイオマスを急速熱分解して熱分解油

を得る熱分解炉、得られた熱分解油の一部
を水蒸気ガス化し水素転換するガス化炉、
熱分解残渣を燃焼させ必要な熱を得る燃
焼炉を連結した「３室内部循環流動層」お
よび熱分解油に水素添加する「水添ガス化
炉」で構成される連続実証設備を製作し、
燃料の抽出を確認した。 
（ク）海洋性緑藻による油脂生産技術の研
究開発 
クラミドモナス・オルビキュラリスの屋

外大量培養に向けた検討を行い、米国のＤ
ＩＣ関連会社（アースライズ社）において
５０㎡の条件検討を行った。また、代謝解
析を実施して育種の目標を検討すると共
に、レポーター遺伝子を用いて遺伝子組換
え条件を確立した。 
（ケ）微細藻類の改良による高速培養と藻
類濃縮の一体化方法の研究開発 
高速増殖型のボトリオコッカス株の大

規模培養技術（１００ｍ２）を確立した。
本年度は国内最大級となる１５００ｍ２

の屋外大規模培養実証設備を建設した。 
（コ）油糧微生物ラビリンチュラを利用し
たジェット燃料・船舶燃料生産の研究開発
バイオマス糖液に対応した油糧微生物

ラビリンチュラの新規有用株の獲得し、高
密度培養技術の開発を実施した。 
（サ）高油脂生産微細藻類の大規模培養と
回収および燃料化に関する研究開発 
微細藻類の培養工程コスト低減に資す

るため、水道代と人件費、電力代を大幅に
削減するための、培養水のリサイクル技術
の開発、自動化培養システムの開発、培養
の省エネ化技術の確立を進めた。 
（シ）好冷性微細藻類を活用したグリーン
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オイル一貫生産プロセスの構築 
水温低下時にグリーンオイル生産を可

能とする好冷性/耐冷性珪藻の屋外大量培
養技術の開発、およびすでに保有する中温
微細藻類と併用した年間を通じた屋外大
量培養技術の確立と共に回収・脱水プロセ
スと一体とした運用技術開発を実施した。
（ス）下水汚泥からの革新的な高純度水素
直接製造プロセスの研究開発 
下水汚泥にガス化剤（水酸化カルシウ

ム）および触媒（水酸化ニッケル）を混合・
加熱することにより高効率に水素を連続
製造する実証設備の製作に着手した。 ま
た、連続式試験機の設計・製作、水素製造
に及ぼす混合物量ならびに操作因子の影
響について解析を行った。 
 

（２）実用化技術開発 
事業期間終了後５年以内に実用化が可

能なバイオマス利用技術について、過年度
の公募によりテーマを採択し、低コスト
化、コンパクト化、効率化に寄与する研究
開発を実施した。併せて平成２３年度～２
５年度に採択したテーマについて、研究を
継続した。 
（ア）馬鈴薯澱粉製造時に発生する廃水・
廃棄物をモデル原料とする水熱可溶化技
術を組み合わせたコンパクトメタン発酵
システムの研究開発 
馬鈴薯澱粉製造時に発生する廃水・廃棄

物をバイオマス原料とし、浸漬膜分離シス
テム、多段膜分離システム、水熱可溶化シ
ステム、コンパクトメタン発酵システムを
平成２３～２４年度に設置し、２５年度に
一部改造を施した後、実証試験を実施し
た。 
（イ）木質バイオマスのガス化によるＳＮ
Ｇ製造技術の研究開発 
ガス化炉のバイオマス用の運転条件最

適化および高効率タール改質炉の仕様検
討のための試験を実施するとともに、メタ
ネーション効率や触媒耐久性向上のため
の検討を進めた。 
（ウ）多形状バイオマスガス化発電・未利
用間伐材収集効率化の研究開発 
未利用間伐材由来のチップ（破砕チッ

プ）を用いた乾燥試験を実施し、通常のチ
ップ（切削チップ）に比べて乾燥速度が速
い事を見いだし、最適な乾燥装置の検討を
行った。また収集効率化のため、専用機材
の開発を行い林地での実地試験を開始し
た。 
（エ）原料の生産・調達、ペレット燃料製
造の研究開発 
農業残渣の発生時期に合わせて、小規模

の天日乾燥試験を開始し、主に雨季の乾燥
データを取得し、原料毎に開発課題を整理
した。また、粗粉砕設備、成型用ダイス、
ペレット成型設備の仕様を検討し、製作に
着手した。 
（オ）省エネルギー型下水汚泥・し尿汚泥
固形燃料化システムの開発 
下水汚泥・し尿汚泥の高性能化の為のバ

インダー用原料の選定とその配合を確立
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した。また、再委託先（熊本大学）での連
続燃焼試験を実施し、粒状固形燃料の燃焼
システムを開発した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②バイオ燃料製
造の有用要素技術開発事業
［平成２５年度～平成２８年
度］ 
 

（１）可溶性糖質源培養によ
る木質系バイオマス由来パル
プ分解用酵素生産の研究開発 
 木質系バイオマス由来パル
プの糖化に最適なセルラーゼ
の成分酵素の組成を明らかに
し、可溶性糖質源培養による
大規模培養技術を確立する事
を目指す。 
 
（２）バイオ燃料事業化に向
けた革新的糖化酵素工業生産
菌の創製と糖化酵素の生産技
術開発 
 これまでの基盤技術の成果
を引継ぎ、糖化酵素の高機能
化、糖化酵素の工業用生産菌
の構築、糖化酵素の安価な大
量生産技術の開発を行い、商
用機スケールでの酵素糖化プ
ロセスの技術確立を目指す。 
 
（３）有用微生物を用いた発
酵生産技術の研究開発 
 遺伝子操作による多機能微
生物によるエタノール発酵生
産能力向上の開発を行い、２
０２０年の商用機スケールで
の効率的な糖化発酵生産の技
術確立を目指す。 
 
（４）ゲノム育種及び高効率
林業によるバイオマス増産に
関する研究開発 
 ブラジル北部のユーカリ植
林地を用いて、バイオエタノ
ール原料に適した植林木のバ
イオマスマス増産技術を開発
し、セルロース増加量換算で
増加させる事を目指す。 

－ 研究開発項目②バイオ燃料製造の有用要
素技術開発事業［平成２５年度～平成２８
年度］ 
（１）可溶性糖質源培養による木質系バイ
オマス由来パルプ分解用酵素生産の研究
開発 
可溶性糖質源を炭素源とした非遺伝子

組換え型酵素生産菌培養による酵素生産
技術について、３０Ｌ規模での培養につい
て酵素生産量及び生産コストの目標値を
達成した。 
 
（２）バイオ燃料事業化に向けた革新的糖
化酵素工業生産菌の創製と糖化酵素の生
産技術開発 
ラボスケールで、種々探索酵素のカクテ

ルにより、目標の活性値を達成した。酵素
生産性を増強した遺伝子組換え型工業用
生産菌によりラボスケールでの高い酵素
生産性を確認した。事前の基盤技術開発に
よる遺伝子組換え型酵素生産菌により３
０Ｌ規模での安価な酵素生産菌の培養・酵
素生産性についての目標値を達成した。パ
イロット規模の遺伝子組換え型酵素生産
菌培養設備の設計と建設を行った。 
 
(３)有用微生物を用いた発酵生産技術の
研究開発 
３０Ｌ 培養装置においてバガス糖化液

を用い、キシロース代謝能を向上した遺伝
子組換え酵母によりエタノール濃度、収
率、生産性について目標値を達成し、パイ
ロット発酵生産設備の設計を完了した。 
 
(４)ゲノム育種及び高効率林業によるバ
イオマス増産に関する研究開発 
バイオマス増産技術としてのＤＮＡマ

ーカーを用いた効率的育種技術、土壌セン
シングによる大面積土壌評価システム、地
上３Ｄレーザースキャナーによる大面積
バイオマス量評価システムについて、基本
的なプログラム案を目標レベルにて作成
した。 

 

 研究開発項目③セルロース系
エタノール生産システム総合
開発実証事業［平成２６年度
～平成３１年度］ 
 

（１）要素技術の棚卸 
平成２５年度終了の「セル

ロース系エタノール革新的生
産システム開発事業」の構成
技術を中心とする世界トップ
レベルの国内技術の中から、
ベンチスケール以上の運転実
績又はこれに準ずる実績を有
し、数十万ｋＬ/年生産規模に
スケールアップ可能と見込ま

－ 研究開発項目③セルロース系エタノール
生産システム総合開発実証事業［平成２６
年度～平成３１年度］ 
（１）要素技術の棚卸 
国内外のセルロース系エタノール生産

技術の最新の技術動向を調査し、各工程要
素技術における技術評価の実施に着手し
た。 
 
（２）要素技術の組合せ検証・最適化 
キー技術となる前処理技術、糖化発酵技

術（糖化酵素選定、発酵微生物選定）の組
合せのラボ試験レベルでの検証及び、生産
プロセスのパイロットスケールでの事業
性を検証する実施体制を構築した。 
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れる原料、酵素、発酵微生物、
及び各要素工程プロセスを選
抜する。 
 

（２）要素技術の組合せ検
証・最適化 
（１）で選抜した技術を用

い、実バイオマスを用いた組
合せ検証・最適化を実施する。
さらに組合せによる各要素技
術の改良・最適化を実施する
ことにより、プレ商業プラン
トに適用可能な技術の組合せ
候補の見極めを実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ２．バイオマスエネルギーの
地域自立システム化実証事業 
［平成２６年度～平成３２年
度］ 
バイオマスのエネルギー利

用拡大に向けて、最適な技術
の組み合わせを整理するとと
もに、地域におけるビジネス
モデルを明確化するため、公
募を行い、以下の実証研究を
行う。 

－  ２．バイオマスエネルギーの地域自立シス
テム化実証事業 ［平成２６年度～平成３
２年度］ 
研究開発項目①～②について、以下の通

り、研究開発を実施した。 

 

 研究開発項目①バイオマスエ
ネルギー導入に係る技術指針
／導入要件の策定に関する検
討 
各府省庁で展開されてきた

実証事業や、ＮＥＤＯで実施
してきた事業の成果の分析・
整理といった技術的観点での
調査、及び海外での地産地消
事例や技術動向、国内のバイ
オマス利用可能量、流通量の
実態調査などのシステム全体
に係る調査といった総合的な
調査事業を実施する。 

－ 研究開発項目①バイオマスエネルギー導
入に係る技術指針／導入要件の策定に関
する検討 
各府省庁で展開されてきた実証事業や、

ＮＥＤＯで実施してきた事業の成果の分
析・整理といった技術的観点での調査、及
び海外での地産地消事例や技術動向、国内
のバイオマス利用可能量、流通量の実態調
査などのシステム全体に係る調査といっ
た総合的な調査事業を実施し、技術指針・
導入要件（Ｖｅｒ．０）を策定した。 
 

 

 研究開発項目②地域自立シス
テム化実証事業 
研究開発項目①の進捗に応

じて、実証事業への参画を前
提とした事業者の公募を行
い、事業性評価（ＦＳ）及び
実証事業を実施する。 

－ 研究開発項目②地域自立システム化実証
事業 
実証事業への参画を前提とした事業者

を対象に事業性評価（ＦＳ）の公募を行い
６件を採択した。 

 

 ｄ．海洋エネルギー発電 
海洋エネルギー発電技術

について、中長期的に他の
再生可能エネルギーと同程
度の発電コストを達成する
ことを目指し、技術の開
発・実証を行うこととする。 

（ｄ）海洋エネルギー発電 
四方を海に囲まれた我

が国は、海洋エネルギーの
賦存量が大きく、波力発電
技術や潮力発電技術、その
他海洋エネルギー発電技
術について早期に実用
化・事業化を図ることが重
要である。 
 第３期中期目標期間に
おいては、海洋エネルギー
発電技術について、開発し
た技術を実海域において

（ｄ）海洋エネルギー発電 
１．海洋エネルギー技術研究
開発 ［平成２３年度～平成
２９年度］ 
波力や潮流等の海洋エネル

ギーを利用した発電技術の確
立を目的に、横浜国立大学名
誉教授 亀本 喬司をプロジ
ェクトリーダーとし、以下の
研究開発を実施する。 

－ （ｄ）海洋エネルギー発電 
１．海洋エネルギー技術研究開発 ［平成
２３年度～平成２９年度］ 
波力や潮流等の海洋エネルギーを利用

した発電技術の確立を目的に、以下の研究
開発を実施した。 
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 実証を行うとともに、発電
コストの低減等に向けた
技術開発を行い、中長期的
に他の再生可能エネルギ
ーと同程度の発電コスト
を達成することに貢献す
る。 

研究開発項目①海洋エネルギ
ー発電システム実証研究 
実海域へデバイスを設置す

るための、実施設計、施工・
設置方法の検討、地元関係者
との合意形成や設置に必要な
許認可等の取得を行う。また、
必要に応じて次世代要素技術
を確立したものから実証研究
に移行する追加公募を実施す
る。 

－ 研究開発項目①海洋エネルギー発電シス
テム実証研究 
次世代要素技術を確立したものについ

て追加公募を実施し、実証研究に移行し
た。また、実海域へのデバイスを設置する
ための、実施設計や施工・設置方法の検討
や地元形成や設置に必要な許認可等の取
得を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目②次世代海洋エ
ネルギー発電技術研究開発 
次世代要素技術を確立する

ために必要なスケールモデル
の設計･製作、実海域での計測
等を行い、発電性能、制御や
係留の信頼性等の試験・評価
を行う。また、必要に応じて
追加公募を実施する。 

－ 研究開発項目②次世代海洋エネルギー発
電技術研究開発 
発電性能や信頼性の向上等に係る次世

代要素技術について、スケールモデルの設
計、製作、発電性能、制御や係留の信頼性
の試験評価を行った。また、追加公募を行
い、海洋エネルギーの実現に有望な案件に
ついて採択した。 

 

 研究開発項目③海洋エネルギ
ー発電技術共通基盤研究 
海洋エネルギーの性能評価

手法等や、国内の海洋エネル
ギーの詳細なポテンシャルに
ついて、公募を実施し、調査・
検討を行う。 

－ 研究開発項目③海洋エネルギー発電技術
共通基盤研究 
公募を実施し、海洋エネルギーの性能評

価手法等や、国内の海洋エネルギーの詳細
なポテンシャルについて詳細に調査・検討
に着手した。 

 

 ｅ．再生可能エネルギー熱
利用 
地熱発電の導入拡大に向

け、発電技術の小型化・高
効率化等に向けた技術開発
を行うものとする。また、
低コストな熱計測技術の開
発・実証を行うとともに、
地熱以外の熱の利用拡大を
図るべく必要な調査等を行
うこととする。 

（ｅ）再生可能エネルギー
熱利用 
再生可能エネルギーの

利用拡大に向けては、発電
のみならず熱利用を促進
することが重要である。こ
れまでは地熱に関する技
術開発を中心に行ってき
たが、今後は地熱に加え太
陽熱や雪氷熱等にも取り
組み、再生可能エネルギー
熱利用を進めていくこと
が重要である。 
 第３期中期目標期間に
おいては、地熱発電技術の
高度化を図り、導入目標の
達成を図るべく、発電技術
の小型化・高効率化に向け
た技術開発を行うととも
に、小規模地熱や熱利用の
促進を図るべく、新たな媒
体や腐食等対策に係る技
術開発や、地熱発電促進の
ための課題等抽出に向け、
必要な調査を行う。また、
低コストな熱計測技術の
開発、実証を行うととも
に、地熱以外の熱に関する
必要な調査等を行う。 

（ｅ）再生可能エネルギー熱
利用 
１．地熱発電技術研究開発 
［平成２５年度～平成２９年
度］ 
地熱発電の導入拡大に貢献

することを目的に、以下の研
究開発を実施する。また、必
要に応じて追加公募を行い事
業の補強･加速をはかる。 

－ （ｅ）再生可能エネルギー熱利用 
１．地熱発電技術研究開発 ［平成２５年
度～平成２９年度］ 
地熱発電の導入拡大に貢献することを

目的に、以下の研究開発を実施した。また、
追加公募を行い事業の補強･加速をはかっ
た。 

 

 研究開発項目①環境配慮型高
機能地熱発電システムの機器
開発 
地熱複合サイクル発電シス

テムの開発について、低沸点
媒体の特性に適したバイナリ
ータービンの最適化設計やバ
イナリータービンからの抽気
蒸気を用いた再生ヒータ・凝
縮器の設計を行う。また、複
合サイクル発電実証プラント
の機械・電気系統、各構成機
器、配管・配置、法規制等の
検討を行い、全体設計を行う。 

－ 研究開発項目①環境配慮型高機能地熱発
電システムの機器開発 
低沸点媒体に求められる要求性能と熱

サイクルポテンシャル評価により、候補低
沸点媒体を選定した。また複合サイクルを
模擬したヒートバランスの検討から選定
した候補媒体が高い効率を有することを
確認した。 
低沸点媒体の特性に適したバイナリー

タービンの通路部最適化設計とタービン
構成の検討を行うと共に概念図を作成し
た。超臨界媒体向けの蒸発器および凝縮器
の設計を行った。 
 

 

 研究開発項目②低温域の地熱
資源有効活用のための小型バ
イナリー発電システムの開発 
無給油型スクロール膨張機

を用いた高効率小型バイナリ

－ 研究開発項目②低温域の地熱資源有効活
用のための小型バイナリー発電システム
の開発 
無給油型スクロール膨張機を用いたバ

イナリー発電システムの試験を開始し、評
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ー発電システムの実用化につ
いて、一次試作機評価の課題
に対して設計変更を行うとと
もに、摩耗試験結果により潤
滑機構と材料を改善してバイ
ナリー発電システムを最適化
する。 

価した。 
膨張機内の潤滑機構を評価する摩耗試

験機により、摺動部材料をスクリーニング
した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目③発電所の環境
保全対策技術開発 
 硫化水素拡散予測シミュレ
ーションモデルの研究開発に
ついて、硫化水素拡散予測数
値モデルを構築し、先行事例
における具体的な地形、気象
等に係る影響因子を考慮した
再現予測計算を行う。 

－ 研究開発項目③発電所の環境保全対策技
術開発 
代表的な先行事例の風洞実験結果を利

用して、検証を行いながら硫化水素拡散予
測数値モデル構築を行った。 
風洞実験計画を進め、実験地点の選定、

実験条件のまとめを行った。 

 

 研究開発項目④上記①～③以
外で地熱発電の導入拡大に資
する革新的技術開発 
低温域の地熱資源有効活用

のためのスケール除去技術の
開発について、５ｔ／ｈ磁気
分離装置の運転・試験結果か
ら、５０ｋＷ温泉バイナリー
設備用磁気分離装置の設計課
題を明確化する。また、磁気
分離装置の大型化に対応した
磁気フィルターの設計指針を
決定する。さらに、温泉発電
の可能性が見込める地域の温
泉水を採取して、シリカ濃度
ならびにナトリウム、カルシ
ウムなどの化学分析を行う。 

－ 研究開発項目④上記①～③以外で地熱発
電の導入拡大に資する革新的技術開発 
地熱水中のシリカ成分を低減させるた

め、前処理および磁気分離装置の設計と試
作、評価試験を実施した。その結果、低減
させる可能性があることが示された。ま
た、北海道・東北・関東・九州地方の 33
個の温泉地について現地調査を実施し、う
ち 9 個の温泉地で温泉発電時におけるス
ケール発生の可能性が推量された。 

 

 ２．再生可能エネルギー熱利
用技術開発 ［平成２６年度
～平成３０年度］ 
コストダウンを目的とした

地中熱利用技術及びシステム
の開発、並びに、各種再生可
能エネルギー熱の利用につい
て、蓄熱利用等を含むトータ
ルシステムの高効率化・規格
化、評価技術の高精度化等に
取り組むことで、再生可能エ
ネルギー熱利用の普及拡大に
貢献することを目的として、
公募を行い、以下の研究開発
を実施する。 

－ ２．再生可能エネルギー熱利用技術開発
［平成２６年度～平成３０年度］ 
コストダウンを目的とした地中熱利用

技術及びシステムの開発、並びに、各種再
生可能エネルギー熱の利用について、蓄熱
利用等を含むトータルシステムの高効率
化・規格化、評価技術の高精度化等に取り
組むことで、再生可能エネルギー熱利用の
普及拡大に貢献することを目的として、公
募を行い、以下の研究開発に着手した。 

 

 研究開発項目①コストダウン
を目的とした地中熱利用技術
の開発 
我が国の利用に適合した掘

削手法及び掘削技術、高効率
地中熱交換器、地中熱の利用
状態・温度等に適合したＨＰ
（Heat Pump）の開発や、地中
熱交換器設置コスト低減化技
術の開発等を通じて、初期コ
ストを低減するための開発を
行う。 

－ 研究開発項目①コストダウンを目的とし
た地中熱利用技術の開発 
高性能ボーリングマシンの低騒音化・自

動化に向け、既存マシンの騒音、振動を測
定し、騒音発生箇所や騒音レベルを特定し
た。 
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 研究開発項目②地中熱利用ト
ータルシステムの高効率技術
開発及び規格化 
個別機器の開発でなく、シ

ステム構成要素（掘削からＨ
Ｐ、配管まで）を統合したト
ータルシステムの稼働効率化
及び規格化によるコストダウ
ンや、需要側の利用状況の特
徴に対応したシステムの高効
率開発等を通じて、さらに上
記技術の効率向上による運用
コストダウンのための開発を
行う。 

－ 研究開発項目②地中熱利用トータルシス
テムの高効率技術開発及び規格化 
間接型地中熱ヒートポンプシステムの

削孔試験の実施や、新形状採熱管の試作、
モジュール形ヒートポンプ試験設備の構
築など各要素開発に着手するとともに、地
中熱利用熱回収ヒートポンプシステムの
試験設備を構築した。 
耐震補強用の杭を流用し、２０ｍ程度の

浅い地中熱を利用した一般住宅向けシス
テム向け小型回転埋設機構と掘削先端部
の設計に着手するとともに、廃校跡に熱交
換井群を設置し実証試験の準備を行った。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目③再生可能エネ
ルギー熱利用のポテンシャル
評価技術の開発 
再生可能エネルギー熱の採

熱場所及び方法を明らかに
し、効率的なシステム導入の
促進に資する、ポテンシャル
簡易予測・評価技術を開発し、
それを利用したポテンシャル
マップの構築を行う。 

－ 研究開発項目③再生可能エネルギー熱利
用のポテンシャル評価技術の開発 
地下水の流れを組み込んだ地下構造モ

デルを用いて高精度化した地中熱利用ポ
テンシャルマップの評価方法の確立及び
データベースの開発を開始した。 

 

 研究開発項目④その他再生可
能エネルギー熱利用トータル
システムの高効率化・規格化 
その他再生可能エネルギー

熱(太陽熱、雪氷熱、未利用熱
等)利用システムについては、
蓄熱などの要素も考慮して我
が国に適したトータルシステ
ムのコストダウンと高効率化
に資する革新的技術開発及び
規格化を推進する。運転時の
利用率向上、効率向上を行う
ことで、再生可能エネルギー
の熱利用価値の向上に資する
べく、再生可能エネルギーの
熱源の変動（瞬間、日間、年
間等）に対応した技術の開発
を行う。 
また、個別機器の開発だけ

ではなく、我が国に適したト
ータルシステムの高効率化及
び規格化を推進する。 

－ 研究開発項目④その他再生可能エネルギ
ー熱利用トータルシステムの高効率化・規
格化 
莫大な冷房を必要とするデータセンタ

ーの冷却コストを低減する、都市除排雪か
ら得られる雪氷熱を利用した冷房システ
ムで、雪堆積場の路盤材強度と低コスト化
検討を実施した。 
 

 

 研究開発項目⑤上記研究開発
項目①から②以外でその他再
生可能エネルギー熱利用シス
テム導入拡大に資する革新的
技術開発 
上記研究開発項目①～④以

外でその他再生可能エネルギ
ー熱利用システム導入拡大に
資する、我が国に適したシス
テムのコストダウンを考慮し
た革新的技術を開発する。 

－ 研究開発項目⑤上記研究開発項目①～④
以外でその他再生可能エネルギー熱利用
システム導入拡大に資する革新的技術開
発 
含水量が多く、いままで処理が困難であ

った食品廃棄物を超臨界水ガス化するこ
とで再生可能熱を創生する技術の実現可
能性調査により、最適な実用化システムを
検討した。 
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 ｆ．系統サポート 
新エネルギーは出力が不

安定な電源であり電力安定
化等に向けた取組が必要で
あることから、出力変動に
対する予見性の向上のため
に必要な技術開発を行うこ
ととする。 

（ｆ）系統サポート 
再生可能エネルギーは

出力が不安定な電源であ
り、系統側における電力安
定化対策として蓄電池等
に係る技術開発が行われ
ているが、発電側において
も電力安定化等に向けた
取組が必要である。 
 第３期中期目標期間に
おいては、出力変動に対す
る予見性の向上のため、発
電出力予測システムの検
討及び開発を行うととも
に、出力変動緩和のための
蓄エネルギーシステムの
可能性評価及び開発等、再
生可能エネルギーの調整
電源化に向けた必要な技
術開発を行う。 

（ｆ）系統サポート 
１．電力系統出力変動対応技
術研究開発事業 ［平成２６
年度～平成３０年度］ 
再生可能エネルギーについ

て、出力が不安定な変動電源
から、出力を予測・制御・運
用することが可能な変動電源
に改善することで、その連系
拡大を目指すことを目的とし
て、公募を行い、以下の研究
開発を実施する。 

－ （ｆ）系統サポート 
１．電力系統出力変動対応技術研究開発事
業 ［平成２６年度～平成３０年度］ 
再生可能エネルギーについて、出力が不

安定な変動電源から、出力を予測・制御・
運用することが可能な変動電源に改善す
ることで、その連系拡大を目指すことを目
的として、公募を行い、以下の研究開発を
実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目①風力発電予
測･制御高度化 
一定規模以上の風力発電設

備を対象に、発電出力や気象
データのモニタリングを行
い、ランプ現象の発生要因を
解析し、ランプ予測技術と予
測技術を活用した風車制御及
び蓄エネルギー制御技術（以
下、出力変動制御技術）の開
発により変動電源の計画発電
化を目指す。 

－ 研究開発項目①風力発電予測･制御高度化
一定規模以上の風力発電設備を対象に、

風力発電及び気象モニタリングシステム
の構築に着手した。また、ランプ予測技術
については、ベンチマークテストを実施
し、現行の風力発電出力予測モデルにおけ
るランプ予測の問題点抽出に着手した。蓄
エネルギー制御技術については、コスト面
及び導入可能性を加味した蓄エネルギー
技術の評価及びその制御技術の基礎検討
を実施した。 

 

 研究開発項目②予測技術系統
運用シミュレーション 
ランプ予測技術と出力変動

制御技術に加え、調整電源の
最適運用手法などを総合的に
組み合わせた需給シミュレー
ションシステムを開発し、再
エネの連系拡大に向けた技術
的課題と課題解決策を明らか
にする。また、課題解決策の
効果を確認するため、実際の
電力系統における実証試験を
行う。 

－ 研究開発項目②予測技術系統運用シミュ
レーション 
需給シミュレーションシステム開発の

前提条件の整理を開始した。また、信頼度
評価などシミュレーションで実施する内
容を検討したうえでシステムの設計に着
手した。また、再生可能エネルギーの連系
拡大を実現する最適な運用手法の効果を
確認するため、実証試験を実施する電力系
統の地点選定を行い、再生可能エネルギ
ー・蓄エネルギー設備等の実証設備及び制
御システムの仕様検討と一部設備の構築
を開始した。 

 

 ２．分散型エネルギー次世代
電力網構築実証事業 ［平成
２６年度～平成３０年度］ 
再生可能エネルギーの導入

拡大に伴って配電系統に生じ
る電圧上昇等の課題を解決す
るため、以下の研究開発を実
施する。 

－ ２．分散型エネルギー次世代電力網構築実
証事業 ［平成２６年度～平成３０年度］
再生可能エネルギーの導入拡大に伴っ

て配電系統に生じる電圧上昇等の課題を
解決するため、以下の研究開発を実施し
た。 

 

 研究開発項目①次世代電圧調
整機器・システムの開発 
次世代電圧調整器及びその

制御システムの開発目標仕様
を策定すると共に、実証機の
設計検討、要素技術の開発を
開始する。 

－ 研究開発項目①次世代電圧調整機器・シス
テムの開発 
次世代電圧調整機器の開発については、

ＳＶＣ※1、ＴＶＲ※2、ＡＶＲ※3付柱上Ｔｒ
の基本仕様を決定した。電圧制御システム
については、集中制御方式の仕様検討を踏
まえたシミュレーションを実施し、自律分
散制御方式の仕様を検討した次世代電圧
調整機器のモデル化を実施した。 
※１ ＳＶＣ（Static Var Compensator：
静止型無効電力補償装置） 
※２ ＴＶＲ（Thyristor type step 
Voltage Regulator：サイリスタ式自動電
圧調整器） 
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※ ３  Ａ Ｖ Ｒ （ Automatic Voltage 
Regulator：自動電圧調整器） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②次世代配電シ
ステムの構築に係る共通基盤
技術の開発 
国内の配電系統構成等の実

態把握、再生可能エネルギー
導入時の影響調査等を進め、
次世代電圧調整機器・制御シ
ステムを配電網に適用し、効
果的に再生可能エネルギーの
大量導入を図るための共通基
盤技術の開発を開始する。ま
た、研究開発項目①で開発す
る次世代電圧調整機器・シス
テムのフィールドでの運用検
証に向けた全体計画の検討を
開始する。 

－ 研究開発項目②次世代配電システムの構
築に係る共通基盤技術の開発 
 外部有識者で構成される検討作業会を
発足させるとともに、検討作業会でのアド
バイスや指示方針を勘案しながら、性能・
信頼性評価方法の検討とフィールドでの
運用検証時の試験方法の検討、及び配電シ
ステムの設計指針の検討を行った。 

 

 研究開発項目③未来のスマー
トグリッド構築に向けたフィ
ージビリティスタディ 
配電網に係る国内外の政

策、規制・基準の動向、技術
開発動向や再生可能エネルギ
ーの導入動向等について調査
を行いつつ、未来のスマート
グリッド構築に向けた検討を
開始する。 

－ 研究開発項目③未来のスマートグリッド
構築に向けたフィージビリティスタディ 
外部有識者で構成される検討委員会を

発足させるとともに、検討委員会での将来
像に対する意見等を反映しながら、国内外
の配電系統や技術開発動向の調査を行い、
電気的特性及び信頼性、経済性の評価分析
を行うための検討、事前準備を実施した。
 

 

 ｇ．燃料電池・水素 
家庭用燃料電池の普及拡

大及び業務用・発電事業用
燃料電池の実用化を図るた
めの技術開発、標準化等に
資する取組を行うととも
に、次世代燃料電池等に関
する技術開発を行うものと
する。また、燃料電池自動
車の普及拡大と水素供給イ
ンフラの整備促進に向け、
燃料電池及び水素ステーシ
ョンの低コスト化等に向け
た技術の開発・実証を行う
とともに、規制適正化等に
資する取組を行うこととす
る。さらに、水素を利用し
たエネルギーシステムの実
現に向けた技術開発等を行
うこととする。 

（ｇ）燃料電池・水素 
燃料電池は、燃料となる

水素と空気中の酸素を直
接化学反応させて電気と
熱を同時に取り出すため、
エネルギー効率が高くか
つ発電・発熱時には温室効
果ガスを発生しないため、
我が国における省エネル
ギーや地球温暖化対策の
観点から重要な技術であ
る。また、東日本大震災以
降、災害に強い分散型エネ
ルギーシステムへの重要
性が増している点からも、
分散型電源の一翼を担う
燃料電池に対する期待が
高まっている。 
 第３期中期目標期間に
おいては、家庭用燃料電池
の普及拡大と業務用・発電
事業用燃料電池の実用
化・事業化を図るため、家
庭用燃料電池の一層の低
コスト化及び耐久性９万
時間等の達成、業務用・事
業用発電システムの確立
に向け、必要な技術開発等
を行うとともに、ＳＯＦＣ
の大型化及びガスタービ
ンとの連携技術の開発を

（ｇ）燃料電池・水素 
１．固体高分子形燃料電池実
用化推進技術開発 ［平成２
２年度～平成２６年度］ 
固体高分子形燃料電池（Ｐ

ＥＦＣ：Polymer Electrolyte 
Fuel Cell）の普及に必要な要
素技術等を確立することを目
的に、山梨大学 燃料電池ナノ
材料研究センター長 教授 
渡辺 政廣氏（１）、同志社大
学 理工学部機能分子・生命科
学科 教授 稲葉 稔氏（３）、
横浜国立大学 工学研究院 
特任教授 太田 健一郎氏
（５）、技術研究組合ＦＣ－Ｃ
ｕｂｉｃ 専務理事 長谷川 
弘氏（６）、大同大学 客員教
授 大丸 明正氏（７）をプ
ロジェクトリーダーとし、以
下の研究開発を実施する。 

－ （ｇ）燃料電池・水素 
１．固体高分子形燃料電池実用化推進技術
開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 
固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ：

Polymer Electrolyte Fuel Cell）の普及
に必要な要素技術等を確立することを目
的に、以下の研究開発を実施した。 
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 行い、発電効率６０％、耐
久性９万時間等を目指す。
また、標準化等に資する取
組を行う。加えて、固体高
分子形燃料電池、固体酸化
物形燃料電池等の従来型
燃料電池と異なる次世代
燃料電池の開発及び従来
型燃料電池の新たな用途
の実用化・事業化、商品性
の向上、低コスト化等に関
する技術開発を行う。 
 また、燃料電池自動車の
普及拡大と水素供給イン
フラの整備促進に向け、自
動車用燃料電池の低コス
ト化及び耐久性５，０００
時間の達成等に向けた技
術開発を行うとともに、将
来的に水素ステーション
のコストを２億円（３００
Ｎｍ３／ｈ規模）程度に低
減すべく、水素の製造・輸
送・貯蔵・供給に係る技術
開発を行う。また、水素供
給インフラの低コスト
化・高性能化を図るべく、
技術の実証等を行うとと
もに、経済性の向上のた
め、規制適正化や標準化等
に資する取組を行う。 
 さらに、水素を利用した
エネルギーシステムの実
現に向け、技術動向等を調
査し、水素の貯蔵や輸送等
に関する新しい技術の開
発等を行う。 

研究開発項目①基盤技術開発 
平成２６年度の最終目標の

達成に向けて以下の項目につ
いて研究開発を行う。 
 

（１）劣化機構解析とナノテ
クノロジーを融合した高性能
セルのための基礎的材料研究 
 
（２）定置用燃料電池システ
ムの低コスト化のためのＭＥ
Ａ(Membrane Electrode 
Assembly) 高性能化 
 
（３）低白金化技術 
 
（４）カーボンアロイ触媒 
 
（５）酸化物系非貴金属触媒 
 
（６）ＭＥＡ材料の構造・反
応・物質移動解析 
 
（７）セル評価解析の共通基
盤技術 

－ 研究開発項目①基盤技術開発 
（１）劣化機構解析とナノテクノロジーを
融合した高性能セルのための基礎的材料
研究 
－３０℃で起動し、最高１００℃での作

動が３０％ＲＨ(相対湿度）で可能である
ことを確認した。効率は定格の２５％で６
４％ＬＨＶ、耐久性は５，０００時間作動
および６万回の起動停止が見通せるＭＥ
Ａ（膜電極接合体）に資する電極触媒、電
解質膜を開発した。 
 
（２）定置用燃料電池システムの低コスト
化のためのＭＥＡ （Membrane Electrode 
Assembly） 高性能化 
 新規の高濃度ＣＯ耐性アノード触媒、助
触媒、ならびにこれらの複合触媒の調製法
を確立し、高温低加湿条件におけるＭＥＡ
試験においてＣＯ濃度３００ｐｐｍにて、
電圧低下２０ｍＶ以下の見通しを得た。 
 
（３）低白金化技術 
 パラジウムをコアとした触媒の量産技
術開発により、市販Ｐｔ／Ｃ触媒の約６倍
の高活性化を達成し、白金使用量低減の見
通しが得られた。 
 
（４）カーボンアロイ触媒 
 カーボンアロイ触媒の活性点を分析し、
空気を酸化剤に用いた単セル発電におい
て、１．０Ａ／ｃｍ２で０．４５Ｖの出力
が得られた。 
 
（５）酸化物系非貴金属触媒 
 酸化物触媒の活性点は、酸化物の表面酸
素空孔と推定し、ジルコニウム系酸化物を
触媒として用いて、空気加圧下で０．６Ｖ
で０．３２Ａ／ｃｍ２の出力が得られた。
 
（６）ＭＥＡ材料の構造・反応・物質移動
解析 
 燃料電池性能を向上させるキーとなる
プロトン伝導性への影響要因、ガス透過・
輸送性、酸素還元反応等のメカニズムを解
明し、設計指針として、電解質材料構造、
酸素･プロトン輸送の材料制御因子、構造
制御因子等を提示した。 
 
（７）セル評価解析の共通基盤技術 
 新規材料として触媒２１種類と電解質
膜１７種を評価し、材料開発にフィードバ
ックを行った。また、燃料電池技術の国際
標準化を推進しているＩＥＣ／ＴＣ１０
５の改訂において、耐久性試験方法を提案
した。 

●水素社会の実現に向け、燃料電池・水素技
術の研究開発を推進 

・ＮＥＤＯは、３０年以上前から燃料電池・
水素分野の技術開発を支援。 

・産学官が一体となり要素技術開発、実証研
究、規制見直しを連携して推進。 

・家庭用燃料電池「エネファーム」や燃料電
池自動車（ＦＣＶ）などの社会実装を実現。

 
 
 
●自動車用・家庭用の固体高分子形燃料電池
（ＰＥＦＣ）の高性能化に貢献 

・家庭用燃料電池「エネファーム」や燃料電
池自動車（ＦＣＶ）に使用される固体高分
子形燃料電池（ＰＥＦＣ）の高性能化の技
術開発を推進。 

・触媒における白金の使用量を１０分の１に
低減させるめどをつけ、さらに白金を使わ
ない触媒も世界最高水準の効率を実現。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目②実用化技術開
発 
定置用燃料電池システムの

低コスト化を実現する高性能
電解質材料の実用化技術開発
では、平成２５年度に仕様を
決定した最終電解質膜の耐久
実証を行う。また、革新的補
強芯材技術の開発について

－ 研究開発項目②実用化技術開発 
高性能電解質材料の実用化開発では、補

強芯材との複合化電解質膜により、高性
能、高耐久、低コストを実現する実用化目
処を得た。 
ＭＥＡの量産製造装置の開発では、直接

塗工技術の確立により、インク使用量の３
０％削減、１セル当たりの生産タクト５秒
を達成した。 
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は、補強芯材作製プロセスを
最適化する事でより高強度化
を目指し、電解質膜の構造安
定性向上を実現する。さらに、
製膜ドープ製造技術と広幅製
膜技術と組み合わせて、低コ
スト高性能フッ素系高分子電
解質膜開発に繋げ、製造原価
５０００円／ｍ２以下の実証
を目指す。 

燃料電池の更なる普及拡大に資する新
規テーマを公募し、欧州への家庭用燃料電
池普及のために、燃料組成への変動対応、
屋内設置を行うためのシステム開発を行
った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目③次世代技術開
発 
車載用革新的フッ素系新規

電解質膜の開発では、金属不
純物を不活化する添加剤の最
適化及びガスバリア性を有す
る添加剤の最適化を行いそれ
ぞれの技術を融合する事で、
初期性能・耐久性が標準比較
膜と同等以上であり、かつ１
０００万ｍ２／年産時にコス
ト１０００円／ｍ２の見通し
を得る。さらに高酸素ガス透
過性アイオノマーの開発につ
いては、モノマー構造を最適
化する等の改良を行い、標準
フッ素アイオノマーに対して
５倍以上の酸素ガス透過性を
有する新規アイオノマーを開
発する。 

－ 研究開発項目③次世代技術開発 
フッ素系電解質膜として、金属不純物耐

性および高ガスバリア性を付加する要素
技術の目処を得た。 
ナノファイバーを基材とした複合膜の

開発を行い、超薄膜化の目処を得た。 
炭化水素系電解質膜においては、初期性

能においては性能向上が確認され、耐久性
についてはいくつかの取り組むべき課題
を明確化した。 

 

 ２．水素利用技術研究開発事
業 ［平成２５年度～平成２
９年度］ 
国立大学法人九州大学 水

素エネルギー国際研究センタ
ー教授 尾上清明氏、国立大
学法人九州大学 水素材料先
端科学研究センターセンター
長 杉村丈一氏をプロジェク
トリーダー（ＰＬ）として、
水素供給インフラ等に係るさ
らなる低コスト化や国内規制
適正化等を図ることを目的
に、公募を行い、以下の研究
開発を進める。 

－ ２．水素利用技術研究開発事業 ［平成２
５年度～平成２９年度］ 
水素供給インフラ等に係るさらなる低

コスト化や国内規制適正化等を図ること
を目的に、公募を行い、以下の研究開発を
進めた。 

 

 研究開発項目①ＦＣＶ及び水
素供給インフラの国内規制適
正化、国際基準調和・国際標
準化に関する研究開発 
水素ステーションに関して

は、設置・運用等における規
制の適正化、使用可能鋼材の
拡大、水素ガス品質管理方法
の研究開発等を行う。ＦＣＶ
に関しては、国内規制の適正
化や、国際基準調和を実現さ
せるための研究開発等を行
う。 

－ 研究開発項目①ＦＣＶ及び水素供給イン
フラの国内規制適正化、国際基準調和・国
際標準化に関する研究開発 
７０ＭＰａスタンドの保安検査基準の

整備に関して、改正された一般高圧ガス保
安規則に準じた保安検査基準の作成、定期
自主検査指針の作成を行った。・公道での
ガス欠対応のための充填場所の確保に関
し、課題を明確化した。 
液化水素貯蔵の水素スタンドにおける

距離規制に関する技術基準の改訂案を作
成し、年度内の改訂に至った。 
使用可能鋼材の拡大に関しては、ＳＵＳ

３１６Ｎｉ当量品、ＳＵＨ６６０、銅合金
について、例示基準化に資するデータを取
得し、平成２６年度の例示基準に反映させ
た。 
クロムモリブデン鋼の耐水素性評価結
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果を元に、公式による設計が可能な条件、
および解析による設計をするための考え
方を提案した。 
水素ステーションにおける水素ガス品

質管理方法のガイドライン案や、充填性能
確認ガイドラインの作成を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②ＦＣＶ及び水
素ステーション用低コスト機
器・システム等に関する研究
開発 
水素製造・輸送・貯蔵・充

填の各機器並びにシステムと
しての効率向上に繋がる技術
について、高性能化、コスト
低減、長寿命化及びメンテナ
ンス性向上のための研究開発
を行う。また、ＦＣＶに関し
ては、水素貯蔵容器のコスト
低減に向けて水素貯蔵材料の
開発を行う。 

－ 研究開発項目②ＦＣＶ及び水素ステーシ
ョン用低コスト機器・システム等に関する
研究開発 
水素圧縮機、水素製造装置、プレクーラ

システムの低コスト化技術開発において、
機器の基本設計を完了し、開発機の製作を
開始した。 
複合容器蓄圧器の低コスト化に向け、小

型・大型容器による評価試験や最適形状設
計を実施した。 
水素計量のための重量法試験設備を製

作し、水素ステーションで技術検証を実施
するとともに、その結果を水素計量ガイド
ライン案に反映させた。 

 

 研究開発項目③水素ステーシ
ョン安全基盤整備に関する研
究開発 
水素ステーションの普及初

期開始期に向けて、一般ユー
ザーに安定したサービスを提
供できるための運用技術の開
発を実施する。さらに、本格
普及に向けて、より一層安心
して受け入れられる安全・安
心な次世代水素ステーション
に必要な技術開発を行う。ま
た、ステークホルダーへの情
報提供・コミュニケーション
も含めたリスクマネジメント
についての検討を行う。 

－ 研究開発項目③水素ステーション安全基
盤整備に関する研究開発 
水素ステーションからトラブル事例等

を収集し、分析・展開を行うと共に、これ
らをまとめたセーフティーデータベース
の基本仕様を確定した。 
人材教育・育成手法のツール開発につい

ては、保安管理マニュアルの整備や模擬訓
練による課題抽出を行い、業界自主基準ガ
イドライン案の骨格を策定した。 

 

 研究開発項目④ＣＯ２フリー
水素及び国際機関等に係る政
策・市場・研究開発動向に関
する調査研究 
海外の政策・市場・研究開

発動向に関する調査研究を行
うとともに、ＣＯ２フリー水素
等に関する適正な発電方法の
選定、及び水素供給プロセス
の実現可能性を検討する。 

－ 研究開発項目④ＣＯ２フリー水素及び国
際機関等に係る政策・市場・研究開発動向
に関する調査研究 
ＩＥＡ／ＨＩＡ・ＡＦＣＩＡにおいて燃

料電池・水素利用の市場性を調査した。 
ＩＰＨＥにおける日本の議長活動の支

援を行い、国内外の産官学の情報交換活性
化を支援した。 

 

 ３．固体酸化物形燃料電池等
実用化推進技術開発 ［平成
２５年度～平成２９年度］ 
 固体酸化物形燃料電池（Ｓ
ＯＦＣ：Solid Oxide Fuel 
Cell）に関して、家庭用燃料
電池の普及拡大と業務用・発
電事業用燃料電池の実用化を
図るため、以下の研究開発を
実施する。 

－ ３．固体酸化物形燃料電池等実用化推進技
術開発 ［平成２５年度～平成２９年度］
固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ：Solid 

Oxide Fuel Cell）に関して、家庭用燃料
電池の普及拡大と業務用・発電事業用燃料
電池の実用化を図るため、以下の研究開発
を実施した。 

 

 研究開発項目①固体酸化物形
燃料電池の耐久性迅速評価方
法に関する基礎研究 
国立大学法人東京大学生産

技術研究所 特任教授 横川
晴美氏をプロジェクトリーダ
ーとし、以下の研究開発を引

－ 研究開発項目①固体酸化物形燃料電池の
耐久性迅速評価方法に関する基礎研究 
（１）スタック耐久性評価 
 中温筒状平板形、高温円筒横縞形、低温
小型円筒形、中温平板形、中温筒状横縞形、
中温一体焼結形の各種燃料電池スタック
において、長期耐久試験を行い、基本デー
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き続き実施する。 
 
(１）スタック耐久性評価 

 
（２）劣化機構解明 
 
（３）耐久性迅速評価方法の
開発 

タの取得や劣化要因の分析を実施した。 
 
（２）劣化機構解明 
 熱力学的解析では各スタックの劣化挙
動解析を行い、劣化基礎データの収集、空
気極加速劣化試験の検討を進めた。化学的
解析では各スタックの硫黄被毒耐久試験、
強制劣化試験等を行った。三相界面微構造
解析では、各スタック電極の三相界面近傍
について微構造の局所的変化などを観察
し、電池性能との相関を検討した。セル構
造体解析では、長期使用後のセルスタック
応力解析に必要な装置を整備し、各スタッ
ク構成材料の機械的基礎データの取得を
行った。 
 
（３）耐久性迅速評価方法の開発 
 スタック性能劣化解析とその高度化で
は、１～２万時間の長期試験を継続して行
った。各スタックに対して、性能要因分析
を行い、各要因間の相関関係を考察した。
シミュレーション技術の開発では、燃料極
の Ni 焼結に伴う形態変化の数値シミュレ
ーションコードを開発した。また、電極解
析プログラム開発による燃料極・電解質・
空気極における劣化現象の解明や、ジルコ
ニア系電解質の相変態による伝導度低下
の機構解明とモデル化を行い、酸素ポテン
シャル計算ソフトとの結合を図った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②固体酸化物形
燃料電池を用いた業務用シス
テムの実用化技術実証 
５ｋＷ級業務用システムの

実証評価について、引き続き
システムでの耐久評価を継続
して、発電効率４８％超、総
合効率９０％の目標達成のた
めの課題抽出を行うととも
に、システム機への反映とし
て、改良を加えられた発電部、
補機部の必要部位を差し替え
て評価を開始する。また、実
証サイトを増やすことで、運
転パラメータを変化させて比
較、評価を行い、より多くの
データを収集して、初期の性
能目標を達成する見通しを得
る。また、新規テーマの追加
公募を行う。 

－ 研究開発項目②固体酸化物形燃料電池を
用いた業務用システムの実用化技術実証 
５ｋＷ級業務用システムの実証評価に

おいては、実証システムを延べ１４台まで
増やし、負荷率や燃料利用率等の運転パラ
メータを変化させて比較、評価を行い、よ
り多くのデータを収集して、初期の性能目
標を達成するための知見を集積した。 
円筒形ＳＯＦＣ-ガスタービンハイブリ

ッドシステムの実用化に向けた運転技術
実証については、４，１００時間の運転で
性能低下がなく、かつ非常停止試験でも問
題ないことを実証し、商品化に必要な各種
規制緩和のためのデータ蓄積を行った。 
中容量業務用システム実用化実証に関

して新規テーマ 2件を追加採択し、モジュ
ール設計や大型化への課題抽出を行った。

 

 研究開発項目③固体酸化物形
燃料電池を用いた事業用発電
システムの要素技術開発 
主に、信頼性向上に向けた

データの取得を目的として、
単セルスタックでの長期耐久
性試験の継続、ＳＯＦＣ－ガ
スタービン連携模擬試験を実
施する。また、平成２５年度
に引き続き、量産化技術など
についても取り組んでいく。
燃焼器の開発においては、大
型実寸燃焼試験装置を用い、
実機を想定した運用を検証す

－ 研究開発項目③固体酸化物形燃料電池を
用いた事業用発電システムの要素技術開
発 
信頼性向上に向けたデータの取得を目

的として、単セルスタックでの長期耐久性
試験を継続、ＳＯＦＣ－ガスタービン連携
模擬試験を実施した。量産化技術の取り組
みについては、セルスタック製造メーカー
との技術提携を実施した。 
燃焼器の開発においては、大型実寸燃焼

試験装置を用い、実機を想定した運用を検
証した。 
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る。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目④次世代技術開
発 
固体高分子形燃料電池（Ｐ

ＥＦＣ）、固体酸化物形燃料電
池（ＳＯＦＣ）等の従来型燃
料電池と異なる次世代燃料電
池の開発及びＳＯＦＣの新た
な用途の実用化、商品性の向
上、低コスト化等に関する以
下のテーマについて技術開発
を引き続き行う。 
 

（１）可逆動作可能な固体酸
化物型燃料電池による低コス
ト水素製造及び高効率発電を
利用した電力貯蔵 
 
（２）マイクロＳＯＦＣ型小
型発電機 
 
（３）中温作動型酸化物プロ
トンＳＯＦＣの開発 

－ 研究開発項目④次世代技術開発 
（１）可逆動作可能な固体酸化物型燃料電
池による低コスト水素製造および高効率
発電を利用した電力貯蔵 
 活性の向上を目的にＮｉＦｅに添加す
る酸化物を広範囲に検討するとともに、安
定性の向上を目的に酸化物のみの電極か
らなる可逆セルの開発を行った。 
 
（２）マイクロＳＯＦＣ型小型発電機 
 カセットガス、ガス供給システム、脱硫
装置、改質器、発電モジュール、排ガス除
害装置を配した検証機を設計・製作し、容
積・重量等の可搬性に関わる項目を検証し
た。 
 
（３）中温作動型酸化物プロトンＳＯＦＣ
の開発 
 混合イオン伝導体や電極微細構造を最
適化するアノードおよびカソード材料の
材料候補の絞り込みを実施した。 

 

 ４．水素利用等先導研究開発
事業 ［平成２６年度～平成
２９年度］ 
水素等の新たなエネルギー

キャリアについて化石燃料等
と競合できる価格の実現を目
指し、以下の研究開発を行う。 

－ ４．水素利用等先導研究開発事業 ［平成
２６年度～平成２９年度］ 
水素等の新たなエネルギーキャリアに

ついて化石燃料等と競合できる価格の実
現を目指し、以下の研究開発を行った。 

 

 研究開発項目①低コスト水素
製造システムの研究開発 
アルカリ水電解、固体高分

子型水電解等の水電解システ
ムについて、電解電流密度の
向上、電解セル大型化等によ
る設備コストの低減等につい
て基礎的な検討を実施する。 

－ 研究開発項目①低コスト水素製造システ
ムの研究開発 
アルカリ水電解装置の高耐久性・低過電

圧化のため、電極や隔膜の開発を実施し
た。また、小型・中型ユニットによる耐久
性評価等を開始した。 

 

 研究開発項目②高効率水素製
造技術の研究 
（１）次世代水電解システム
の研究 
アルカリ水電解、固体高分

子型水電解等の電解セル構成
材料、セル構造、セル運転条
件等の革新に向けて、電解効
率を飛躍的に向上させる次世
代水電解技術の基礎的な研究
開発を行う。 
 

（２）高温水蒸気電解システ
ムの研究 
原理的に電解効率に優れた

高温水蒸気電解技術につい
て、セル・スタック製造技術
の開発、耐久性向上の基礎的
な研究を行う。 

－ 研究開発項目②高効率水素製造技術の研
究 
（１）次世代水電解システムの研究 
電解効率向上のために負極・正極材料の

改良や電極構造の最適化を実施した。 
 

（２）高温水蒸気電解システムの研究 
高温水蒸気電解の開発では、電解効率向

上のため、セル・スタック構造の改良を実
施した。また、モックアップモジュールを
製作し、コスト低減システムの検討を実施
した。 
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 研究開発項目③周辺技術（水
素液化貯蔵システム）の研究
開発 
水素生成量の変動に対応可

能な大型高効率液化システ
ム、断熱性に優れた大型液体
水素タンク等からなる水素液
化貯蔵システムの基盤技術開
発のための基礎的な検討を行
う。 

－ 研究開発項目③周辺技術（水素液化貯蔵シ
ステム）の研究開発 
水素生成量の変動に対応可能な大型（５

０～１００ｔ／ｄａｙ）高効率液化システ
ム、断熱性に優れた大型（５０，０００ｍ
３級）液体水素タンク等からなる水素液化
貯蔵システムの基盤技術を開発するため
の基礎的な検討を実施した。具体的には、
水素液化システムの予冷システムについ
て、現行より２割程度原単位を改善したプ
ロセスの策定、大型真空二重殻タンクの断
熱支持構造成立確認や、極低温水素圧縮に
関する流体解析技術を確立した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目④エネルギーキ
ャリアシステム調査研究 
有機ハイドライド、アンモ

ニア、各種の炭化水素、金属
など水素を効率的に貯蔵・輸
送等できるエネルギーキャリ
アについて、エネルギー効率、
経済性の飛躍的向上が期待で
きる新規プロセスの有効性を
確認するため、必要な材料・
要素機器の小規模な試作、性
能評価等の基礎的な検討を行
う。 

－ 研究開発項目④エネルギーキャリアシス
テム調査研究 
水素エネルギーキャリアのコスト分析

フレームワークを開発した上で、４種類の
エネルギーキャリア（液体水素、有機ハイ
ドライド他）について共通条件下でのコス
ト分析及び比較評価（一次検討）を行った。
有機ハイドライド、メタン、アンモニア

の新規エネルギーキャリアプロセス開発
に必要な材料・小規模な試作装置を完成さ
せ、各種試験に着手した。 

 

 研究開発項目⑤トータルシス
テム導入シナリオ調査研究 
本事業の成果の速やかな実

用化・普及を実現するため、
水素・エネルギーキャリア技
術が社会に導入されるシナリ
オを検討し、技術目標の妥当
性の確認、更なる具体化を含
む本事業の戦略策定の基礎と
なる情報を収集する。 

－ 研究開発項目⑤トータルシステム導入シ
ナリオ調査研究 
水素を利用したエネルギーシステムに

おける将来コストと水素需要の導入許容
コストシナリオを作成について、水素の最
大導入ケースの分析・評価、ライフサイク
ル（ＬＣＡ)評価分析、個別技術シナリオ・
戦略検討等を行った。 

 

 ５．水素社会構築技術開発事
業 ［平成２６年度～平成３
２年度］ 
水素エネルギーの利活用を

促進するために、水素の需要
を増加させるだけで無く、需
要に見合った水素を安価で安
定的に供給するための、水素
の「製造」「輸送・貯蔵」「利
用」に関する技術開発を行う。 

－ ５．水素社会構築技術開発事業 ［平成２
６年度～平成３２年度］ 
水素の電力を大量かつ長期貯蔵、長距離

輸送が可能であるという優れた特徴を活
かし、再生可能エネルギーからの電力を水
素に転換し利用するシステム（Power to 
Gas）実証のＦＳを実施した。 
Power to Gas の様々な適用先に応じた

アプリケーションと、そのアプリケーショ
ンに応じた技術によるシステムの基礎検
討を実施した。 

 

  （ｈ）国際 
我が国の新エネルギー

技術の産業競争力強化や
地球環境問題の解決等に
向け、当該技術の海外展開
に向けた戦略的な国際協
力を実施していくことが
重要である。 
 第３期中期目標期間に
おいては、今後再生可能エ
ネルギー市場の拡大が見
込まれる国々との間でパ
ートナーシップの構築を
図るべく、政策対話、情報
交換、人材育成、共同研究
等を通じてネットワーク

（ｈ）国際 
我が国の新エネルギー技術

の産業競争力強化や地球環境
問題の解決等に向け、当該技
術の海外展開に向けた戦略的
な国際協力を実施していくこ
とが重要である。 
再生可能エネルギーの普及

拡大が今後見込まれる国・地
域におけるパートナーシップ
の構築を図るべく、ＩＰＨＥ
（International 
Partnership for Hydrogen 
and Fuel Cells in the 
Economy）における日本の議長
活動など、政策対話、情報交

－ （ｈ）国際 
ＩＰＨＥ（International Partnership 

for Hydrogen and Fuel Cells in the 
Economy）においては、議長国として、第
２１回、第２２回の運営会議をリードし、
燃料電池・水素に係る技術開発、政策等に
ついて積極的な情報交換を行った。 
ＩＥＡ(International Energy Agency)

の太陽光・バイオエナジー・燃料電池・水
素等の各種実施協定に基づき、各分野の技
術情報を収集した。 
新たな技術実証事業立ち上げのために、

有望な技術についてのヒアリングを実施
した。 
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強化を図る。また、再生可
能エネルギーの普及拡大
が今後見込まれる国・地域
における技術実証事業を
行うとともに、新しい技術
の実用化・事業化・国際的
な技術動向の把握・市場の
開拓の観点から、多国間・
二国間協力の枠組みを有
効活用する。 

換、人材育成、共同研究等を
通じてネットワーク強化を図
る。また、新しい技術の実用
化・事業化・国際的な技術動
向の把握・市場の開拓の観点
から、新たな技術実証事業を
行うべく、必要な検討等を行
う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   以下、新エネルギー分野の
その他の事業 
１．新エネルギーベンチャー
技術革新事業 ［平成１９年
度～］ 
新・国家エネルギー戦略（平

成１８年５月）における新エ
ネルギーイノベーション計画
「新エネルギー・ベンチャー
ビジネスに対する支援の拡
大」や総合資源エネルギー調
査会新エネルギー部会中間報
告書（平成１８年５月）にお
ける「ベンチャー企業による
多様な技術革新の活性化」に
基づき、ベンチャー企業等が
保有している潜在的技術シー
ズを活用することで、継続的
な新エネルギー導入普及のた
めの新たな技術オプションの
発掘・顕在化を実現し、次世
代の社会を支える産業群を創
出するため、再生可能エネル
ギー及びその関連技術に関す
る技術課題を提示し、それら
の解決策となる技術につい
て、多段階選抜方式による研
究開発を委託及び助成により
実施する。 
平成２６年度は、新たに研

究開発を開始するテーマを採
択、実施するとともに、継続
分のテーマの研究開発を実施
する。また、実用化を見据え
たハンズオン支援等を実施す
る。 

－ 以下、新エネルギー分野のその他の事業
１．新エネルギーベンチャー技術革新事業
［平成１９年度～］ 
新・国家エネルギー戦略（平成１８年５

月）における新エネルギーイノベーション
計画「新エネルギー・ベンチャービジネス
に対する支援の拡大」や総合資源エネルギ
ー調査会新エネルギー部会中間報告書（平
成１８年５月）における「ベンチャー企業
による多様な技術革新の活性化」に基づ
き、ベンチャー企業等が保有している潜在
的技術シーズを活用することで、継続的な
新エネルギー導入普及のための新たな技
術オプションの発掘・顕在化を実現し、次
世代の社会を支える産業群を創出するた
め、再生可能エネルギー及びその関連技術
に関する技術課題を提示し、それらの解決
策となる技術について、多段階選抜方式に
よる研究開発を委託及び助成により実施
した。 
 平成２６年度は、平成２５年度にフェー
ズＡ（フィージビリティ・スタディ：委託）
を実施した６テーマのうち、ステージゲー
ト評価により継続が認められた４テーマ
について、フェーズＢ（基盤研究：委託）
に着手した。また、平成２５年度にフェー
ズＢ（基盤研究：委託）を実施した１１テ
ーマのうち、ステージゲート評価により継
続が認められた６テーマについてフェー
ズＣ（実用化研究開発：助成）に着手した。
 新規に研究を開始するテーマの選定に
あたっては、２回の公募を実施し、第１回
目は、申請のあった５９テーマについて厳
正に審査した上で、１６テーマ（うちフェ
ーズＡ：９テーマ、フェーズＢ：６テーマ、
フェーズＣ：１テーマ）を採択し、研究を
実施した。第２回目は、申請のあった４９
テーマについて厳正に審査した上で、１２
テーマ（うちフェーズＡ：５テーマ、フェ
ーズＢ：６テーマ、フェーズＣ：１テーマ）
を採択し、研究を実施した。 
 平成２６年度にフェーズＡを実施した
９テーマ及びフェーズＢを実施した１０
テーマのうち、１６テーマを対象にステー
ジゲート評価を行い、１０テーマ（うちフ
ェーズＢ：５テーマ、フェーズＣ：５テー
マ）を選定した。 
 また、ハンズオン支援については、２回
実施した。 
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●重点的に取り組むべき技術として重要技
術を選定 

・ＮＥＤＯと経済産業省は「省エネルギー技
術戦略」において、日本のエネルギー消費
部門毎に省エネ推進に貢献する技術、重点
的に取り組むべき技術を重要技術として
選定。 

・平成２６年度はエネルギー基本計画等の改
訂に合わせて重要技術を見直し。さらに重
要技術に関係する、特に緊急性が高く、か
つ社会的意義が高い「特定技術開発課題」
計５０課題についても設定。 

・本改訂は戦略的省エネルギー技術革新プロ
グラムの平成２６年度中の候補より順次
反映。 

＜課題と対応＞ 
・技術開発の事前研究であるインキュベ－シ

ョンフェ－ズの応募が減少傾向となって
いる。これは、現在のインキュベ－ション
フェ－ズの開発期間が十分に確保出来て
いないことが一つの要因となっているた
め、開発期間の長期化について検討を行っ
ているところ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●実証住宅での太陽熱活用システムの省エネ
ルギー性能の評価開始 

・日本全国の気候区分に合わせた１０棟の実
証住宅に、省エネルギー効果を把握するた
めの各種センサーを設置、冬季からのデー
タ計測を開始。 

 

 ⅱ）省エネルギー分野 
大幅な省エネルギー効果

が見込まれ、エネルギー・
産業構造の変革に貢献する
省エネルギー技術の開発
と、産業競争力の強化の観
点からの省エネルギー製
品・技術の海外展開の加速
化を着実に推進するための
取組を行うものとする。産
業分野については、エネル
ギー消費比率上位の産業を
中心として、更なる効率改
善を図るための取組を行う
こととする。家庭・業務分
野については、住宅や業務
用ビルの省エネルギーを推
進するための技術開発を行
うものとする。運輸分野に
ついては、自動車等単体対
策に加え、交通流対策等に
も資する技術の活用の検討
等にも取り組むこととす
る。各分野に共通する技術
は横断的分野として捉え、
様々な分野でその適用が拡
大している「ヒートポン
プ」、電気電子機器の電源の
高効率化を支える「パワー
エレクトロニクス」、都市や
街区レベルでのエネルギー
利用最適化を図るエネルギ
ーマネジメント技術に資す
る「熱・電力の次世代ネッ
トワーク」等に係る技術開
発に取り組むこととする。 

（ⅱ）省エネルギー分野 
資源の大半を海外に依

存している我が国にとっ
て、資源確保は従前から重
要な課題である。特に、近
年、アジア地域等の開発途
上国の経済成長による化
石燃料を主としたエネル
ギー需要の増加は著しく、
世界各国ともにエネルギ
ー資源を始めとする資源
確保の競争が激化するこ
とが見込まれる。こうした
エネルギーを取り巻く非
常に厳しい国際環境に加
え、東日本大震災を契機に
エネルギーに対する安
全・安心に関する重要性を
再確認することとなった。
つまり、我が国においては
「効率性」を確保しなが
ら、「安全」で「環境」に
優しく、「エネルギーセキ
ュリティ」にも十分に配慮
したエネルギー構造改革
を成し遂げなければなら
ないものとなった。そのた
めには、再生可能エネルギ
ーの積極的な導入ととも
に、もう１つの柱として
「省エネルギーの推進」
は、その重要性を益々高め
ているところである。 
こうした背景の下、機構

の省エネルギーに関する
取組としては、大幅な省エ
ネルギー効果が見込まれ、
エネルギー・産業構造の変
革に貢献する省エネルギ
ー技術の開発と、産業競争
力の強化の観点から省エ
ネルギー製品・技術の海外
展開の加速化を目指すも
のであり、平成２３年に策
定した「省エネルギー技術
戦略」を核として、着実に
取組んでいく。なお、当該
技術戦略は、少なくとも２
年毎に必要な見直しを行
う。 
以下の分野に大別し、それ
ぞれの分野の特性を踏ま
えながら技術開発を実施
する。なお、核となる課題
設定型助成事業について
は、事後評価に付議される
案件の８割以上が合格の
評価を得ることを目標と
するとともに、完了した実
用化開発及び実証研究フ

（ⅱ）省エネルギー分野 
１．戦略的省エネルギー技術
革新プログラム ［平成２４
年度～平成３３年度］ 
現行の「省エネルギー技術

戦略」に掲げる産業・民生・
運輸部門等の省エネルギーに
資する重要技術に係る分野を
中心として、また、技術領域
別に設けた会議体（コンソー
シアム等）において設定した
技術開発課題の解決に資する
技術開発を実施する。具体的
には、技術ごとにその開発リ
スクや開発段階は異なるた
め、３つの開発フェーズ（「イ
ンキュベーション研究開発フ
ェーズ」、「実用化開発フェー
ズ」、「実証開発フェーズ」）を
設けることで、その開発段階
等に応じるものとする。原則
として複数回公募を行う。 
省エネルギー技術に係る技

術革新を促進し、効率的な技
術開発及び制度の実効性を確
保するため、関係機関及びユ
ーザ等の外部有識者からなる
会議体（コンソーシアム等）
を設置（機構内だけではなく
外部機関も有効に活用）し、
同会議体を活用することで、
省エネルギー技術における重
要な技術開発課題に係る検討
を行うと共に、横断・融合領
域の創出、外部環境への影響
や社会変革への働きかけ、海
外展開の可能性などといった
総括的な議論を行い、内外に
発信していく。また、上記の
議論も取りまとめつつ、「エネ
ルギー基本計画」の改定など
の政策的な動きも十分視野に
入れ、国内外の技術動向を踏
まえつつ、重要技術の見直し
などを行う。 
更に、必要に応じ、新たな

切り口や着想に基づいた省エ
ネルギーに係る技術の発掘、
将来の革新的な省エネルギー
技術開発に資するための検討
や制度の効果評価のための調
査等を行う。 

－ （ⅱ）省エネルギー分野 
１．戦略的省エネルギー技術革新プログラ
ム ［平成２４年度～平成３３年度］ 
現行の「省エネルギー技術戦略」に掲げ

る産業・民生・運輸部門等の省エネルギー
に資する重要技術に係る分野を中心とし
て、技術開発を実施した。 
今年度は、外部有識者からなる委員会を

設置し、「エネルギー基本計画」の改定な
どの政策的な動きも十分視野に入れて、重
要技術の見直しを行い、平成２６年度の第
２回公募から適用を開始した。また、重要
技術の中において、特に緊急性が高く、か
つ、社会的意義が高い「特定技術開発課題」
を改定し、平成２７年度の第１回公募から
適用を開始した。 
新規の採択については、技術ごとにその

開発リスクや開発段階は異なるため、３つ
の開発フェーズ（「インキュベーション研
究開発フェーズ」、「実用化開発フェーズ」、
「実証開発フェーズ」）を設けることで、
その開発段階等に応じるものとし、２回の
公募を行った。第１回公募において２５テ
ーマ、第２回公募においても２５テーマを
採択し、制度発足以来、最大数を採択した。
また、成果が上がったテーマに係るプレ

スリリース、展示会での展示及び成果発表
を通じて、企業の事業化を促進した。 
更にこれまで終了したテーマに係る成

果の状況等の把握を目的とした調査に着
手した。 

 

２．太陽熱エネルギー活用型
住宅の技術開発 ［平成２３
年度～平成２７年度］ 
平成２７年度末に、全国の

気候区分に合わせた実証住宅
において、高性能断熱材、高
機能パッシブ蓄熱建材及び戸
建住宅用太陽熱活用システム

－ ２．太陽熱エネルギー活用型住宅の技術開
発 ［平成２３年度～平成２７年度］ 
平成２６年３月に研究開発項目④「太陽

熱活用システムの実証住宅での評価」につ
いて公募を行い、平成２６年６月に実施体
制を決定した。平成２７年２月には、住宅
の省エネルギー基準への反映を目指す旨、
最終目標に明記することを基本計画に追
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ェーズの案件について事
業化に係る調査を毎年行
い、省エネルギー効果の総
量を公表することとする。 
（ａ）産業分野 
産業部門では、エネルギ

ー効率向上によるコスト
削減は競争力に直結する
課題であり、省エネルギー
かつ低コストで低炭素型
製品等のものづくりが進
められており、我が国は世
界有数のエネルギー生産
効率を達成している。今後
は、エネルギー消費比率上
位の産業を中心として、更
なる効率改善を図るため、
燃焼利用の最小化や熱利
用工程の高効率化等に係
る技術開発の実施、エクセ
ルギーの損失を最小化す
る産業プロセスやシステ
ムの改善等に取組んでい
く。 
（ｂ）家庭・業務分野 
家庭・業務部門のエネル

ギー消費は我が国でも増
加傾向にあるが、特に発展
途上国を中心に急激に増
加している。住宅や業務用
ビルの省エネルギーを推
進するため、住宅・建築物
躯体の断熱・蓄熱性能の向
上、照明・空調・電子機器
等の効率向上及び無駄な
電力（電力変換ロスや待機
電力）の削減技術、未利用
エネルギーの活用、住宅・
建築物間でのエネルギー
マネジメント等の促進技
術の開発に取組んでいく。 
（ｃ）運輸分野 
運輸部門では、エネルギ

ー消費量の大部分を乗用
車及びトラックが占めて
おりその効率向上が重要
であるが、自動車単体対策
（燃費向上、高効率モータ
ー等の開発）に加えて、交
通流対策等にも資するＩ
ＴＳ（Intelligent 
Transport Systems）技術
の活用の検討等にも取組
んでいく。 
（ｄ）横断的分野 
各部門に共通する技術

は部門横断として捉え、具
体的には、空調、給湯、乾
燥、冷凍冷蔵、カーエアコ
ンなど様々な分野でその
適用が拡大している「ヒー

を実装し、条件を明確にした
上で空調・給湯エネルギーが
一次エネルギー換算で半減で
きる可能性を実証することを
目標に、以下の研究開発等を
実施する。 

記した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究開発項目④太陽熱活用シ
ステムの実証住宅での評価
（助成） 
公募により優れた提案を採

択して高性能断熱材、高機能
パッシブ蓄熱建材及び戸建住
宅用太陽熱活用システムを効
果的に組み込むための住宅を
設計し、シミュレーション等
により効果を検証した上で、
適切な設計変更を加える。そ
の後、日本全国の気候区分に
合わせた実証住宅として建築
し、各要素技術の省エネルギ
ー効果が把握できるよう各種
データの測定と解析を開始す
る。 
太陽熱活用住宅に係る調査

の実施（委託） 
平成２５年度に開始した実

証事業に向けた断熱材及び蓄
熱建材の評価方法の検討を継
続実施し、今年度は、主に評
価結果の取りまとめを実施す
る。また、事業の最終目標に
向けた効果の検証やシミュレ
ーション等の検討を行うため
の委託調査の公募を必要に応
じて実施する。 

－ 研究開発項目④太陽熱活用システムの実
証住宅での評価（助成） 
公募の結果、以下の２グループを助成事

業者として選定した。 
（ａ）ＦＨアライアンスグループ（株式会
社ＦＨアライアンス、株式会社カワムラ、
株式会社大洋建設、花住ホーム株式会社、
松栄建設株式会社、丸七ホーム株式会社、
アイ・ホーム株式会社） 
（ｂ）ＯＭソーラーグループ（ＯＭソーラ
ー株式会社、小松建設株式会社、サイト工
業株式会社、ＯＭ建築工房株式会社、山佐
産業株式会社、株式会社アイムホーム） 
 
真空断熱材、ＰＣＭ蓄熱建材、太陽熱活

用システムとして、ＯＭソーラーグループ
は、ＯＭソーラー改良システムを、ＦＨア
ライアンスグループはダブルスキン、トラ
ンプウィールを取り込んだマッハシステ
ム組み込んだ住宅を設計し、事前にシミュ
レーション等により効果を検証し、一部設
計変更を加えた。その後、日本全国の気候
区分に合わせた実証住宅を１０棟建築し、
省エネルギー効果が把握できるよう各種
センサーを設置して冬季からのデータ計
測を開始した。沖縄県の実証住宅は工期が
長い等の影響で完成と計測開始は平成２
７年度の予定とした。 
 
上記の助成事業の他、次の委託事業を実

施した。 
（ａ）平成２５年度～平成２６年度（委託
先：株式会社野村総合研究所） 
太陽熱エネルギー活用型住宅の技術開

発に係る断熱材及び蓄熱建材の動向調査
として、実証事業に向けた断熱材及び蓄熱
建材の初期的な評価方法の検討を行った。
この成果に基づいて、平成２６年度～平成
２７年度に実施する実証事業に採用可能
な断熱材と蓄熱建材の採用基準が明確に
なった。これにより、平成２３年～平成２
５年に実施した断熱材と蓄熱建材の開発
事業に参加していない事業者にも「太陽熱
活用システムの実証住宅での評価」事業参
画の門戸を開いた。 
（ｂ）平成２６年度～平成２７年度（委託
先：佐藤エネルギーリサーチ株式会社）（平
成２７年６月までの委託分の事業者） 
太陽熱エネルギー活用型住宅の技術開

発の実住宅での評価に関して、全国１１カ
所の住宅の省エネルギー性能を同一の評
価方法で統一的に評価することにより、省
エネルギー性能の評価の信頼性を高める
検討を開始した。なお、平成２７年末まで
の複数年度事業として実施する。 
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 トポンプ」、また、様々な
分野において使用される
電気電子機器に備わる電
源の高効率化を支える「パ
ワーエレクトロニクス」、
さらには、熱利用が想定さ
れる分野のエネルギー消
費用途の概ね５０％を占
める熱の有効利用や、次世
代送配電ネットワークの
構築（高温超電導線材を活
用した高機能電力機器等
を含む）に不可欠であり、
都市や街区レベルでのエ
ネルギー利用最適化を図
るエネルギーマネジメン
ト技術に資する「熱・電力
の次世代ネットワーク」等
に係る技術開発に取組ん
でいく。 

３．次世代送電システムの安
全性・信頼性に係る実証研究 
［平成２６年度～平成２８年
度］ 
 将来の高密度な電力需要に
見合った高効率次世代送電シ
ステムの実現に資することを
目的とし、超電導送電技術の
安全性及び信頼性を向上させ
るために以下の研究開発を実
施する。 
本プロジェクトは、平成２

６年度に公募を実施する。 

－ ３．次世代送電システムの安全性・信頼性
に係る実証研究 ［平成２６年度～平成２
８年度］ 
 前年度中に公募を開始し、平成２６年７
月から高温超電導ケーブルメーカ、冷却シ
ステムメーカ及びユーザ企業の揃った体
制を構築して世界初となる安全性・信頼性
評価の研究開発を開始した。 

●世界初となる超電導ケーブルの信頼性確
認プロジェクトを開始 

・超電導ケーブルの社会実装に必要不可欠な
不測事態（地絡・短絡事故等）での影響評
価方法の開発を世界で初めて開始。 

・外部有識者の意見を踏まえ、プロジェクト
中間段階で試験項目を追加し、試験内容を
拡充。 

・世界最高性能の冷凍機システムの耐久性、
保守性の評価に着手。実系統に接続した連
続運転に向け、制御システムの確認を開
始。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目①高温超電導ケ
ーブルの安全性評価方法の開
発 
超電導ケーブルでの絶縁破

壊等の電気的事故、断熱管等
での機械的故障や損傷、並び
に、冷却システムの故障等、
超電導ケーブルシステムで想
定される各種の事故・故障を、
海外での適用も考慮に入れ
て、抽出・分類するとともに、
それらの発生頻度及び損害レ
ベルを考慮した安全性評価試
験の具体的実施項目を選定す
る。 
また、安全性試験に用いる

想定する用途に応じた高温超
電導ケーブルサンプルの作製
に着手すると共に、それを評
価するための安全性評価試験
装置の開発に着手する。 

－ 研究開発項目①高温超電導ケーブルの安
全性評価方法の開発 
超電導ケーブルでの絶縁破壊等の電気

的事故、断熱管等での機械的故障や損傷、
並びに、冷却システムの故障等、超電導ケ
ーブルシステムで想定される各種の事
故・故障を、海外での適用も考慮に入れて、
抽出・分類するとともに、それらの発生頻
度及び損害レベルを考慮した安全性評価
試験の具体的重要確認項目として短絡試
験２項目、地絡試験６項目、外傷試験３項
目を選定した。 
 また、安全性試験に用いる短絡試験３種
類、地絡試験２種類計５種類の高温超電導
ケーブルサンプルの作製に着手すると共
に、それを評価するための安全性評価試験
装置の開発に着手した。 

 

 研究開発項目②高温超電導ケ
ーブル用高効率・高耐久冷却
システムの開発 
超電導ケーブルの断熱に係

る構造・材質を改良し、２種
類以上の電圧階級の超電導ケ
ーブルの試作に着手する。 

－ 研究開発項目②高温超電導ケーブル用高
効率・高耐久冷却システムの開発 
超電導ケーブルの断熱に係る構造・材質

を改良し、２種類の電圧階級の超電導ケー
ブルの試作に着手した。 
冷却システムの設計及び制御技術の高

度化については、冷却システムのシミュレ
ーション方法の確立のために、長距離冷却
の際の中継基地間に設置される場合の冷
却システムの相互運用（最適化）、揚水発
電所の発電機引き出し線のようなケーブ
ル配置に高低差がある場合の対応、ブレイ
トン冷凍機複数台設置（冗長系含む）の場
合の冷却システム最適運転方法について
の課題を抽出した。 
また、系統連系試験に備えて、高効率ブ

レイトン冷凍機を東京電力旭変電所に移
設完了した。 

 

 研究開発項目③について
は、研究開発項目①での結果
及びシミュレーションによっ
て示された影響の度合いに応
じて検討する。 

－ 研究開発項目③早期復旧等の実用性向上
のための対策検討 
平成２８年度からの実施項目のため、そ

れに向けて、研究開発項目①での試験結果
及びシミュレーションによって示された
影響の度合いを確認し、情報の蓄積を行っ
た。 
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 ⅲ）蓄電池、エネルギーシ
ステム分野 
ａ．蓄電池 
我が国が競争力を確保す

るため、今後大きな成長が
望め、かつ我が国の優位性
を活かすことが出来る分野
における蓄電池に注力し、
技術開発を実施するものと
する。 
また、産学の技術進展を

加速する共通基盤技術とし
て、蓄電池材料の評価手法
の確立等に取り組むことと
する。さらに、ＩＥＣやＩ
ＳＯ等における国際標準の
制定・見直しの場で、我が
国主導による国際標準化を
促進するものとする。 
ｂ．スマートグリッド、ス
マートコミュニティ 
電力システム安定化に向

けた取組に注力することと
し、系統側におけるスマー
トグリッド、 需要側におけ
るスマートコミュニティ、
発電側における再生可能エ
ネルギーの能動的出力調整
技術、これらを支える蓄電
技術といったシステム全体
にわたる技術の開発・実証
を、総合的に推進するもの
とする。 

（ⅲ）蓄電池・エネルギー
システム分野 
（ａ）蓄電池 
蓄電池は、電気自動車

（ＥＶ）やプラグインハイ
ブリッド自動車（ＰＨＥ
Ｖ）等の次世代自動車の普
及、再生可能エネルギーの
導入拡大やスマートグリ
ッド実現の核となる重要
な技術である。また、経済
産業省が２０１２年７月
に定めた「蓄電池戦略」で
も、２０２０年に世界全体
の市場（２０兆円）の５割
のシェアを我が国関連企
業が獲得することが目標
に掲げられており、今後も
市場の拡大が想定される
成長産業と位置付けられ
ている。 
第３期中期目標期間に

おいては、国際的な競争が
激化しつつある蓄電産業
について、引き続き我が国
が競争力を確保するため、
用途に応じて高性能・高安
全性・高信頼性・低コスト
の蓄電池を実用化・事業化
していくことが必要であ
り、今後大きな成長が望
め、かつ我が国の優位性を
活かすことができる分野
における蓄電池に注力し
て技術開発を実施する。 
車載用については、既に

実用化・事業化されている
リチウムイオン電池の出
力・エネルギー密度を他国
に先行して飛躍的に向上
させるとともに、低コスト
化を実現し、次世代自動車
市場を確保していく。ま
た、２０３０年の実用化・
事業化が期待されるポス
トリチウムイオン電池の
実現を目指し、産官学の英
知を結集して最先端の技
術開発に取り組むことに
よって、我が国の中長期的
な競争力の確保を目指す。 
大型蓄電池については、

電池の種類に捉われず、低
コスト化・長寿命化が期待
できる蓄電技術を開発す
るとともに、システムの制
御・運用に係る技術実証を
行い、実用化・事業化を促
進することで比較的新し

（ⅲ）蓄電池・エネルギーシ
ステム分野 
（ａ）蓄電池 
１．革新型蓄電池先端科学基
礎研究事業 ［平成２１年度
～平成２７年度］ 
電池の基礎的な反応メカニ

ズムの解明により、革新型蓄
電池の実現等に向けた基礎技
術を確立することを目的に、
京都大学 特任教授 小久見 
善八氏をプロジェクトリーダ
ーとし、以下の研究開発を実
施する。 

－ （ⅲ）蓄電池・エネルギーシステム分野 
（ａ）蓄電池 
１．革新型蓄電池先端科学基礎研究事業
［平成２１年度～平成２７年度］ 
電池の基礎的な反応メカニズムの解明

により、革新型蓄電池の実現等に向けた基
礎技術を確立することを目的に、以下の研
究開発を実施した。 

●蓄電池技術開発の戦略的な推進 
・再生可能エネルギー、次世代自動車の普及

促進と我が国の蓄電池産業の競争力を強
化するため、基礎から実用化開発までプロ
ジェクトを一体的に推進。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●現行比３倍のエネルギー密度を有する革
新型蓄電池のセル化に着手 

・放射光及び中性子ビームラインを用いて蓄
電池内部の動的挙動（電極内の反応分布）
をリアルタイムで観察し、電極構造や電解
液を改良することにより、蓄電池の高出力
化を実現。 

・有望な革新電池の要素材料として電極・電
解質などを開発しセル化に向けた取り組
みを開始。ＥＶの航続距離３倍以上を見通
せる革新型蓄電池として亜鉛空気電池な
どに絞り込んだ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目①高度解析技術
開発 
量子ビーム技術を用いた蓄

電池 in situ 計測技術を引き
続き深化させるとともに、核
磁気共鳴（ＮＭＲ）計測技術、
透過電子顕微鏡による高度解
析技術及び計算科学手法に基
づいた電池現象解析技術を発
展させる。また、これらの高
度解析技術を有機的に結合さ
せた蓄電池計測システムを構
築する。 

－ 研究開発項目①高度解析技術開発 
量子ビームを用いた蓄電池 in situ 計測

技術、核磁気共鳴（ＮＭＲ）計測技術の高
度化・高速化、透過電子顕微鏡による解析
手法の改良・開発、計算科学手法に基づい
た電池現象解析技術の高度化を進めた。 

 

 研究開発項目②電池反応解析 
 高電位正極に関して、in 
situ ラマン、in situ AFM（原
子間力顕微鏡）、交流インピー
ダンス測定を用い、劣化機構
及び劣化抑制機構を解明す
る。 

－ 研究開発項目②電池反応解析 
 in situ ラマン、in situ AFM（原子間
力顕微鏡）、交流インピーダンス測定を行
い、界面等の状態を把握し、劣化機構及び
劣化抑制機構の解析を行った。 

 

 研究開発項目③材料革新 
これまでに提案した材料設

計指針を適用しつつ、５００
Ｗｈ／ｋｇ級電池の実現見通
しを有する革新型蓄電池の開
発に貢献する。また、これま
でに見出された有力な正極活
物質被覆法及び電解質につい
て、高度解析技術や電池反応
解析技術を用いて副反応抑制
要因を解明し、高電位正極材
料への適用を図る。 

－ 研究開発項目③材料革新 
 ５００Ｗｈ／ｋｇ級電池の実現見通し
を有する、３００ｋＷ／ｋｇ級電池の実現
に資する高容量正極材料及び高容量負極
材料の開発を実施した。また、電池の劣化
要因である副反応の抑制が期待できる正
極/電解質界面の高度安定化技術の開発を
行った。 

 

 研究開発項目④革新型蓄電池
開発 
平成２５年度までに得られ

た電池系の電極―電解質界面
の制御等に関する指針を適用
し研究開発を進め、３００Ｗ
ｈ／ｋｇのエネルギー密度を
有する電池を構成し得ること
の見通しをつける。また、５
００Ｗｈ／ｋｇ級電池の実現
可能性を見通しうる高容量電
極材・電解質及び構成の設計
指針の導出を行う。 

－ 研究開発項目④革新型蓄電池開発 
 亜鉛空気電池とナノ界面制御電池に重
点をおいて研究開発を進めた。 
 亜鉛空気電池の研究では、正負極の改良
を行い、１０ｃｍ角のフルセルを構築し初
期特性を確認した。 
 ナノ界面制御電池の研究では、３００Ｗ
ｈ／ｋｇの達成を見込める電池系を設定
した。また、電極/電解液界面の改善、電
解液の開発等により目標を達成する革新
型電池実現の見通しを得た。 
 

 

Ⅰ Ⅰ 1 Ⅰ 61



 い本技術の市場を確保し
ていく。 
また、産学の技術進展を

加速する共通基盤技術と
して、蓄電池材料の評価手
法の確立等に取り組む。 
さらに、ＩＥＣやＩＳＯ等
における国際標準の制
定・見直しの場に、必要に
応じてプロジェクトで得
られた成果を提供し、我が
国主導による国際標準化
を促進する。 
（ｂ）スマートグリッド、
スマートコミュニティ 
出力が不安定な新エネ

ルギーの大量導入や分散
電源化といった社会的要
請に応えつつ、エネルギー
を安定的に供給するイン
フラを効果的に構築・運用
するためには、蓄電池をは
じめとする蓄エネルギー
技術に加えて、ＩＴを活用
してエネルギー供給側と
需要側の情報を双方向で
共有し、エネルギーシステ
ム全体で需給変動を制
御・調整していく新たな仕
組みづくりが重要である。 
第３期中期目標期間に

おいては、特に電力システ
ム安定化に向けた取組に
注力することとし、系統側
における能動的制御技術
であるスマートグリッド、 
需要側においてコミュニ
ティ全体でエネルギーの
効率的利用を行うスマー
トコミュニティ、発電側に
おける再生可能エネルギ
ーの能動的出力調整技術、
これらを支える蓄電技術
といったシステム全体に
わたる技術の開発・実証を
総合的に推進する。 

２．次世代蓄電池材料評価技
術開発 ［平成２２年度～平
成２６年度］ 
高性能蓄電池材料評価に関

する課題とそれに対するアプ
ローチ手法を明確化すること
により、的確かつ迅速な新材
料評価手法を確立することを
目的に、民間企業等が実施す
る実用化開発を支援する。 

－ ２．次世代蓄電池材料評価技術開発 ［平
成２２年度～平成２６年度］ 

高性能蓄電池材料評価に関する課題と
それに対するアプローチ手法を明確化す
ることにより、的確かつ迅速な新材料評価
手法を確立することを目的に、民間企業等
が実施する実用化開発を支援した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●国内外の実電力系統での実証を実施  
・早期の実用化に向けて、開発した大規模蓄

電池システムを国内外ユーザーサイトの
実電力系統に設置し、系統安定化効果を検
証。平成２６年度は新たに米国での実証を
追加し、現在、３ヶ所で実証中。 

・平成２７年度は、さらに４ヶ所での実証を
追加する予定。 

 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目①新材料の共通
的な性能評価方法の確立 
標準構成電池モデル５種類

について安全性・信頼性試験
の手順書を完成させる。また、
これら試験に供した蓄電池に
ついて走査型電子顕微鏡（Ｓ
ＥＭ）を使用した電極構造解
析やガスクロマトグラフィー
を使用した発生ガス分析等を
行って、信頼性・安全性の支
配因子を特定する。これら手
順書及び知見を平成２４年度
に策定した評価基準書一次分
に追加して、評価基準書二次
版を完成させる。 

－ 研究開発項目①新材料の共通的な性能評
価方法の確立 
 標準構成電池モデル５種類について安
全性・信頼性試験の手順書を完成させた。
また、これら試験に供した蓄電池について
走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を使用した電
極構造解析やガスクロマトグラフィーを
使用した発生ガス分析等を行って、信頼
性・安全性の支配因子を特定した。これら
手順書及び知見を平成２４年度に策定し
た評価基準書一次版に追加して、評価基準
書二次版を完成させた。 

 

 研究開発項目②評価シミュレ
ーション技術の開発 
材料間・製造工程間の相互

影響、蓄電池の電気化学特性、
信頼性（劣化、寿命）への影
響等を一体的に評価できる評
価シミュレータを完成させ
る。また、シミュレーション
結果と実際の蓄電池の特性評
価結果を比較し、評価シミュ
レータの有用性を検証する。 

－ 研究開発項目②評価シミュレーション技
術の開発 
 製造工程による電極構造への影響、電極
構造の不均一化の定量化、蓄電池の電気化
学特性、信頼性（劣化、寿命）等を一体的
に評価できる評価シミュレータを完成さ
せた。また、シミュレーション結果と実際
の蓄電池の特性評価結果を比較し、評価シ
ミュレータの有用性を検証した。 

 

 研究開発項目③次世代蓄電池
用の部材提案と実用化研究 
有用な部材の産業界への提

案を目的として、リチウムイ
オン電池材料評価研究センタ
ーの組合員企業から提供され
る新規材料について、本事業
で策定した評価基準書を適用
して蓄電池試作と性能評価を
行う。蓄電池試作と性能評価
件数は５０件以上を目標とす
る。 

－ 研究開発項目③次世代蓄電池用の部材提
案と実用化研究 
有用な部材の産業界への提案を目的と

して、リチウムイオン電池材料評価研究セ
ンターの組合員企業から提供される新規
材料について、本事業で策定した評価基準
書を適用して６０件の蓄電池試作と性能
評価を行った。 

 

 ３．安全・低コスト大規模蓄
電システム技術開発 ［平成
２３年度～平成２７年度］ 
余剰電力貯蔵や短周期周波

数の変動抑制を目的とした系
統安定化用蓄電システムの実
用化に向けて、以下の研究開
発を実施する。 

－ ３．安全・低コスト大規模蓄電システム技
術開発 ［平成２３年度～平成２７年度］
余剰電力貯蔵や短周期周波数の変動抑

制を目的とした系統安定化用蓄電システ
ムの実用化に向けて、以下の研究開発を実
施した。 

 

 研究開発項目①系統安定化用
蓄電システムの開発 
系統安定化用蓄電システム

の開発として、セル、制御シ
ステム等の研究開発を実施
し、性能、寿命、安全性に関

－ 研究開発項目①系統安定化用蓄電システ
ムの開発 
 系統安定化用蓄電システムの開発とし
て、セル、制御システム等の研究開発を実
施し、性能、寿命、安全性に関する課題の
解決に関して検討を行った。実証運転を行
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する課題の解決を図る。さら
に実証運転を行っていないテ
ーマにおいても、実系統に接
続するシステム実証機の製作
を行い、再生可能エネルギー
と連系させた実証運転を実施
することで、蓄電システムの
効用検証を行うと共にシステ
ムとしての課題を抽出しその
解決を図る。 

っているテーマに関しては、蓄電システム
の効用検証を行うと共にシステムとして
の課題を抽出しその解決手法を検討した。
平成２５年度までに実証運転を行ってい
なかったテーマにおいても、実系統に接続
するシステム実証機の設計、製作、設置、
実証運転の開始等を行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●車載用高性能リチウムイオン電池の開発
を推進 

・次世代の電動車両に搭載するリチウムイオ
ン電池の電極材料やセル構造等の要素技
術開発を実施。 

・目標の航続距離２倍以上を見通す高容量
正・負極及び圧膜化技術により３０Ａｈ級
試作セルで初期性能として世界最高クラ
スのエネルギー密度（３３５Ｗｈ／ｋｇ、
１６００Ｗ／ｋｇ）を得る等、高い成果を
獲得。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②共通基盤研究 
矩形波インピーダンス法に

よる周波数応答解析を適用し
た劣化部位の推定手法を開発
する。またマイクロコンピュ
ータ等を用いて安価な劣化診
断装置のプロトタイプを作製
し、電池の劣化度と容量低下
の関係を明らかにする。併せ
て、同じリチウムイオン電池
ラミネートセルで劣化診断結
果を行った場合両実施者の診
断結果について比較検討を行
う。 

－ 研究開発項目②共通基盤研究 
 ５Ａｈ程度のリチウムイオン電池のラ
ミネートセルに矩形波インピーダンス法
による周波数応答解析を適用し、劣化部位
の推定手法の検証を進めた。またマイクロ
コンピュータ等を用いて安価な劣化診断
装置のプロトタイプを作製し、電池の劣化
度と容量低下の関係を明らかにした。併せ
て、同じリチウムイオン電池ラミネートセ
ルで劣化診断結果を行った場合両実施者
の診断結果について比較検討を行った。 
 

 

 ４．リチウムイオン電池応
用・実用化先端技術開発事業 
［平成２４年度～平成２８年
度、中間評価：平成２６年度］ 
２０２０年またはそれ以降

にリチウムイオン電池の用途
の主力と目される電気自動車
（ＥＶ）、プラグインハイブリ
ッド自動車（ＰＨＥＶ）の市
場における日本の優位性を確
保するとともに、多用途展開
による新規市場の創出及びコ
スト低減による蓄電分野の競
争力を強化することを目的
に、民間企業等が実施する実
用化開発を支援する。 

－ ４．リチウムイオン電池応用・実用化先端
技術開発事業 ［平成２４年度～平成２８
年度、中間評価：平成２６年度］ 

２０２０年またはそれ以降にリチウム
イオン電池の用途の主力と目される電気
自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド
自動車（ＰＨＥＶ）の市場における日本の
優位性を確保するとともに、多用途展開に
よる新規市場の創出及びコスト低減によ
る蓄電分野の競争力を強化することを目
的に、民間企業等が実施する実用化開発を
支援した。 

 

 研究開発項目①高性能リチウ
ムイオン電池技術開発 
正負極活物質のさらなる高

容量化、長寿命化及び低コス
ト化に向けた検討を行う。ま
た、電池を組み合わせたモジ
ュールまたはパックの構造及
び冷却技術や充填技術の検討
を引き続き行い、各実施者で
設定している中間目標の達成
に向けた検討を引き続き実施
する。さらに、正極-固体電解
質界面の抵抗低減に向けた検
討を引き続き行うとともに、
さらに高いイオン導電率を示
す硫化物固体電解質の探索を
引き続き行う。 

－ 研究開発項目①高性能リチウムイオン電
池技術開発 
リチウムイオン電池のさらなる高容量

化、長寿命化のため、正負極活物質、電解
液等の材料の改良を行った。また、低コス
ト化に向け、量産工法の開発を進めた。さ
らに、セルを組み合わせたモジュールまた
はパックの構造及び冷却技術や充填技術
の検討を行い、その効果を確認した。全個
体電池に関しては、正極活物質へのナノコ
ーティング技術等の適用により、正極-固
体電解質界面の抵抗低減への検討を行う
とともに高いイオン導電率を示す物固体
電解質の開発を進めた。 
なお、中間評価では、「複数のテーマ各々

の中間目標はほぼ達成され、総体的に順調
に推移していることから、最終目標の達成
及び実用化・事業化に高い期待が持たれ
る」との評価を得た。 
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 研究開発項目②リチウムイオ
ン電池応用技術開発 
２０Ａｈ級ラミネートセル

を用いた１０ｋＷｈ級モジュ
ールの性能及び耐久性を評価
する。また、平成２５年度に
開発した劣化予測モデルを用
いて実稼働を想定した運用方
法を策定する。さらに、量産
コスト試算及び安全性試験を
実施し、港湾荷役機械におけ
る実用性を総合的に評価す
る。 

－ 研究開発項目②リチウムイオン電池応用
技術開発 
 最大で２０Ｃ程度の急速充放電が可能
な２０Ａｈ級ラミネートセルを開発した。
また、開発したセルを用いた１０ｋＷｈ級
モジュールを開発し、出力特性及び耐久性
を検証した。さらに、劣化予測モデルを用
いて実稼働を想定したシミュレーション
を行い、最適な電池システム仕様を決定し
た。量産コストの検討及び耐振動性、耐塩
害性、安全性、放熱性等の安全性指標を満
足することを確認した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●石炭火力技術の高度化を推進 
・ＮＥＤＯは石炭火力の低炭素化を目指し、
石炭火力を高効率化する技術（石炭ガス
化)や石炭ガスからＣＯ２を分離・回収する
技術の開発等を推進。 

・ＣＯ２分離回収装置を使用した状態で、発
電効率４０．０％※を達成できる可能性を
示した。  
（※発電端効率） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ５．先進・革新蓄電池材料評
価技術開発 ［平成２５年度
～平成２９年度］ 
先進リチウムイオン電池及

び革新電池に用いられる新規
材料の性能・特性を的確かつ
迅速に評価できる材料評価手
法の確立に向け、技術研究組
合リチウムイオン電池材料評
価研究センター 専務理事 
太田 璋氏をプロジェクトリ
ーダーとし、以下の研究開発
を実施する。 
先進リチウムイオン電池に

ついては、正極活物質（固溶
体系、高電位系）及び負極活
物質（シリコン系、黒鉛系）
の標準電池モデル、電池作製
仕様書及び性能評価手順書を
策定する。また、電池作製仕
様書及び性能評価手順書に基
づいて、各種標準電池モデル
の性能・特性データを蓄積す
る。革新電池については、全
固体電池の正極、負極、固体
電解質に適用する一次候補材
料を選定して小型電池モデル
を試作し、初期特性を把握す
る。 

－ ５．先進・革新蓄電池材料評価技術開発
［平成２５年度～平成２９年度］ 
先進リチウムイオン電池については、正

極活物質（高電位系、固溶体系）及び負極
活物質（シリコン＋黒鉛系）の電極作製の
基本仕様を決定した。また、試作電池の評
価を通じ、初期の活性化プロセスの特性へ
の影響や、高温貯蔵でのガス発生現象等の
データ蓄積を行った。難燃性電解液につい
ては、安全性と密接に関係する各種材料評
価方法の確立を中心に検討を行った。 
革新電池については、全固体電池の圧粉

成型セルの試作条件・方法に関する検討、
固体電解質特有の電気化学特性評価法の
確立を進めた。また、文部科学省所管の「先
端的低炭素化技術開発（ＡＬＣＡ）／次世
代蓄電池研究加速プロジェクト」に参加
し、全固体電池の研究者との情報・意見交
換等を進めた。 
 
 

 

 ⅳ）クリーンコールテクノ
ロジー（ＣＣＴ）分野 
石炭火力の高効率化・低

炭素化を目指すため、これ
までのプロジェクトでの成
果を活用するとともに、高
効率の燃料電池に適用可能
な石炭ガスのクリーンアッ
プ技術等の要素技術開発を
推進することとする。また、
ＣＯ２分離回収技術を適用
してもエネルギー効率の低
下が最小限に抑制される石
炭ガス化複合発電（ＩＧＣ
Ｃ）システム等の要素技術
開発、システム内の未利用
廃熱を活用した高効率化技
術等の基盤的研究を推進す
ることとする。さらに、我
が国の優れた低品位炭の改

（ⅳ）クリーンコールテク
ノロジー（ＣＣＴ）分野 
石炭は、石炭火力発電を

中心に、今後とも世界的に
需要が拡大し、世界の一次
エネルギーに占める割合
が高くなると見込まれ、我
が国でも一次エネルギー
総供給量に占める石炭の
割合及び発電量に占める
石炭火力の割合は２０％
以上と重要なエネルギー
源である。このため、高効
率な石炭火力発電技術、石
炭利用の課題となるＣＯ２

の削減技術（ＣＣＳ等）を
組み込んだゼロエミッシ
ョン石炭火力技術の開発
を推進していく必要があ
る。また、石炭は、供給安

（ⅳ）クリーンコールテクノ
ロジー（ＣＣＴ）分野 
１．ゼロエミッション石炭火
力技術開発プロジェクト 
［平成４年度～平成２９年
度］ 
地球環境問題への対応及び

化石エネルギー資源の安定供
給への対応を推進するため、
ゼロエミッション型石炭火力
発電の実現を目指すととも
に、我が国のクリーンコール
テクノロジーの国際競争力強
化のための技術開発・調査研
究を、以下の事業項目につい
て実施する。 

－ （ⅳ）クリーンコールテクノロジー（ＣＣ
Ｔ）分野 
１．ゼロエミッション石炭火力技術開発プ
ロジェクト ［平成４年度～平成２９年
度］ 
地球環境問題への対応及び化石エネル

ギー資源の安定供給への対応を推進する
ため、ゼロエミッション型石炭火力発電の
実現を目指すとともに、我が国のクリーン
コールテクノロジーの国際競争力強化の
ための技術開発・調査研究を、以下の事業
項目について実施した。 
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 質技術を海外に普及、促進
を支援することとする。ま
た、高効率、低コストの石
炭改質技術の開発を推進す
ることとする。製鉄プロセ
スについては、ＣＯ２削減に
資するべく、環境調和型製
鉄プロセス技術開発を推進
することとする。 

定性の面で優れているが、
可採埋蔵量の約半分が、品
位の低い未利用炭となっ
ている。世界的な石炭需給
の緩和、及び我が国のエネ
ルギーセキュリティ向上
を目指しこれら未利用炭
の多目的利用のための技
術開発を行う必要がある。 
 こうした我が国が優位
性を持つクリーンコール
テクノロジーは、普及展開
による国際貢献とともに、
産業競争力確保の観点か
ら、更なる技術力の向上が
必要である。 
 革新的な高効率発電技
術及びＣＯ２削減技術とし
ては、石炭ガス化複合発電
（ＩＧＣＣ）／石炭ガス化
燃料電池複合発電（ＩＧＦ
Ｃ）の実現が期待されてい
る。第３期中期目標期間で
は、石炭ガス利用の高効率
化を実現するガス精製技
術、排ガスのＣＯ２濃度を
高める高効率なＣＣＳ対
応型石炭ガス化発電シス
テム技術等の要素技術の
開発、ガス化炉そのものの
エネルギー効率向上、廃熱
利用といった基盤的技術
開発を行う。 
 褐炭は、水分が多く、そ
の一方で、乾燥すれば自然
発火性が高いことから、輸
送に適さず、利用が進まな
い。このため、石炭の乾燥
技術開発が必要である。ま
た未利用炭においては、灰
分、硫黄あるいは水銀等の
含有量が多いため、従来の
石炭利用設備に直接供給
できない。そこで、脱灰分、
脱硫黄、脱水銀等の改質技
術開発が必要となる。第３
期中期目標期間では、未利
用の低品位炭について、経
済性と利用可能な品質の
バランスを踏まえた、乾燥
技術、改質技術についての
調査を行うとともに、必要
な技術開発を行う。 
製鉄プロセスにおける

ＣＯ２削減に資するべく、
排出される二酸化炭素の
約３０％削減を目指し、環
境調和型製鉄プロセス技
術開発を推進する。第３期
中期目標期間においては、
PhaseⅠ step１で得られ
た要素技術を基に、１０ｍ
３規模のミニ高炉、コーク
スガス（ＣＯＧ）改質設備

研究開発項目①ゼロエミッシ
ョン石炭火力基盤技術開発 
 

（１）ＣＯ２回収型次世代ＩＧ
ＣＣ技術開発［平成２０年度
～平成２６年度］ 
財団法人エネルギー総合工

学研究所 プロジェクト試験
研究部長 小野崎 正樹氏を
プロジェクトリーダーとし、
以下の研究開発を実施する。
平成２４年度までに「送電端
効率４２％（ＨＨＶ基準、Ｃ
Ｏ２回収後）を実現させる基盤
技術」が確立したことを踏ま
えながら、次フェーズ研究計
画を商用化に向けた効果的な
ステップとすべく、引き続き
ＣＯ２予熱設備などを追設し
た小型ガス化炉によりＯ２／
ＣＯ２ガス化反応促進効果を
追加的に検証する。また、基
本ガス化反応検討により数値
解析手法を高精度化し、それ
を用いた実機規模ガス化炉解
析等を実施する。それらの研
究成果を踏まえて、平成２７
年度からの次期フェーズにお
ける研究課題の抽出及びベン
チスケール試験装置の概念設
計を行う。 
 

（２）次世代高効率石炭ガス
化技術調査［平成２４年度～
平成２６年度］ 
平成２５年度の成果を受け

て、高温水蒸気ガス化技術を
用いた高効率ガス化システム
を実現するための、エンジニ
アリング上の課題を解決する
ために必要な開発項目を整理
し、本システム実現可能性の
検討を行うとともに、次世代
ガス化システム開発のロード
マップを作成する。 
 

（４）ＣＯ２分離型化学燃焼石
炭利用システム可能性調査
［平成２４年度～平成２６年
度］ 
平成２５年度の検討結果を

もとにラボベースでの要素試
験を実施し、技術的課題の抽
出を行い、ベンチ試験への反
映を検討するとともに、ベン
チ試験装置の規模（数ｔｏｎ
／ｄ規模を想定）、開発課題へ
の対応等を検討し、基本仕様
を検討する。また、導入が見
込まれるシステムについて、
要素技術を確認し、キャリア
粒子の選定、製造方法、コス
ト等の評価等を実施する。 

－ 研究開発項目①ゼロエミッション石炭火
力基盤技術開発 
（１）ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開
発［平成２０年度～平成２６年度］ 
 炭種や運転条件を拡大し、これまでに取
得したＣＯ２富化時のガス化反応データ
を拡充した。また、数値解析により実機規
模ガス化炉の運転条件を評価し、次フェー
ズ試験を効率的に進めるために必要な特
性データを取得した。加えて、本システム
の経済性評価を行い、他システムと比較し
た優位性を示すと共に、実用化までのロー
ドマップとマイルストーンを明確化した。
これらの研究成果を踏まえ、次フェーズに
おける研究課題を抽出し、基本計画を構築
した上で、次フェーズの試験設備の概念設
計、さらには試設計を行った。 
 
（２）次世代高効率石炭ガス化技術調査
［平成２４年度～平成２６年度］ 
 水蒸気を噴流床ガス化炉へ添加するＩ
ＧＣＣシステムの達成可能な送電端効率
を試算するとともに、ガス化炉内３次元シ
ミュレーションを行うことで、開発課題を
整理して開発工程を明らかにした。さら
に、高温酸素透過膜を用いた酸素製造技術
を適用したときに見込める送電端効率を
試算した。 
 
（４）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用シス
テム可能性調査［平成２４年度～平成２６
年度］ 
 ＣＯ２回収コストに影響を与える酸素
キャリアの充填量は、実験結果及び設計見
直しを反映し、削減できることを明らかに
した。人工キャリアの反応性は天然キャリ
アより１０倍以上あることを確認したが、
反応サイクル経過による劣化が大きいこ
とを明らかにした。また、キャリアの耐摩
耗性の一部確認とそれを把握するための
試験装置を検討した。以上を踏まえて、キ
ャリアのコストと耐摩耗性の目標ターゲ
ットを検討した。 
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等を製作し、総合的な高炉
からの二酸化炭素排出削
減技術及び二酸化炭素分
離回収技術の開発を行う
とともに、次期１００ｍ３

規模実証炉へのスケール
アップのためのデータを
得る。また、製鉄プロセス
におけるＣＯ２排出量を約
３０％削減及びＣＯ２分離
回収コスト２，０００円／
ｔ－ＣＯ２を可能とする技
術を確立する。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②クリーンコー
ルテクノロジー推進事業［平
成４年度～平成２９年度］ 
石炭利用に伴い発生するＣ

Ｏ２、ＳＯＸ、ＮＯＸ等による
地球環境及び地域環境問題へ
の対応、並びにエネルギー需
給の安定化への対応等を図る
ため、海外ＣＯ２対策技術・Ｃ
ＣＳプロジェクトに係る情報
収集・意見交換、ＣＣＴ開発
等の先導調査・マップ見直し
及びその他ＣＣＴ推進事業、
ＩＥＡの各種協定に基づく技
術情報交換及び石炭ガス化技
術国際シンポジウム等を実施
する。 

－ 研究開発項目②クリーンコールテクノロ
ジー推進事業［平成４年度～平成２９年
度］ 
 ＣＯ２分離回収技術について近年開発
されているものを調査してＣＯ２回収量
とコストの関係を調査した。また、低品位
炭とバイオマス燃焼の石炭火力への混焼
について経済的価値と導入量を検討した。
更に、日本の石炭火力の競争力強化につい
て、日本技術の強みを生かしたビジネスモ
デルについて検討している。ＩＥＡの
Clean Coal Centre（ＣＣＣ）と Fluidized 
Bed Combustion（ＦＢＣ）については、そ
れぞれ年２回の運営委員会に参加し情報
交換を行った。また、石炭ガス化シンポジ
ウムは予定通り実施した。 

 

 研究開発項目③革新的ＣＯ２

回収型石炭ガス化技術開発
［平成２２年度～平成２６年
度］ 
電源開発株式会社 若松研

究所長 中静 靖直氏をプロ
ジェクトリーダーとし、以下
の研究開発を実施する。平成
２５年度に「回収ＣＯ２の純度
９８％以上及びＣＯ２分離回
収システムのエネルギーロス
の１０％低減」達成した、酸
素吹石炭ガス化炉とＣＯ２分
離回収装置の主要箇所につい
て材料劣化調査・詳細分析を
実施する。 

－ 研究開発項目③革新的ＣＯ２回収型石炭
ガス化技術開発［平成２２年度～平成２６
年度］ 
 １，５００℃超級のガスタービン導入を
想定した場合のＣＯ２回収に伴う効率損
失を６．４ポイント（４５．６％→３９．
２％）に抑制できることが分かった（ＳＴ
ＥＰ－２の化学吸収法に対して１７％の
消費エネルギー削減）。さらに、低温作動
型サワーシフト触媒の活用により、蒸気消
費量を合理化した結果、上記効率損失を
５．６ポイント（４５．６％→４０．０％）
にまで抑制できる可能性を示した。 
 一方、酸素吹石炭ガス化炉設備、ガス精
製設備及びＣＯ２分離回収設備（化学吸収
法及び物理吸収法）の主要箇所について、
材料劣化調査を実施した。その結果、異常
や減肉の認められた部位については、代替
材料の選定を行うなどの対応策を取りま
とめた。 

 

 研究開発項目④クリーン・コ
ール・テクノロジー実用化可
能性調査［平成２６年度～平
成２７年度］ 
ＣＣＳを含むＣＣＴ技術の

技術開発に先立ち、開発する
技術について具体的な試設計
の実施、想定価格の設定、市
場性、社会受容性、技術開発
項目及び開発計画等の検討を
行う。このため、ＣＣＳによ
る効率低下を抑制するための
ＣＯ２分離回収システム最適
化調査研究、燃料電池をＩＧ
ＦＣに適用する際に被毒成分
を除去するための燃料電池向
け石炭ガスクリーンナップ技
術適用性調査及び低品位炭を
合成天然ガスや水素等に転換
する事業における技術開発課
題の抽出やビジネスモデルの
構築のための低品位炭利用促

－ 研究開発項目④クリーン・コール・テクノ
ロジー実用化可能性調査［平成２６年度～
平成２７年度］ 
 酸素吹きＩＧＣＣで Pre-Combustion の
ＣＯ２回収を行う場合に、ＩＧＣＣのガス
タービン燃焼温度により、系統圧力が変化
するため、条件により最適なＣＯ２回収方
法を検討した。また、既設に設置する場合
と新設を建設する場合でも最適なシステ
ムが異なることが分かった。また、酸素吹
きＩＧＣＣの事業戦略について調査検討
した。ＩＧＦＣ用の被毒成分除去のための
石炭ガスクリーナップ技術は除去装置の
概念設計を行い、来年度以降のＳＯＦＣ被
毒試験のための模擬ガス製造装置を検討
した。低品位炭については公募により、５
件のビジネスモデルを検討して実用化の
ための課題を抽出しビジネスモデルの実
現可能性を評価した。 
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進事業可能性調査を実施す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●要素技術を組み込んだ試験高炉の建設を
開始 

・製鉄所からのＣＯ２排出量を約３０％の削
減可能な技術の確立を目指し、我が国全て
の高炉メーカーが参画。開発した要素技術
を組み込んだ試験高炉の操業等による総
合技術開発を実施。 

・試験高炉（実炉の１／４００程度の１０ｍ
３規模）の詳細設計を完了し、建設を開始。

 
 
以上のような成果がでていることを勘案し
た結果、この項目の自己評価をＡとした。 

 研究開発項目⑤低品位炭利用
促進技術実証［平成２６年度
～平成２７年度］ 
離島が多く高コストのディ

ーゼル発電に頼っているイン
ドネシアにおける代替発電技
術として、日本独自の熱水改
質技術を適用することが可能
な褐炭ＣＷＭを用いた発電シ
ステムの実証を行うため、発
電設備の製作・据付けを行う。 

－ 研究開発項目⑤低品位炭利用促進技術実
証［平成２６年度～平成２７年度］ 
 インドネシアにおいて褐炭に熱水改質
技術を適用した褐炭スラリー（ＣＷＭ）の
系統連系を含む発電実証試験を行うため、
現地にて発電設備の建設を行った。 

 

 ２．環境調和型製鉄プロセス
技術開発（ＳＴＥＰ２） ［平
成２５年度～平成２９年度］ 
 新日鐵住金株式会社 製銑
技術部長 齋藤公児氏をプロ
ジェクトリーダーとし、以下
の研究開発を実施する。 

－ ２．環境調和型製鉄プロセス技術開発（Ｓ
ＴＥＰ２） ［平成２５年度～平成２９年
度］ 

 

 研究開発項目①高炉からのＣ
Ｏ２排出削減技術開発 
（１）鉄鉱石還元への水素活
用技術の開発 
試験高炉の詳細設計を行い

建設工事を開始する。また、
還元ガス吹き込み方法の最適
化評価、試験高炉の想定プロ
セスにおける炭素消費量削減
効果の確認を行う。還元ガス
のシャフト吹込の場合に原料
の高炉への装入物分布を最適
化するための試験装置を製
作、立ち上げる。 
 

（２）コークス炉ガス（ＣＯ
Ｇ）改質技術の開発 
連続的に安定した水素増幅

率を確保する技術を確立させ
るための実用化に向けたベン
チプラント（ＢＰ２）の詳細
設計を行い、製作に着手する。
また、高炉への吹込ガスの品
質要求に対応する反応条件、
反応プロセスの検討を行う。 
 

（３）コークス改良技術開発 
多様な石炭及び高性能粘結

材の配合条件で高強度コーク
スを製造、特性を調査し石炭
及び高性能粘結材間の相互作
用を明確にする。また、改質
ＣＯＧ吹き込み条件下におけ
るコークス反応挙動を定量化
するためのコークス反応試
験、反応速度解析モデルの作
成を進める。 

－ 研究開発項目①高炉からのＣＯ２排出削
減技術開発 
（１）鉄鉱石還元への水素活用技術の開発
 １０ｍ３規模試験高炉の詳細設計･設備
製作･購入を行い、平成２６年１０月１日
より杭打ちを開始し、工程通りに工事中。
また、各種ガス吹き込みプロセスを想定し
た試験を実施すると共に、前年度に開発し
た高炉数学モデルを用いて、シャフト吹込
みについて炭素消費量の削減効果を評価
し、プロセス上の課題を抽出した。さらに
高炉装入模型装置の製作・立ち上げを行っ
た。 
 
（２）コークス炉ガス（ＣＯＧ）改質技術
の開発 
 平成２５年度に実施した試験結果等か
ら反応条件の最適化検討等を行い、実用化
の為に必要な連続的に安定した水素増幅
率を確保する技術を確立のためのベンチ
プラント（ＢＰ２）の基本設計を行い、第
1期建設工事に着手した。また、高炉で求
められる改質ＣＯＧの組成についての議
論を進め、ＣＯＧ中メタンを低減するため
にＢＰ２に導入する無触媒部分酸化炉の
設計を行った。 
 
（３）コークス改良技術開発 
 昨年度に続き、種々の配合による高性能
粘結材を利用した高強度コークスを製造
し、配合によるコークス強度および反応
性・反応後強度の変化を評価した。また、
既検討の反応速度式に対し水性ガスシフ
ト反応の補正を行い、ほぼ高炉内環境に対
するコークスの消耗度を推算できる反応
速度式が得られた。 
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 研究開発項目②高炉ガスから
のＣＯ２分離回収技術開発 
（１）ＣＯ２分離回収技術開発 
再生温度の低減のため、高

性能な新吸収液を検討し、ラ
ボレベルでの性能評価を行
う。また、分離回収熱量原単
位の低減のため、非水系媒体
等を用いた新規吸収液系を検
討する。物理吸着法について
は二段型新規吸着塔における
高効率な分離条件を提示し、
実証する。また、実機で採用
する機器類について調査を行
うとともに、その効率向上の
可能性について検討する。 
 

（２）未利用排熱活用技術の
開発 
熱交換試験装置により排熱

回収効率を評価し、低温排熱
回収に適した高効率な熱交換
器を選定する。また、製鉄所
内に点在する低温排熱源から
の熱輸送媒体の調査を行う。 

－ 研究開発項目②高炉ガスからのＣＯ２分
離回収技術開発 
（１）ＣＯ２分離回収技術開発 
 ＣＯ２吸収量の温度依存性に着目した
高性能な新吸収液を探索、検討した。また、
低反応熱が期待できる相分離現象等の活
用、反応促進する金属錯体触媒の探索、分
離回収エネルギー低減のための非水溶媒
活用等の新規吸収液系を検討し、効果的な
知見を得た。 
 物理吸着法については平成２５年度に
設置した実機相当吸着層高を持つ二段型
吸着塔を用いてベンチスケール試験を行
い、回収量増加・電力原単位削減が可能な
ことを確認した。また、新規吸着剤の基礎
特性を検証し、性能向上の可能性を見出し
た。 
 実機ＰＳＡ設計に必要な機器類の調査
を行い、ローター式脱湿機については必要
露点と再生温度及び脱湿剤の最適化によ
り当初想定からの効率化の可能性がある
ことを確認した。 
 
（２）未利用排熱活用技術の開発 
 熱交換器評価実験装置を導入し、目標の
熱回収率を達成しうる熱交換器の形態を
見極め、試作品の設計・製作を進めた。ま
た、ラボ試験に用いる油系熱輸送媒体の選
定を行った。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

Ⅰ（キ）技術分野ごとの計画 （産業技術分野） 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

      ＜自己評価＞ Ａ 評定  

v）環境・省資源分野 
ａ．フロン対策技術 
代替フロン等４ガス（Ｈ

ＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６、Ｎ
Ｆ３）については、競争力
をより強化するためのシス
テムの効率化や、コストダ
ウン等を視野に入れつつ、
新たな低温室効果冷媒の合
成開発や高効率な空調機器
の技術開発を推進し、併せ
て低温室効果冷媒の性能評
価及び安全性評価に取り組
むものとする。 

（ⅴ）環境・省資源分野 
(a)フロン対策技術 
代替フロン等４ガス（Ｈ

ＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６、Ｎ
Ｆ３）については、京都議
定書約束期間後の枠組み
においても、温室効果ガス
排出削減のために積極的
な対策を取ることが求め
られると想定される。特に
冷凍空調機器分野におい
ては、他の分野に比べ今後
１０～２０年間で特定フ
ロンから代替フロンへの
著しい転換が予測されて
いるため、低温室効果冷媒
への代替実現が急務であ
る。 
そのため第３期中期目

標期間では、競争力をより
強化するためのシステム
の効率化や、コストダウン
等を視野に入れつつ、新た
な低温室効果冷媒の合成
開発（新たな低温室効果冷
媒を少なくとも１種類開
発）や高効率な空調機器の
技術開発を推進し、併せて
低温室効果冷媒の性能評
価及び安全性評価（燃焼・
爆発特性やフィジカルハ
ザード等の評価）に取り組
むことで、市中におけるフ
ロン機器の代替を図り、温
室効果ガス削減により広
く、直接的に寄与すること
を目指す。 

（ⅴ）環境・省資源分野 
１．高効率ノンフロン型空調
機器技術の開発 ［平成２３
年度～平成２７年度］ 
従来のフロン冷媒使用機器

と同等以上の省エネルギー性
と（オゾン層の破壊及び温室
効果等の環境影響が少ない）
低温室効果冷媒の使用を両立
する業務用空調機器技術を実
現するために、機器システム
及び冷媒の両面からの革新的
技術を開発することを目的
に、東京大学大学院新領域創
成科学研究科教授 飛原 英
治氏をプロジェクトリーダー
に、日本冷凍空調工業会微燃
性冷媒安全検討 WG 主査 藤
本 悟氏をサブプロジェクト
リーダーとし、以下の研究開
発を実施する。 
なお、国内外の規制動向、

技術開発動向等について情報
収集し、実施者との共有を図
るとともに、事業運営に適切
に反映する。 

－ （ⅴ）環境・省資源分野 
１．高効率ノンフロン型空調機器技術の開
発 ［平成２３年度～平成２７年度］ 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●温室効果約６分の１の新冷媒を開発 
・地球温暖化防止に貢献するため、業務用

の空調機器で使用されている冷媒と比べ
ＧＷＰ（地球温暖化係数）を大幅（約６
分の１）に低下した新冷媒を開発。 

・新冷媒及び機器の最適化、安全性に係る
リスクアセスメントなど、商業生産に向
けた技術開発を加速しており、平成２８
年度には実用化の見込み。 

 
＜課題と対応＞ 
・冷媒開発については、引き続き実用化に

向けて、性能・安全性評価に取り組む。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

研究開発項目①低温室効果の
冷媒で高効率を達成する主要
機器の開発 
平成２５年度までに開発し

た要素部品（熱交換器、圧縮
機等）を搭載した空調システ
ムの実証試験を実施するため
に、システム制御仕様を検討
するとともに、実証機を製作
する。 

－ 研究開発項目①低温室効果の冷媒で高効
率を達成する主要機器の開発 
平成２５年度までに開発した新機構圧

縮機、新型熱交換器等の主要機器を組み込
んだ実証機を製作し、実証試験時の自動運
転のためのシステム制御仕様の検討を実
施した。 

 

 研究開発項目②高効率かつ低
温室効果の新冷媒の開発 
平成２５年度までの開発成

果を踏まえ、機器開発に必要
とされる特性データを取得す
るとともに、新冷媒を適用す
る機器の最適化、長期信頼性
の確認のための実証試験を実
施する。 

－ 研究開発項目②高効率かつ低温室効果の
新冷媒の開発 
平成２５年度までの開発成果を踏まえ

て新冷媒を選定し、その実用化に向けて、
環境影響、安全性、熱力学特性等の機器開
発に必要とされるデータを取得するとと
もに、冷凍機油特性、サイクル性能等の評
価のための実証試験を実施した。 

 

 研究開発項目③冷媒の性能、
安全性評価 
微燃性物質を低温室効果冷

媒として使用する際の性能及
び安全性を評価するため、冷
媒の基本物性、サイクル性能、
及び燃焼・爆発特性を実験的
及び数値的に評価するととも

－ 研究開発項目③冷媒の性能、安全性評価 
微燃性物質を空調機器用の低温室効果

冷媒として使用する際の性能・安全性評価
のため、想定事故シナリオに基づくフィジ
カルハザード評価、室内への冷媒リーク時
の安全性評価、冷媒の燃焼性評価等、室内
実験や数値計算の技術を駆使した評価研
究等を実施した。 
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に、事故シナリオを想定した
安全性評価を検討・実施する。 

  
 
 
 
 
●レアアース磁石リサイクルシステムの構

築 
・レアアースは、供給源の偏在、副産物と

して生産される特殊性、国際的な需要逼
迫等より、安定供給のための体制作りが
課題。資源確保の観点からレアアースの
効率的なリサイクルが必要。  

・これまで回収できていなかった産業用モ
ーターからのレアアース磁石の取り出し
装置、レアアース抽出装置、再生磁石の
作成と性能評価等の開発により、使用済
み産業用モーターからの構成材の９９％
をリサイクルする一貫したリサイクルプ
ロセスを世界で初めて構築。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ｂ．３Ｒ分野 
資源確保の観点から、レ

アメタル等の希少資源に関
するリサイクルシステムの
構築に向けた技術開発を実
施することとする。 
また、リサイクル産業の

海外展開に向けた技術の開
発・実証については、日本
国内（又は他の先進国）と
同等以上の水準を達成する
ことを目指すこととする。 

(b)３Ｒ分野 
製品からのレアメタル

含有部品の回収について
は、技術的基盤は概ね構築
されつつあるが、対象鉱種
や対象製品に応じて個別
に効率化や低コスト化の
ための技術の開発・実証が
必要な状況である。一方、
レアメタル含有部品から
のレアメタル抽出・精製プ
ロセスについては、効率化
や環境負荷低減を実現す
る新技術の開発の可能性
があり、長期的に取り組む
必要がある。また、最終処
分場の逼迫は長期的課題
として解決が求められて
いる。 
第３期中期目標期間に

おいては、特に資源確保の
観点から、レアメタル等の
希少資源に関するリサイ
クルシステムの構築に向
けた技術開発を実施する。
そのうち次世代自動車か
らのレアアース磁石のリ
サイクルに関しては、国内
で年間１３０トン以上の
磁石を回収可能な技術を
構築する。これにより、代
替材料の開発・普及に要す
るリードタイムを補い、供
給源の多様化による資源
リスクの低減を目指す。 
また、リサイクル産業の

海外新興国における技術
の開発・実証については、
マテリアルリサイクル率
や処理後物の品位等、開発
する技術ごとに適した指
標を設定し、日本国内（又
は他の先進国）と同等以上
の水準を達成することを
目指す。そして、最終処分
場の逼迫への対応につい
ては、技術的観点からの課
題の有無を整理し、必要な
技術開発等の取組を行う。 

(b)３Ｒ分野 
１．使用済モーターからの高
性能レアアース磁石リサイク
ル技術開発 ［平成２４年度
～平成２６年度］ 
 平成２５年度までの成果に
基づき、リサイクルシステム
に適応した磁石回収及びレア
アース抽出技術の民間企業等
が実施する実用化開発を支援
する。昨今の自動車は駆動系
のみならず、電動パワーステ
アリングやパワーウィンドウ
等、レアアース磁石使用モー
ターが随所に組み込まれてい
る。また自動車だけでなく、
使用済み産業用モーター等に
含まれているレアアース磁石
はリサイクルの実施例がな
い。そこで、回収可能なレア
アースの量を拡大するため、
リサイクル対象製品を拡充
し、要素技術を確立するとと
もに、実際の使用済み製品を
用いた実証研究を行う。 

－ (b)３Ｒ分野 
１．使用済モーターからの高性能レアアー
ス磁石リサイクル技術開発 ［平成２４年
度～平成２６年度］ 
平成２５年度までの成果に基づき、市中

からの使用済み製品回収等を含めたレア
アース磁石リサイクルシステムの構築に
適応した磁石回収装置及びレアアース分
離抽出技術等を開発した。 
産業用モーター（エレベータ）では、モ

ーター分解、磁石取り出し装置、ブラスト
処理技術、溶融塩式レアアース電解抽出装
置の開発を実施し、回収したレアアース磁
石で作成した再生磁石が所定の性能を確
保したことにより回収から再資源化まで
の一貫したリサイクルプロセスを構築し
た。 
ハイブリッド自動車用モーターでは、既

存の触媒回収システムに適合させ、回収現
場となる客先でローター、シャフトの分離
回収をする可搬式分離回収装置を開発す
ることで回収費の低減を図ったことと、磁
石取り出しの自動分離装置の開発で低コ
ストの回収システムを構築した（解体処理
費１／２）。 
新しいレアアース抽出技術の開発では、

小規模（１０ｋｇ）の実証設備で、前処理
なしでローターをそのまま溶融しレアア
ースを分離する実証実験を実施し金属、フ
ラックス、レアメタルの３相分離が可能な
ことを実証確認した。 
 

 

 ｃ．水循環分野 
要素技術開発において

は、水処理システムの長期
安定化運転等の実証による
競争力強化を目指すことと
する。また、国内の中小企
業等を対象とした暫定排水
基準解除のための技術確立
を推進することとする。さ
らに、国内における要素技

（ｃ）水循環分野 
産業競争力強化に資す

る水循環要素技術開発を
実施するとともに、実証研
究等により海外市場への
参入を支援し、国際競争力
の強化を図ることが重要
である。 
第３期中期計画期間中

においては、要素技術開発

（ｃ）水循環分野 
－ 
 

－ （ｃ）水循環分野 
－ 
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術の開発にとどまらず、国
内外への展開を支援するこ
ととする。 
 

について、水処理技術の高
度化・省エネルギー化等に
取り組むほか水処理シス
テムの長期安定化運転等
の実証による競争力強化
を目指す。 
また、国内の中小企業等

を対象に、水質汚濁防止法
に基づく排水規制対象物
質を高効率かつ低コスト
に処理可能な要素技術の
確立を推進する。 
さらに、国内における要素
技術の開発にとどまらず、
国内水関連企業の保有す
る膜分離活性汚泥法（ＭＢ
Ｒ）等の個別要素技術のパ
ッケージ化を促進させ、省
エネ性等の国際競争力を
有する水処理システムを
確立し、国内外への展開を
支援する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ｄ．環境化学分野 
将来にわたっても持続的

に化学製品を製造するため
に必要なグリーン・サステ
イナブルケミストリー（Ｇ
ＳＣ）プロセスの技術開発
を、引き続き行うこととす
る。 

（ｄ）環境化学分野 
日本の化学産業は、国際

的に高い技術力と競争力
を有し、経済社会の発展を
支えている一方で、地球温
暖化問題、資源枯渇問題が
現実化しつつある中で
様々な課題を抱えている。
例えば、国内の化学関連産
業の二酸化炭素排出量は、
年間約０．５億トンで、製
造業全体の約１５％を占
め、鉄鋼業に次ぐ第２位と
なる等、化学品の高機能化
に伴う製造プロセスの多
段化によるエネルギー消
費増が喫緊の課題となっ
ている。 
これらの問題を克服し、

持続的社会を実現するた
めに日米欧においてグリ
ーン・サステイナブルケミ
ストリー（ＧＳＣ）への取
組が活発に行われている。
具体的には、これまでのエ
ネルギー大量消費・廃棄型
生産プロセスから脱却し
て、持続的な生産が可能な
クリーンなプロセスによ
る供給体制を構築しよう
とするものである。 
第３期中期目標期間中

においては、将来にわたっ
ても持続的に化学製品を
製造するために必要なＧ
ＳＣプロセスの技術開発
を引き続き行う。具体的に
は、資源生産性を向上でき
る革新的プロセスを開発
すべく、①触媒によりナフ
サの分解温度を従来の熱

（ｄ）環境化学分野 
１．グリーン・サステイナブ
ルケミカルプロセス基盤技術
開発 ［平成２１年度～平成
２７年度］ 
国際的な技術開発動向や市

場動向等を踏まえて、資源、
エネルギー、環境の制約問題
を克服し、高機能な化学品の
持続的製造を可能とする基盤
技術の確立を目的として、以
下の研究開発を実施する。 

－ （ｄ）環境化学分野 
１．グリーン・サステイナブルケミカルプ
ロセス基盤技術開発 ［平成２１年度～平
成２７年度］ 

国際的な技術開発動向や市場動向等を
踏まえて、資源、エネルギー、環境の制約
問題を克服し、高機能な化学品の持続的製
造を可能とする基盤技術の確立を目的と
して、以下の研究開発を実施した。 

 

 研究開発項目③資源生産性を
向上できる革新的プロセス及
び化学品の開発 
(４）微生物触媒による創電型
廃水処理基盤技術開発［平成
２４年度～平成２７年度］ 
廃水中の有機物を微生物が

分解する際に生じる電気エネ
ルギーを効率よく取り出し、
廃水処理システム自体の運転
に活用し、併せて汚泥の大幅
削減を図るための微生物燃料
電池の実用化に必要な基盤技
術の開発を目的に、東京大学
先端科学技術研究センター 
教授 橋本 和仁氏をプロジ
ェクトリーダーとし、以下の
研究開発を実施する。平成２
６年度上期を完成目標とし１
立方メートル程度の実証試験
設備の設計・製作を行った後、
工場廃水を用いた運転を開始
する。実証試験によって技術
課題を抽出し、必要に応じて
それらを解決するために装置
や電極の改良を行う。実証試
験と並行して、アノード電極
及びカソード電極のコストダ
ウン手法の開発やカソード電

－ 研究開発項目③資源生産性を向上できる
革新的プロセス及び化学品の開発 
(４）微生物触媒による創電型廃水処理基
盤技術開発 
カソード電極については、昨年度に開発

した電極を進化させ、大幅なコストダウン
を進めた基材を用いた電極を開発し、試験
用では従来開発品と同等以上の性能であ
ることが確認できた。その結果を踏まえ、
実証試験での評価も開始した。アノード電
極については、昨年度までに開発した特殊
なアノード材料について微生物の付着性
を評価したところ非常に良好であること
が確認された。その材料について量産化プ
ロセスを検討し、実証試験用のアノード電
極を作製して実証実験を開始した。微生物
制御技術の開発では、微生物の発電に影響
を与える因子の検討を行い、特殊な添加剤
で出力が改善することを確認した。効率化
システムの開発では、本システムによる廃
水処理時の汚泥発生量を従来の活性汚泥
法と比較して評価した。その結果、汚泥発
生量は廃水の濃度や種類にも拠るが活性
汚泥法の１／３以下であった。実証試験に
ついては、スケールアップによる問題点に
ついて中型リアクタ(２０Ｌ)を用いて検
証し、集電性、電極間の絶縁性及び電極内
の通気性立ち上げ条件など改良を加えた。
その結果に基づき実証試験用の電極カセ
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分解法に比べ２００℃下
げ、基幹物質の生成比率の
制御を可能にするナフサ
接触分解技術（石油化学品
として付加価値の高いエ
チレン、プロピレンの収率
が５０％以上となる触媒
を開発する。）、②イソプロ
ピルアルコールや酢酸か
ら水を分離する蒸留プロ
セスにおいて、水透過度２
×１０－７ｍｏｌ／（ｍ２
ｓＰａ）、分離係数２００
以上を実現する分離膜技
術、③化学プロセス等から
発生する二酸化炭素等の
副生ガスを高濃度（９９．
９％以上）に分離・濃縮で
きる新規材料を開発し、高
濃縮された二酸化炭素等
を原料として有用な化学
品をクリーンに生産する
ための基盤技術、④微生物
燃料電池システムを工場
廃水処理に用いて、廃水処
理能力が現行の活性汚泥
処理と同等以上で、かつ、
８０％以上の省エネルギ
ーが可能な廃水処理基盤
技術等を確立する。 
さらに、化石資源からの

脱却や低炭素社会の実現
のためのキーテクノロジ
ーであり、我が国が世界ト
ップレベルの技術を有す
る触媒技術を活用し、国際
的優位性を確保しながら、
資源問題・環境問題を同時
に解決することを目指し
て新規なＧＳＣプロセス
の技術開発を実施する。 

極のコストダウンに資するカ
ソード触媒の開発を継続す
る。また、アノード電極のコ
ストダウン及び運転制御方法
の確立に必要となる微生物代
謝経路解析や装置の前後工程
も含めた効率化システムの開
発も継続して実施する。 

ットを設計・製作した。積水化学の工場に
その電極カセットを搭載した実証試験用
の廃水設備(１ｍ3)を設置し、運転を開始
した。発電量としては、省エネ８０％を達
成するのに必要な目標値を短期間ではあ
るが確認した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
●人工光合成の水素製造で太陽光エネルギ

ー変換効率２％を達成 
・国内で使用される化学品原料はナフサ等

の化石資源に大きく依存しており、地球
温暖化への影響の懸念や、輸入に頼る原
料の価格上昇・枯渇リスクに直面してい
る状況。 

・本事業では、太陽エネルギーを利用して、
光触媒による水分解で得た水素と二酸化
炭素を原料として基幹化学品を製造する
基盤技術の確立を目指すもの。 

・光触媒開発における、太陽エネルギーを
用いた水の分解による水素製造におい
て、太陽エネルギーの世界トップレベル
の変換効率２％達成する光触媒を開発。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ２．二酸化炭素原料化基幹化
学品製造プロセス技術開発 
［平成２６年度～平成３３年
度、中間評価：平成２６年度］ 
太陽エネルギーにより水か

ら水素を製造し、この水素と
ＣＯ２からプラスチック原料
等となる基幹化学品を高選択
的に製造することを目的とし
て、以下の研究開発を実施す
る。 

－ ２．二酸化炭素原料化基幹化学品製造プロ
セス技術開発 ［平成２６年度～平成３３
年度、中間評価：平成２６年度］ 
太陽エネルギーにより水から水素を製

造し、この水素とＣＯ２からプラスチック
原料等となる基幹化学品を高選択的に製
造することを目的として、以下の研究開発
を実施した。 

 

 研究開発項目①ソーラー水素
等製造プロセス技術開発 
（１）光触媒や助触媒及びこ
れらのモジュール化技術等の
研究開発 
太陽エネルギーの変換効率

向上に繋がる光触媒の吸収波
長の長波長化及び低欠陥化に
ついて、光触媒の組成及び合
成法の検討・最適化を行い、
光触媒材料系の抽出を図る。
また、光触媒と助触媒との良
質な界面の形成方法、助触媒
の共担持法や非対称修飾法の
検討を行い、光触媒等のエネ
ルギー変換効率１％を達成す
る。モジュール化技術では、
光触媒パネルを装着した反応
器全体の構造を検討し、光触
媒等のエネルギー変換効率を
最大限引き出すモジュール化
に向けた技術課題の抽出を実
施する。 
 

（２）水素分離膜及びモジュ
ール化技術等の研究開発 
ゼオライト系、シリカ系、

炭素系の３種類の膜材料につ
いて組成や作成方法を最適化
し、水素と窒素の混合ガス系
において、高い水素透過係数
を持つ複数の分離膜材料候補
を抽出する。水素分離用モジ
ュールの検討では、不活性希
釈ガス方式と極狭流路通過方
式の２種類について、シミュ
レーションや実験により最適
なモジュール形状を決定す
る。 

－ 研究開発項目①ソーラー水素等製造プロ
セス技術開発 
（１）光触媒や助触媒及びこれらのモジュ
ール化技術等の研究開発 
光触媒開発においては、太陽エネルギー

の変換効率向上に繋がる光触媒の吸収波
長の長波長化及び低欠陥化について、光触
媒の組成及び合成法の検討・最適化を行
い、光触媒材料系の抽出を行った。また、
光触媒と助触媒との良質な界面の形成方
法、助触媒の共担持法や非対称修飾法の検
討を行った。抽出された複数の材料候補に
ついて組み合わせの最適化を図り、シート
状に成形した光触媒を用いて性能評価用
のパラレルセルを作成し、太陽エネルギー
変換効率を測定した。その結果、太陽光を
用いた水分解水素製造において、太陽エネ
ルギー変換効率２％を達成した。また、モ
ジュール化技術では、光触媒パネルを装着
した反応器全体の構造を検討し、光触媒の
エネルギー変換効率を最大限引き出すモ
ジュール化に向けた技術課題を抽出した。
 

（２）水素分離膜及びモジュール化技術等
の研究開発 
分離膜開発においては、ゼオライト系、

シリカ系、炭素系の３種類の膜材料の組成
や作成方法の検討と最適化を実施した。そ
の結果、８０℃以下の水素と窒素の混合ガ
ス系において、分離性能と水素透過速度を
両立し、目標を達成する複数の分離膜材料
候補を抽出した。また、水素分離用モジュ
ールの検討では、着火非拡大方式と爆発範
囲外方式の２種類について、シミュレーシ
ョンや実験により最適なモジュール形状
を決定した。 
 

 

 研究開発項目②二酸化炭素資
源化プロセス技術開発 
小型パイロット試験に向け

て、低級オレフィン高選択性
ＦＴ触媒、ＦＴ／クラッキン

－ 研究開発項目②二酸化炭素資源化プロセ
ス技術開発 
合成触媒開発においては、小型パイロッ

ト試験に向けて、低級オレフィン高選択性
ＦＴ触媒、ＦＴ／クラッキング触媒及びメ
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グ触媒及びメタノール合成／
ＭＴＯ触媒について、触媒組
成や構造、反応条件の最適化
を実施する。これによって、
投入された水素又は二酸化炭
素由来の炭素のオレフィンへ
の導入率として７０％（ラボ
レベル）を達成する。さらに、
触媒開発による反応データを
用いて小型試験装置ベースの
反応シミュレータを完成させ
るとともに、ＦＴ合成反応、
ＦＴ合成反応／クラッキング
反応、メタノール合成／ＭＴ
Ｏ反応のプロセスシミュレー
タを完成させ、コストシミュ
レーションによる反応プロセ
スの最適化を行い、小型パイ
ロットの仕様を確定する。 

タノール合成／ＭＴＯ触媒について、触媒
組成や構造、反応条件の最適化を実施し
た。メタノール合成／ＭＴＯ触媒では、投
入された二酸化炭素由来の炭素のオレフ
ィンへの導入率として７０％（ラボレベ
ル）の目標を達成した。さらに、触媒開発
による反応データを用いて小型試験装置
ベースの反応シミュレータを完成させる
とともに、各プロセスと反応毎にプロセス
シミュレータを完成させ、コストシミュレ
ーションによる反応プロセスの最適化を
行った。これらの結果を踏まえ、小型パイ
ロットに進めるプロセスはメタノール合
成／ＭＴＯ反応プロセスとした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ３．有機ケイ素機能性化学品
製造プロセス技術開発 ［平
成２６年度～平成３３年度、
中間評価：平成２６年度］ 
我が国の有機ケイ素工業が

抱えるエネルギー面、コスト
面の問題を解決し、安定的に
高機能な有機ケイ素部材を提
供するための革新的触媒技術
及び触媒プロセス技術の確立
を目的として、以下の研究開
発を実施する。 

－ ３．有機ケイ素機能性化学品製造プロセス
技術開発 ［平成２６年度～平成３３年
度、中間評価：平成２６年度］ 
我が国の有機ケイ素工業が抱えるエネ

ルギー面、コスト面の問題を解決し、安定
的に高機能な有機ケイ素部材を提供する
ための革新的触媒技術及び触媒プロセス
技術の確立を目的として、以下の研究開発
を実施した。 

 

 研究開発項目①砂からの有機
ケイ素原料製造プロセス技術
開発 
砂のケイ素－酸素結合の一

部を選択的に開裂させて有機
基に置換した有機ケイ素原料
を合成する反応経路を確立す
る。有機ケイ素原料の中間原
料となるアルコキシシランの
製造について、触媒候補の選
定、脱水剤の検討を行う。ま
た、この中間原料からの有機
ケイ素原料の製造において、
水素を還元剤とする触媒反応
効率向上のための指針を得
る。高活性ケイ素化学種を用
いた中間原料とする有機ケイ
素原料の製造については、反
応基質、触媒構造、反応条件
の検討を継続し、反応経路や
触媒の候補を選定する。これ
らによって、複数の反応経路
とそれぞれの反応における触
媒の中心元素の種類や配位子
構造について複数の候補を選
定する。 

－ 研究開発項目①砂からの有機ケイ素原料
製造プロセス技術開発 
砂の直接変換反応によるアルコキシシ

ランの合成反応で、触媒を種々検討し、本
反応に最適な触媒としてチタンアルコキ
シドを選定した。また、原料シリカ（Ｓｉ
Ｏ２）を種々検討し、表面積が反応成績に
大きな影響を与えないことを明らかにし
た。シリカ基準で８０％以上の高収率を達
成し、その成果についてニュースリリース
を実施した。Ｓｉ―Ｏ結合の切断反応の触
媒としてＣｓＦなどのフッ素化合物が有
効であることを見出した。また、Ｓｉ―Ｏ

２を反応させて（Ｓｉ８Ｏ２０)８ -型のかご
状化合物を得ることに成功した。中間原料
の変換反応としてシリルトリフラートの
Ｈ２還元によるヒドロシラン合成反応を
見出しているが、同様にアルコキシシラン
類の変換反応が進行しないか、他の触媒も
含めて広く検討した。アルコキシシランの
アルキル化反応については、既に見出して
いるＭｎ錯体を代替するコバルトや鉄の
錯体の探索を行った。 

 

 研究開発項目②有機ケイ素原
料からの高機能有機ケイ素部
材製造プロセス技術開発 
高機能有機ケイ素部材であ

るシリコーンやポリシランを
構成する３種類の基本的なケ

－ 研究開発項目②有機ケイ素原料からの高
機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開
発  
ケイ素-炭素結合形成反応のうちヒドロ

シリル化反応の触媒について、すでに見出
していたＦｅ，Ｎｉの錯体触媒とＦｅ微粒
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イ素－炭素結合、ケイ素－酸
素結合、ケイ素－ケイ素結合
の形成に関する新規な触媒技
術を開発する。ケイ素－炭素
結合形成では、ヒドロシリル
化反応やカップリング反応に
用いる触媒の構造、反応条件
等を検討する。ケイ素－酸素
結合形成では、選択的なケイ
素－酸素結合の形成が可能な
各種反応に用いる触媒の構
造、反応条件等を継続して検
討する。また、シリコーンの
構造解析技術に関しては、各
種スペクトルや理論計算によ
る検討を実施する。ケイ素－
ケイ素結合形成では、高次シ
ラン構造の製造に有効なヒド
ロシランを原料とする脱水素
カップリング反応に関して、
触媒構造や反応条件を継続し
て検討し、触媒性能向上のた
めの指針を得る。ヒドロシラ
ンの安価な製造法に関して
は、金属錯体等を用いた触媒
の構造や反応条件の検討を継
続する。また、シミュレーシ
ョン等により有効な反応経路
や触媒候補を選定する。これ
らによって、高機能有機ケイ
素部材を想定した各種反応に
用いられる触媒の活性中心元
素や配位子構造等について複
数の候補を選定する。 

子触媒に加え、新たにＴｉ錯体触媒を見い
だし、特にかさ高い配位子のＴｉ錯体触媒
では反応が加速されることを見出した。Ｆ
ｅ錯体触媒では触媒を大幅に減らしても
反応が効率よく進行し、最大でＴＯＮが４
２００に達した。Ｎｉ錯体触媒では、Ｐｔ
が苦手とする配位性置換基を有する基質
のヒドロシリル化に有効な触媒を見出し、
また一部のＮｉ触媒は空気下でもヒドロ
シリル化活性を示した。微粒子触媒につい
ては、種々の金属のものを調製したが触媒
活性は低く、Ｆｅ微粒子触媒が最適である
ことが判明した。ベンゼンとヒドロシラン
の脱水素カップリング反応について、触媒
の検討を行い、最大で８０％の収率でカッ
プリング体を得ることに成功した。またＰ
ｄ－ナノパーティクル触媒で、ハロゲン化
アリールとヒドロシラン・ジシランのクロ
スカップリング反応が進行することも見
出した。ケイ素-酸素結合形成反応の原料
として有望でありながら、従来不安定で単
離ができないと考えられていたＳｉ（Ｏ
Ｈ）４など種々のシラノール類を合成・単
離することに成功し、原料として利用可能
なシラノール類を合成する反応経路と触
媒を選定した。また、これを原料としたシ
ロキサン合成反応の探索を行い、ヒドロシ
ランとの脱水素縮合反応によるケイ素-酸
素結合形成反応など、複数の反応とその触
媒を開発した。アルコキシシランとクロロ
シランのクロスカップリング反応では、か
さ高い原料で官能基交換が抑制されるこ
とを見出した。アルコキシシラン類の変換
反応では、アルコキシ基を選択的に変換し
てアシロキシシランを得る方法を開発し
た。モノシランからのジシラン製造触媒の
開発と条件検討により、無触媒系よりも１
００℃低い反応温度でも、無触媒時より高
収率でジシランを得ることに成功した。ま
たＦｅ錯体触媒でもジシラン合成反応が
進行することを見出した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ｅ．民間航空機基盤技術 
環境負荷低減、運航安全

性向上等の要請に対応した
航空分野の基盤技術力の強
化を図るための技術の開
発・実証試験等を行うこと
とする。 

（ｅ）民間航空機基盤技術 
環境負荷低減、運航安全

性向上等の要請に対応し
た航空分野の基盤技術力
の強化を図るため、操縦容
易性の実現による運航安
全性の向上等を可能とす
る技術の開発及び実証試
験等を実施する。 

（ｅ）民間航空機基盤技術 
－ 

－ （ｅ）民間航空機基盤技術 
－ 

 

 ⅵ）電子・情報通信分野 
技術革新のスピード、ビジ
ネス環境の変化等を踏まえ
つつ、我が国経済・社会の
基盤としての電子・情報通
信産業の発展を促進するた
め、電子デバイス、家電ネ
ットワーク／コンピューテ
ィングに関する課題につい
て、重点的に取り組むもの
とする。電子デバイスにつ
いては、我が国の電子関連
企業の競争力向上と新市場

（ⅵ）電子・情報通信分野 
電子・情報通信産業で

は、半導体・ディスプレイ
等のデバイス技術の進展、
高速ネットワークの普及
等により、スマートフォ
ン、タブレットなど携帯機
器とそれらを用いたアプ
リケーションが広がって
いる。同時に、クラウドの
普及によりビッグデータ
の活用の可能性が高まっ
ており、従来の情報技術

（ⅵ）電子・情報通信分野 － （ⅵ）電子・情報通信分野  
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開拓のために、低消費電力、
高速処理、高信頼性、設計
期間の短縮化等のデバイス
技術開発等を推進すること
とする。家電（ディスプレ
イ、有機トランジスタ、照
明等）については、低消費
電力化、軽量化、低コスト
化等を目指した技術開発等
を行うこととする。ネット
ワーク／コンピューティン
グについては、通信機器や
サーバにおける高速、低消
費電力化等のニーズに対応
するため、光・電子融合技
術等を中心とした技術開発
を行うとともに、それらを
組み合わせたシステム開発
等を行うこととする。さら
に、情報通信機器等におけ
るシステムとしての低消費
電力性能を大幅に向上する
ため、集積回路内の電力消
費制御等に係る技術開発を
行うこととする。 

（ＩＴ）の枠を超えた他の
産業との融合による新た
なビジネス創造が期待さ
れている。 
他方で、新興国の企業の

台頭や投資の大規模化に
より、世界的に競争環境が
一段と激化しており、さら
に、ＩＴ化の進展を通じた
情報処理量の増大による
エネルギー需要の増大も
引き続き重要な課題とな
っている。 
第３期中期目標期間中で
は、このような技術革新の
スピード、ビジネス環境の
変化等を踏まえつつ、我が
国経済・社会の基盤として
の電子・情報通信産業の発
展を促進するため、電子デ
バイス、家電、ネットワー
ク／コンピューティング
に関する課題について、重
点的に取り組むこととし、
以下の技術開発を推進す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●低消費電力化に資する新しいトランジス

タ構造を用いた集積回路を開発 
・将来見込まれるデジタル情報量の増加に

伴う電力消費の増大に向け、低消費電力
型の集積回路を開発。 

・ＮＥＤＯは、産総研スーパークリーンル
ームを研究開発拠点とした産官学連携の
体制を構築、新しいトランジスタ構造を
用いた集積回路を開発。 

・目標として掲げていた新不揮発デバイス
のみならず、それらを統合した集積回路
においても０．３７Ｖ（従来の１／３）
の超低電圧での動作を実証し、ＩＴ機器
の消費電力１／１０に道を開いた。 

 
 
 
 
 
 

 （ａ）電子デバイス 
我が国の電子関連企業

の競争力向上と新市場開
拓のために、低消費電力、
高速処理、高信頼性、設計
期間の短縮化等のデバイ
ス技術開発を推進する。 
日本企業が競争力を有

するメモリ分野等におい
ては、大容量化及び低コス
ト化に対応していくため、
極端紫外光（ＥＵＶ）等を
用いた最先端の１１ｎｍ
以細の微細加工技術につ
いて検査技術、レジスト材
料等の開発を進める。ま
た、現在のフラッシュメモ
リよりも高速で動作可能
な高速不揮発メモリやマ
イコン等との混載用デバ

（ａ）電子デバイス 
１．低炭素社会を実現する超
低電圧ナノエレクトロニクス
プロジェクト ［平成２１年
度～平成２６年度］ 
低炭素社会を実現する超低

電圧デバイスプロジェクト
［平成２２年度～平成２６年
度］ 
半導体集積回路（ＬＳＩ）

の低動作電圧化と高機能・高
集積化を実現し、エレクトロ
ニクス機器の消費電力を大幅
に低減することを目的に、以
下の研究開発を実施する。な
お、プロジェクトリーダーは
置かないが、超低電圧デバイ
ス技術研究組合 研究本部長 
住広直孝氏を中心としてプロ
ジェクトを推進する。 

－ （ａ）電子デバイス 
１．低炭素社会を実現する超低電圧ナノエ
レクトロニクスプロジェクト ［平成２１
年度～平成２６年度］ 
低炭素社会を実現する超低電圧デバイ

スプロジェクト［平成２２年度～平成２６
年度］ 
半導体集積回路（ＬＳＩ）の低動作電圧

化と高機能・高集積化を実現し、エレクト
ロニクス機器の消費電力を大幅に低減す
ることを目的に、以下の研究開発を実施し
た。 
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イス等の開発を推進する。 
また、ロジック分野にお

いては、低電圧動作や高速
不揮発メモリとの混載等
により消費電力を１／１
０に低減する低消費電力
技術等の開発を行う。 
さらに、パワー半導体の

分野では、社会的にニーズ
の高い低損失化を目指し
て、従来のシリコン（Ｓｉ）
への代替が期待される炭
化シリコン（ＳｉＣ）、窒
化ガリウム（ＧａＮ）等の
半導体について、６インチ
ウエハの成長技術、従来の
Ｓｉと比べて電力損失が
１／１００となるデバイ
ス製造技術、高温動作（２
００℃以上）でも使用可能
な抵抗器・コンデンサ等受
動部品の開発等を推進す
る。 
半導体の実装技術につい
ても注力する。半導体の微
細加工技術も限界が近づ
いてきていることから、三
次元実装技術等を開発し、
チップ配線長の大幅な短
縮化、データ伝送量の増大
を図ることで、高速処理、
多機能集積化、低消費電力
化が可能となるデバイス
を開発する。 

研究開発項目①ロジック集積
回路内１次メモリを対象とし
た、高集積・高速特性・高書
き換え耐性などの機能を有す
る超低電圧・不揮発デバイス
の開発 
・加速試験による１０年間の
リテンションと、書き換え
回数１０１６回が達成可能
な磁性変化デバイスのプロ
セスレシピを決定する。 

・読み書き電圧０．４Ｖ、読
み書き電流１００μＡ以
下、読み書き時間１０ｎｓ、
１．２Ｖ動作ＳＲＡＭの１
／１０の電力を実証すると
共に、メガバイト級メモリ
の実現可能性を提示する。 

・多値動作を実証することに
より、従来ＳＲＡＭ比２倍
の高集積化の可能性を実証
する。 

－ 研究開発項目①ロジック集積回路内１次
メモリを対象とした、高集積・高速特性・
高書き換え耐性などの機能を有する超低
電圧・不揮発デバイスの開発 
・加速試験による１０年間のリテンション

と、書き換え回数１０１６回が達成可能
な磁性変化デバイスのプロセスレシピ
を決定した。 

・低電圧動作用の周辺回路を備えたメモリ
マクロで、読み書き電圧０．４Ｖ、読み
書き電流１００μＡ以下、読み書き時間
１０ｎｓ、１．２Ｖ動作ＳＲＡＭの１／
１０の電力を実証すると共に、メガバイ
ト級メモリの実現可能性を提示した。 

・メモリマクロでの多値動作を実証するこ
とにより、従来ＳＲＡＭ比２倍の高集積
化の可能性を実証した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

研究開発項目②外部記憶の高
速低電力データ転送を実現す
る、高集積・高速低電力書き
込み特性などの機能を有する
超低電圧・不揮発デバイスの
開発 
・書き換え回数１０６回以上
を達成する。 

・データ転送速度４００ＭＢ
／ｓの高速動作を実証す
る。 

・外部記憶の並列チップ構成
において、従来の１／１０
の電力（６６ｍＷ）での低
電力動作が可能であること
を実証する。 

・クロスポイント型メモリア
レイを試作評価し、メモリ
セル面積４Ｆ２の高集積性
を実証する。 

－ 研究開発項目②外部記憶の高速低電力デ
ータ転送を実現する、高集積・高速低電力
書き込み特性などの機能を有する超低電
圧・不揮発デバイスの開発 
・新規デバイス構造を適用したＴＲＡＭ※

１メモリセルにおいて書き換え回数１０８

回以上を達成した。 
・１６ｋｂ ＴＲＡＭメモリアレイを試作
評価し、外部記憶のデータ転送速度４００
ＭＢ／ｓの高速動作化の見通しを得た。 
・ＴＲＡＭメモリアレイの評価結果に基づ
いて、外部記憶の並列チップ構成を想定
し、従来の１／１０の電力（６６ｍＷ）で
の低電力動作が可能である見通しを得た。
・クロスポイント型メモリアレイを試作
し、その正常動作を確認することで、メモ
リセル面積４Ｆ２（Ｆ：最小加工寸法）の
高集積性を実証した。 
※１ ＴＲＡＭ：Topological switching 
ＲＡＭ；超格子をメモリ部に使用したＲＡ
Ｍの総称 
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   研究開発項目③配線切り換え
を可能とするスイッチを対象
とした、低電流・高速書き換
え、高オン・オフ抵抗比、小
面積などの機能を有する超低
電圧・不揮発スイッチデバイ
スの開発 
・原子移動型スイッチを用い
たプログラマブルロジック
回路が０．４Ｖで動作可能
であり、その際の消費電力
がＳＲＡＭスイッチにより
配線切り替えを行った従来
型１．２Ｖ動作ロジック集
積回路に比べ１／１０以下
であることを実証する。 

・集積化したスイッチ素子の
面積が同一世代のＳＲＡＭ
スイッチを用いたプログラ
マブルロジックデバイス
（ＰＬＤ）に比べ１／２０
以下とする。 

・原子移動型スイッチとナノ
トランジスタ構造デバイス
の融合技術ＴＥＧマスクを
用いて、融合技術実証チッ
プの試作を行い、低電力性
能の検証を行う。 

－ 研究開発項目③配線切り換えを可能とす
るスイッチを対象とした、低電流・高速書
き換え、高オン・オフ抵抗比、小面積など
の機能を有する超低電圧・不揮発スイッチ
デバイスの開発 
・原子移動型スイッチを用いたプログラ
マブルロジック回路が０．３Ｖまで動作
可能であり、その際のアクティブ電力が
ＳＲＡＭスイッチにより配線切り替えを
行った従来型１．２Ｖ動作ロジック集積
回路に対しては１／２０以下であること
を実証した。 
・集積化した原子移動型スイッチ素子の
スイッチ面積は０．７ｕｍ２であり、スイ
ッチ素子の面積が同一世代のＳＲＡＭス
イッチの１／２０であることを実証し
た。 
・原子移動型スイッチとナノトランジス
タ構造デバイスの融合技術評価チップ
（原子移動型スイッチで構成したＲＯＭ
を登載）を用いて、０．４Ｖ以下の低電
力動作を実証した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目④集積回路チッ
プ内において、機能ブロック
の三次元集積を実現するため
の、微細幅・超低電気抵抗、
超高アスペクト比配線・材料
技術の開発 
・微細幅（最小線幅≦２０ｎ
ｍ）横方向ナノカーボン配
線の低抵抗化・細線効果抑
制（シート抵抗≦３Ω／□）
のための構造とプロセスを
決定する。 

・ＣＶＤグラフェンを用いた
ナノカーボン配線の実用化
可能性判断に不可欠な微細
幅（最小線幅≦２０ｎｍ）
横方向ナノカーボン配線の
構造とプロセスを決定す
る。 

・ＡＲ＞３０の超高ＡＲビア
へのナノカーボン材料埋め
込み可能性に目途をつけ
る。 

・ビア集積（抵抗≦Ｗ）に対
応したＣＮＴの品質向上・
ＣＭＰ･電極接合等のプロ
セス依存性の検討を行う。 

－ 研究開発項目④集積回路チップ内におい
て、機能ブロックの三次元集積を実現する
ための、微細幅・超低電気抵抗、超高アス
ペクト比配線・材料技術の開発 
・多層グラフェンへのドーピング、エッジ
制御により、微細幅（最小線幅≦２０ｎｍ）
横方向ナノカーボン配線の低抵抗化・細線
効果抑制（シート抵抗≦３Ω／□）のため
の構造とその加工プロセスを提示した。 
・成長条件検討、抵抗検証、ドーピング検
討等により、ＣＶＤグラフェンを用いた微
細幅（最小線幅≦２０ｎｍ）横方向ナノカ
ーボン配線の構造とプロセスを提示する
とともに、ドーピングにともなう触媒金属
への影響等の検討を開始した。 
・ビア内への触媒形成・ＣＮＴ成長検討を
行い、ＡＲ＞３０の超高ＡＲビアへのナノ
カーボン材料埋め込み可能性に目途をつ
けた。 
・ビア集積に対応したＣＮＴの品質向上・
ＣＭＰ･電極接合等のプロセス依存性に関
し、ＣＮＴへのドーピング等の検討を行っ
た。 

 

 研究開発項目⑤ 
 ＣＭＯＳトランジスタの超
低電圧動作、及びリーク電流
抑制を同時に実現するため
の、低しきい値ばらつきトラ
ンジスタを集積化するための
技術開発、並びに、この技術

－ 研究開発項目⑤ＣＭＯＳトランジスタの
超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時
に実現するための、低しきい値ばらつきト
ランジスタを集積化するための技術開発、
並びに、この技術を用いた高集積機能素子
における低電圧動作実証 
・評価サンプルの試作を通して、量産性
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を用いた高集積機能素子にお
ける低電圧動作実証 
・信頼性も含めて量産可能レ
ベルのプロセス技術を構築
し、ナノトランジスタ構造
デバイスと既存のＣＭＯＳ
トランジスタの融合集積化
技術を確立する。 

・ナノトランジスタ構造デバ
イスと既存のＣＭＯＳデバ
イスの設計環境を融合させ
て超低電圧動作チップが確
実に設計できる環境を確立
する。 

・ＢＥＯＬデバイスとの融合
も含めた実用化レベルの回
路を搭載したチップを設
計・試作し、従来デバイス
に比較して消費電力を１／
１０に低減できる目処を示
す。 

の判断が可能な水準でエピタキシャル成
長工程を確立した。さらに、周辺回路用
バルクトランジスタを含んだ大規模での
信頼性を評価し、量産可能レベルのデバ
イス・プロセス技術によってナノトラン
ジスタ構造デバイスと既存のＣＭＯＳト
ランジスタの融合集積化技術を確立し
た。 
・超低電圧実用回路の信頼性を阻害する
要因としてランダムテレグラフノイズ
(ＲＴＮ)やバイアス温度不安定性（ＢＴ
Ｉ）などを検討した。前者についてはナ
ノトランジスタ構造デバイスの特徴であ
る低不純物濃度（ドーパントレス構造）
がＲＴＮの低減にも寄与していることが
見出され、後者ではアンテナ効果の緩和
構造などデバイスの配線構造等を検討す
ることで良好な信頼性が得られることを
実証し、以上の知見をもとに超低電圧動
作回路の高信頼化のための設計環境構築
指針を提示した。 
・評価モジュールを用いて実証アプリケ
ーションチップを評価し、０．４Ｖ以下
の超低電圧で動作し、実用化回路レベル
で従来デバイスに対して消費電力を１／
１０に低減する基盤技術を確立した。 
・原子移動型スイッチとナノトランジス
タ構造デバイスの融合技術実証チップと
して原子移動型スイッチによるＲＯＭを
搭載したマイコンチップを設計試作し、
最小読出し電力０．２９５ｐＪ／ｂｉｔ
の低電力性能の実証を行った。以上の評
価結果により、最終目標であるナノトラ
ンジスタ構造デバイスと既存のＣＭＯＳ
トランジスタとの融合集積化技術を確立
するとともに、その設計環境構築への指
針を提示し、従来デバイスに比較して消
費電力を１／１０ に低減できる基盤技
術を確立するとともに、実用化回路レベ
ルでの達成目処を示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●省エネルギー社会を支えるパワーエレク

トロニクスの開発 
・ＮＥＤＯは１９９８年からＳｉＣ（炭化

ケイ素）を、２００２年からＧａＮ（窒
化ガリウム）を使用したパワーエレクト
ロニクスの技術開発に着手。 

・ウェハ、デバイス、周辺材料の開発を行
う企業および基礎的な原理を研究する大
学等との垂直型の連携による長期的な研
究開発を実施。 

 
 
●世界初 鉄道車両用フルＳｉＣ適用イン

バータ装置の実現 
・ＮＥＤＯは、デバイス開発の最終目標（耐

圧３ｋＶ以上など）を半年前倒しで達成
する等により、電力変換器の早期実用化
に貢献。 

・定員乗車時で約２０％、満員乗車時には
最大約３６％の消費電力を削減できる大
容量フルＳｉＣパワーモジュールを、世
界で初めて鉄道車両用インバータ装置と
して実用化。 

・また、ＳｉＣパワーデバイスの周辺材料

 ２．低炭素社会を実現する次
世代パワーエレクトロニクス
プロジェクト ［平成２１年
度～平成３１年度］ 
研究開発項目①低炭素社会を
実現する新材料パワー半導体
プロジェクト［平成２２年度
～平成２６年度］ 
 ＩＴ機器や直流・交流変換
機器の大幅な省エネルギー化
を実現するため、従来のＳｉ
（シリコン）に比べて１／１
００以下の電力損失や数ｋＶ
の高耐圧性など優れた性能を
持つＳｉＣ（炭化珪素）を用
いたパワー半導体デバイス関
連技術として、独立行政法人
産業技術総合研究所 先進パ
ワーエレクトロニクスセンタ
ー長 奥村 元氏をプロジェ
クトリーダーとし、以下の研
究開発を実施する。 
 
（１）高品質・大口径ＳｉＣ

－ ２．低炭素社会を実現する次世代パワーエ
レクトロニクスプロジェクト ［平成２１
年度～平成３１年度］ 
研究開発項目①低炭素社会を実現する新
材料パワー半導体プロジェクト［平成２２
年度～平成２６年度］ 
ＩＴ機器や直流・交流変換機器の大幅な

省エネルギー化を実現するため、従来のＳ
ｉ（シリコン）に比べて１／１００以下の
電力損失や数ｋＶの高耐圧性など優れた
性能を持つＳｉＣ（炭化珪素）を用いたパ
ワー半導体デバイス関連技術として、以下
の技術開発を実施した。 
 
（１）高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術
開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発 
・昇華法では、６インチ結晶において、成
長速度０．５ｍｍ／ｈ以上、転位密度５×
１０３cm-2 以下等を確認し、最終目標を達
成した。 
・革新的結晶成長法では、口径２インチ、
厚さｃｍ級の４Ｈ－ＳｉＣ単結晶を実現
した技術を更に高度化するとともに、１ｍ
ｍ／ｈ級の高速成長、および長尺成長が安
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結晶成長技術開発／革新的
ＳｉＣ結晶成長技術開発 
・昇華法では、最終目標達成
に向けて必要な品質と成長
速度の両立を図り、それら
の技術を実用化活動に供す
る。 

・革新的結晶成長法では、口
径２インチ、厚さｃｍ級の
４Ｈ-ＳｉＣ単結晶を実現
した技術の高度化と１ｍｍ
／ｈの安定成長技術を確立
して、昇華法に対する潜在
能力を示す。 

 
（２）大口径ＳｉＣウエハ加
工技術開発 
各要素プロセス装置実用化

に着手すると共に、実際に６
インチインゴットを用いた最
終目標を達成してエピ工程へ
供する。 
 

（３）ＳｉＣエピタキシャル
膜成長技術 
１００μｍ／ｈ以上の高速

成長を維持しつつ、６インチ
対応均一エピ成長技術のプロ
セスマージンを拡大させ最終
目標を達成する。 
 

（４）ＳｉＣ高耐圧スイッチ
ングデバイス製造技術 
・トレンチ構造を用いた高耐
圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴで
耐圧３ｋＶ以上、特性オン
抵抗１２ｍΩｃｍ２以下を
実現する。 

・３ｋＶ以上のフルＳｉＣ電
力変換器モジュールに対
し、同等耐圧レンジのＳｉ
デバイスに比べ５０％の低
消消費電力特性を実証して
最終目標を達成する。 

 
（９）高耐熱部品統合パワー
モジュール化技術開発 
１２００Ｖ／５０Ａ級Ｓｉ

Ｃパワーモジュールを試作
し、高温動作時の課題を抽出
し課題解決の見通しを得る。 

定的にできるように成長条件を最適化し、
昇華法に対する優位性を実証した。 
 
（２）大口径ＳｉＣウェハ加工技術開発 
・６インチのＳｉＣインゴットの切断、研
磨等の加工技術開発を基に一貫加工工程
を構築し、高速・高品質加工を実証した。
また、このウェハをエピ工程に供し、高品
質性を実証した。 
 
（３）ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術 
・１００μｍ／ｈ以上の高速成長と低残留
キャリア濃度を維持しながら、均一性と表
面欠陥密度の最終目標を達成した。 
 
（４）ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス
製造技術 
・トレンチ構造を用いた高耐圧ＳｉＣ－Ｍ
ＯＳＦＥＴで、耐圧３．７ｋＶ、特性オン
抵抗８．３ｍΩ・ｃｍ２のトレンチ型Ｓｉ
Ｃ－ＭＯＳＦＥＴを実現し、最終目標を達
成した。 

・大容量ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴ、ＳｉＣ－
ＳＢＤをインバータに組み込み、動作試験
を実施して、同等耐圧レンジのＳｉデバイ
スに対し５５%の損失低減を実証し最終目
標を達成した。 

 
（９）高耐熱部品統合パワーモジュール化
技術開発 
・１２００Ｖ／５０Ａ級ＳｉＣパワーモジ
ュールを試作し、接合温度２２５℃におけ
る動作を達成するとともに、プロセス条
件、材料の改善策を取り纏めた。 

開発の成果として、高耐熱パワーモジュ
ール向けの金属セラミック基板が「“超”
モノづくり部品大賞」を受賞。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目③次世代パワー
エレクトロニクス応用システ
ム開発［平成２６年度～平成
３１年度］ 
 材料、設計技術、実装技術
等の開発により、新材料パワ
ーデバイスを用いた応用シス
テム技術の民間企業等が実施
する実用化開発を支援する。
なお、必要に応じて、応用シ
ステムごとの要求に応じた新
材料・新構造等の基盤研究・
先導研究も支援する。２６年

－ 研究開発項目③次世代パワーエレクトロ
ニクス応用システム開発［平成２６年度～
平成３１年度］ 
公募・採択を行い、実施体制を決定する

とともに、新材料パワーデバイスを用いた
インバータの実現に必要な材料、設計技
術、実装技術の開発に向けて、主要研究開
発装置の仕様検討と導入を行い、研究開発
環境を整備した。 
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度は公募・採択を行い、実施
体制を決定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ３．次世代半導体微細加工・
評価基盤技術の開発 ［平成
２２年度～平成２７年度］ 
次世代の半導体微細化技術

として、極端紫外線（Extreme 
Ultra Violet：ＥＵＶ）露光
システムを構築するマスク関
連評価技術、レジスト材料技
術等を確立することを目的
に、株式会社ＥＵＶＬ基盤開
発センター 代表取締役社長 
森 一朗氏をプロジェクトリ
ーダーとし、以下の研究開発
を実施する。 

－ ３．次世代半導体微細加工・評価基盤技術
の開発 ［平成２２年度～平成２７年度］
次世代の半導体微細化技術として、極端

紫外線（Extreme Ultra Violet：ＥＵＶ）
露光システムを構築するマスク関連評価
技術、レジスト材料技術等を確立すること
を目的に、以下の研究開発を実施した。 

 

 研究開発項目①ＥＵＶマスク
検査・レジスト材料技術開発 
（１）ＥＵＶマスクブランク
欠陥検査（ＡＢＩ）技術開発 
基本性能を確認したｈｐ

（※１）１６ｎｍＡＢＩ装置
の量産適用評価を行い、さら
に１１ｎｍ以細での欠陥検出
装置化で必要となる位相欠陥
の定義を行い、欠陥検出感度、
検出確率などの指標を明確化
する。 
 

（２）ＥＵＶマスクパターン
欠陥検査（ＰＩ）技術開発 
・パターン欠陥のウェハ転写
性の露光実験及びシミュレ
ーションを行いｈｐ１１ｎ
ｍ以細での検出限界を明確
にする。 

・高感度化、高スループット
化を検討し、併せて必要な
総合機能の明確化、提示を
行う。 

（３）ＥＵＶレジスト材料技
術開発 

・ｈｐ１１ｎｍ以細のレジス
ト材料に対応したＬＷＲ
（※２）、感度、アウトガス
（※３）の合否基準を策定
する。 

・ＥＵＶ光、及び電子ビーム
照射時におけるアウトガス
の影響に関して、ｈｐ１１
ｎｍ以細における課題をま
とめ、評価手法及び基準に
対する指針を提示する。 

－ 研究開発項目①ＥＵＶマスク検査・レジス
ト材料技術開発 
（１）ＥＵＶマスクブランク欠陥検査（Ａ
ＢＩ）技術開発 
・基本性能を確認したｈｐ（※１）１６ｎ
ｍＡＢＩ装置の量産適用評価を行い、さら
に１１ｎｍ以細での欠陥検出装置化で必
要となる位相欠陥の定義を行い、欠陥検出
感度、検出確率などの指標を明確化した。
 
（２）ＥＵＶマスクパターン欠陥検査（Ｐ
Ｉ）技術開発 
・パターン欠陥のウェハ転写性の露光実験
及びシミュレーションを行いｈｐ１１ｎ
ｍ以細での検出限界を明確化した。 

・高感度化、高スループット化を検討し、
併せて必要な総合機能の明確化した。 

 
（３）ＥＵＶレジスト材料技術開発 
・ｈｐ１１ｎｍ以細のレジスト材料に対応
したＬＷＲ（※２）、感度、アウトガス（※
３）の合否基準を策定した。 

・ＥＵＶ光、及び電子ビーム照射時におけ
るアウトガスの影響に関して、ｈｐ１１ｎ
ｍ以細における課題をまとめ、評価手法及
び基準に対する指針を提示した。 

 

 

 研究開発項目②ＥＵＶマスク
検査装置・レジスト材料基盤
技術開発 
露光装置ＨＳＦＥＴ（High 

NA Small Field Exposure 
Tool）の性能を向上させ、こ
れを活用して新たな材料設計
手法及び評価の基盤技術を開

－  研究開発項目②ＥＵＶマスク検査装置・レ
ジスト材料基盤技術開発 
露光装置ＨＳＦＥＴ（High NA Small 

Field Exposure Tool）の性能を向上させ、
これを活用して新たな材料設計手法及び
評価の基盤技術を開発した。 
公募・採択を行い、実施体制を決定する

とともに、新たな材料設計手法及び評価の
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発する。本項目については、
２６年度に公募・採択を行い、
実施体制を決定する。 
※１ ｈｐ：half pitch の略。
ＬＳＩの配線層のピッチで
最小のものの１／２。 

※２ ＬＷＲ：Line Width 
Roughness の略。半導体製
造時のバラつきの一種。 

※３ アウトガス：レジスト
がＥＵＶ光などにより露光
された際に放出されるガス
のこと。アウトガスが露光
機内のミラーやマスク表面
を汚染し、反射率や解像度
の低下を引き起こす原因と
なる。 

基盤技術を開発した。 
※１ ｈｐ：half pitch の略。ＬＳＩの
配線層のピッチで最小のものの１／２。

※２ ＬＷＲ：Line Width Roughness の
略。半導体製造時のバラつきの一種。 

※３ アウトガス：レジストがＥＵＶ光な
どにより露光された際に放出されるガス
のこと。アウトガスが露光機内のミラーや
マスク表面を汚染し、反射率や解像度の低
下を引き起こす原因となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ４．次世代スマートデバイス
開発プロジェクト ［平成２
５年度～平成２９年度］ 
次世代交通社会の実現に必

須となるエレクトロニクス技
術の開発を目的に、以下の研
究開発を実施すると共に、民
間企業等が実施する実用化開
発を支援する。なお、プロジ
ェクトリーダーは置かず、テ
ーマごとにテーマリーダーを
設置する。 

－ ４．次世代スマートデバイス開発プロジェ
クト ［平成２５年度～平成２９年度］ 
次世代交通社会の実現に必須となるエ

レクトロニクス技術の開発を目的に、以下
の研究開発を実施するとともに、民間企業
等が実施する実用化開発を支援した。 

 

 研究開発項目① 車載用障害
物センシングデバイスの開発 
単一受光デバイス及び回路

の成立性を検討し、センサモ
ジュールの成立性検証を行
う。また、三次元積層の要素
技術として、印刷ＴＳＶ技術、
実装評価技術等を開発し、測
距センサモジュールの構成部
品を試作する。 

－ 研究開発項目①車載用障害物センシング
デバイスの開発 
単一受光デバイス及び回路の成立性を

検証するため、測距センサモジュールの構
成部品に対するＴＥＧ試作を実施し、感度
を従来比３倍向上した単一受光デバイス
を実現した。高出力ＬＤ、駆動回路及び発
光レンズにて、センサモジュールの成立性
を確認した。また、三次元積層の要素技術
として、ＴＳＶ金属充填や低応力接合等を
開発し、ＴＥＧ評価内容を抽出した。 

 

 研究開発項目② 障害物検
知・危険認識アプリケーショ
ンプロセッサの開発 
（１）画像意味理解プロセッ
サプラットフォーム技術の開
発 
 用意周到型アーキテクチャ
に基づく画像意味理解プロセ
ッサの評価用チップ、Ｃコン
パイラ、ＡＰＩライブラリ一
式を設計・開発し、電力性能
比の改善効果を検証する。更
に、高精度化への課題を抽出
し、改善策をまとめる。 
 
（２）車両周辺監視用画像意
味理解アプリケーションソフ
トウェア技術の開発 
 既存プラットフォーム上で
車両周辺監視ベースアプリケ
ーションソフトウェア評価を
行う。 

－ 研究開発項目②障害物検知・危険認識アプ
リケーションプロセッサの開発 
（１）画像意味理解プロセッサプラットフ
ォーム技術の開発 
 用意周到型アーキテクチャに基づくメ
ニーコア型画像意味理解プロセッサＲＴ
Ｌ(run-time library)を開発し、電力性能
比の改善効果を検証した。併せて画像意味
理解プロセッサを備えた評価用チップの
設計検証を行った。当該開発に要する専用
のＣコンパイラおよび、画像意味理解拡張
ＡＰＩライブラリ一式も開発した。 
 
(２)車両周辺監視用画像意味理解アプリ
ケーションソフトウェア技術の開発 
 既存プラットフォーム上で車両周辺監
視ベースアプリケーションソフトウェア
を開発し、車両周辺監視ベースアプリケー
ションソフトウェア評価を行い、ＡＰＩイ
ンターフェイスの基本仕様を纏めた。 
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 研究開発項目③ プローブデ
ータ処理プロセッサの開発 
理論上最終目標を満たす基

本仕様の検討を行い、回路レ
イアウト設計を開始する。ま
た、事業化を想定し実現性の
ある三次元実装ＬＳＩ向けテ
ストの仕様を検討する。更に、
これらを実現するための各種
要素技術開発を行う。 

－ 研究開発項目③プローブデータ処理プロ
セッサの開発 
 ＴＥＧ評価等の結果から、ＴＳＶ経由の
ＳＩ/ＰＩ設計仕様、ＴＳＶ電極構造、絶
縁有機膜構造等を定め、並行して論理設計
を流用可能なブロックについてレイアウ
ト設計を開始した。また、低コストな三次
元実装ＬＳＩ向けのテスト仕様検討を実
施した。更に、各種要素技術として、大電
流供給に対応した電極構造、シリコン絶縁
膜、メッキ材料等の設計技術、冷却循環系
の熱輸送原理等の技術開発を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●最新の電子デバイスの用途開拓を推進 
・ＮＥＤＯは、社会に実装されることで省

エネルギー効果が期待される最新の電子
デバイス（クリーンデバイス）の用途を
拡大、新市場の創出を目指す新しいプロ
ジェクトを開始。 

・デジカメ等に使われる高速・高感度・低
ノイズＣＭＯＳイメージャーや、光・熱・
振動・電磁波等のエネルギーを利用した
環境発電デバイスなどの実装・実証、標
準化・共通化を推進し、電力消費量の削
減に貢献。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ５．クリーンデバイス社会実
装推進事業 ［平成２６年度
～平成２８年度］ 
日本に技術的優位性のある

クリーンデバイス（※）をよ
り他用途で高い価値を提供す
ると共に、これらが必要とな
るような新市場を創出するこ
とを目的に、以下の事業を実
施する。 
・クリーンデバイス製造事業
者のみならず、関連業者が
連携の上で省エネルギーに
資するクリーンデバイスを
活用した社会課題解決及び
ユースケース（具体的な製
品とサービスの明確化）を
創出する。さらにユーザが
求める共通の仕様を整理
し、実装・実証することに
より、クリーンデバイス普
及に向けた信頼性・安全性、
標準化の方針と計画を策定
する。 

・２６年度は公募・採択を行
い、実施体制を決定する。 

・プロジェクトリーダーは置
かず、テーマごとにテーマ
リーダーを設置する。 

※クリーンデバイス：省エネ
ルギーに資する革新的デバ
イスであり、高周波半導体、
不揮発メモリ、光エレクト
ロニクス、低電力ＬＳＩ、
パワーデバイス、環境（光、
熱、振動）発電デバイス等
の特定用途向けに実用化間
近で、社会に実装されるこ
とで省エネルギー効果が期
待されるデバイスと定義す
る。 

－ ５．クリーンデバイス社会実装推進事業
［平成２６年度～平成２８年度］ 
クリーンデバイス製造事業者のみなら

ず関連事業者が連携の上で、省エネルギー
に資するクリーンデバイスを活用し、社会
課題解決及び社会価値を提供するユース
ケースの創出を推進した。さらに、ユーザ
が求める共通の仕様を策定し、実証を進め
た。安全性・信頼性や今後の標準化・共通
化について、方向性をまとめ、事業終了後
も継続して実施につなげていく計画策定
を進めた。 
平成２６年度に公募を実施し、１９件の

応募があり、５件のテーマを採択した。 
制度全体でプロジェクトリーダーは設

置しないが、個々の採択テーマ毎に、テー
マの円滑な実施の責任を負うプロジェク
トリーダーを設置した。 
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 （ｂ）家電（ディスプレイ、
有機トランジスタ、照明
等） 
家電分野においては、低

消費電力化、軽量化、低コ
スト化等を目指した技術
開発を行う。 
ディスプレイ分野では、

今後もスマートフォン、タ
ブレット等中小型ディス
プレイの市場拡大が予想
されることから、従来の液
晶ディスプレイよりも消
費電力が１／２以下かつ
重量が１／２以下で、さら
に入力やセンシング機能
も兼ね備えたインタラク
ティブな有機ＥＬディス
プレイ等の開発を進める。 
また、高機能材料、印刷

技術及びエレクトロニク
ス技術の融合を図り、省エ
ネ・大面積・軽量・薄型・
フレキシブル性を実現す
る薄膜トランジスタの連
続製造技術及びその実用
化技術の確立を目指す。具
体的には、Ａ４サイズのト
ランジスタアレイを連続
５０枚生産可能な製造プ
ロセスの技術、生産タクト
は１平米あたり９０秒以
下を実現する技術等を確
立する。 
照明分野では、短・中期

的な市場のニーズを見据
えたＬＥＤ照明技術の開
発と、中・長期的な市場の
ニーズを見据えた有機Ｅ
Ｌ照明技術の開発を進め
る。ＬＥＤ照明について
は、ＧａＮ基板生成等の技
術開発を進め、ＬＥＤチッ
プで蛍光灯を超える発光
効率や蛍光灯と同レベル
の低コスト化等を目指す。
有機ＥＬ照明については、
発光効率の向上や輝度半
減寿命の長時間化、低コス
ト化等についても技術開
発を行う。 
これらの技術開発は、Ｌ

ＥＤ照明や有機ＥＬ照明
の国際標準化の動きを考
慮しつつ、関係機関と連携
して推進する。 

（ｂ）家電（ディスプレイ、
有機トランジスタ、照明等） 
１．次世代プリンテッドエレ
クトロニクス材料・プロセス
基盤技術開発 ［平成２２年
度～平成３０年度］ 
省エネ・省資源・高生産性

や軽量・フレキシブル性など
の特徴を有する印刷エレクト
ロニクスを基盤技術として、
フレキシブルな薄膜トランジ
スタ（ＴＦＴ）の連続製造技
術の確立とその実用化技術の
確立を目的に、東京大学工学
系研究科 教授 染谷 隆夫
氏をプロジェクトリーダーと
し、以下の技術開発を実施す
る。 

－ （ｂ）家電（ディスプレイ、有機トランジ
スタ、照明等） 
１．次世代プリンテッドエレクトロニクス
材料・プロセス基盤技術開発 ［平成２２
年度～平成３０年度］ 
省エネ・省資源・高生産性や軽量・フレ

キシブル性などの特徴を有する印刷エレ
クトロニクスを基盤技術として、フレキシ
ブルな薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）の連続
製造技術の確立とその実用化技術の確立
を目的に、以下の技術開発を実施した。 

●印刷によるフレキシブルデバイスの連続
製造技術を開発 

・真空、高温下で多量のエネルギーを消費
する従来の製造方法に代わり、省エネ・
省資源な印刷による連続製造技術の開発
と、その適用先として電子ペーパーやフ
レキシブルセンサといったデバイス技術
の開発を実施。 

・省エネ・大面積・軽量・薄型・フレキシ
ブル性を実現可能なプリンテッドエレク
トロニクスの早期実用化・ビジネス展開
を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目①印刷技術によ
る高度フレキシブル電子基板
の連続製造技術開発 
（１）標準製造ラインに係る
技術開発 
・標準製造ラインの高度化を
図ると共に、それに適用可
能な±２０μｍ以下のパタ
ーン精度を持ちつつ、生産
タクト９０秒以下で連続印
刷が可能となる印刷ＴＦＴ
製造技術を開発する。 

・生産タクト９０秒以下で±
１０μｍ以下の位置合わせ
精度を実現する印刷アライ
メント技術を開発する。 

 
（２）ＴＦＴに特有な特性評
価に係る技術開発 
（１）で作製されるＴＦＴ

アレイの印刷プロセスの最適
化技術として、性能の信頼性
評価技術を開発する。 

－ 研究開発項目①印刷技術による高度フレ
キシブル電子基板の連続製造技術開発 
（１）標準製造ラインに係る技術開発 

標準一貫製造ラインの高度化を図ると
ともに、±２０μｍ以下のパターン精細度
で５０枚以上の連続印刷製造を可能にす
る連続ＴＦＴ製造技術を開発した。また、
タクト９０秒／ｍ２で±１０μｍ以下の
精度となるアライメント技術を開発した。
 
（２）ＴＦＴに特有な特性評価に係る技術
開発 
印刷デバイスの特性、信頼性に関する評

価技術の標準化を検討し、印刷製造ＴＦＴ
の信頼性評価に関する標準評価法を作成
した。 

 

 研究開発項目②ＴＦＴアレイ
印刷製造のための材料・プロ
セス開発 
・デバイスの高動作速度構成
部材の開発として、印刷Ｔ
ＦＴ素子において遮断周波
数０．５ＭＨｚ以上を示す
材料、プロセス技術を開発
する。 

・標準製造ラインに適合し、
タクト９０秒以下、プロセ
ス温度１２０℃以下でＴＦ
Ｔが生産できるプロセス技
術を開発する。 

－ 研究開発項目②ＴＦＴアレイ印刷製造の
ための材料・プロセス開発 
印刷で作製するＴＦＴ素子の構成部材

とデバイス構造の開発を行い、印刷ＴＦＴ
素子の遮断周波数１．０ＭＨｚで動作させ
ることを実現した。また、配線、絶縁層を
１２０℃以下９０秒で印刷焼成する低温
高速化焼成技術を開発した。 
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 研究開発項目③印刷技術によ
る電子ペーパーの開発 
（２）高反射型カラー電子ペ
ーパーの開発 
印刷法を用いてフィルム基

板上に反射率５０％以上、対
角１０インチのカラー（色数
５１２以上）パネル試作に着
手する。また、信頼性評価に
よる課題の抽出を行う。 
 

（３）大面積軽量単色電子ペ
ーパーの開発 
印刷法を用いてプラスティ

ックフィルム基板上に１２０
ｐｐｉの解像度を持つＴＦＴ
アレイを多面取試作するプロ
セスを開発する。 

－ 研究開発項目③印刷技術による電子ペー
パーの開発 
（２）高反射型カラー電子ペーパーの開発
反射率５０％以上、対角６インチパネル

を試作した。この試作評価により製膜プロ
セスを改良し、さらに印刷ＴＦＴと組合せ
て駆動検討を実施し、ＴＦＴ仕様を設定
し、駆動装置を試作した。また、曲面基板
への印刷試作を行い、曲面基板上に電子ペ
ーパー用フロントプレーン材料として開
発したエレクトロクロミックインクを形
成してクロミック反応の信頼性評価及び
改良を実施した。 
 
（３）大面積軽量単色電子ペーパーの開発
解像度１２０ｐｐｉ、タクト時間３分以

内を達成した。また、大面積化へ向けてタ
イリング技術を開発した。この技術を用い
て実際の商品を想定したレール型電子棚
札の試作に成功した。各種展示会にてレー
ル型電子棚板のデモ展示を行い、ビジネス
に向けたニーズ、用途探索を推進した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目④印刷技術によ
るフレキシブルセンサの開発 
（２）大面積圧力センサーの
開発 
個片のシートをつなぐ配線

形成手法を開発し、メートル
級のＴＦＴアレイシートを実
現する技術を開発する。大面
積センサを駆動する際の技術
改題を抽出する。 

－ 研究開発項目④印刷技術によるフレキシ
ブルセンサの開発 
（２）大面積圧力センサーの開発 
メートルサイズ級のセンサシートの技

術課題、製造プロセス課題を検証する目的
でＡ４サイズのＴＦＴ６枚を用いた４１
６ｍｍｘ９００ｍｍの大面積圧力センサ
シートの実証試作を行った。また、各種展
示会にて圧力センサシートのデモ展示を
行い、ビジネスに向けたニーズ、用途探索
を推進した。 

 

 ２．革新的低消費電力型イン
タラクティブシートディスプ
レイ技術開発 ［平成２５年
度～平成２９年度］ 
ガラス基板の代わりに樹脂

等のシート基板を用いること
で、低コストで、より軽く、
より薄く、割れにくいディス
プレイを実現する製造技術の
開発及び有機ＥＬ材料の発光
効率向上や素子構造の改善に
よる光取り出し効率向上等の
低消費電力化技術の民間企業
等が実施する実用化開発を支
援する。 
・樹脂等のシート基板を用い
た有機ＥＬディスプレイを
実現するために、選定され
たデバイス構成で製造でき
るプロセスの立ち上げを行
う。 

・現行のガラス基板から樹脂
等のシート基板に置き換え
るために、シート基板材料
等やプロセスの基礎開発を
行う。 

・タッチパネル等のインタラ
クティブ機能をディスプレ
イパネルへ組み込むための

－ ２．革新的低消費電力型インタラクティブ
シートディスプレイ技術開発 ［平成２５
年度～平成２９年度］ 
・樹脂等のシート基板を用いた有機ＥＬデ
ィスプレイを実現するために、選定された
デバイス構成で製造できるプロセスの立
ち上げを行った。 

・現行のガラス基板から樹脂等のシート基
板に置き換えるために、シート基板材料等
やプロセスの基礎開発を行った。 

・タッチパネル等のインタラクティブ機能
をディスプレイパネルへ組み込むための
技術を確立するために、シミュレーション
による結果に基づき原理検証を行った。 

・有機ＥＬ材料の発光効率を向上させるた
めの基礎開発を行った。 

・素子構造の改善による光取り出し効率を
向上させるための基礎開発を行った。 

・市場ニーズの高い高精細化に対応するた
めにカラーフィルタによる貼り合わせの
基礎開発を行った。 

・コスト競争力を強化するために選定され
たデバイス構成の製造に対して、歩留まり
改善のための基礎開発を行った。 
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技術を確立するために、シ
ミュレーションによる結果
に基づき原理検証を行う。 

・有機ＥＬ材料の発光効率を
向上させるための基礎開発
を行う。 

・素子構造の改善による光取
り出し効率を向上させるた
めの基礎開発を行う。 

・市場ニーズの高い高精細化
に対応するためにカラーフ
ィルタによる貼り合わせの
基礎開発を行う。 

・コスト競争力を強化するた
めに選定されたデバイス構
成の製造に対して、歩留ま
り改善のための基礎開発を
行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ｃ）ネットワーク／コン
ピューティング 
スマートフォン・タブレ

ット等の個人向け情報端
末の普及、ストリーム系コ
ンテンツサービスの増加
による情報トラフィック
量の爆発的増加が今後と
も見込まれていることか
ら、高速、低消費電力化等
のニーズに対応するため、
光・電子融合技術等を中心
とした技術開発を行うと
ともに、それらを組み合わ
せたシステム開発等を行
っていく。具体的には、次
世代高速イーサネット（１
００Ｇｂ）等への対応等基
幹系のみならずアクセス
系の高速化に対応した、光
と電子技術が融合した光
電子モジュール技術等を
開発する。 
ハイエンドサーバにお

いては電子配線のままで
は高速動作の限界に近づ
きつつあることから、光と
電子のハイブリット技術
により現状電気配線に比
べ３割の省電力かつ高速
化を実現する技術等を開
発する。 
また、システムとしての

低消費電力性能（電力当た
りの処理性能）を１０倍に
するため、集積回路内の電
力消費を制御しノーマリ
ーオフ化を実現する新し
いコンピューティング技
術等を開発する。 

（ｃ）ネットワーク／コンピ
ューティング 
１．ノーマリーオフコンピュ
ーティング基盤技術開発 
［平成２３年度～平成２７年
度］ 
待機電力をゼロにする等

「ノーマリーオフ」の技術を
世界に先駆けて開発し、電源
を切っても情報を保持できる
不揮発性素子の特性をいかし
た新市場創出を目的に、東京
大学大学院情報理工学系研究
科 中村宏教授をプロジェク
トリーダーとし、以下の研究
開発を実施する。 

－ （ｃ）ネットワーク／コンピューティング
１．ノーマリーオフコンピューティング基
盤技術開発 ［平成２３年度～平成２７年
度］ 
待機電力をゼロにする等「ノーマリーオ

フ」の技術を世界に先駆けて開発し、電源
を切っても情報を保持できる不揮発性素
子の特性をいかした新市場創出を目的に、
以下の研究開発を実施した。 

 

 研究開発項目① 次世代不揮
発性素子を活用した電力制御
技術の開発 
（１）高速低消費不揮発メモ
リシステムによる携帯情報端
末低電力化技術 
不揮発キャッシュメモリア

レイ回路、性能評価システム
等の設計・開発。 
 

（２）スマートシティ・セン
サーネットワーク低電力化技
術 
ノーマリーオフモニタ等の

改良設計/試作/評価。センサ
ーネットワーク対応に関する
技術課題の明確化・技術検討。 
 

（４）ヘルスケア応用生体情
報計測センサーネットワーク
低電力化技術 
ノーマリーオフ心電計測フ

ロントエンドの設計・評価。
フィールドテスト結果を反映

－ 研究開発項目①次世代不揮発性素子を活
用した電力制御技術の開発 
（１）高速低消費不揮発メモリシステムに
よる携帯情報端末低電力化技術 
不揮発キャッシュメモリアレイ回路、性

能評価システム等の設計・開発を行い、メ
モリシステムの消費電力を従来の２割ま
で削減した。 
 

（２）スマートシティ・センサーネットワ
ーク低電力化技術 
ハードウェアとソフトウェアの改良設

計/試作/評価を実施し、制御技術の汎用化
を目指した技術課題の明確化と技術検討
も実施した。 
 
（４）ヘルスケア応用生体情報計測センサ
ーネットワーク低電力化技術 
高信頼心拍抽出アルゴリズムを用いる

ノーマリーオフ心電計測フロントエンド
の設計・評価を行い、システムモジュール
全体の仕様決めを行った。 
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した間歇動作指向のシステム
モジュール仕様決定。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●トランシーバの小型化・低消費電力型化

を実現  
・今後のデジタル情報量の増加に伴う電力

消費の増大に向け、サーバ、データセン
ター、ネットワーク機器等に組み込まれ
るトランシーバの低消費電力型化を実
現。 

・シリコンフォトニクス技術を用いた世界
最高仕様の超小型光トランシーバの開発
に成功し、２０１５年度内にサンプル提
供予定。また、小型デジタルコヒーレン
トトランシーバは従来の半分のサイズと
低消費電力を実現。２０１５年度中の事
業化を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②将来の社会生
活を支える新しい情報システ
ムにおいて飛躍的なノーマリ
ーオフ化を実現する新しいコ
ンピューティング技術の検討 
開発するノーマリーオフ技

術によって消費電力当たりの
性能１０倍を実現する定量的
な根拠を提示しうる汎用的な
設計方法論の開発及び技術共
有・一般化。 

－ 研究開発項目②将来の社会生活を支える
新しい情報システムにおいて飛躍的なノ
ーマリーオフ化を実現する新しいコンピ
ューティング技術の検討 
研究開発項目①の各テーマにおいて開

発された低消費電力技術の定量的な根拠
とその技術の共有と一般化を実施した。 

 

 ２．超低消費電力型光エレク
トロニクス実装システム技術
開発 ［平成２５年度～平成
２９年度、中間評価：平成２
６年度］ 
省電力、高速で小型な光接

続を可能にする光電子ハイブ
リッド回路技術を開発するこ
とにより、ＬＳＩを高集積化
し、ＩＴ機器の情報処理機能
を高めつつ、省エネ化を実現
することを目的に、東京大学 
生産技術研究所 荒川泰彦教
授をプロジェクトリーダーと
し、以下の研究開発を実施す
る。 

－ ２．超低消費電力型光エレクトロニクス実
装システム技術開発 ［平成２５年度～平
成２９年度、中間評価：平成２６年度］ 
省電力、高速で小型な光接続を可能にす

る光電子ハイブリッド回路技術を開発す
ることにより、ＬＳＩを高集積化し、ＩＴ
機器の情報処理機能を高めつつ、省エネ化
を実現することを目的に、以下の研究開発
を実施した。 

 

 研究開発項目①光エレクトロ
ニクス実装基盤技術の開発 
・並列多重化、波長多重化、
一芯双方向伝送に関する要
素光素子の改良と集積試作
を行い、各方式における集
積化基盤技術を確立する。
また、電子回路を搭載した
集積光トランシーバにおけ
る光回路、電気回路、実装
の技術課題を抽出する。 

・光エレクトロニクスインタ
ーフェース技術に関し、実
用環境を想定したデバイス
の開発に着手する。 

・革新的デバイス技術に関し、
シリコン上集積量子ドット
レーザー技術、スローライ
ト光変調器技術等の基本動
作実証等を進める。 

－ 研究開発項目①光エレクトロニクス実装
基盤技術の開発 
・集積化基盤技術に関し、並列化技術、多
重化技術を確立し、回路搭載用変調器及び
受光器を試作し、低駆動電圧での高消光比
を実現することで、２５Ｇ動作を実証し
た。また、一芯双方向光トランシーバ技術
に関し、光集積回路の大規模化技術及びレ
ーザ実装方法等における技術課題を抽出
した。 

・光エレクトロニクスインターフェース技
術に関し、ＣＦＰ４級コヒーレントトラン
シーバ及び超低電力ＤＳＰ－ＬＳＩの開
発に着手した。 

・革新的デバイス技術に関し、導波路構造
上量子ドットレーザを試作し、レーザ光の
シリコン導波路層への結合を実証した。ま
た、変調器においては、通常のリブ型変調
器に比べて５倍の変調効率を実証した。 

 

 研究開発項目②光エレクトロ
ニクス実装システム化技術の
開発 
・サーバボードのシステム化
技術に関し、試作を通じて
ＣＰＵ間光接続のための光
電子集積インターポーザ等
に必要な基本要件等を明ら
かにする。 

・ボード間接続機器、筐体間
接続機器のシステム化技術
に関し、ＡＯＣ（Active 

－ 研究開発項目②光エレクトロニクス実装
システム化技術の開発 
・サーバボードのシステム化技術に関し、
試作検証することで、ＣＰＵ間光接続実証
のための基本要件等を抽出した。 

・ボード間接続機器、筐体間接続機器のシ
ステム化技術に関し、集積光トランシーバ
を搭載したＡＯＣ（Active Optical Cable）
を設計し、サーバ筐体間の接続を模したテ
ストベンチを用いて伝送実証を行った。 

・データセンタ間接続機器のシステム化技
術に関し、低電力ＤＳＰ－ＬＳＩ及び集積
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Optical Cable）を完成さ
せ、サーバ間接続を模した
環境での伝送実証を行う。 

・データセンタ間接続機器の
システム化技術に関し、小
型デジタルコヒーレントラ
ンシーバの試作評価、ＤＳ
Ｐ－ＬＳＩを利用したデー
タセンタ向け光デバイスの
仕様を検討する。 

・企業間ネットワーク接続機
器のシステム化技術に関
し、一芯双方向光トランシ
ーバ実用化に向けた技術課
題を抽出する。 

・技術成果の国際標準化に関
し 、 Ｏ Ｉ Ｆ （ Optical 
Internetworking Forum）に
おいて寄書提案を継続す
る。 

光デバイスを適用した４インチ×５イン
チサイズの小型トランシーバを試作し、仕
様を検討した。 

・企業間ネットワーク接続機器のシステム
化技術に関し、シリコン光導波路による波
長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一
芯双方向光トランシーバを試作し、実用化
に向けた技術課題を抽出した。 

・技術成果の国際標準化に関し、ＯＩＦで
の標準化活動を実施し、小型光トランシー
バ等に関する寄書提案を２０件行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ⅶ）材料・ナノテクノロジ
ー分野 
我が国の産業構造の特徴

を活かし、川上、川下産業
の連携、異分野異業種の連 
携を図りつつ、革新的材

料技術・ナノテクノロジー
や希少金属代替・使用量低
減技術等の課題に重点的に
取り組むこととし、以下の
技術開発を推進するものと
する。 

（ⅶ）材料・ナノテクノロ
ジー分野 
鉄、非鉄、化学をはじめ

とする材料産業は、世界的
に高い技術を有しており、
我が国製造業全体を支え
る重要な産業となってい
る。 
また、物質の構造をナノ

領域（１０－９ｍ）で制御
することにより、機能・特
性の発現や向上を図ると
いう、ナノテクノロジーが
材料分野で広く用いられ
るようになっている。この
ナノテクノロジーを活用
した材料として、カーボン
ナノチューブやグラフェ
ンなどこれまでにない優
れた特性を持つ新材料も
登場しており、今後の産業
への応用が大きく期待さ
れている。また、自動車や
電子機器等の製品性向上
のためには、希少金属が使
用されているが、希少金属
は世界での産出地域が限
定されているため、需給状
況によって価格が変動し、
使用する産業が影響を受
ける可能性がある。このた
め資源セキュリティの観
点から希少金属の代替技
術や使用量低減技術も重
要性を増している。 
第３期中期目標期間中

では、我が国の産業構造の
特徴を生かし、川上、川下
産業の連携、異分野異業種
の連携を図りつつ、革新的
材料技術・ナノテクノロジ
ーや希少金属代替・使用量
低減技術等の課題につい
て重点的に取り組むこと

（ⅶ）材料・ナノテクノロジ
ー分野 
 

－ （ⅶ）材料・ナノテクノロジー分野 
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とし、以下の技術開発を推
進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●ナノ炭素の革新的材料を開発 
・ＮＥＤＯは、カーボンナノチューブやグ

ラフェンなど次世代の材料として期待さ
れるナノ炭素材料の実用化を促進する研
究開発を実施。 

・カーボンナノチューブを用い当初目標２
３０℃を上回る３５０℃の耐熱性能を有
する耐熱性ゴムや、世界初となるグラフ
ェンを用いた静電容量式タッチパネルな
ど、各種デバイスへのナノ炭素材料の応
用を実現。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ａ．革新的材料技術・ナノ
テクノロジー 
市場ニーズに対応した高

強度化、軽量化等の高機能
材料に関する技術開発をユ
ーザ企業と連携し、将来の
製造コストダウンも考慮し
て実施することとする。 

（ａ）革新的材料技術・ナ
ノテクノロジー 
低炭素社会の実現と新

たな成長産業の創出によ
る経済成長に貢献するた
め、市場ニーズに対応した
高強度化、軽量化等の高機
能材料に関する技術開発
をユーザー企業と連携し、
将来の製造コストダウン
も考慮して実施する。 
具体的には、カーボンナ

ノチューブ、グラフェン等
について、特定の産業用途
に用いることが可能な製
造技術や複合化技術を確
立する。 
また、有機ＥＬや有機薄

膜太陽電池に用いられる
有機材料等について、信頼
性評価手法の確立等を行
うとともに、得られた知見
を活かし、関連分野の国際
標準化を推進する。 
さらに、将来的に化石資

源の枯渇リスクに対応す
るため、非可食性バイオマ
スなどから化学品を一貫
して製造するプロセスを
技術的に確立する。 

（ａ）革新的材料技術・ナノ
テクノロジー 
１．低炭素社会を実現するナ
ノ炭素材料実用化ロジェクト 
［平成２２年度～平成２８年
度］ 
ナノ炭素材料の実用化に向

けた開発及びそれに資する共
通基盤技術を開発するため、
以下の研究開発を実施すると
共に、民間企業等が実施する
実用化開発を支援する。なお、
プロジェクトリーダーは平成
２６年度に選定する。 

－ （ａ）革新的材料技術・ナノテクノロジー
１．低炭素社会を実現するナノ炭素材料実
用化ロジェクト ［平成２２年度～平成２
８年度］ 
ナノ炭素材料の実用化に向けた開発及

びそれに資する共通基盤技術を開発する
ため、以下の研究開発を実施するととも
に、民間企業等が実施する実用化開発を支
援した。 

 

 研究開発項目①ナノ炭素材料
の応用研究開発 
・既存材料とナノ炭素材料を
複合化することによって得
られる高熱伝導率複合材料
を用い、ヒートシンク等の
放熱部材に応用するための
技術開発を実施する。 

・ゴム、樹脂等の高分子材料
とナノ炭素材料を複合化
し、本来の物性を保持しつ
つ、高い耐久性、耐熱性を
有する材料を開発し、実用
に耐えうる機能を持つこと
を確認する。 

・ゴム、樹脂等の高分子材料
とナノ炭素材料を複合化
し、本来の物性を保持しつ
つ、電気伝導性を有する柔
軟電極を開発し、実用に耐
えうる機能を持つことを確
認する。 

・２６年度に新規公募を行い、
ナノ炭素材料高耐熱複合部
材の開発、ナノ炭素材料高
電子移動度デバイスの開
発、ナノ炭素材料軽量導線
の開発、ナノ炭素材料大量
生産技術の開発等、ナノ炭
素材料の実用化に資する新
規助成事業を開始する。 

－ 研究開発項目①ナノ炭素材料の応用研究
開発 
放熱板と放熱フィンのろう付け技術、安

価なグラファイトを利用した複合材料作
成技術を確立し、実用化を検討するために
必要な技術が完成した。 
耐雷性向上を目的として、ＣＦＲＰ材料

に縦方向の導通を持たせるため、繊維マッ
トとカーボンナノチューブを層間材料と
して用いることで、導電率４４Ｓ／ｍおよ
び相間靱性（Ｇ１ｃ）７５０Ｊ／ｍ２を達
成した。スーパーグロース法カーボンナノ
チューブ/ゴム複合材料に関して、目標と
した耐熱性（２３０℃＜）を確認し、最適
配合技術を確立した。 
実用化を目的とした公募を行い、ナノ炭

素材料高耐熱・高熱伝導高分子複合部材の
開発、ナノ炭素材料高電子移動度半導体デ
バイスの開発、ナノ炭素材料軽量導線の開
発、ナノ炭素材料大量生産技術の開発等を
開始した。 
 

 

 研究開発項目②ナノ炭素材料
の応用基盤技術開発 
委託事業については新規に事
業者を公募し、ナノ炭素材料
応用製品の排出・暴露評価技
術の確立、ナノ炭素材料の分
散体評価技術の開発、ナノ炭
素材料の革新的応用材料開発
等のナノ炭素材料の応用基盤

－ 研究開発項目②ナノ炭素材料の応用基盤
技術開発 

ナノ炭素材料応用製品の排出・暴露評価
技術の確立、ナノ炭素材料の分散体評価技
術の開発、ナノ炭素材料の革新的応用材料
開発等のナノ炭素材料の応用基盤技術開
発を開始した。 
排出・暴露評価技術に関しては、ナノ炭

素の総量を熱炭素分析により定量する方
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技術開発を開始する。 法を確立した。 
ナノ炭素材料の分散体評価技術として、

世界初の複合材料中の電流伝搬観察技術
により、複合材料中のＣＮＴの状態と特性
発揮メカニズムの関係を明確化した。 
革新的材料として微細電気２重層キャ

パシタ、高耐熱樹脂、超軽量導電線等の開
発を開始した。微細電気２重層キャパシタ
アレイを作製し、作動電圧１Ｖ以上、電気
容量２５μＦ以上、動作速度１０ｍ秒、サ
イズ０．９×０．７ｍｍ２のキャパシタを
歩留まり９０％とした。 
革新的薄膜形成技術として、大面積グラ

フェン薄膜の開発を開始し、世界で初めて
グラフェン導電膜を用いて静電容量式タ
ッチパネルを作製した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ２．次世代材料評価基盤技術
開発 ［平成２２年度～平成
２９年度］ 
化学産業の材料開発効率を

向上・加速化させることを目
的に、有機ＥＬ材料及び有機
薄膜太陽電池材料に関する共
通的な評価基盤技術を開発す
るために、次世代化学材料評
価技術研究組合 理事 富安 
寛氏をプロジェクトリーダー
として、以下の技術開発を実
施する。 

－ ２．次世代材料評価基盤技術開発 ［平成
２２年度～平成２９年度］ 
化学産業の材料開発効率を向上・加速化

させることを目的に、有機ＥＬ材料及び有
機薄膜太陽電池材料に関する共通的な評
価基盤技術を開発するために、以下の技術
開発を実施した。 

 

 研究開発項目①有機ＥＬ材料
の評価基盤技術開発［平成２
２年度～平成２７年度］ 
大面積素子に対応した初期

／駆動性能評価技術や配光特
性評価技術を開発するととも
に、フィルム特有の環境加速
劣化評価手法を確立する。 
材料のプロセス適合性評価

として、バリア材料物性と有
機ＥＬ素子性能との相関を明
確にする評価技術の開発を進
める。 
薄膜層及び界面の状態変化

を特定する非破壊評価法を高
精度化し、種々の素子構成に
対応した劣化解析を実施す
る。熱刺激電流法については、
安定な計測技術を確立する。 
水蒸気バリア性評価に関して
は、１０－５ｇ／ｍ２／ｄａ
ｙレベルに向けて、接着層か
ら侵入する水蒸気量や透過速
度を評価する要素技術を確立
する。 

－ 研究開発項目①有機ＥＬ材料の評価基盤
技術開発［平成２２年度～平成２７年度］
 大面積素子に対応した初期／駆動性能
評価は、市販白色パネルまで拡張して実施
し評価手法を確立。駆動寿命の短期予測
(４０倍加速)の手法を提案。水蒸気バリア
性１０－２～１０－５ｇ／ｍ２／ｄａｙの範
囲でフィルム特有の環境加速劣化評価手
法を確立した。 
１０－５ｇ／ｍ２／ｄａｙレベルの超ハ

イバリアフィルム上にＲ ｔｏ Ｒプロセ
スで有機ＥＬ素子を作製し、バリア性とダ
ークスポットとの相関を系統的に解析し
た。 
これまで開発した劣化解析の要素技術

を実際の有機ＥＬ素子に適用。有機ＥＬ素
子を発光させた状態で構成材料の劣化状
況を世界で初めて観測した。また、インピ
ーダンス分光法で特定層の移動度変化を、
和周波分光法でＡｌｑ３層分極配向と劣
化との対応を確認した。 
平成２７年度に予定していた１０－６ｇ／
ｍ２／ｄａｙレベルの水蒸気バリア性評
価装置を導入し、１０－６ｇ／ｍ２／ｄａｙ
レベルの評価を前倒し実施。１０－５ｇ／
ｍ２／ｄａｙレベルの評価技術を確立し、
１０－６ｇ／ｍ２／ｄａｙレベルのバリア
性評価の系統的実施例を得た。 

 

 研究開発項目②有機薄膜太陽
電池材料評価基盤技術開発
［平成２５年度～平成２９年
度］ 
ガラス基板基準セルを作製

する手法を確立するととも

－ 研究開発項目②有機薄膜太陽電池材料評
価基盤技術開発［平成２５年度～平成２９
年度］ 
 変換効率５％以上のガラス基板基準セ
ルの作製手法を確立した。また、フレキシ
ブル基板上基準セル作製において、特性を
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に、フレキシブル基板上での
基準セル作製上の課題の抽出
を行う。 
水分や酸素の影響による劣

化の定量的評価を行い、酸素
透過度と水蒸気透過度を定量
的に区別可能なバリア性評価
技術を確立する。 
基礎物性評価技術の開発と

して、エネルギー順位状態評
価技術開発及び電荷トラップ
状態評価技術開発の課題解決
を行うとともに、光劣化とキ
ャリアダイナミクスの相関評
価技術の確立を行う。 

安定させるためのセル作製条件等の課題
抽出を行った。 
水分・酸素の影響に関するセル複合劣化

評価手法の確立をした。 
酸素透過度１０－１／ｃｃ／ｍ２／ｄａｙ
／ａｔｍおよび水蒸気透過度１０－３ｇ／
ｍ２／ｄａｙレベルで、酸素透過度および
水蒸気透過度を定量的に区別可能なバリ
ア性評価技術を確立した。 
 ｐ型およびｎ型有機半導体のＨＯＭＯ
測定によるデータ蓄積と評価技術の確立
を行い、さらに、これら半導体のＬＵＭＯ
測定において、測定再現性を得るための試
験条件等の課題を抽出した。また、光劣化
とキャリアダイナミクスの相関評価技術
を確立した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●非可食性バイオマスを利用した耐衝撃性

バイオポリマーを開発 
・自動車産業、福祉用具産業、スポーツ産

業等への適用が期待されながらも、製造
が難しく産業利用が広がっていなかった
トランスポリイソプレンを、非可食性バ
イオマスである木本植物の杜仲（トチュ
ウバイオマス）から生産。 

・成形品は、代表的なバイオ素材であるポ
リ乳酸（標準品）と比較して、２６倍の
耐衝撃性を発揮。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ３．非可食性植物由来化学品
製造プロセス技術開発 ［平
成２５年度～平成３１年度］ 
将来的に石油資源の供給リ

スクを克服し、かつ、持続可
能な低炭素社会を実現するこ
とを目的に、非可食性バイオ
マスから化学品までの一貫製
造プロセスを構築し、石油由
来化学品と比較して、性能が
同等以上かつコスト競争力の
ある化学品を開発するため、
以下の研究開発を実施すると
共に、民間企業等が実施する
実用化開発を支援する。 
なお、研究開発内容が多岐

に渡り、全体を統括すること
が難しいことから、プロジェ
クトリーダーは設置せず、各
開発テーマごとに開発責任者
を設置する。 

－ ３．非可食性植物由来化学品製造プロセス
技術開発 ［平成２５年度～平成３１年
度］ 
将来的に石油資源の供給リスクを克服

し、かつ、持続可能な低炭素社会を実現す
ることを目的に、非可食性バイオマスから
化学品までの一貫製造プロセスを構築し、
石油由来化学品と比較して、性能が同等以
上かつコスト競争力のある化学品を開発
するため、以下の研究開発を実施すると共
に、民間企業等が実施する実用化開発を支
援した。 

 

 研究開発項目①可食性バイオ
マスから化学品製造までの実
用化技術の開発 
（１）植物イソプレノイド由
来高機能バイオポリマーの開
発 
導入した装置の試運転と課

題の抽出を行う。また混練技
術について、試験板の成形加
工条件を検討する。 
 

（２）非可食性バイオマス由
来フルフラール法ＴＨＦ製造
技術開発 
ベンチスケール設備を用い

てフルフラールの製造と課題
抽出を行う。また脱 CO 工程に
ついて、ベンチスケール設備
を設計、建設し、評価を開始
する 

－ 研究開発項目①非可食性バイオマスから
化学品製造までの実用化技術の開発 
（１）植物イソプレノイド由来高機能バイ
オポリマーの開発 
１バッチ１００ｇ以上スケールの生産

体制を構築し、導入した装置の試運転と並
行して、課題の抽出と解決を行った。 
混練技術について、各種物性試験で必要

となる試験板の成形加工条件を検討し、得
られた試験板から分子量測定や各種物性
測定を行い、加工条件の妥当性を検証し
た。 
 
（２）非可食性バイオマス由来フルフラー
ル法ＴＨＦ製造技術開発 
フルフラールのベンチスケール設備を

用いて、スペックや収率の再現性や必要な
蒸気量・薬品量について調査し、製造プロ
セス改良のための基礎的なデータ収集を
行った。 
脱ＣＯ工程について、ベンチスケール設

備を設計、建設した。また、脱ＣＯ工程に
用いる触媒について、新たな触媒を製作
し、その反応性を評価した。 
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 研究開発項目②木質系バイオ
マスから化学品までの一貫製
造プロセスの開発 
（１）高機能リグノセルロー
スナノファイバーの一貫製造
プロセスと部材化技術開発 
リグノパルプの形態、物理

的特性、化学構造を明らかに
する。また同リグノパルプに
ついてナノ解繊を行い、機械
的・熱的損傷の少ないリグノ
パルプのナノ解繊法を見い出
す。 
 

（２）木質バイオマスから各
種化学品原料の一貫製造プロ
セスの開発 
前年度に引き続き、前処理技
術、及び、有効成分からの各
種化学品製造プロセスの要素
技術開発を本格的に進める。
収率等から目標コスト達成の
見通しを得る。 

－ 研究開発項目②木質系バイオマスから化
学品までの一貫製造プロセスの開発 
（１）高機能リグノセルロースナノファイ
バーの一貫製造プロセスと部材化技術開
発 
原料・成分分離方法の検討では、様々な

化学処理を針葉樹材および広葉樹材につ
いて行い、得られるリグノパルプの形態、
物理的特性、化学構造を明らかにした。 
同リグノパルプについてナノ解繊を行

い、機械的・熱的損傷の少ないリグノパル
プを作成した。 
化学変性技術の開発においては、耐熱性

の向上に有望な化学修飾を行い、有望な成
分分離法および化学修飾の組み合わせを
見出した。 
 

（２）木質バイオマスから各種化学品原料
の一貫製造プロセスの開発 
木質バイオマスからリグニン、セルロー

ス、ヘミセルロースの主要３成分を分離・
抽出する前処理技術について、様々な手法
について基礎的な条件検討等を実施し、目
標コスト達成の見通しを得た。 
各種化学品製造プロセス開発では、各種前
処理技術を用いて木質バイオマスから分
離・抽出して得られたリグニン、セルロー
ス、ヘミセルロースの主要３成分を利用
し、化学品に加工するための要素技術開発
に着手した。加えて、３成分の適用性に関
する評価結果を前処理技術開発にフィー
ドバックした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ４．革新的新構造材料等研究
開発 ［平成２６年度～平成
３４年度］ 
自動車を中心とした輸送機

器の抜本的な軽量化に向け
て、革新的接合技術の開発や、
鋼材、アルミニウム材、チタ
ン材、マグネシウム材、炭素
繊維及びＣＦＲＰ等、輸送機
器の主要な構造材料の高強度
化等に係る技術開発を実施す
る。なお、プロジェクトリー
ダーは平成２６年度に選定す
る。 

－ ４．革新的新構造材料等研究開発 ［平成
２６年度～平成３４年度］ 
自動車を中心とした輸送機器の抜本的

な軽量化に向けて、革新的接合技術の開発
や、鋼材、アルミニウム材、チタン材、マ
グネシウム材、炭素繊維及びＣＦＲＰ等、
輸送機器の主要な構造材料の高強度化等
に係る技術開発を実施した。 

 

 研究開発項目①接合技術開発 
各種構造材の接合条件を検

討し、繋ぎ手の強度など接合
装置の設計指針を得る。 

－ 研究開発項目①接合技術開発 
Ｔｉ／Ｔｉ連続接合技術開発では、変形

抵抗が大きい温度域でツールを回転させ
ることができる高出力ＦＳＷ装置の設計
指針を明らかにするとともに、ツール量産
のためのＣｏ合金のマスターインゴット
を試作した。 
中高炭素鋼／中高炭素鋼接合技術開発

（スポット接合技術開発、連続接合技術開
発）では、フリクションスポット接合用ツ
ールの耐酸化性、耐摩耗性を確保するた
め、Physical Vapor Deposition コーティ
ング条件等を検討し効果を確認した。抵抗
スポット溶接では継手強度を高めるため、
多段通電・加圧力制御を検討し条件とナゲ
ット系の関係を把握した。また、摩擦撹拌
リニア接合装置を設計・試作した。 
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鋼材／Ａｌの接合技術の開発では、３枚
重ねの点接合における適正溶接条件を検
討し、溶接機構を把握した。 
Ａｌ／ＣＦＲＰ接合技術開発では、Ａｌ

合金を用い、ＦＳＷによる接合条件と継手
強度との関係を検討した。また、強化繊維
形態が異なるＣＦＲＰと接合性について
検討し、接合条件を求めることができた。
鋼材／ＣＦＲＰ等樹脂接合技術開発では、
鋼材として炭素鋼とステンレス鋼、ＣＦＲ
Ｐ等樹脂材料として熱硬化性樹脂と熱可
塑性樹脂を取り上げ、接着・摩擦重ね圧接
等による接合試験を行い、継手評価方法を
検討した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②革新的チタン
材の開発 
高効率でチタン薄板を製造

するため、現行のスポンジチ
タンを用いた基本設計指針の
確認及びラボ検証を行う。 

－ 研究開発項目②革新的チタン材の開発 
製錬・溶解・熱延工程を革新的に短縮す

る高機能チタン薄板製造技術開発では、高
効率でチタン薄板を製造するため、現行の
スポンジチタンを用いた基本設計指針の
確認およびラボ検証を行った。 
チタン材連続一貫製造プロセス技術開

発では、合金元素の影響を含めた予備実験
として、脱酸効果の検討と課題の抽出を行
った。さらに、スラブ連鋳を模擬したモデ
ル実験を行い、基礎データの収集と課題の
抽出を行った。 
チタン新製錬技術開発では、選定した技

術シーズ等で鉱石からの効率的な精錬方
法を検討するとともに、電析等におけるプ
ロセス条件の影響を検討した。特に、不純
物として酸素や鉄の混入を抑える技術を
検討した。 

 

 研究開発項目③革新的アルミ
ニウム材の開発 
ベースとなる合金組成を決

定するとともに、溶解時の混
入ガス量の低減や凝固時の組
織微細化技術を開発する。 

－ 研究開発項目③革新的アルミニウム材の
開発 
高強度・高靱性アルミニウム合金の開発

では、ベースとなる合金組成を決定すると
ともに、溶解時の混入ガス量の低減や凝固
時の組織微細化技術を開発した。鍛錬技術
に応用するため、材料試験により材料特性
の変化を系統的に解明した。また、圧延技
術および押出技術ではプロセスの最適化
を行い、機械的特性の変化を調べた。さら
に、引張試験のその場観察を解析し、損傷
発展挙動を検討した。また、複層合金での
試作条件を検討するとともに、強度差の大
きなアルミニウム合金を題材として圧延
時の制御方法等の適正化を行った。 
アルミニウム材製造電析プロセス技術開
発では、電析を効率的に行う条件の検討お
よびイオン液体系の開発を行うとともに、
電析されたアルミニウムを回収する技術
を開発した。 

 

 研究開発項目④革新的マグネ
シウム材の開発 
鋳造時に生じる晶出物や析

出物を微細化するとともに、
圧延や熱処理による結晶粒微
細化技術を検討する。 

－ 研究開発項目④革新的マグネシウム材の
開発 
易加工性マグネシウム材の開発では、高

速押出し可能で押出し後の時効のみで適
度な強度と延性を兼ね備える合金組成を
導出するため、機械的特性とミクロ組織や
主要合金成分の影響を調べた。ＡＸ系合金
をベースに難燃性と機械的特性を両立し
うる高速押出合金を設計し、量産押出機で
の加工を行った。ＡＺＸ系およびＡＭＸ系
難燃性マグネシウム合金鋳造材の添加元
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素量の影響を調べた。 
高強度マグネシウム材の開発では、鋳造

時に生じる晶出物や析出物を微細化する
とともに、圧延や熱処理による結晶粒微細
化技術を検討した。マグネシウム材の評価
手法の開発では、難燃性マグネシウム合金
の適用状況、適用可能性について情報収集
するとともに、熱分析技術を利用した発火
温度の測定精度を向上し、主要元素濃度に
よる発火温度の変化を明らかにした。構造
体を作製するため、マグネシウム合金の接
合技術をアルミニウム合金と比較しなが
ら検討した。さらに難燃性マグネシウム合
金の表面処理に関して暴露試験による評
価を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目⑤革新鋼板の開
発 
高強度高延性中高炭素鋼の

開発において、プロセス条件
と組織の関係付けを行う。解
析・評価手法の開発では、中
性子による析出物の定量評
価を行う。 

－ 研究開発項目⑤革新鋼板の開発 
高強度高延性中高炭素鋼の開発では、平

成２５年度に検討したプロセス条件と組
織の関係付けから得た組織制御指針に基
づき、残留γを高度に制御した複相鋼や粒
径１μｍ程度の非常に微細なマルテンサ
イト組織の創製に成功し、いずれも平成２
７年度中間目標である強度１．２ＧＰａ、
伸び１５％を達成した。 
解析・評価手法の開発では、鉄鋼材料に

含まれる炭素の含有量を世界最高精度の
０．０１％レベルまで定量的に分析できる
装置「ＦＥ－ＥＰＭＡ」を開発した。これ
は、従来の「ＦＥ－ＥＰＭＡ」装置に改良
を加え、分析精度を１０倍高め、変態に伴
って α-γ 界面に濃縮した炭素の分布測
定に成功した。また、結晶方位分布を測定
できるＳＥＭ－ＥＢＳＤの高度化として、
１，１００℃の高温における測定技術を開
発し、昇温過程の α→γ 逆変態の挙動を
精緻に捉えることに成功した。また、中性
子小角散乱による析出物の定量評価、回折
による相同定などの解析技術の開発に着
手した。 
複層鋼板の開発では、軟質相としてのス

テンレス鋼と硬質相としてのマルテンサ
イトの複層化試作に成功し、構成比によっ
て応力－ひずみ関係が大きく変化するこ
とを明確化した。 

 

 研究開発項目⑥熱可塑性CFRP
の開発 
中間基材の加熱・加圧・二

次加工方法などを検討し、現
行数十 MPa のハイサイクル成
形圧力を１０ＭＰａ以下とす
るための周辺要素技術基盤を
検討する。 

－ 研究開発項目⑥熱可塑性ＣＦＲＰの開発 
熱可塑性ＣＦＲＰと金属材料との接合

技術開発では、熱可塑性ＣＦＲＰと異種材
料（鉄鋼、アルミ合金）との接合に必要な
要素技術のスクリーニングを行い、各種接
合方式、接合形状における強度設計に必要
なデータベースの構築を開始するととも
に、実構造の接合部強度予測精度を±１
０％以下とする接合技術の指針を策定し
た。 
熱可塑性ＣＦＲＰの開発及び構造設

計・加工技術の開発では、静的挙動に関わ
る開発材料固有の材料特性の測定誤差が
１０％以下となる試験法の検討、ならびに
特性評価値のＣＡＥ設計パラメータへの
適用性の検証を行った。また、開発した中
間基材の加熱・加圧・二次加工方法などを
検討し、現行数十ＭＰａのハイサイクル成
形圧力を１０ＭＰａ以下とするための周
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辺要素技術基盤を検討した。 
ＬＦＴ－Ｄ成形技術については、平成２

５年度の知見に基づき、ＬＦＴ－Ｄ装置の
混練プロセスの更なる改善を実施すると
ともに、ＬＦＴ－Ｄ成形品の部分補強方法
の検討、ＣＡＥ解析技術開発、ハイブリッ
ド構造を達成するマテハン技術の検討等
を行った。ＬＦＴ－Ｄ部材同士の接合技術
について、広汎な技術の検討と試行を行う
とともに、一般部の非破壊検査の高速化
と、接合部の非破壊検査の基礎検討を行っ
た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目⑦革新炭素繊維
基盤技術開発 
新規炭素繊維前駆体化合物

の開発においては、得られる
炭素繊維のさらなる性能向上
のため、新規前駆体の改良検
討を推進する。 

－ 研究開発項目⑦革新炭素繊維基盤技術開
発 
革新的高効率製造プロセス基盤技術開

発では、新規炭素繊維前駆体化合物の開発
で、新規前駆体の改良検討を行い、引張弾
性率２１７ＧＰａ、破断伸度１．５％を超
える炭素繊維が得られた。また、新規前駆
体の合成方法最適化と品質安定化のため
の条件検討を実施し、炭素繊維の製造効率
向上のための製糸条件の検討を進めた。 
炭化構造形成メカニズムの解明では、構

造の形成過程と機械特性との相関解明を
進め、マイクロ波による焼成工程の安定化
に必要な技術の検証と炭素化条件の最適
化を図り安定的な運転に目処をつけた。プ
ラズマ表面処理については、均質で適正な
官能基量の炭素繊維表面を得るため処理
条件の最適化を進めた。 
炭素繊維の評価手法開発、標準化では平

成２５年度までに作成した素案に基づき、
強化繊維・複合材料標準化本委員会を設置
し、規格化への検討を開始した。界面接着
性についての評価手法の検討を進め、革新
炭素繊維／樹脂複合材料の基礎物性評価
を開始した。 
革新的高多機能化炭素繊維の開発では、

新規炭素繊維前駆体化合物の開発進展に
よる耐炎化工程の必要のない新炭素化工
程において、太径単糸などの高多機能化炭
素繊維を試作し、その物性の検証を開始し
た。 

 

 研究開発項目⑧戦略・基盤研
究 
接合技術と個別課題（材料）

に関する研究開発と、自動車
等の輸送機器への適用との関
係を踏まえた重要課題を明確
化する。 

－ 研究開発項目⑧戦略・基盤研究 
 材料技術ごとの分科会と戦略基盤分科
会を開催し、新構造材料の動向調査および
技術・研究戦略では、接合技術と個別課題
（材料）に関する研究開発と、自動車等の
輸送機器への適用との関係を踏まえた重
要課題を検討した。特に鉄鋼分科会では来
年度の新規ＦＳを提案することができた。
接合、非鉄の分科会では、今後の共通課題
抽出について検討を深めた。共通基盤技術
の調査研究では、新構造材料の技術・研究
開発を促進する新たな共通基盤技術を調
査した。 
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 ｂ．希少金属代替・使用量
低減技術 
需給変動の大きい希少金

属について継続的に需給状
況等の調査を行いつつ、我
が国産業にとって優先度が
高い希少金属については、
その代替・使用量低減に関
する技術開発を推進するこ
ととする。 

（ｂ）希少金属代替・使用
量低減技術 
需給変動の大きい希少

金属について継続的に需
給状況等の調査を行いつ
つ、我が国産業にとって、
優先度が高い希少金属に
ついては、その代替・使用
量低減についての技術開
発を推進する。具体的に
は、我が国産業にとって重
要な排ガス浄化向け白金
族（Ｐｔ）は製品における
使用量のうち５０％以上、
蛍光体向けテルビウム・ユ
ウロピウム（Ｔｂ・Ｅｕ）
は同様に８０％以上の低
減といったように鉱種ご
とに目標を設定し技術開
発を行う。 

（ｂ）希少金属代替・使用量
低減技術 
１．希少金属代替省エネ材料
開発プロジェクト ［平成２
０年度～平成２７年度］ 
 希少金属の代替／使用量低
減技術を確立し、我が国にお
ける希少金属の中長期的な安
定供給を確保することや省エ
ネ効果をもたらすこと等を目
的とし、民間企業等が実施す
る実用化開発を支援する。 
 ２６年度は、希少金属の使
用量低減を加速するため、委
託事業にて実施していた研究
開発項目①～⑩の早期実用化
や、産業界で取り組まれてい
る希少金属代替・低減技術の
実用化開発で、事業終了数年
後に実用化することが期待さ
れる技術開発に対し、助成す
る。 
 昨年度採択した「ビスマス
含有量を低減した低融点鉛フ
リーはんだの実用化開発」、
「小型振動子用ランガサイト
型圧電結晶材料におけるラン
タンガリウム及びタンタル元
素低減技術の開発」、「アンチ
モン低減複合難燃剤の開発」
の３テーマについては引き続
き実施し、実用化を推進する。
さらに、最新の産業動向や需
給状況等を確認しつつ、希少
金属の使用量低減を通じて日
本の産業競争力強化と省エネ
に資する新規テーマを開始す
る。新規テーマは公募により
助成先を選定し、支援する。 

－ （ｂ）希少金属代替・使用量低減技術 
１．希少金属代替省エネ材料開発プロジェ
クト ［平成２０年度～平成２７年度］ 
助成事業として平成２５年度に採択し

た３テーマのうち、「ビスマス含有量を低
減した低融点鉛フリーはんだの実用化開
発」は全ての目標値を達成し、更なる展開
も含め、数年後の実用化が期待される。他
２テーマは、一部技術課題の未達に加え、
市場環境の変化も有り、実用化への課題が
残されている。 
 平成２６年度は以下の６件を新たに採
択し、実用化に向け推進している。「白金
族代替Ａｇ系ＤＰＦ触媒システムの実用
化開発」、「窒化チタンをベースとする超硬
工具向けタングステン、コバルト代替材料
の開発」、「Ｅｕ、Ｃｅ、Ｙ不使用型Ａｇ含
有ゼオライト蛍光体の開発とその利用に
関する研究」、「太陽電池用波長変換材料と
してのイットリウム、ユーロピウム低減蛍
光体の実用化開発」、「排ガス浄化用触媒の
白金族使用量低減代替技術の開発」、「Ｎｄ
およびＤｙの削減に資する超小型自動車
向けレアアースレスインホイールモータ
の開発」。 
 また、希少金属等４５元素のリスク調査
を継続するとともに、将来の需給予測等の
中長期戦略立案の調査結果に基づき、「新
規希少金属プロジェクトのための事前検
討」として白金族削減に関わる４テーマを
採択し、推進している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ２．次世代自動車向け高効率
モーター用磁性材料技術開発 
［平成２６年度～平成３３年
度、中間評価：平成２６年度］ 
電力消費量の過半を占める

モーターの抜本的な省エネ化
に向けて、ジスプロシウムを
使わないネオジム磁石の高性
能化技術開発、ネオジム焼結
磁石を超えるレアアースを使
わない新磁石の開発、次世代
高効率モーター用高性能軟磁
性材料の開発、高効率モータ
ーの開発、及び磁性材料・モ
ーター設計に関する特許戦略
策定のため、磁性材料からモ
ーターまで全てを網羅した特
許調査・技術動向調査・基盤
技術開発を実施する。なお、
プロジェクトリーダーは平成
２６年度に選定する。 

－ ２．次世代自動車向け高効率モーター用磁
性材料技術開発 ［平成２６年度～平成３
３年度、中間評価：平成２６年度］ 
電力消費量の過半を占めるモーターの

抜本的な省エネ化に向けて、ジスプロシウ
ムを使わないネオジム磁石の高性能化技
術開発、ネオジム焼結磁石を超えるレアア
ースを使わない新磁石の開発、次世代高効
率モーター用高性能軟磁性材料の開発、高
効率モーターの開発、及び磁性材料・モー
ター設計に関する特許戦略策定のため、磁
性材料からモーターまで全てを網羅した
特許調査・技術動向調査・基盤技術開発を
実施した。 
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 研究開発項目①新規高性能磁
石の開発 
（１）ジスプロシウムを使わ
ないネオジム磁石の高性能化
技術開発 
次世代自動車の駆動用モー

ターに使用されているネオジ
ム磁石は、耐熱性を付与する
ためにジスプロシウムを添加
している。ジスプロシウムを
添加すると耐熱性が良くなる
一方、磁石の強さは低下する。
したがって、ジスプロシウム
を使わずに耐熱性を付与出来
れば、磁石の強さを大幅に向
上させることができる。そこ
で、ジスプロシウムを使わず
耐熱性を付与し、1.5 倍の強
さ（最大エネルギー積）を持
つ耐熱ネオジム磁石の開発を
行う。 
 

（２）ネオジム焼結磁石を超
えるレアアースを使わない新
磁石の開発 
永久磁石技術開発の歴史

は、新規材料出現による非連
続的な技術発展を成し、大胆
な分野融合的発想あるいは情
熱からもたらされてきた。そ
こで、ネオジム焼結磁石では
達成できない特性である、耐
熱性を有し２倍の強さ（最大
エネルギー積）をもつ「安定
供給が不安視されているレア
アース元素」を使わない高性
能新磁石の探索・開発を行う。 

－ 研究開発項目①新規高性能磁石の開発 
（１）ジスプロシウムを使わないネオジム
磁石の高性能化技術開発 
[ナノ結晶粒ネオジム焼結磁石開発] 
結晶粒径微細化によって保磁力の温度

特性を改善させることに成功した。 
原料合金組織の最適化と組織改善手法

に関する知見が得られた。 
焼結磁石に含まれる酸素量・炭素量を低

減するための粉砕工程の検討を開始した。
 
[Ｄｙフリー高Ｂｒ・高保磁力を有するＮ
ｄＦｅＢ異方性ＨＤＤＲ磁石開発] 
過去２年間の結果をベースに、高Ｂｒ化

技術に取組んだ。特に、新ｄ－ＨＤＤＲ処
理技術の各パラメータの影響について検
討を行い最適化を図った。 
 
（２）ネオジム焼結磁石を超えるレアアー
スを使わない新磁石の開発 
[窒化鉄ナノ粒子のバルク体化技術研究開
発] 
窒化鉄の高保磁力化・高温耐性向上の糸

口を探るため、薄膜において鉄サイトの第
三元素置換を試みて、その化学的・物理的
特性を評価・解析した。 
窒化鉄ナノ粒子を凝集させないための

分散については、目標とする一次粒子均一
分散性を獲得できた。 
各種成型方法にて、窒化鉄ナノ粒子のバ

ルク体作製を行い、それぞれの条件による
成型に対する各種初期挙動の確認を行っ
た。 
 
[ナノ複相組織制御磁石の研究開発] 
理想組織形態のモデル化および材料指

針構築を行い、原理計算で目標値の最大エ
ネルギー積をもつナノ複相組織制御磁石
の可能性を明らかにした。 
等方性ナノ複合組織磁石のバルク化を

低温高圧で行うことにより、目標Ｂｒを超
える等方性ナノ複相組織制御バルク磁石
を実現した。 
[ＦｅＮｉ超格子磁石材料の研究開発] 
ＦｅＮｉ超格子粉末の合成手法の課題

がＦｅ／Ｎｉ組成ずれと規則化であるこ
とを明確にして、組成ずれについては目処
を得た。 
電気化学還元法により、反転磁界（保磁

力）が目標値を超える成分を含む粉末を合
成した。 
ＦｅＮｉ合金への第３原子の挿入・脱離

による規則化プロセスの可能性を確認し
た。 

●省エネに大きく寄与する超高精度モータ
ー損失分析評価装置を開発 

・分析評価装置と供試モーターとの間での
機械的接触による摩擦のため評価が困難
であったモーター電磁損失について、磁
気軸受けを搭載し超高精度分析評価を可
能とした装置を世界で初めて開発。  

・これにより、モーター電磁損失のより高
精度な測定が可能となり、さらに高効率
なモーターの設計やモーターの省エネル
ギー化に見通しを得た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 研究開発項目②次世代高効率
モーター用高性能軟磁性材料
の開発 
次世代自動車には、駆動用

モーターの鉄心などに軟磁性
材料が使用されている。これ
らの軟磁性材料は、使用中に
磁束が通ると損失（鉄損）が
生じ、熱が発生する。鉄損は
モーターの効率低下を伴うだ

－ 研究開発項目②次世代高効率モーター用
高性能軟磁性材料の開発 
[高ＢＳナノ結晶軟磁性材料の開発] 
高飽和磁束密度／高形成能を両立する

合金を、ガス－水急冷アトマイズ装置およ
び超高圧水－水急冷アトマイズ装置を使
用し、非晶質粉末を得た。 
ＳＰＳ（放電プラズマ焼結）磁心は１．

６Ｔ以上の飽和磁束密度であることを確
認し、熱間プレス機を導入し、磁心化条件
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けでなく、放熱部品や冷却装
置追加による車両重量やコス
ト増加（＝航続距離及びコス
ト競争力の低下）の問題を発
生するため、低損失な軟磁性
材料の実用化が急務となって
いる。そこで、現在のモータ
ー鉄損を 80%削減できる新軟
磁性材料の実用化製造技術を
開発する。 

を検討している。 
肉厚２５ｍｍの巻磁心をモーター磁性

材料研究開発センターにて電磁鋼板と比
較し、損失が１／５以下を確認した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●世界初となる３Ｄプリンターで成形する
カスタムメイド人工骨を開発 
・ＣＴ画像から患者自身に最適な移植用人
工骨を３Ｄプリンターで成形するカスタ

 研究開発項目③高効率モータ
ーの開発 
既存・新規磁性材料を用い

て、産業競争力がある小型・
高効率モーターを開発するた
め、実機モーター組込時の磁
性特性評価技術、モーター構
造設計技術及びそのモーター
を低損失にて駆動できるイン
バーター制御技術を開発し、
その性能・信頼性評価を確立
する。 

－ 研究開発項目③高効率モーターの開発 
[次世代モーター・磁性特性評価技術開発]
・２５年度に導入した装置を用い、高低温
減磁試験評価技術および３次元磁石減
磁評価試験技術を確立した。 

・超高精度モーター損失分析評価装置及び
大容量モーター特性評価装置の導入を
行い、所定の精度及び運転範囲のモータ
ー特性評価が可能となった。 

・エネルギー損失を従来モーター比２５％
削減する高効率モーター設計に関する
課題の抽出および基本設計指針を示し
た。 

 
[次世代モーター・磁性特性評価技術開発
（応力を考慮したモーター設計・評価技術
の研究開発）] 
・新規軟磁性材料に対応した応力下軟磁性

材料特性評価装置の性能を既存軟磁性
箔帯材料を使用して実証した。 

・応力による既存ネオジム焼結磁石の減磁
現象について知見を得るとともに、評価
手法の指針を得た。 

 

 研究開発項目④特許・技術動
向調査、事業化のための特許
戦略策定及び共通基盤技術の
開発 
ネオジム磁石に関する米国

の基本特許が平成 26 年に切
れるに当たり、我が国の優位
性が低下する恐れが指摘され
ている。この様に、特許戦略
は事業化には必須であり、磁
性材料から最終製品であるモ
ーターまでを巻き込んだ特許
戦略議論が重要となってい
る。そこで、磁性材料・モー
ター設計に関する特許戦略策
定のため、磁性材料からモー
ターまで全てを網羅した特許
調査・技術動向調査を行う。
また、共通基盤技術として、
各テーマで共通する基盤的な
技術開発や材料開発、分析・
評価・解析保磁力機構の解明
などを必要に応じて行う 

－ 研究開発項目④特許・技術動向調査、事業
化のための特許戦略策定及び共通基盤技
術の開発 
 [特許調査・技術動向調査・特許戦略策定
支援] 
「磁石材料」「軟磁性材料」「高効率モー

ター」等の、前年度までの分析に加えて前
年度までの国内検索特許に関し精読と重
要度分類を進め、解析軸からの、特許から
みた技術傾向分析の追加調査を実施し、３
ヶ年の結果を総合し、取り纏めと提言を実
施した。 
技術動向調査については、文献検索と、

解析軸からの技術論文からみた技術動向
分析の追加調査を実施し、３ヶ年の結果を
総合し、取り纏めと提言を実施した。 
 
[共通基盤技術の開発] 
各分室で開発された磁性粒子を、粒子の

磁気特性を維持したまま９０％以上の相
対密度を持つ成形体にする技術を開発し
た。 
粒子表面を修飾することにより磁気特

性の向上を図った。 

 

 ⅷ）バイオテクノロジー分
野 
ａ．バイオシステム分野 
我が国の製薬産業では、

（ⅷ）バイオテクノロジー
分野 
（ａ）バイオシステム分野 
資源に乏しく、少子高齢

（ⅷ）バイオテクノロジー分
野 
（ａ）バイオシステム分野 
１．後天的ゲノム修飾のメカ

－ （ⅷ）バイオテクノロジー分野 
（ａ）バイオシステム分野 
１．後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用
した創薬基盤技術開発 ［平成２２年度～
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 近年新たな医薬品の創出が
伸び悩み、輸入超過の傾向
が大きくなってきている。
また、「再生医療」について、
実用化においては世界的に
も黎明期にあり各国による
熾烈な競争が行われてい
る。そのためゲノム情報・
制御関連技術及び細胞機能
解明・活用技術への取組、
これをもって革新的医薬品
創出や個別化医療の実現、
再生医療の産業化の促進に
向けた取組を行うこととす
る。 

化が進む我が国が、長期に
わたって持続的な経済成
長を実現するためには、知
識集約型・高付加価値経済
への転換が必要であり、製
薬産業は知識集約型・高付
加価値を代表する重要な
産業である。 しかしなが
ら、我が国の製薬産業で
は、近年新たな医薬品の創
出が伸び悩み、輸入超過の
傾向が大きくなってきて
いる。 
また、細胞を利用して組

織や臓器の機能を回復さ
せる「再生医療」について、
我が国は技術開発におい
ては世界のトップを走っ
ているが、実用化・事業化
においては世界的にも黎
明期にあり各国による熾
烈な競争が行われている。 
このような背景の下、第

３期中期目標期間では、ゲ
ノム情報・制御関連技術及
び細胞機能解明・活用技術
への取組、これをもって革
新的医薬品創出や個別化
医療の実現、再生医療の産
業化の促進に資すること
とする。 
ゲノム情報・制御関連技

術においては、創薬の標的
となるゲノム情報や膜タ
ンパク質等の生体分子の
構造情報等を高感度・高精
度に解析する技術、これら
の機能を解明し制御する
ための技術等を開発する。
さらには、これらに加えて
ＩＴ等の新しい技術の活
用によって、創薬基盤技術
を確立することで、がんや
アルツハイマー病等の重
篤な疾患等に適応する革
新的医薬品創出や個別化
医療の実現につなげる。 
細胞機能解明・活用技術

においては、我が国が強み
を有する「ものづくり力」
を活かし、有用天然化合物
の効率的かつ安定的な生
産技術の開発とライブラ
リーの整備を進める。ま
た、バイオ医薬品等の製造
基盤技術の開発を行うと
ともに、バイオ医薬品開発
の中核となるベンチャー
企業支援を併せて行うこ
とで実用化・事業化の促進
を図る。 
また、我が国が技術開発

において世界をリードす

ニズムを活用した創薬基盤技
術開発 ［平成２２年度～平
成２６年度］ 
 後天的ゲノム修飾の効果
的・効率的な解析手法の開発
により、画期的な医薬品や診
断技術の創造につながる基盤
技術を確立することを目的
に、東京大学先端科学技術研
究センター 教授 油谷 浩
幸氏をプロジェクトリーダー
とし、以下の研究開発を実施
する。 

平成２６年度］ 
後天的ゲノム修飾の効果的・効率的な解

析手法の開発により、画期的な医薬品や診
断技術の創造につながる基盤技術を確立
することを目的に、以下の研究開発を実施
した。 

ムメイド人工骨を世界で初めて開発。 

・臨床試験データから、ヒトでの有効性と
安全性が確認されたのを受け薬事承認
（製造販売）申請を実施（平成２６年４
月）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目①後天的ゲノム
修飾解析技術開発 
 ヒストン修飾解析等に必要
となる多種類の解析用抗体か
らなる抗体パネルを作成し、
後天的疾患に由来する複数種
類の癌のヒト臨床サンプル及
び代表的なヒト正常細胞を対
象として、多種類のヒストン
修飾や修飾因子を系統的にマ
ッピングする技術開発を継続
する。 
 また、質量分析法等を用い
て、後天的ヒストン修飾の組
合せコード（アセチル化、リ
ン酸化、メチル化修飾の組合
せを判定）を測定するための
解析基盤技術を構築するとと
もに、解析に必要な検体の微
量化を実現する高感度解析技
術の更なる向上を目指す。 

－ 研究開発項目①後天的ゲノム修飾解析技
術開発 
数十万に及ぶＣｐＧサイトを半定量的

に測定可能なマイクロアレイの開発を支
援した。 
クロマチン解析の感度を１００倍向上

させ、特異性の高い抗体開発も推進した。
全ゲノムバイサルファイトシーケンシ

ングを実施すると共に、DNA 脱メチル化に
関わるヒドロキシメチルシトシンの塩基
レベル解析系を確立した。 
質量分析計を用いて、新規ヒストン修飾

を同定し、数十種類のヒストン修飾組み合
わせ解析法を確立した。 

 

 研究開発項目②後天的ゲノム
修飾と疾患とを関連づける基
盤技術開発 
 どのような後天的ゲノム修
飾の変化によってどのような
後天的疾患が発生するか、疾
患と後天的ゲノム修飾の関連
づけを行う。  
 解析対象となる複数種類の
癌のヒト臨床サンプルを効率
的に収集し、上記研究開発項
目①で開発される後天的ゲノ
ム修飾解析基盤技術等も活用
して、後天的ゲノム修飾の組
合せの解析等により得られる
情報基盤を用いて疾患と正常
の比較分析を行うことによ
り、疾患発症に関わる後天的
ゲノム修飾異常を引起す原因
因子等を探索するとともに、
新たな創薬・診断の標的候補
分子の同定を継続する。 

－ 研究開発項目②後天的ゲノム修飾と疾患
とを関連づける基盤技術開発 
腫瘍検体バンキングと組織検体を用い

たエピゲノム解析を実施し、１４がん種
２,４５３検体についてＤＮＡメチル化プ
ロファイリングを行った。 
以上の解析により、２４種類の腫瘍特異

的ＤＮＡメチル化マーカーを同定した。ダ
イレクトゼノグラフトパネル（膵がん２６
株、胃がん３０株）を樹立し、胃がんゼノ
グラフト６例について経時的な全エクソ
ン変異解析を、膵がんゼノグラフト４例に
ついて経時的遺伝子発現解析を行った。 
ｎｃＲＮＡをカタログ化して数百の腫

瘍特異的ｎｃＲＮＡを同定し、医薬標的候
補１９分子を抽出した。 
エピゲノム創薬標的候補１１分子を抽

出した。 

 

 研究開発項目③探索的実証研
究 
 研究開発項目②で同定した
創薬・診断標的候補分子に対
し、これらの標的候補分子を
制御する化合物を高感度かつ
高精度な定量的アッセイ法を

－ 研究開発項目③探索的実証研究 
当初、実証的探索研究としてかかげた４

標的分子を含めて合計１１分子の機能解
析を実施した。 
そのうち６分子についてアッセイ系を

樹立し、３分子についてはｉｎ ｓｉｌｉ
ｃｏ手法を用いて活性阻害化合物を得た
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るｉＰＳ細胞をはじめ、Ｅ
Ｓ細胞や間葉系幹細胞等
のヒト幹細胞を安定的か
つ大量に供給可能とする
自動培養技術等の開発、ヒ
トｉＰＳ・ＥＳ細胞を用い
た創薬スクリーニング技
術を開発することで、再生
医療の産業化を実現し、さ
らには世界的に優位な産
業として成長させていく。
具体的には、再生医療への
応用を可能とする品質レ
ベルで管理されたヒト幹
細胞を、安定的に大量供給
可能とするシステムを確
立する。 

用いて探索するとともに、腫
瘍細胞及び xenograft を用い
た機能評価、後天的ゲノム修
飾に与える影響の検討を次世
代シーケンサーにより迅速化
して標的としての妥当性を効
率的に検証することによっ
て、本事業で開発した後天的
ゲノム修飾に着目した創薬基
盤技術の有用性実証を継続す
る。 

ほか、３分子については従来型のハイスル
ープットスクリーニング、４分子について
は結合ペプチドスクリーニングにより活
性阻害化合物を探索した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●ヒト多能性幹細胞の新規三次元培養法を

開発 
・今後の再生医療等の実用化に不可欠とな

るヒト多能性幹細胞（ＥＳ／ｉＰＳ細胞）
の大量培養技術として、これまでに開発
した三次元スフェア培養法を用いて世界
最高レベルの高密度培養に成功。 

・これにより、高品質のヒト多能性幹細胞
の大量生産と安定供給を可能とし、ヒト
ＥＳ／ｉＰＳ細胞を用いた再生医療や創
薬活用の実用化と産業化に大きく貢献す
ることが期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ２．再生医療の産業化に向け
た細胞製造・加工システムの
開発 ［平成２６年度～平成
３０年度］ 
 公募を行い、平成２６年度
より研究開発を開始する。 

－ ２．再生医療の産業化に向けた細胞製造・
加工システムの開発 ［平成２６年度～平
成３０年度］ 
ヒト幹細胞を応用した再生医療製品開

発の促進や再生医療製品及び再生医療周
辺製品の国際競争力強化を図ることを目
的に、公募により実施者を選定し、以下の
研究開発を実施した。 

 

 研究開発項目①ヒト多能性幹
細胞由来の再生医療製品製造
システムの開発 [平成２６年
度～平成３０年度] 

－ 研究開発項目①ヒト多能性幹細胞由来の
再生医療製品製造システムの開発 
[多能性幹細胞①] 
安価な未分化多能性幹細胞の浮遊培養

に適した培養液の開発に成功した。 
未分化ｈｉＰＳ細胞半自動化無攪拌浮

遊培養系（バイオリアクター）で世界最高
レベルの拡大培養に成功した。 
スフェア培養ｉＰＳ細胞から安定高純

度の心筋細胞を低コストで生産する培養
法を開発した。  
ヒト未分化多能性幹細胞を選択的に除

去する化合物を発見した。 
マイクロ流路チップ・セルソーターを用

いて分化細胞に混在する未分化細胞の除
去を検討した。 
配向性ナノファイバー技術を用いて３

次元配向構造を有する心筋組織片を構築
し、作製された心筋組織片のモルモットへ
の移植を検討した。  
神経幹細胞構造体を作製するためのス

フェロイド積層法を検討した。  
プロジェクトグループ内の要求仕様調

査を実施し、温度条件に対応する細胞搬送
用の外容器を作成した。また臨床試験用の
内容器、外容器の試作を実施し、搬送実験
の結果、細胞の機能性を維持できることを
確認した。 
市場性評価モデルの構築、国内外関連企

業の網羅的リストアップ及び既存企業事
例のプロファイリングを進め、特定の事例
について市場性の第一次評価を実施した。
細胞製造フローを制作し、工程管理図へ

展開して、細胞製造工程管理システムの構
想設計を検討した。 
集中研について、多様な細胞加工法に対

応するためＧＭＰに準拠した運用が可能
な設備使用案を設計した。 
 
[多能性幹細胞②] 
網膜色素上皮細胞をアイソレータ内で

培養するために必要な標準操作手順書を
作成した。 
本手順書に基づいたｆＭＰ技術による
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細胞製造工程の自動化を目指し、種々のモ
ジュールに対する設計・試作を実施した。
平面での未分化ｉＰＳ細胞の維持・培養

に関しては培養基材として用いるラミニ
ンフラグメントの低コスト化、未分化状態
から逸脱した細胞の選択除去技術等の技
術開発に着手した。  
未分化ｉＰＳ細胞を対象とした２０Ｌ

スケールでの培養装置の試作を開始した。
長期培養を可能とする種々の要素技術

（培地交換装置、シングル ユースｐＨ計、
培地再利用法、集塊分割法等）開発に着手
した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●１３種類のがん・認知症を１回の採血で

診断可能なシステムを開発 
・先制医療・個別化医療の実現に向けて、

１回の採血で１３種類のがんや認知症を
診断できる世界最先端の診断システムの
開発事業を開始。 

・臨床情報とバイオバンクに保存された血
液検体中のマイクロＲＮＡを網羅的に解
析し、その成果を低侵襲で高感度な診断
システムの実用化につなげる最適な体制
を構築。 

 研究開発項目② ヒト間葉系
幹細胞由来の再生医療製品製
造システムの開発 [平成２６
年度～平成２８年度] 
各プロセスの個別要素技術

を抽出し、対象となる操作・
技術の自動化についての基本
的な方針を検討する。各細胞
製品製造に最適な培地・基材
等の検討を行う。各細胞製品
の仕様決定のための検討を行
う。ヒト多能性幹細胞の大量
培養（１０の１０乗個）達成
のための検討を行う。各プロ
セスの工程管理指標及び管理
技術の検討を行う。 

－ 研究開発項目②ヒト間葉系幹細胞由来の
再生医療製品製造システムの開発 
[間葉系幹細胞] 
アイソレータ内に設置可能な分離精製

用セルソータのソートヘッドの設計試作
を完了した。  
間葉系幹の増殖・分化能評価に必要なマ

ーカー選択が終了し、カスタムチップ開発
に着手した。 
細胞増殖性が維持できる無血清・ケミカ

ルデファインドな培地開発に着手した。 
ＧＭＰ下で製造できる細胞外基質を見

出し、バック培養系への応用を検討した。
細胞保存・輸送工程温度管理履歴の記録

保存ができるシステムの構築が完了した。
新たな３種のケミカルデファインドな

凍結保存液を開発した。  
変形性関節症に対する細胞治療の動物

モデル評価に着手した。 
 
[Ｍｕｓｅ細胞] 
原材料となる臨床グレードの骨髄液の

入手先を確保した。 
拡大培養に使用する閉鎖系培養装置を

選定した。 
Ｍｕｓｅ細胞を増殖・ｅｎｒｉｃｈする

培養条件を発見した。 
動物モデルを用いた効果確認試験を実

施し、Ｍｕｓｅ細胞移植による効果が確認
された。 
 

 

 ３．体液中マイクロＲＮＡ測
定技術基盤開発 ［平成２６
年度～平成３０年度］ 
 公募を行い、平成２６年度
より研究開発を開始する。 

－ ３．体液中マイクロＲＮＡ測定技術基盤開
発 ［平成２６年度～平成３０年度］ 
先制医療や個別化医療等の世界最先端

の医療を実現するため、基盤となる疾患横
断的ｍｉＲＮＡ発現データベースの構築
と診断・創薬技術の革新のための技術開発
を目的に、公募により実施者を選定し、以
下の研究開発を実施した。 

 

 研究開発項目①患者体液中の
ｍｉＲＮＡの網羅的解析 
・同時多検体からの体液中Ｒ
ＮＡ抽出プロセスの自動化
ための検討を実施する。 

・１日１００検体の処理能力
を目標にｍｉＲＮＡ検出自
動化装置の設計を行う。 

・モデル構築用のｍｉＲＮＡ
発現データを取得する。 

－ 研究開発項目①患者体液中のｍｉＲＮＡ
の網羅的解析 
国立がん研究センター、国立長寿医療研

究センターを主に血清検体の選定は順調
に進み、順調に払出しを受けている。国立
がん研究センター研究所内に専用実験室
を開設し、１日８０検体の解析体制を整え
た。乳がん・肉腫・認知症を中心に解析を
進め、当初予定５，０００例を大きく上回
る、８，０００例の患者・健常者のｍｉＲ
ＮＡ発現プロフィールの取得に成功した。
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測定機の自動化検討・設計に着手した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②疾患横断的に
解析可能なｍｉＲＮＡ発現デ
ータベースの構築 
・少なくとも１つの疾患につ
いてｍｉＲＮＡと個別臨床
データを結合して、モデル
構築用のｍｉＲＮＡ発現デ
ータベースを構築する。 

・将来的な拡張や応用を視野
に格納用データベースと解
析用インターフェースの初
期設計を行い、課題を抽出
する。 

－ 研究開発項目②疾患横断的に解析可能な
ｍｉＲＮＡ発現データベースの構築 
ｍｉＲＮＡ発現プロフィールを実験履

歴とともに格納するデータベースを構築
した。 
取得できたｍｉＲＮＡ発現プロフィー

ルと一部の臨床パラメータのデータセッ
トを暫定データベースに格納した。これを
基にデータベースの課題抽出を開始した。

 

 研究開発項目③ｍｉＲＮＡ診
断マーカーとｍｉＲＮＡ検査
／診断技術の開発 
・上記モデル構築用データベ
ースを解析し、疾患特異的
マーカーの検出と診断アル
ゴリズムの策定のための条
件検証を行う。 

－ 研究開発項目③ｍｉＲＮＡ診断マーカー
とｍｉＲＮＡ検査／診断技術の開発 
統計解析を可視化するため、効果量

（Effective Size）を算出することとし
た。 
各種判別手法については、線形判別・決

定木・ＳＶＭ（Support Vector Machine）
などをすでに構築した。 

 

 研究開発項目④臨床現場での
使用に向けた検査システムの
開発 
・ＲＮＡ抽出、検出時に用い
る、測定標準物質の検討を
行う。 

－ 研究開発項目④臨床現場での使用に向け
た検査システムの開発 
モデルｍｉＲＮＡ分子を用いて、各社そ

れぞれの測定プラットフォームの測定条
件を確認した。 
小胞体抽出プロセスの自動化に向けた

検討を開始した。 

 

 ｂ．医療システム分野 
医療機器市場は今後も大

きな成長が見込まれてお
り、また、我が国の優れた
技術を活かし、新規市場の
開拓と国際競争力を強化し
ていくことは、我が国の経
済を牽引する産業としても
大きな期待が寄せられてい
る。このような背景の下、
がんの早期診断・治療、再
生医療デバイス、スマート
ヘルスケア、福祉機器の４
分野への取組に注力するこ
ととする。 

（ｂ）医療システム分野 
医療システム分野にお

いては、「医療イノベーシ
ョン５か年戦略」など、国
を挙げた積極的な振興策
が講じられており、機構に
おいても、がんの超早期診
断機器や低侵襲治療のた
めの高度治療機器の開発、
再生医療の早期実現に向
けた技術開発等、医療現場
のニーズにマッチした医
療機器等の開発を推進し
てきた。先進国をはじめと
した全世界的な高齢化や
新興諸国の経済成長を背
景に、医療機器市場は今後
も大きな成長が見込まれ
ており、また、我が国の優
れた技術を医療機器産業
に活かし、新規市場の開拓
と輸出競争力を強化して
いくことは、国民生活のさ
らなる質的向上を図る上
で、また我が国の経済を牽
引する産業としても大き
な期待が寄せられている。 
このような背景の下、第

３期中期目標期間では、が
んの早期診断・治療、再生
医療デバイス、スマートヘ

（ｂ）医療システム分野 
１．がん超早期診断・治療機
器の総合研究開発 ［平成２
２年度～平成２６年度］ 
平成２６年度は、ＮＥＤＯ

プログラムマネジャー （国立
大学法人山口大学名誉教授） 
加藤紘氏をプロジェクトリー
ダーとし、以下最終目標を達
成するため、下記研究開発項
目①及び②のとおり実施す
る。【最終目標（平成２６年度
末）】 

－ （ｂ）医療システム分野 
１．がん超早期診断・治療機器の総合研究
開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 
平成２６年度は、下記研究開発項目①及

び②のとおり実施した。 
 
 
 

 

 研究開発項目①超早期高精度
診断システムの研究開発 
（１）画像診断システムの開
発 
（ア）高機能画像診断機器の
研究開発 
（イ）で開発する分子プロー
ブ等を用いて高感度で高分解
能な画像診断を行える装置に
ついて、臨床研究を開始でき
るレベルのプロトタイプを開
発する。 

－ 研究開発項目①超早期高精度診断システ
ムの研究開発 
（１）画像診断システムの開発 
（ア）高機能画像診断機器の研究開発 
強い磁場を発生させる既存ＭＲＩと組

み合わせて使用可能で、検出器を２つに分
割して患者を挟み込む方式の世界初のＰ
ＥＴ装置を開発した。 
精度が市販ＰＥＴ装置を上回ることを

確認した。 
（イ）がんの性状をとらえる分子プローブ
等の研究開発 
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ルスケア、福祉機器の４分
野への取組に注力する。 
がんの早期診断・治療に

おいては、「がん対策推進
基本計画」に基づき、がん
の年齢調整死亡率を２
０％減少させる（平成２７
年において、平成１７年比
２０％減。但し７５歳未
満）ことを目指し、第２期
中期目標期間中に開始し
た「がん超早期診断・治療
機器の総合研究開発」の技
術開発目標の達成を図る。
また、診断と治療を一体的
に運用するがん医療マネ
ジメントシステムや、がん
のなり易さを診断する技
術、医薬品と医療機器が融
合した新たなコンビネー
ションプロダクト等、患者
の更なる生活の質（ＱＯ
Ｌ）の向上に資する治療・
診断機器・システムについ
て海外との競合状況、実用
化・事業化の見通し等を精
査し、実施可能なものから
順次開発に着手する。 
再生医療デバイスの開

発においては、第２期中期
計画中に開始した「次世代
機能代替技術の研究開発」
について、中間評価結果を
踏まえ中止・加速等行うと
ともに、事業実施中に適用
症例の拡張、知財戦略の強
化、企業連携の強化、前臨
床データの取得にも注力
する。また、我が国の再生
医療デバイスとして特に
競争力が高いものについ
て、第３期中期目標期間
で、細胞培養、輸送、品質
管理、治療デバイス、ＩＴ
を用いた術前診断・予後管
理等、診断と治療を一体的
に運用する再生医療マネ
ジメントシステム等の検
討を行い、実用化・事業化
の見通しを精査しつつ実
施可能なものから順次開
発に着手する。 
スマートヘルスケアに

ついては、国内外における
ヘルスケア・医療サービス
の技術の開発・実証及び予
防・診断・治療サービスで
の利用を見通したヘルス
ケア・医療機器の開発を行
う。即ち、地域に点在・偏
在する健康管理に関する
情報・機能、診断・治療に
関わる情報・機能、様々な

（イ）がんの性状をとらえる
分子プローブ等の研究開発 
目標がんを定め、早期のス

テージで高精度にがんを検出
し、腫瘍組織の悪性度等を判
定できる分子プローブ等の薬
剤について、臨床研究を開始
できるレベルで開発する。 
 
（２）病理画像等認識技術の
研究開発 
（ア）病理画像等認識基礎技
術の研究開発 
高信頼性、高効率な診断支

援に必要な技術を完成する。 
（イ）病理画像等認識自動化
システムの研究開発  
上記の支援技術を実現する

判定自動化装置を完成する。 
 

（３）血中がん分子・遺伝子
診断を実現するための技術・
システムの研究開発 
（ア）血中がん分子・遺伝子
診断のための基礎技術の研究
開発  
血中がん分子・遺伝子診断

のための検体前処理プロセス
等の標準化を行う。 
（イ）血中がん分子・遺伝子
診断自動化システムの研究開
発 
血中がん分子・遺伝子診断

のための検体前処理プロセス
を統合した診断装置を完成す
る。 

膵がん、肺がん、前立腺がん、乳がん、
低酸素領域を標的とした分子プローブ（Ｐ
ＥＴ検査薬）となる物質を合成し、小動物
によるイメージングにより対象（がん）に
集積することを確認した。 
これらの薬剤のヒトへの臨床研究を行

うためにＧＭＰ対応の自動合成装置を作
成した。 
 
（２）病理画像等認識技術の研究開発 
（ア）病理画像等認識基礎技術の研究開発
病理診断支援ソフト構築に必要な病理

標本画像の色ばらつき補正、細胞核／組織
識別・特徴量を算出するための要素技術を
確立した。 
（イ）病理画像等認識自動化システムの研
究開発 
診断支援ソフトのプロトタイプを構築

し、臨床検体を用いて性能を検証したとこ
ろ、目標の検出精度が得られ、臨床評価に
耐えうることを確認した。 
 
（３）血中がん分子・遺伝子診断を実現す
るための技術・システムの研究開発 
（ア）血中がん分子・遺伝子診断のための
基礎技術の研究開発 
実際のがん患者の血液からＣＴＣ（末梢

血循環がん細胞）を分離し、その僅かなＣ
ＴＣから遺伝子変異やタンパク質の発現
解析、網羅的遺伝子変異の解析が可能であ
ることを確認した。 
血液検査によるがんの転移可能性、悪性

度の診断等が可能であることを示した。 
（イ）血中がん分子・遺伝子診断自動化シ
ステムの研究開発 
チップ上の微小孔に血中細胞を整列さ

せ、その中からＣＴＣを検出する装置を開
発した。 
微小孔に固定された細胞は、任意の細胞

を自動的に分取することができる。取り出
したＣＴＣで遺伝子変異解析が可能であ
ることを確認した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●小型高精度Ｘ線治療機器の米国ＦＤＡに

申請を完了 
・がんの低侵襲で副作用リスクの低い早期

治療実現のため、高精度Ｘ線治療機器に
必要な要素技術を開発／統合し、国産初
のロボット型Ｘ線治療機器（Ｃｙｇｎｅ
Ｘ）を開発。 

・米国ＦＤＡに申請を完了し、薬事申請準
備中。本開発成果は３年後の上市を予定。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②超低侵襲治療
機器システムの研究開発 
（２）高精度Ｘ線治療機器の
研究開発 
小型Ｘ線ビームの発生、動

体追跡照射、治療計画の作成、
実際に照射されている位置及
び線量のリアルタイム検証に
必要となる各基盤技術を組み
込んだ小型の超高精度 X 線治
療機器のプロトタイプを開発
し、臨床研究に適用するため
の検証を行う。 

－ 研究開発項目②超低侵襲治療機器システ
ムの研究開発 
（２）高精度Ｘ線治療機器の研究開発 
要素デバイスとして開発した小型Ｘ線

ビーム発生装置、動体追跡照射、治療計画
装置を組み込んだ高精度Ｘ線治療機器の
プロトタイプを試作し、米国ＦＤＡ申請を
完了した。 

 

 ２．次世代機能代替技術の研
究開発 ［平成２２年度～平
成２６年度］ 
平成２６年度は、東京女子

医科大学 副学長・教授 岡
野 光夫 氏をプロジェクトリ
ーダーとして、以下最終目標
を達成するため、下記研究開

－ ２．次世代機能代替技術の研究開発 ［平
成２２年度～平成２６年度］ 
平成２６年度は、以下の研究開発を実施

した。 
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生活の場面で得ることが
できるヘルスケアの視点
も含めた医療情報とＩＴ
を組み合わせ、医療機器・
システムの改良・開発を行
うとともに、疾病の発症か
ら診断、治療、リハビリ等
の予後管理まで含めた領
域をパッケージとし、新た
な価値を創出し、利便性を
提供するソリューション
サービスの技術の開発・実
証及びそれらに必要なヘ
ルスケア・医療機器の開発
を行う他、先制医療、慢性
疾患、精神疾患、在宅医療
等、病院と生活の場がより
密接に関わる領域で必要
となる機器・システムの開
発や、ロボット工学等、世
界をリードする医工学を
活用した機器・システムの
開発を行う。 
福祉用具の実用化開発

については、「福祉用具の
研究開発及び普及の促進
に基づく法律」に基づき、
福祉用具実用化推進事業
及び福祉機器情報収集・分
析・提供事業を実施する。
福祉用具実用化開発助成
事業においては、実用化促
進を進め、助成事業終了後
３年以上経過した時点で
の実用化達成率５０％以
上を目指す。特に、第３期
中期目標期間中には、住
宅、自動車、家電、スポー
ツ等の異業種との連携を
深め、用途や販路の多様
化、異業種企業との技術連
携、実証フィールドの提供
等、福祉用具の産業化を一
層促進する視点での事業
運営に注力する。また、ロ
ボット介護機器等、日本の
高度なロボット技術の福
祉用具への展開について
も検討する。 

発項目①及び②のとおり実施
する。【最終目標（平成２６年
度末）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目①次世代再生医
療技術の研究開発 
（1）生体内で自己組織の再生
を促すセルフリー型再生デバ
イスの開発 
・細胞外マトリックス、幹細
胞誘導・分化促進因子等を
確定し、これらを組み合せ
たセルフリー型再生デバイ
スを完成する。 

・更に、本事業を終了する時
点で臨床試験を開始するの
に必要な有効性・安全性を
客観的に評価する十分な前
臨床試験データを蓄積し、
実用化を進める。 

 
（2）少量の細胞により生体内
で自己組織の再生を促す自律
成熟型再生デバイスの開発 
・細胞増殖因子等を確定し、
自律成熟型再生デバイスを
完成する。 

・更に、本事業を終了する時
点で臨床試験を開始するの
に必要な有効性・安全性を
客観的に評価する十分な前
臨床試験データを蓄積し、
実用化を進める。 

 
（3）有効性･安全性評価技術
等の開発 
・開発する再生デバイスを用
いて再生した組織等の有効
性・安全性に関する、低侵
襲で高精度な評価技術を確
立する。 

・確立した評価技術の標準化
に向けた取組を行う。 

・開発する再生デバイスを低
侵襲に植え込む技術を確立
する。 

－ 研究開発項目①次世代再生医療技術の研
究開発 
（１）生体内で自己組織の再生を促すセル
フリー型再生デバイスの開発 
ＯＮＯ－１３０１の幹細胞誘導効果と

心臓ネットの左室壁応力低減効果を組み
合わせたセルフリー型心筋再生デバイス
を完成した。 
ＯＮＯ－１３０１及び心臓ネットのヒ

ト安全性を確保し、本デバイスを用いた虚
血性心疾患モデルの大動物試験を実施し
た。その結果、それぞれの単独使用では得
られない心機能改善の相乗効果が確認さ
れ、本デバイスの客観的な有効性を確認し
た。また、本デバイスによる血管再生効果
も確認された。 
本デバイスについて、まず国内における

重症心不全を対象とした一定の市場性を
認めると同時に、製造検討も実施するなど
実用化検討を推進した。 
本プロジェクトにて新たに同定した心

筋の細胞外マトリックスを加え、細胞外マ
トリックス、幹細胞誘導因子、及び、心筋
分化促進因子の組合せ投与により心筋再
生につながる幹細胞集積とそれらの血管
や心筋への細胞分化が動物試験において
確認された。 
 
（２）少量の細胞により生体内で自己組織
の再生を促す自律成熟型再生デバイスの
開発 
【Ｍｕｓｅ細胞】 
マウスの皮膚創傷モデルにおいて、Ｍｕ

ｓｅ細胞遊走因子を患部に塗布すること
により統計的有意差を持って創傷部位縮
小の促進効果が確認できた。 
中大脳動脈閉塞術を施したマウス又は

ラットにＭｕｓｅ細胞を局所投与したと
ころ、Ｍｕｓｅ細胞が損傷部位に生着し、
神経細胞に分化することが確認されると
同時に、行動評価でも統計的有意差をもっ
て改善していることが分かった。 
深部白質梗塞モデルマウスに対し、Ｍｕ

ｓｅ細胞遊走因子を梗塞巣近辺に局所投
与し、Ｍｕｓｅ細胞を経静脈から投与した
ところ、遊走因子投与群が統計的有意差を
もって、行動評価において改善しているこ
とが分かった。 
心筋梗塞モデルのウサギ及びブタにヒ

トＭｕｓｅ細胞を投与することで梗塞領
域のサイズや心筋機能の改善が確認され
た。 
心筋梗塞モデルのブタにカテーテルデ

バイスを用いて、Ｍｕｓｅ細胞遊走因子を
心内膜側と心外膜側からそれぞれ投与し
たところ、梗塞領域のサイズや心筋機能の
改善が確認されたことから、カテーテルデ
バイスと遊走因子の有用性を確認した。 
 
【自律成熟型再生デバイス】 
細胞増殖因子等を含め、自律成熟型再生
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デバイスの仕様を確定した。 
関節欠損を与えた大動物試験にて、有効

性を確認した。 
使用素材そのものの安全性は確認完了

したが、今後ＰＬＬＡ中空糸（加工品）の
安全性評価が必要である。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●長期使用可能な小柄患者用埋め込み型補

助人工心臓を開発 
・ＮＥＤＯは血栓発生の少ない体内埋め込

み型小型ポンプと感染症防止機能を高め
た周辺機器・材料による長期使用可能な
補助人工心臓システムを実現。 

・同システムでは長期間にわたって血栓発
生を低減し、小型化が可能な動圧軸受軸
流ポンプ方式を補助人工心臓ポンプに世
界初採用。 

・小児を含む小柄患者に適用可能な、国内
初の埋め込み型補助人工心臓として５年
以内の治験完了を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目②次世代心機能
代替治療技術の研究開発 
低補助血流量からの幅広い

補助血流量変更に対応できる
技術、抗血栓性を高める技術、
長期使用を可能とする技術等
の各要素技術を総合的に組み
合せることにより、小児を含
めた小柄な患者（体重１５～
３０ｋｇ程度）への適用を可
能とする、長期使用可能な小
型の植込み型補助人工心臓の
プロトタイプを作製する。 
更に、プロトタイプの植込

み型補助人工心臓としての有
効性及び機械的・電気的・生
物学的な安全性の評価を行
い、大動物において、プロト
タイプを用いて３か月の生存
を達成する。 

－ 研究開発項目②次世代心機能代替治療技
術の研究開発 
低補助血流量に対応し、抗血栓性の高い

動圧軸受軸流ポンプ、小型化を実現するた
めの流路変更、柔軟小径ケーブル、スキン
ボタンを開発し、長期使用可能な小柄患者
用補助人工心臓プロトタイプを完成させ
た。 
上記プロトタイプの耐久性、安全性を確

認。さらに大動物による慢性試験にて３ヶ
月生存を達成した。 

 

 ３．福祉用具実用化開発推進
事業 ［平成５年度～］ 
 優れた技術や創意工夫ある
福祉用具実用化開発を行う中
小民間企業等に対するテーマ
の採択を行い実施するととも
に、継続分６件のテーマを実
施する。また、政府予算等の
成立を条件として、平成２６
年度新規採択に係る公募を年
度内に実施する。更に、その
開発成果について、広く社会
への普及啓発を図るため、助
成事業終了後、１０事業者以
上を展示会等のイベントを通
じて広く社会へ紹介する。 

－ ３．福祉用具実用化開発推進事業 ［平成
５年度～］ 
平成２６年度は６件の継続案件に加え、

新規７件を加え、合計１３件のテーマを実
施した。更に、広く社会への普及を図るた
め、バリアフリー２０１４に５件、国際福
祉機器展に５件の開発テーマの展示を行
った。 

 

 ４．未来医療を実現する先端
医療機器・システムの研究開
発 ［平成２６年度～平成３
０年度］ 
 以下①及び②の研究開発項
目について、公募により委託
者を選定し、実施する。 

－ ４．未来医療を実現する先端医療機器・シ
ステムの研究開発 ［平成２６年度～平成
３０年度］ 
未来医療を実現する先端医療機器・シス

テムの研究開発プロジェクトについて、公
募により実施者を選定し、以下の研究開発
を実施した。 
機構と実施者が一体となり、各サブプロ

ジェクトとも早期実用化と競争力のある
製品とするための見直し戦略を策定した。
共通に利用する情報基盤（ＯＰｅＬｉＮ

Ｋ）や標準化については、初年度から製品
化、機器接続を見据えた全員参加のセミナ
ーを実施し、いつでも実質的な活動に入れ
る下地を作成した。 
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知財合意書の年度内発効により、今後の
活動に知財の支障が無い状態となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目①先端医療機器
（診断／治療機器、機能回復
機器）の開発 
（１）高い安全性と更なる低
侵襲化及び高難度治療を可能
にする内視鏡手術システムの
研究開発に係る基礎技術開
発。 
 
（２）運動や知覚麻痺の機能
回復を可能にする医療機器・
システムの研究開発に係る基
礎技術開発 

－ 研究開発項目①先端医療機器（診断／治療
機器、機能回復機器）の開発 
（１）高い安全性と更なる低侵襲化及び高
難度治療を可能にする内視鏡手術システ
ムの研究開発に係る基礎技術開発 
近赤外同時撮影型フルカラーＣＣＤの

設計をおおむね完了し、またキーとなる滅
菌対応型とするための基礎構造等を決定
した。 
ロボット鉗子２試作品を作成し、内視鏡

動物実験に適用し、課題を明確化した。 
内視鏡および鉗子を通すフレキシブル

プラットフォーム試作品を作成して動物
実験に適用し、動作が確認され当初計画を
上回る成果であるが、解決すべき課題も明
確となった。 
 
（２）運動や知覚麻痺の機能回復を可能に
する医療機器・システムの研究開発に係る
基礎技術開発 
脳波－ＢＭＩリハビリシステムについ

て、プロトタイプを完成した。 
ＢＭＩリハビリを正しく安全に機能さ

せる上での技術仕様（評価バッテリ）を定
め、充足率を定量的に示せるようにした。
ＰＭＤＡ事前相談を実施し、認証を得る

ための道筋、課題を明確にした。 
錯覚誘導システムなど、その他機器も予

定通り開発を実施することができた。 
 

 

 研究開発項目②安全性と医療
効率の向上を両立するスマー
ト治療室の開発 
医療機器連携ミドルウェア

開発のため、医療機器メーカ
ーによる協力体制を整備する
とともに、治療室を構成する
要素技術を開発する。 

－ 研究開発項目②安全性と医療効率の向上
を両立するスマート治療室の開発 
既存モダリティである手術ナビ、生体情

報モニタ、ｉＡｒｍＳ、ＩＰカメラ、手術
顕微鏡等について、ミドルウエアＯＰｅＬ
ｉＮＫに接続できることを確認した。 
情報統合表示システムのプロトタイプ

を試作した。 
広島大学に導入するＳｔａｎｄａｒｄ

ＳＣＯＴの設備仕様を決定した。 

 

 ５．医療情報の高度利用によ
る医療システムの研究開発 
［平成２６年度～平成２８年
度］ 
 公募を行い、平成２６年度
より研究開発を開始する。 

－ ５．医療情報の高度利用による医療システ
ムの研究開発 ［平成２６年度～平成２８
年度］ 
医療情報の高度利用による医療システ

ムの研究開発プロジェクトについて、公募
により実施者を選定し、以下の研究開発を
実施した。 
 
 
 

 

 研究開発項目①がん診断・治
療ナビゲーションシステムの
研究開発 
病理のマクロ、ミクロの位置
情報を統合する基盤を整備
し、ＣＴ画像等の画像情報と
の融合が図れるようにする。
また、がん診療プロセスを可
視化、最適するシステムの構

－ 研究開発項目①がん診断・治療ナビゲーシ
ョンシステムの研究開発 
病理のマクロ、ミクロ位置同期を実現す

るための要素技術である各標本作製プロ
セスや較正基準を完成させた。 
病理情報・ＣＴなどの画像情報と放射線

治療計画との融合については、仕様を決定
してブタ肝臓をサンプルとした機能確認
を完了した。 
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築を行い、ナビゲーショシス
テムのプロトタイプを作製す
る。 

がんナビゲーションシステムでは、３種
類のがんについてＤｅｃｉｓｉｏｎＴｒ
ｅｅを作成し、仕様を決定した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●ロボット新戦略におけるＮＥＤＯロボッ

ト技術開発の位置づけ 
・ロボット新戦略（ロボット革命会議で策

定）において、ものづくり・サービス、
介護医療など各分野での２０２０年まで
にロボットの導入、普及目標を設定。 

・この政策目標達成にむけて、ＮＥＤＯは
これまでの知見を生かしものづくり･サ
ービス分野、インフラ･災害対応分野で次
世代ロボット要素技術の研究開発や市場
におけるロボットの活用･普及の促進の
ための技術開発を推進中。 

 
 
●原発対応版災害対応ロボットの事業化 
・災害時に無人で対応できるロボットの開

発成果をもとに、立ち入り困難な過酷な
環境下で活動可能な新型の災害対応ロボ
ット（原発対応版 櫻壱號）を原子力緊
急事態支援センターに導入。 

・これを皮切りに改良開発・製造及び販売
体制を整え、さらなる事業化へ向けて推
進。 

 
 
●作業・介護支援用の装着型ロボット、初

の国際安全規格認証 
・生活を支援するためのロボットの開発に

おいて、パーソナルケアロボットの安全
規格である国際標準規格（ＩＳＯ１３４

 研究開発項目②臓器・組織の
再生医療に用いる細胞加工品
の有効性を予測するための細
胞培養評価技術・システムの
研究開発 
・実際の製造において利用可
能な細胞培養評価技術につ
いてプロトタイプを確立
し、細胞加工品の品質との
相関を確認する。 

・原料細胞、細胞培養中の各
種データ、細胞加工品の品
質及びそれを用いた臨床結
果から成るデータベースの
プロトタイプを構築する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 研究開発項目②臓器・組織の再生医療に用
いる細胞加工品の有効性を予測するため
の細胞培養評価技術・システムの研究開発
レーザーによる角膜上皮細胞シートの

凹凸測定や抵抗測定などの評価方法、及
び、細胞の各種マーカー検出などの品質評
価方法について、適用を開始した。また、
これらの評価と並行して角膜上皮細胞シ
ートを用いた企業主導治験を開始した。 
角膜上皮細胞を培養する際の培地成分

変化と細胞シートの品質についての評価
を進めると共に、コンピュータシミュレー
ションの基本仕様を決定した。 

 

 ⅸ）ロボット技術分野 
中小企業やこれまでロボ

ットが導入されていなかっ
た分野へのロボット利用の
拡大に向けて、新しいコン
セプトの産業用ロボットの
技術開発等に取り組むこと
とする。また、サービスロ
ボットの国内安全基準や試
験・認証体制の整備を進め
るとともに、ロボット介護
機器の各種標準化や開発・
導入支援に取り組むことと
する。さらに、ロボット技
術の活用への期待が高い災
害対応ロボットや無人シス
テムロボット技術を活用し
たメンテナンス用機器の開
発・導入支援等についても
取り組むこととする。 

（ⅸ）ロボット技術分野 
少子高齢化による労働

力人口の減少や、作業負荷
増大への対応の必要性、製
品・サービスの質や生産性
のさらなる向上の必要性
等により、次世代のロボッ
ト技術による安全・安心の
確保、生産性の向上に対す
る期待が一層高まってい
る。具体的には、製造業分
野、生活・福祉分野、公共・
防災分野での活用が期待
されているところ、ロボッ
ト技術分野について、第３
期中期目標期間において
は以下の取組を実施する。 
（ａ）産業用ロボット 
国際的にも注目されてい
る、人間と協調して働く、
安価で、設置容易で、使い
やすく、ソフトウエアによ
る汎用性・機能拡張性のあ
る、新しいコンセプトの産
業用ロボットの技術開発
等に取り組み、中小企業や
これまでロボットが導入
されていなかった分野へ
のロボット利用の拡大に
よる我が国製造業の生産
性向上を目指す。 

（ⅸ）ロボット技術分野 
１．インフラ維持管理・更新
等の社会課題対応システム開
発プロジェクト ［平成２６
年度～平成３０年度］ 
 既存インフラの状態に応じ
て効果的かつ効率的な維持管
理・更新等を図るため、的確
にインフラの状態を把握でき
るモニタリングの技術開発及
び維持管理を行うロボット・
非破壊検査の技術開発を実施
する。具体的には、以下の研
究開発項目について公募して
実施する。 

－ （ⅸ）ロボット技術分野 
１．インフラ維持管理・更新等の社会課題
対応システム開発プロジェクト ［平成２
６年度～平成３０年度］ 
既存インフラの状態に応じて効果的か

つ効率的な維持管理・更新等を図るため、
的確にインフラの状態を把握できるモニ
タリングの技術開発及び維持管理を行う
ロボット・非破壊検査の技術開発を実施し
た。具体的には、以下の研究開発項目につ
いて公募を行い実施した。 

 

 研究開発項目①インフラ状態
モニタリング用センサシステ
ム開発 
 インフラ構造物及びその構
成部材の状態を常時・継続
的・網羅的に把握するセンサ
システム開発及びそのセンサ
システムを用いたセンサネッ

－ 研究開発項目①インフラ状態モニタリン
グ用センサシステム開発 
インフラ構造物及びその構成部材の状

態を常時・継続的・網羅的に把握するセン
サシステム開発及びそのセンサシステム
の開発を開始した。センサ端末開発の開始
時点からユーザー機関と連携してニーズ
を把握しながら進めている。 
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（ｂ）サービスロボット 
サービスロボットの実

用化・事業化を図るため、
引き続き、生活支援ロボッ
ト安全検証センターを中
核としたサービスロボッ
トの国内安全基準等の開
発や試験・認証体制の整備
を進める。また、特に、介
護分野へのロボット技術
の利用については、平成２
４年１１月に、経済産業省
と厚生労働省が「ロボット
技術の介護利用における
重点」として４分野のロボ
ット介護機器を指定した
ことを受け、経済産業省等
によるロボット介護機器
開発パートナーシップの
取組と連携し、重点分野に
係るロボット介護機器の
各種標準化や開発・導入支
援に取り組む。 
（ｃ）災害対応ロボット・
無人システム 
運用側と開発側の連携を
前提とした、災害対応ロボ
ットや無人システム、ロボ
ット技術を活用したメン
テナンス用機器の開発・導
入支援等に取り組む。 
（ｄ）オープンイノベーシ
ョン／国際共同研究／ソ
フトウエア開発 
上記各分野の技術開発

の実施に際しては、米国の
ロボット開発で主流とな
りつつある開かれた技術
開発（オープンイノベーシ
ョン）の体制を整備すると
ともに、国際共同研究や標
準化の取組を内包したプ
ロジェクトを指向する。 
また、各種ロボット開発に
おけるソフトウエアの重
要性が益々増大している
ことから、ソフトウエア開
発を重視した取組を進め
る。 
 
 
 
 

トワークシステムの構築と実
証実験を行う。 

８２：２０１４）の認証を、ＨＡＬ作業
支援用（腰タイプ）」及び「ＨＡＬ介護支
援用（腰タイプ）」が作業者及び介護者向
けの装着型ロボットとして世界で初めて
獲得。 

・製品の安全性が国際規格をみたしている
ことが認められたことにより、グローバ
ルでの普及展開が期待。 

 
 
●ものづくり・サービス分野での新たな技

術開発を推進 
・ものづくり、サービス分野における新規

ロボット市場規模の拡大を目指したプロ
ジェクトを開始。 

・生産現場、物流・流通及び外食・宿泊等、
市場化出口を見据えた自動化・ロボット
活用技術を開発。 

・さらに、未だ実現していない次世代のロ
ボット技術のうち人工知能、アクチュエ
ータなど中核的な技術開発を、産学官の
連携のもと推進。言語理解や人共存型ロ
ボットなど新たな分野でのロボット需要
創出を目指す。 

 
 
●人の立ち入りが困難な場所での作業をロ

ボットが実施 
・災害現場や橋梁、水中など、人間の立入

りが困難な場所へ移動し、点検、調査を
行うロボットや、非破壊検査装置を開発。
災害現場でのＧＰＳによる自動航行や、
高精細画像伝送など新たな取り組みを実
施。 

・国土交通省と連携し開発初期段階から実
環境での実証試験を推進。橋梁での風の
影響など、問題点の抽出・課題の明確化・
開発へのフィードバックを実施。 

 
 
●イメージング技術で効果的・効率的にイ

ンフラ状態把握  
・老朽化したインフラの状態を把握するた

め、取得データからひび割れ等を完全自
動で判別できるデータ処理手法、撮影時
の位置ずれを補正でき、奥行き（３Ｄ）
もわかる画像解析手法の開発を開始。 

・ＮＥＤＯは開発したモニタリングシステ
ムを実用化するメーカー及び使用するユ
ーザー機関が連携して研究開発できる体
制を構築。 

 
 
●世界水準の開発成果による実用化への推

進 
・大きな市場が期待されるレーザー加工分

野において、日本が得意とする先端素材
に対応した新たな加工技術や既存技術を
陵駕する新規レーザー加工システムの開
発を行った。 

・成果を上げつつあったファイバーレーザ
ーの開発に加速資金を投入し、世界最高
水準の出力目標を達成。 

 

 研究開発項目②イメージング
技術を用いたインフラ状態モ
ニタリングシステム開発 
 完全自動により取得データ
からひび割れ等を判別できる
データ処理手法、撮影時の画
像ボケや位置ずれを補正でき
平面のみならず、奥行き（３
Ｄ）もわかる画像解析手法を
開発し、実証実験を行う。 

－ 研究開発項目②イメージング技術を用い
たインフラ状態モニタリングシステム開
発 
完全自動により取得データからひび割

れ等を判別できるデータ処理手法、撮影時
の画像ボケや位置ずれを補正でき平面の
みならず、奥行き（３Ｄ）もわかる画像解
析手法の開発を開始した。平成２６年度は
一部先行して実証試験を行い手法の優位
性を示しつつある。 

 

 研究開発項目③インフラ維持
管理用ロボット技術・非破壊
検査装置開発 
 インフラ構造物の中で、人
間の立入りが困難な箇所へ移
動し、インフラの維持管理に
必要な情報を取得できるロボ
ットの開発と実証実験を行
う。また、これらのロボット
に搭載可能な、小型の非破壊
検査装置の開発と実証実験を
行う 

－ 研究開発項目③インフラ維持管理用ロボ
ット技術・非破壊検査装置開発 
（１）ロボット技術開発 
(i)橋梁点検用として、懸架型、飛行・懸
架型、真空吸着型、電磁石吸引型など、従
来にない４種類を開発した。 
(ii)水中点検用として、従来にはないダム
壁面に特化したロボットや、水中ソナー、
自己位置同定 機能を備えたロボットを
開発した。 
(iii)土砂・火山災害調査用として、ヘリ
コプタから吊り下げた土砂採取ロボット
や、深い地中り土砂を採取するロボットを
開発した。 
(iv)トンネル災害用として、防爆性を高め
た移動ロボットや、瓦礫の隙間に侵入する
ワームロボを開発した。 
 

（２）非破壊検査装置開発 
化学プラント配管の腐食による肉厚変

化をＸ線により検出する装置を開発した。

 

 ⅹ）新製造技術分野 
ものづくり基盤技術とし

て、短時間、高品質の製造
及び量産に耐えうるコスト
構造の確立のため、難加工
材料等の先進材料の切断な
ど、次世代製品の加工シス
テムを３種類以上実用化す
ることとする。新しい製造
システムとして、大規模な
生産設備が不要で、設備投

（ⅹ）新製造技術分野 
近年、新興国の製造技術

水準の向上は著しく、我が
国はさらに高付加価値製
品・技術を創出し、省資源、
省エネルギー、生産量への
柔軟性等を実現する効率
的な製造プロセスを確立
することが喫緊の課題と
なっている。 
第３期中期目標期間に

（ⅹ）新製造技術分野 
１．次世代素材等レーザー加
工技術開発プロジェクト 
［平成２２年度～平成２６年
度］ 
 高出力・高品位半導体ファ
イバーレーザー技術の開発を
推進し、ＣＦＲＰ※１等の先
進材料の加工や、次世代製品
の短時間で高品質な低コスト
製造を実現する加工技術の確

－ （ⅹ）新製造技術分野 
１．次世代素材等レーザー加工技術開発プ
ロジェクト ［平成２２年度～平成２６年
度］ 
高出力・高品位半導体ファイバーレーザ

ー技術の開発を推進し、ＣＦＲＰ等の先進
材料の加工や、次世代製品の短時間で高品
質な低コスト製造を実現する加工技術の
確立を目的に、以下の研究開発を実施し
た。 
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資とエネルギー消費を大幅
に削減できる少量多品種生
産に対応した製造システム
の実用化に向けた技術開発
等を行うこととする。 

おいて、以下のようなシス
テムとしての新しい製造
技術の技術開発を推進す
る。 
（ａ）ものづくり基盤技術 

炭素繊維複合材料等の
先進材料の切断など、次世
代製品の短時間、高品質の
製造及び量産に耐えうる
コスト構造の確立のため、
低コストに製造する加工
システム技術の開発を推
進し、３種類以上のシステ
ムを実用化する。 
（ｂ）新しい製造システム 

大規模な生産設備が不
要で、設備投資とエネルギ
ー消費を大幅に削減でき
る少量多品種生産に対応
した製造システムの実用
化・事業化に向けた技術開
発等を行う。 

立を目的に、技術研究組合次
世代レーザー加工技術研究所 
研究総括理事 尾形 仁士氏
をプロジェクトリーダーと
し、以下の研究開発を実施す
る。 
※１ ＣＦＲＰ：Carbon Fiber 
Reinforced Plastic（炭素
繊維複合樹脂）の略。軽く
て強いが、加工難度が極め
て高い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究開発項目①ＣＦＲＰ切断
加工技術の開発  
 開発した高性能レーザー及
び加工システムにより、各種
ＣＦＲＰ材の切断加工の適否
等について系統的な加工デー
タを取得し、代表的な材料を
対象に、以下の加工条件品位
が可能なＣＦＲＰ加工(切断)
装置のグランドデザインを完
成させる。 
・切断加工速度：６ｍ／ｍｉ
ｎ以上 

・加工品位：切断面において
反応層の厚みが１００μｍ
以下。（基材厚み３ ｍｍ以
上） 

－ 研究開発項目①ＣＦＲＰ切断加工技術の
開発  
加工用ＱＣＷファイバーレーザーに改

良を加え、ＣＦＲＰ加工の最適条件も検討
した結果、切断加工速度と切断加工品質の
両面において、左記の目標を達成した。最
終的に、合計１０種類のＣＦＲＰ、ＣＦＲ
Ｐ材料において最終目標値（加工速度：６
ｍ／ｍｉｎ以上、熱損傷領域：０．１ｍｍ
以下）を達成した。加工時の雰囲気制御機
構など、派生的な成果が大きく貢献した。
励起用半導体レーザー開発でも最終目

標を達成し、実用化を推進している。 

 

 研究開発項目②大面積表面処
理技術の開発 
 開発した固体レーザー加工
システム及び評価システムに
より、以下の目標を満たす表
面処理を実現する。また、表
面処理後のＬＴＰＳ※２等の
性能、処理速度については、
ユーザーの要望に即したもの
とする。 
・ビーム幅：幅５００ ｍｍ以

上、集光幅２０μ以内 
・ビーム照射不均一性 ：±
７％以内(平均強度分布) 

※ ２  Ｌ Ｔ Ｐ Ｓ ： Low 
Temperature Poly Silicon
（低温形成ポリシリコン）
の略。液晶ディスプレイパ
ネル用途などで使われる半
導体材料。 

－ 研究開発項目②大面積表面処理技術の開
発 
大出力グリーンレーザー光源の開発、大

面積表面処理光学システムの開発により、
左記の表面処理システムを完成させ、レー
ザーのスペックは最終目標を達成した。 
表面処理実験においても、ＬＴＰＳへの

改質を確認した。 
ユーザー企業からサンプルをもとに表

面処理実験を実施した結果も、処理速度を
含めて期待通りの効果を示した。 

 

 ⅺ）ＩＴ融合分野 
ビッグデータを、コンピ

ューティング能力を活用す
ることにより、異種産業が 
融合した、いわゆるＩＴ

融合による新産業の創出を
目指すための取組を行うと
ともに、ＩＴ融合の実現に
必要となる、ビッグデータ
のリアルタイム処理や、モ
バイルの基盤技術を確立す

（ⅺ）ＩＴ融合分野 
現在の「医食住インフ

ラ」の多くはその基礎を四
半世紀以上前に作られた
ものであり、社会情勢の変
化や災害等に対する脆弱
性が増してきている。ハー
ド面のインフラを抜本的
に見直すのではなく、追加
的なハードの投入を最小
限とし、その運用・制御と

（ⅺ）ＩＴ融合分野 
－ 

－ （ⅺ）ＩＴ融合分野 
－ 
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るものとする。 いうソフト面からのアプ
ローチでより効率的な社
会システムを構築する動
きが各国で盛んになって
きている。 
第３期中期目標期間に

はビッグデータを、コンピ
ューティング能力を活用
することにより、異種産業
が融合したいわゆるＩＴ
融合による新産業の創出
を目指し、都市交通分野・
ヘルスケア分野・農商工連
携分野等において、実証事
業等を実施し、実用化・事
業化と普及促進を目指す。
併せて、ＩＴ融合の実現に
必要となる、ビッグデータ
のリアルタイム処理や、モ
バイルの基盤技術を確立
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●グリーンセンサでスマート社会の実現を

推進 
・センサ自身のグリーン化・省エネ化とい

う新たなコンセプトのもと、無線通信機
能、自立電源機能及び超低消費電力機能
を搭載した電流・磁界センサ、塵埃量セ
ンサ、ガス（ＣＯ２、ＶＯＣ）濃度セン
サ、赤外線アレイセンサを開発。 

・これらのセンサを用いたセンサネットワ
ークシステムを構築、先進的エネルギー
マネジメントの省エネ効果について実証
実験を行い、１０％以上の省エネ効果を
確認。 

 
 
 
以上のような特筆すべき成果がでているこ
とを勘案した結果、この項目の自己評価を
Ａとした。 

 xⅲ）境界・融合分野 
生涯健康や安全・安心等

を中心とした社会ニーズや
社会的貢献の実現を視野に
入れ、高付加価値ＭＥＭＳ
（微小電気機械システム）
等を活用しつつ、各分野の
境界分野及び分野を跨ぐ技
術の融合領域における技術
開発を推進することとす
る。 

（ｘⅲ）境界・融合分野 
急速な知識の蓄積や新

知見の獲得によって、異分
野技術の融合や新たな技
術領域が現れることを踏
まえ、従来の取組を更に強
化し、生涯健康や安全・安
心等を中心とした社会ニ
ーズや社会的貢献の実現
を視野に入れつつ、高付加
価値の微小電気機械シス
テム（ＭＥＭＳ）技術を用
いた超小型センサー及び
それらの制御システムを
開発する等、各分野の境界
分野及び分野を跨ぐ技術
の融合領域における技術
開発を推進する。 
具体的には、第３期中期

目標期間中に新しい機能
を提供するＭＥＭＳデバ
イスを開発するとともに、
ＭＥＭＳデバイスを活用
した新たなサービスの実
用化・事業化を図ることと
し、この取組によって７種
類以上のサービス提供を
実現する。 

（ｘⅲ）境界・融合分野 
１．社会課題対応センサーシ
ステム開発プロジェクト 
［平成２３年度～平成２６年
度］ 
 センサネットワークに使用
されるセンサデバイスの共通
的な課題である、無線通信機
能、自立電源機能及び超低消
費電力機能の搭載を実現する
革新的センサの開発を行い、
センサネットワークの導入に
よる、環境計測やエネルギー
消費量等の把握（見える化）
及びエネルギー消費量の制御
（最適化）により、低炭素社
会の実現に寄与することを目
的に、技術研究組合ＮＭＥＭ
Ｓ技術研究機構グリーンセン
サネットワーク研究所 所長 
前田 龍太郎氏をプロジェク
トリーダーとし、以下の研究
開発を実施する。 

－ （ｘⅲ）境界・融合分野 
１．社会課題対応センサーシステム開発プ
ロジェクト ［平成２３年度～平成２６年
度］ 
センサネットワークに使用されるセン

サデバイスの共通的な課題である、無線通
信機能、自立電源機能及び超低消費電力機
能の搭載を実現する革新的センサの開発
を行い、センサネットワークの導入によ
る、環境計測やエネルギー消費量等の把握
（見える化）及びエネルギー消費量の制御
（最適化）により、低炭素社会の実現に寄
与することを目的に、以下の研究開発を実
施した。 

 

 研究開発項目①グリーンＭＥ
ＭＳセンサの開発 
 以下のセンサを開発する。 
・ＭＥＭＳセンサの大きさは、

２ｃｍ×５ｃｍ以下 
・全てのセンサについて、消
費電力は１００μＷ以下 

－ 研究開発項目①グリーンＭＥＭＳセンサ
の開発 
電流・磁界センサ、塵埃量センサ、ＣＯ

２濃度センサ、ＶＯＣ濃度センサ、赤外線
アレイセンサを開発し、全てのセンサにお
いて、基本計画の目標であるセンサの大き
さ面積２ｃｍ×５ｃｍ以下、平均消費電力
１００μＷ以下を達成した。 
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 研究開発項目②無線通信機能
及び自立電源機能を搭載した
グリーンセンサ端末の開発 
 各種電子電気機器、空調機
器、さらに製造装置や配電盤
などに特別な追加工事等を伴
うことなく設置できる以下の
グリーンセンサ端末を試作す
る。 
・ＭＥＭＳセンサからの信号
を収集・処理する機能、及
び計測データを無線で通信
する機能を備えた３ｍｍ角
の端末本体部チップを開発 

・温度５～３５℃、室内照明
下等研究開発項目③の実証
実験で設定する環境下で、
グリーンセンサ端末に必要
な電力供給として、平均出
力１５０μＷ以上の電力供
給が可能な発電・蓄電一体
型デバイスを開発 

・ＭＥＭＳセンサ部、端末本
体部チップ、発電・蓄電一
体型デバイスを含めたグリ
ーンセンサ端末の大きさ
を、面積２ｃｍ×５ｃｍ以
下で開発 

・少なくとも３００ＭＨｚ帯
と９００ＭＨｚ帯の２つの
周波数帯が同時受信可能で
あり、同時接続端末１００
０以上、受信感度－１３０
ｄＢｍ以下の受信機を開発 

－ 研究開発項目②無線通信機能及び自立電
源機能を搭載したグリーンセンサ端末の
開発 
各種電子電気機器、空調機器、さらに製

造装置や配電盤などに特別な追加工事等
を伴うことなく設置できる以下のグリー
ンセンサ端末を試作し、基本計画の目標に
ついて、以下の通り達成した。 
ＭＥＭＳセンサからの信号処理・無線通

信カスタムＬＳＩ、水晶振動子をＳｉイン
ターポーザ（ビアキャパシタ内蔵）上に集
積化した３ｍｍ角のモジュールを開発し
て機能を実証した。 
室内照明下等の実環境下で、面積２ｃｍ

×５ｃｍで１５０μＷ以上の電力供給が
可能な発電・蓄電一体型の自立電源を開発
した。 
ＭＥＭＳセンサ部、端末本体部チップ、

発電・蓄電一体型デバイスを含めたグリー
ンセンサ端末（面積２ｃｍ×５ｃｍ以下）
を開発した。 
微小エネルギーの発電・蓄電を制御する

エネルギーマネジメント技術及びデジタ
ル補正アルゴリズムを応用した低電力セ
ンサ信号処理技術を実装した端末用 LSI
を開発し、グリーンセンサ端末で低消費電
力効果を実証した。 
３００ＭＨｚ帯と９００ＭＨｚ帯を同

時受信可能な受信機を開発するとともに、
シミュレーションにより、１０００端末同
時接続、受信感度－１３０ｄＢｍの受信が
出来ることを明らかにした。 

 

 研究開発項目③グリーンセン
サネットワークシステムの構
築と実証実験 
 グリーンＭＥＭＳセンサ、
グリーンセンサ端末及び高感
度受信機を用いたネットワー
クシステムを構築するととも
に、店舗、製造現場及びオフ
ィス環境等に適用できるシス
テムを開発する。 

－ 研究開発項目③グリーンセンサネットワ
ークシステムの構築と実証実験 
開発したグリーンＭＥＭＳセンサを用

いたセンサネットワークシステムを店舗、
製造現場及びオフィス環境等において構
築し、先進的エネルギーマネジメントによ
る省エネ効果について実証実験を行い、１
０％以上の省エネ効果を確認した。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

Ⅰ（キ）技術分野ごとの計画 （国際分野） 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価

主な業務実績等 自己評価 

      ＜自己評価＞ Ａ 評定  

 ⅻ）国際展開支援 
エネルギー・環境分野や

産業技術分野等における各
国の政策、規制環境等を踏
まえ、日本の優れた技術を
核に、海外実証事業等を、
強力に推進することとす
る。 

（ⅻ）国際展開支援 
経済成長に伴うエネル

ギー需要の増大及びそれ
に伴う温室効果ガスの排
出増加により、世界におけ
るエネルギー効率の向上
及び再生可能エネルギー
の導入はエネルギー需給
の安定化及び地球温暖化
対策として重要な課題で
ある。また、これを支える
電力系統安定化や需給管
理、経済社会全体での最適
利用等、国際社会は新たな
技術課題に直面している。
さらに、水や廃棄物などの
環境問題の顕在化や、高齢
化等を背景とした医療・福
祉等に係る技術ニーズが
世界的に高まっている。こ
うした背景の下、日本の優
れたエネルギー・環境技術
及び産業技術の国際展開
により、これら課題の解決
を図ると同時に、日本企業
によるグローバル市場の
獲得に資することが重要
である。 
そこで、第３期中期目標

期間においては、上記課題
の解決のため、エネルギ
ー・環境分野等における各
国の多様なニーズやエネ
ルギー政策、規制環境等を
踏まえ、日本の優れた技術
を核に、海外実証事業を強
力に推進する。実施に当た
っては、これまでの海外実
証事業の経験から得られ
た教訓を踏まえ、より効果
的・効率的に事業を推進す
る。 
具体的には、対象技術は

必ずしも最先端なものに
こだわらず、相手国の要求
スペックや有効需要に合
致した技術を優先すると
ともに、企業の海外展開戦
略に適合した技術である
ことを重視する。また、関
係省庁・機関と協力し、海
外展開にかかわる関連施
策（事業化可能性調査、人

（ⅻ）国際展開支援 
１．国際エネルギー消費効率
化等技術・システム実証事業
（うち、国際技術実証事業） 
［平成５年度～平成２７年
度］ 
 我が国の優れたエネルギー
技術の海外展開を図るべく、
相手国のニーズ・要求スペッ
クに即した技術・システム実
証事業を推進する。対象技術
としては、新エネルギー、省
エネルギー、クリーンコール
テクノロジー等とする。本事
業は、実証要件適合性等調査、
実証前調査、実証事業、フォ
ローアップ事業の機能的な連
携により、効果的に実施する
ものとする。また、これら事
業の推進に当たっては、相手
国の地域性、地理的要因、購
買力等の国情を踏まえた適切
な事業運営を行うとともに、
過去の事例分析又はビジネス
モデルの構築、国際標準の獲
得等を視野に含め、得られた
成果の当該国及び第三国への
普及・展開の促進を図る。 

－ （ⅻ）国際展開支援 
１．国際エネルギー消費効率化等技術・シ
ステム実証事業（うち、国際技術実証事業）
［平成５年度～平成２７年度］ 
平成２６年度においては、「寒冷地・独

立系等地域に適合した風力発電システム
（ロシア）」について、８月に事業を開始
した。 
また、「携帯電話基地局エネルギーマネ

ジメントシステム実証事業（インド）」、「都
市廃棄物高効率エネルギー回収技術実証
事業（中国）」、「産業廃棄物発電技術実証
事業（ベトナム）」、「馬鈴薯澱粉残渣から
のバイオエタノール製造実証事業（中
国）」、「キャッサバパルプからのバイオエ
タノール製造技術実証事業（タイ）」、「酵
素法によるバイオマスエタノール製造技
術実証事業（タイ）」、「省エネビル（ニュ
ーヨーク州立大学）実証事業（アメリカ）」、
「膜技術を用いた省エネ型排水再生シス
テム技術実証事業（サウジアラビア）」、「大
規模太陽光発電システム等を利用した技
術実証事業（インド）」については、相手
国との調整、設備の建設、運転試験を行う
など事業の進展に努めた。 
さらに「焼結クーラー排熱回収設備モデ

ル事業（インド）」、「下水処理場における
汚泥等混焼発電モデル事業（中国）」につ
いては、所定の成果を上げ、事業を終了し
た。 
なお、石炭高効率利用システム案件等形

成調査事業に関しては、平成２６年度中、
１４件実施した。 

＜自己評価の根拠＞ 
●食品残渣からのバイオエタノール製造技
術実証 

・タイにおいて、タピオカ生産工程で発生す
る食品残渣（キャッサバパルプ）からのバ
イオエタノール製造プラントが完成。タイ
科学技術省国家イノベーション庁（ＮＩ
Ａ）との協力事業として、 ２０１４年４
月から２０１５年度まで実証事業を行う
予定。 

・本実証の成果を用いて同国で排出される年
間２００万トン（２０１２年実績）キャッ
サバパルプを原料に、年間約６５．６万ｋ
Ｌ（１８００ｋＬ/日）のバイオエタノー
ル製造が可能。 

 
  
●電動車いすの実証試験をデンマークで実
施  

・デンマークのコペンハーゲン市、ファー
ボ・ミッドフュン市の両市内の介護・医療
福祉施設において、 ＮＥＤＯ開発成果で
ある福祉機器ロボットの電動車いす「ＮＲ
Ｒ（Ｎｅｗ Ｒｏｂｏｔ Ｒｏｄｅｍ）」の
実証を開始。 

・実証にあたり、欧州での商品販売に必要な
欧州委員会（ＥＵ）の基準適合マーク「Ｃ
Ｅマーク」を取得。 

・今後、福祉介護分野において、欧州をはじ
めとする多くの国で日本のロボット技術
を活かした製品の普及が期待される。 

 
 
●スマートコミュニティ実証を世界各地で
実施  

・ＮＥＤＯは我が国が強みを有するスマート
コミュニティ関連技術を世界各国で実証
し、日本企業の世界市場獲得に繋げるた
め、米国、フランス、スペイン、イギリス
等において実証を実施中。 

・米国/ニューメキシコ実証では、重電メー
カー、建設業、商社、蓄電池メーカー、太
陽電池メーカー等１９者の異分野・競合関
係を越えた、日本のスマートグリッドを担
う最適な実証体制を構築。９００世帯が参
加するデマンドレスポンス実証で最大１
０％の省エネ効果を達成するなど成功裏
に終了。 

  
 
 
 
 

 

 

 ２．国際エネルギー消費効率
化等技術・システム実証事業
（うち、システム実証事業） 
［平成５年度～平成２７年
度］ 
 平成２６年度においては、
実証運転フェーズに入ったフ
ランス／リヨン、スペイン／
マラガ、米国／ハワイ、ニュ
ーメキシコ等における実証事
業の着実な推進を図るととも
に、平成２６年度に実証運転
フェーズに入る見込みである
インドネシア／ジャワ、イギ
リス／マンチェスター等の実
証事業について実証設備の設
置を進めるとともに、新規事
業に向けた調査等を実施す
る。こうしたスマートコミュ
ニティに係る実証事業を通じ

－ ２．国際エネルギー消費効率化等技術・シ
ステム実証事業（うち、システム実証事業）
［平成５年度～平成２７年度］ 
実証事業６件のうち、５件について概ね

計画通り順調に進捗させた。米国ニューメ
キシコ実証については成功裏に終了し、運
転開始したフランス／リヨン、スペイン／
マラガ、米国/ハワイについては実証デー
タを取得、イギリス/マンチェスターも実
証設備を設置し、インドネシア／ジャワに
ついては現地国側と継続協議し平成２７
年度に実証開始を見込んだ。新規事業に向
けた調査については、基礎調査２件、実証
前調査７件を実施し、従来取り組みが弱か
ったアジア等新興国案件の開拓、蓄電池、
配電自動化等の新規分野の開拓に成功し
た。平成２７年度以降の実証事業化に向け
て着実に前進した。また、ＩＥＥＥに提案
している、ニューメキシコ実証における単
独運転技術の規格化については、承認・発
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材育成、共同研究、二国
間・多国間の政策対話等）
との連携を図りつつ、事業
内容に応じ相手国におけ
る普及支援策の新設や参
入障壁となっている制度
の改正等を働きかける。技
術の実証だけでなく、実証
後における我が国の技
術・システムによる売上獲
得を目指し、もって我が国
のエネルギーセキュリテ
ィの確保、環境対策の推
進、エネルギー産業等の海
外展開、市場開拓に結びつ
ける。 
（ａ）国際技術実証事業 
エネルギー・環境分野に

ついては、我が国が推進す
べき省エネルギー技術や
再生可能エネルギー技術
等の実証を行うとともに、
水循環やリサイクル、医療
機器等、我が国の産業技術
力の強化に資する国際研
究開発・実証事業を更に推
進する。加えて、実証事業
等における相手国での地
球温暖化問題への貢献を
定量的に評価し、我が国の
エネルギー・環境技術によ
る貢献とする仕組みの活
用につなげる。 
なお、これら事業の推進に
当たっては、相手国の地域
性、地理的要因、購買力等
の国情を踏まえた適切な
事業運営を行うとともに、
過去の事例分析またはビ
ジネスモデルの構築、国際
標準の獲得等を視野に含
め、得られた成果の当該国
及び第三国への普及・展開
の促進を図る。 
（ｂ）スマートコミュニテ
ィ実証事業 

ＩＴの活用によって、エ
ネルギー情報を供給側と
需要側の双方向で共有し、
コミュニティ全体でより
効率的にエネルギーを使
っていく新たなシステム
である「スマートコミュニ
ティ」の構築に関する取組
は、先進国のみならず新興
国を含めて世界的に取組
が広がっており、一時のブ
ーム期を過ぎて、現実の課
題として取組が進められ
ている状況にある。第３期
中期目標期間においては、
日本の優れた技術を核に
現地国ニーズにマッチし
たソリューションを組み

て低炭素化及び経済発展を両
立する持続可能な社会システ
ムの構築を目指す。また、国
際標準化によるスマートコミ
ュニティ分野の産業競争力強
化のため、フォーラム標準を
活用した国際標準化活動を引
き続き推進する。 

行までのプロセスが順調に進捗している
ことを確認しており、近く規格化される見
通しを得た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●二国間クレジット制度（ＪＣＭ）に係る政
府の取組を踏まえた具体的な実証等の実
施 

・二国間クレジット制度（ＪＣＭ）の本格的
運用と連携して､ベトナムでの２実証事業
について、ＭＯＵを締結し、実証事業を開
始するとともに、ＪＣＭプロジェクトの登
録に必要な方法論の開発・登録を達成。ま
た、１７件の実現可能性調査を実施し、今
後の具体的な実証等の実施に向けてフォ
ローを実施。 

 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案し
た結果、この項目の自己評価をＡとした。 

 ３．環境・医療分野の国際研
究開発・実証プロジェクト 
［平成２３年度～平成２７年
度］ 
 我が国の優れた技術を、潜
在市場を有するアジア諸国等
に展開すべく、相手国におけ
る具体的なニーズを把握し、
現地の実情に合った研究開
発・実証事業を推進する。具
体的な対象技術としては、機
械システム、電子･材料、バイ
オ・医療、省エネルギー、新
エネルギー、スマートコミュ
ニティ、環境等とする。 

－ ３．環境・医療分野の国際研究開発・実証
プロジェクト ［平成２３年度～平成２７
年度］ 

平成２６年度においては、「生活支援ロ
ボット事業（デンマーク）」、「東カリマン
タン州における廃油等の環境調和型再利
用システムの研究開発・実証（インドネシ
ア）」について、事業を開始した。また、
「生活支援ロボット事業（ドイツ）」、「人
工透析管理システム構築に係る研究開
発・実証（中国）」、「インド共和国ムンバ
イ及び周辺圏における電気電子機器廃棄
物の先進的リサイクルシステムに係る研
究開発・実証事業（インド）」については、
設備の運搬、データの収集、ＣＥマークの
取得等、事業を進展させた。 

 

 ４．地球温暖化対策技術普及
等推進事業 ［平成２３年度
～平成２７年度］ 
二国間合意によって、我が

国が世界に誇る低炭素技術や
製品、インフラ、生産設備等
の普及や移転による温室効果
ガス排出削減量を適切に評価
し、我が国の排出削減量とす
る新たな仕組み（二国間オフ
セット・クレジット制度）の
構築に向けた政府の取組を踏
まえ、我が国の低炭素技術・
製品等の導入による具体的な
排出削減効果等を確認・実証
する技術実証等を実施する。 
 ２６年度は、２５年度に採
択したインドネシア、ベトナ
ムでの実証事業について、プ
ロジェクトＭＯＵを締結し、
実証事業の本格稼働に入る。
モンゴルでの実証事業につい
ては、実証機の導入と並行し、
ＪＣＭプロジェクトとしての
登録を目指し、実証運転を開
始する。 
さらに、新規の実証事業と、

実証に必要なプロジェクトの
発掘・組成等に資するＦＳ調
査も公募により実施する。 

－ ４．地球温暖化対策技術普及等推進事業
［平成２３年度～平成２７年度］ 
平成２６年度は、実証事業では、平成２

５年度に採択しＭＯＵを締結したモンゴ
ル１件については、相手国側企業による建
設工事を待機する間、その動向を注視しつ
つ、系統分析やＪＣＭプロジェクト登録に
必要なプロジェクト設計書（ＰＤＤ）を作
成した。ベトナム２件については平成２６
年度にＭＯＵを締結し、導入設備の詳細設
計を行った。またＪＣＭ方法論策定に協力
し、合同委員会で方法論２件が承認され
た。インドネシア２件についてはＭＯＵ協
議を実施した。バングラデシュでのＭＲＶ
適用調査では方法論の検討と、現地側ＭＲ
Ｖ体制整備に係るキャパシティビルディ
ング等を実施した。 
また、平成２６年度には、実証事業、実

現可能性調査ともに一次・二次の２回の公
募を行った（ＭＲＶ適用調査は一次公募の
み）。一次公募で採択した実現可能性調査
１７件について、平成２７年度における実
証事業化等を目指して引き続きフォロー
することとした。ＭＲＶ適用調査１件では
方法論開発に関する初期検討を行った。 
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上げ、システムとして展開
していく端緒を拓くべく、
我が国のエネルギーセキ
ュリティ上重要な国での
実証事業を引き続き展開
していく。また、これまで
の電力技術的側面を中心
とした取組に加え、産業競
争力強化の視点から、我が
国経済を牽引する産業を
実証に加えていくととも
に、他省庁や関係機関とも
連携し、取組の幅と深さを
加えつつ、より上流から事
業を展開する取組を強化
する。加えて、実証参加企
業と国際標準化推進企業
の整合化を図り、標準化の
視点を組み込んだ展開を
進める。これにより、実証
したスマートコミュニテ
ィ関連技術を、実証サイト
以外の地域への普及展開
につなげるべく、事業を展
開する。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２ クレジット取得関連業務 

関連する政策・施策 － 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第２項 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

０５６６独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０６１４独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費（エネ

ルギー需給勘定） 

０６１５独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費（電源

開発促進勘定） 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主な参考指標情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度  ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 

－ －        予算額（千円） 
10,059,956 127,222  

     

－ －        決算額（千円） 
8,880,572 55,792  

     

－ －        経常費用（千円）
9,201,567 55,792  

     

－ －        経常利益（千円）
- - 

     

－ －        行政サービス実

施コスト（千円）
-268 -493   

     

 
－ －        従事人員数 774 の 

内数 

832 の 

内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

Ⅰ クレジット取得関連業務 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価

主な業務実績等 自己評価 

      ＜自己評価＞ Ａ 評定  
（２）クレジット取得関連
業務 

ＮＥＤＯは、引き続き、
政策当局と緊密な連携の
下、クリーン開発メカニズ
ム（ＣＤＭ）・共同実施（Ｊ
Ｉ）・グリーン投資スキーム
（ＧＩＳ）プロジェクトに
よる京都メカニズムクレジ
ットの取得業務に、最大限
努力するものとする。 
 

（２）クレジット取得関連
業務 
クレジット取得関連業

務は、京都議定書における
我が国の目標達成に資す
るため、基準年総排出量比
１．６％分の京都メカニズ
ムクレジットの取得を、費
用対効果を考慮しつつ確
実に行うことを目的とし
て、経済産業省及び環境省
（以下「政府」という。）
が機構に委託したもので
ある。 
第１期及び第２期中期

目標期間中は、京都議定書
目標達成計画等に基づき、
クレジット取得契約の締
結を行い、着実に政府への
移転を進めてきた。 
第３期中期目標期間は、

平成２５年度が予算上の
国庫債務負担行為の最終
年度となることから、引き
続き政府との緊密な連携
の下、委託契約の履行に必
要なクリーン開発メカニ
ズム（ＣＤＭ）・共同実施
（ＪＩ）・グリーン投資ス
キーム（ＧＩＳ）によるク
レジットの取得及び政府
への確実な移転を行う。業
務の実施にあたっては、以
下に留意し、リスクの低減
を図りつつ費用対効果を
考慮し、また、地球規模で
の温暖化防止及び途上国
の持続可能な開発への支
援を図ることに努める。 

（２）クレジット取得関連業
務 
クレジット取得関連業務の

実施に当たっては、経済産業
省及び環境省との緊密な連携
の下、地球規模での温暖化防
止という観点を踏まえつつ、
適切に業務を推進する。 
 

－ （２）クレジット取得関連業務 
クレジット取得については、地球規模で

の温暖化防止、途上国の持続可能な開発へ

の支援という観点を踏まえ、平成２５年度

までに９，７４９．３万トン－ＣＯ２のク

レジットを政府の管理口座へ移転。政府目

標である約１億トン－ＣＯ２の取得をほ

ぼ達成し、第一約束期間の目標達成に貢献

した。 
平成２６年度以降は、移転されたクレジ

ットを確実なものとするために、ＧＩＳに

よって日本から支払った資金が、相手国に

おいて適切に環境プロジェクトに使われ

ているかについての確認作業等を実施し

た。 
具体的には、契約相手方であるウクライ

ナ環境投資庁及び環境・天然資源省からの

報告の確認や協議等により、進捗管理を実

施。この結果、平成２６年度においては、

日本技術活用型案件のうち、警察車両の燃

費効率化事業（１，２２０台分）及び地下

鉄車両の近代化事業（９５両分）の完了を

確認した。また、同国との環境プロジェク

トを更に推進するため、平成２７年３月に

１年間の契約延長を行った（新たな契約期

限は平成２８年３月末）。 
 

 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●環境対策の確実な実施と日本の環境技術
の移転及び効率的な管理 

・ウクライナにおける日本技術活用型案件と
して、警察車両の燃費効率化事業（１２２
０台分）、及び地下鉄車両の近代化事業（９
５両分）を完了。 

・ウクライナとの契約を１年延長し、平成２
７年度中に完了させる枠組みを構築。引き
続き、ウクライナ環境・天然資源省からの
報告の確認や協議等により、進捗管理を実
施。 

＜課題と対応＞ 
・平成２７年度が本事業の法律上の期限であ

るため、平成２７年度中に環境プロジェク
トを着実に推進すると共に、ＧＩＳ資金の
残余の資金がある場合には、日本政府の指
示を仰ぎつつ、適切に対応する。 

 
 
●事業評価委員会による高評価 
・クレジット取得事業に関する公平性・透明

性確保のため、５名の有識者からなる評価
委員会（委員長：茅陽一東京大学名誉教授）
を平成１９年から毎年度開催。 

・平成２４年１２月末を以て第一約束期間が
終了し、クレジットを予定通り全量取得し
たので、政府保有口座へ移転。これに伴い、
平成２６年３月７日に事後評価委員会を
開催し、同年８月に事後評価書としてとり
まとめ公表。 

・政府目標をほぼ達成していること、効率的
な業務に努めていること及び、特にＧＩＳ
の実施の仕組みの構築や日本技術導入の
ための取組等について高い評価を得た。 

 
 
以上のような成果がでていることを勘案し
た結果、この項目の自己評価をＡとした。 

 

業務の実施に当たって
は、費用対効果を考えつつ
必要な量のクレジットを確
実に取得するため、契約の
相手先等を原則として公募
するとともに、国際交渉上
の観点や政策的な観点から
プロジェクトの種類や契約
相手について選択的な条件

（ア）企画・公募段階 
クレジット取得に係る

契約の相手先となる事業
者等（以下、「契約相手先」
という。）の選定は原則公
募とし、客観的な審査基準
に基づき公正な審査を行
うとともに、国際交渉上の
観点や政策的な観点から

（ア）企画・公募段階（記載
事項なし） 
 

－ （ア）企画・公募段階（記載事項なし） 
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を付して取得することも検
討することとする。また、
原則として随時の応募受付
と速やかな審査・採否の決
定を行うとともに、審査に
おいて適正に評価する体制
を構築し、クレジットの取
得に伴うリスクの低減を図
ることとする。なお、国際
ルール等を踏まえ、クレジ
ットを生成するプロジェク
トに係る環境に与える影響
及び地域住民に対する配慮
を徹底することとする。 
 

プロジェクトの種類や契
約相手について選択的な
条件を付して取得するこ
とも検討する。また、契約
相手先等が国際ルール等
を踏まえて行った、クレジ
ットを生成するプロジェ
クトに係る環境に与える
影響及び地域住民に対す
る配慮について確認を行
う。 
クレジットの取得にお

いては、個々のクレジット
取得におけるリスクを厳
正に評価し、取得事業全体
としてのリスク低減を図
る。 

効率的かつ効果的な業務
管理・運営のため、クレジ
ット取得に係る事業を取り
巻く環境の変化等を踏まえ
て柔軟かつ適切に対応する
とともに、個々のプロジェ
クトの進捗状況の把握、Ｎ
ＥＤＯ内の関係部門との連
携等を行うこととする。 
 

（イ）業務実施段階 
クレジット取得に係る

契約の締結に際しては、費
用対効果を考慮し、必要に
応じて取得契約額の一部
前払を行うこととし、この
場合、原則前払額の保全措
置を講じる。また、契約相
手先からの進捗状況等に
関する報告及び必要に応
じた現地調査等を行うと
ともに、ＧＩＳにおける早
期のグリーニング完了を
図るため、必要に応じて契
約相手先と協議し、適切な
指導を行って、契約が遵守
されるよう管理する。 
効率的かつ効果的な業

務管理・運営のため、クレ
ジット取得等業務を取り
巻く環境の変化等を踏ま
え、柔軟かつ適切に対応す
る。 
 

（イ）業務実施段階 
ⅰ）契約相手先からの進捗状
況に関する定期報告の提出
及び随時の報告の聴取や必
要に応じた現地調査等を行
うことにより、プロジェク
トの進捗状況の把握に努め
るとともに、必要に応じて
契約相手先と協議し、適切
な指導を行い、当初の取得
契約が遵守されるよう管理
する。また、効率的にプロ
ジェクト管理するための体
制を構築する。 

ⅱ）クレジット取得等業務を
取り巻く環境の変化等を踏
まえて柔軟かつ適切に対応
する体制とするとともに、
必要に応じた職員の能力向
上、機構内の関係部門との
連携を図り、適切に効率的
かつ効果的な業務管理・運
営を実施する。 

－ （イ）業務実施段階 
ⅰ）確実なデリバリー実施の観点から、Ｇ

ＩＳ案件においては、グリーニングの
進捗状況等について契約相手国からの
定期報告や必要に応じて実施する現地
調査（海外事務所の活用を含む）を通
して把握、必要に応じて実施計画の見
直しを指示する等、適切な指導を行っ
た。 

ⅱ）ＧＩＳによるグリーニング活動への支
援の継続に伴い、欧州事務所との連携
強化に引き続き注力した。今後の関連
業務を取り巻く環境変化に対応するた
め、要員を適切に配置しつつ、人員体
制の効率化を図るなど業務体制を整備
した。 

 

また、外部の専門家・有
識者による、クレジットの
市場動向等を踏まえた検証
及び評価を受けるととも
に、その結果を基に必要な
見直しを行うこととする。 
なお、契約相手先の名称、

取得契約に係るクレジット
量並びに毎年度の取得量及
び取得コストの実績につい
て、我が国が不利益を被ら
ないよう公表時期・内容に
ついて十分留意した上で、
可能な限り公表することと
する。 

（ウ）評価及びフィードバ
ック・情報発信 
当該業務は、京都議定書

の目標達成という国際公
約や、国民の関心の高い地
球温暖化防止に直結して
いるため、外部有識者によ
る取得事業全体の検証及
び評価を毎年度実施し、そ
の結果を事業に反映させ
る。 
クレジットの取得状況

に関する情報発信につい
ては、原則として、契約相
手先の名称、取得契約に係
るクレジット量並びに取
得コスト、及び毎年度の取
得量の実績について、でき
る限り速やかに公表（注）
する。ただし、クレジット
の取得コストについては、
我が国及び契約相手先が

（ウ）評価及びフィードバッ
ク・情報発信 
ｉ）クレジット取得関連業務
が京都議定書の目標達成と
いう国際公約に関係してい
ることのみならず、国民の
関心の高い地球温暖化防止
に直結した業務であること
を踏まえ、クレジット取得
事業全体の検証及び評価を
実施する。また、クレジッ
ト取得の状況や事業を取り
巻く環境の変化などの情報
収集・分析を行い、これら
を踏まえて以降の事業実施
に反映させる。さらに、制
度の運用状況や改善点につ
いて精査し、政策当局への
提言等を行う。 

ⅱ）クレジットの取得状況に
関する情報発信について
は、原則として、契約相手

－ （ウ）評価及びフィードバック・情報発信
ⅰ）平成２６年３月に外部専門家・有識者

によるクレジット取得事業に関する事
後評価委員会を開催し、事後評価の結
果を平成２６年８月に事後評価書とし
てとりまとめ、公表した。 

ⅱ）クレジット取得業務は平成２５年度で
終了したため、平成２６年度において
はクレジット取得結果の公表は行わな
かった。 

 

Ⅰ Ⅰ 2 Ⅰ 3



クレジット取得事業を実
施するにあたって不利益
を被らないものに限定す
る。 
注：我が国及び契約相手

先が不利益を被らないよ
う公表時期・内容について
十分留意しつつ実施する。 

先の名称、取得契約に係る
クレジット量並びに毎年度
の取得量及び取得コストの
実績について、できる限り
速やかに公表（注）する。
ただし、公表するクレジッ
トの取得コストについて
は、我が国がクレジット取
得事業を実施するに当たっ
て不利益を被らないものに
限定する。 

（注）：我が国が不利益を被ら
ないよう公表時期・内容に
ついて十分留意しつつ実施
する。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
０５６６独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０６１４独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費（エ

ネルギー需給勘定） 

０６１５独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費（電

源開発促進勘定） 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
各種表彰制度での
受賞数 

- - 22 件 21 件       

新規の研修コース
設置数 

中期目標期間
中に 5コース
以上 

－ 9 コース 3 コース       

一般管理費・業務
経費の合計（一部
を除く）の効率化
の実績値 

平成24年度を
基準として毎
年度平均で前
年度比 1.08％
の効率化 

－ 毎年度平均で
27.6％の効率化 

毎年度平均で
13.8％の効率
化 

      

 ラスパイレス指数 － － 104.1 103.7       

 競争性のある契約
の割合 

－ － 件数ベース 91.0％ 
金額ベース 99.8％ 

件数ベース
96.4％ 
金額ベース
99.9％ 

      

 職員に対するコン
プライアンスに関
する研修の回数 

年 4回以上 － コンプライアンス
研修 17 回 
新規入構職員向け
コンプライアンス
基礎研修 11 回 

コンプライア
ンス研修 2回 
新規入構職員
向けコンプラ
イアンス基礎
研修 12 回 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅱ（１）機動的、効率的な組織・人員体制 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 
     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ａ 評定  
 （１）機動的・効率的な組

織・人員体制 
 

（１）機動的、効率的な組
織・人員体制 
近年における産業技術分

野の技術開発を巡る変化
や、国際的なエネルギー・
環境問題の動向の推移に迅
速かつ適切に対応し得るよ
うな、柔軟かつ機動的な組
織体制を構築し、意思決定
及び業務執行の一層の迅速
化と効率化を図る。その際、
人員及び財源の有効利用に
より組織の肥大化の防止及
び支出の増加の抑制を図る
ため、事務及び事業の見直
しを積極的に実施するとと
もに、人員及び資金の有効
活用の目標として、下記を
設定し、その達成に努める。 

（１）機動的、効率的な組
織・人員体制 
近年における産業技術分

野の技術開発を巡る変化
や、国際的なエネルギー・
環境問題の動向の推移に迅
速かつ適切に対応し得るよ
うな、柔軟かつ機動的な組
織体制を構築し、意思決定
及び業務執行の一層の迅速
化と効率化を図る。その際、
人員及び財源の有効利用に
より組織の肥大化の防止及
び支出の増加の抑制を図る
ため、事務及び事業の見直
しを積極的に実施するとと
もに、人員及び資金の有効
活用の目標として、下記を
設定し、その達成に努める。 

－ 
 
 
 

（１）機動的、効率的な組織・人員体制 
近年における産業技術分野の技術開発を

巡る変化や、国際的なエネルギー・環境問
題の動向の推移に迅速かつ適切に対応し得
るような、柔軟かつ機動的な組織体制を構
築し、意思決定及び業務執行の一層の迅速
化と効率化を図った。その際、人員及び財
源の有効利用により組織の肥大化の防止及
び支出の増加の抑制を図るため、事務及び
事業の見直しを積極的に実施するととも
に、人員及び資金の有効活用の目標として、
下記を設定し、その達成に努めた。 
 
 

＜自己評価の根拠＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  （ア）効率的な業務遂行体
制を確保するため、各部門
の業務に係る権限と責任を
規程等により明確化すると
ともに、プロジェクト基本
計画等により業務の進捗及
び成果に関する目標を明確
に設定し、組織内部におい
てその達成状況を厳格に評
価する。 

（ア）効率的な業務遂行体
制を確保するため、各部門
の業務に係る権限と責任を
規程等により明確化する。
また、プロジェクト基本計
画等により業務の進捗及び
成果に関する目標を明確に
設定し、組織内部において
その達成状況を厳格な管理
及び評価を行う。 

 （ア）産業技術開発関連業務及び新エネル
ギー・省エネルギー関連業務等については、
全ての事業について、各部門が責任を持っ
て策定した基本計画又は実施方針により業
務の進捗及び成果に関する目標の達成度の
把握に努めた。そのうち、平成２６年度は、
５年間程度以上の期間を要し、かつ事業開
始から３年目程度を経過したナショナルプ
ロジェクト５件について、機構外部の専門
家・有識者を活用した中間評価を実施した。

 

 関連する政策や技術動向
の変化、業務の進捗状況に
応じ機動性・効率性が確保
できるような柔軟な組織・
人員体制を整備することと
する。その際、人員及び財
源の有効利用により組織の
肥大化の防止及び支出の増
加の抑制を図るため、事務
及び事業の見直しを積極的
に実施するとともに、人員
及び資金の有効活用の目標
を設定し、その達成に努め
るものとする。 
特に、プログラムマネー

ジャー等、高度の専門性が
必要とされる役職について
は、産学官からの優れた人
材の登用を行うこととす
る。また、外部人材の登用
等に当たっては、利害関係
者排除の措置を徹底するな
ど、更なる透明性の確保に
努めるものとする。 

（イ）関連する政策や技術
動向の変化、業務の進捗状
況に応じ、機動的な人員配
置を行う。また、産業界、
学術界等の専門家・有識者
等の外部資源の有効活用を
行う。特に、プログラムマ
ネージャー等、高度の専門
性が必要とされるポジショ
ンについては、積極的に外
部人材を登用する。なお、
外部人材の登用等にあたっ
ては、利害関係者排除の措
置を徹底する等、引き続き
更なる透明性の確保に努め
る。 
 

（イ）関連する政策や技術
動向の変化、業務の進捗状
況に応じ、機動的な人員配
置を行う。また、産業界、
学術界等の専門家・有識者
等の外部資源の有効活用を
行う。特に、プログラムマ
ネージャー等、高度の専門
性が必要とされるポジショ
ンについては、積極的に外
部人材を登用する。なお、
外部人材の登用等に当たっ
ては、利害関係者排除の措
置を徹底する等、引き続き
更なる透明性の確保に努め
る。 
 

－ （イ）複合的・横断的分野の技術開発戦略
及びこれに基づく重要なプロジェクトの企
画・立案機能を強化するため、新たに「技
術戦略研究センター」を設置して、機動的
な人材配置を行った。 
 また、外部有識者をプログラムマネージ
ャー（ＰＭ）として５名、プログラムディ
レクター（ＰＤ）として１名、技術戦略の
検討等を担うフェローとして１６名採用し
て活用した。 
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 また、ＮＥＤＯ職員の民
間企業への派遣も含め、人
材の流動化を促進するとと
もに、ＮＥＤＯのマネジメ
ント人材の育成に努め、Ｎ
ＥＤＯのマネジメント能力
の底上げを図ることとす
る。 

（ウ）機構職員の民間企業
への派遣も含め、人材の流
動化を促進するとともに、
機構のマネジメント人材の
育成に努め、機構のマネジ
メント能力の底上げを図
る。 

（ウ）機構職員の民間企業
への派遣も含め、人材の流
動化を促進するとともに、
機構のマネジメント人材の
育成に努め、機構のマネジ
メント能力の底上げを図
る。 

－ （ウ）国の政策に関する知見・経験を深め
るべく行政研修員として４名の職員を派遣
している。 

 技術経営力強化のための「出口戦略セミ
ナー」（８講座）及びプロジェクトマネジメ
ント力強化のための「プロジェクトマネジ
メント特別講座」（１講座）、「プロジェクト
マネジメント基礎講座」（１講座）を実施し、
機構内職員の技術経営力の強化を図った。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
●組織体制の機動的な見直し  
・平成２６年４月１日付けで、技術開発戦

略及びこれに基づく重要なプロジェク
トを企画・立案・提示する研究機関「技
術戦略研究センター」（川合 知二センタ
ー長）に加え、「イノベーション推進部」、
「ロボット・機械システム部」、「プロジ
ェクトマネジメント室」を設置。  

・「技術戦略センター」に外部有識者を技
術戦略の検討等を担うフェローとして
１６名採用。 

 
 
●海外事務所との有機的な連携 
・国際事業の海外拠点として欧米アジアに

６つの海外事務所を設置・運営。外国政
府等とのＭＯＵ協議～締結、国際実証事
業等実施の現地調整拠点として本部と
密接に連携。 

・特に、スマートコミュニティ関連国際プ
ロジェクト、水プロジェクト等、我が国
のシステム輸出関連ビジネス拡大に向
けた最前線活動拠点として業務展開。  

 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＡとし
た。 

 

 さらに、常に時代の要請
に対応した組織に再編を行
い、本部、国内支部、海外
事務所についても、戦略
的・機動的に見直しを行う
こととする。 

（エ）各部門の業務が相互
に連携して効率的な運営が
行われるような体制になる
よう、更なる随時見直しを
図る。 

（エ）社会情勢、技術動向
に迅速に対応できる組織体
制となるよう、更なる随時
見直しを図る。 
 

－ （エ）平成２６年４月１日付けで、技術開
発戦略及びこれに基づく重要なプロジェク
トを企画･立案・提示する研究機関「技術戦
略研究センター」を設立し、また、「イノ
ベーション推進部」、「ロボット・機械シ
ステム部」、「プロジェクトマネジメント
室」を新たに設置した。また、独立行政法
人日本医療研究開発機構の設立に伴い、平
成２７年３月３１日付けで「バイオテクノ
ロジー・医療技術部」を廃止した。 

 

  （オ）本部、地方支部、海
外事務所間における双方の
円滑な流通、有機的連携を
一層図るとともに、業務の
状況を踏まえ必要に応じ組
織の見直しを図る。特に国
内支部、海外事務所につい
ては、既往の政府決定等を
踏まえ、戦略的、機動的に
見直しを行う。 

（オ）本部、地方支部、海
外事務所間における双方の
円滑な流通、有機的連携を
一層図るとともに、組織の
見直しを図る。引き続きＮ
ＥＤＯ分室について、他の
独立行政法人とそれぞれの
会議室を共有する方式で運
用を継続する。 

－ （オ）海外事務所について、他の独立行政
法人との事務所近接化及び会議室の相互利
用を整備し、継続している。ＮＥＤＯ分室
は他の独立行政法人とそれぞれの会議室を
共有する運用を継続した。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅱ（２）自己改革と外部評価の徹底 
 

 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
 （２）自己改革と外部評価

の徹底 
全ての事業につき厳格な

評価を行い、不断の業務改
善を行うこととする。また、
評価に当たってはＮＥＤＯ
外部の専門家・有識者を活
用するなど適切な体制を構
築することとする。その際、
評価は、技術評価と事業評
価の両面から適切に実施
し、その後の事業改善へ向
けてのフィードバックを適
正に行うこととする。 
また、ＰＤＣＡサイクル

により、マネジメント・サ
イクル全体の評価が可能と
なるような仕組みを深化さ
せ、「成果重視」の視点を貫
くこととする。 

（２）自己改革と外部評価
の徹底 

全ての事業につき、厳格
な評価を行い、不断の業務
改善を行う。また、評価に
あたっては産業界、学術界
等の外部の専門家・有識者
を活用する等、適切な体制
を構築する。評価は、技術
評価と事業評価の両面から
適切に実施し、その後の事
業改善へ向けてのフィード
バックを行う。 
評価の実施に際しては、

事業のＰＤＣＡサイクル全
体の評価が可能となるよう
「成果重視」の視点を貫き、
技術開発マネジメントに係
る知見、教訓の一層の活用
を図る。 
また、機構の成果のうち

優れたものについては、内
外の各種表彰制度に機構自
らが応募し、又は事業実施
者における応募を促す。 

（２）自己改革と外部評価
の徹底 
・平成２６年度に中間評価
を行う全ての事業につい
て、不断の改善を行う。
評価に当たっては機構外
部の専門家・有識者を活
用するなど適切な体制を
構築する。 

・評価は、技術評価と事業
評価の両面から適切に実
施し、事業の加速化、計
画の変更等の事業改善へ
向けたフィードバックを
行う。 

－ （２）自己改革と外部評価の徹底 
・平成２６年度に中間評価を行ったプロジ
ェクト５件全てについて、中間評価の結
果及びプロジェクト開始後の社会経済情
勢の変化等を踏まえて、技術開発内容や
マネジメント等の改善を検討し、実施計
画の見直し等を的確に行った。評価に当
たっては、機構外部の専門家・有識者か
らなる評価委員会を設置した。 

・平成２６年度は、技術評価（プロジェク
ト評価２０件、制度評価７件）と事業評
価１４件の両面から適切に実施し、その
後の事業改善に向けてのフィードバック
を行った。 

 
・内外の各種表彰制度への応募を促進した。
産学官連携功労者表彰で経済産業大臣賞２
件を受賞するなど、２１件の賞を受賞した。
 
 
 
 

＜自己評価の根拠＞ 
・産学官連携功労者表彰で経済産業大臣
賞２件を受賞するなど、２１件の賞を受
賞。 

 

 
 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅱ（３）職員の意欲向上と能力開発 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
 （３）職員の意欲向上と能

力開発 
個人評価においては、適

切な目標を設定し、その達
成状況を多面的かつ客観的
に適切にレビューすること
により、評価結果を賞与や
昇給・昇格に適切に反映さ
せるとともに、職員の勤労
意欲の向上を図ることとす
る。また、職員の能力開発
を図るため、業務を行う上
で必要な知識の取得に向け
た研修の機会を設ける、技
術開発マネジメントの専門
家を目指す職員に外部の技
術開発現場等の経験を積ま
せる、内外の技術開発マネ
ジメント機関との情報交換
を実施する、技術開発マネ
ジメント関係の実践的研究
発表を行うなど、当該業務
実施に必要な知識・技能の
獲得に資する能力開発に努
めるものとする。 

（３）職員の意欲向上と能
力開発 

個人評価においては、適
切な目標を設定し、その達
成状況を多面的かつ客観的
に適切にレビューすること
により評価する。また、個
人評価の運用にあたって
は、適切なタイミングで職
員への説明や研修等を行う
ことにより、職員に対する
人事評価制度の理解度の調
査を行い、円滑な運用を目
指す。さらに、評価結果の
賞与や昇給、昇格への適切
な反映を行うことにより、
職員の勤労意欲の向上を図
る。 

現行の研修について、効
果等を踏まえ必要に応じ見
直しを行い、業務を行う上
で必要な研修の充実を図る
ため、第３期中期目標期間
中に新規の研修コースを５
コース以上設置する。 

（３）職員の意欲向上と能
力開発 
職員の意欲向上と能力開

発に関し、平成２６年度は
以下の対応を行う。 
・人事評価制度の定着と円
滑な運用を図る。 

・人事評価制度に対する理
解度向上のための研修に
加え、管理職に対し、評
価者の視点の統一と部下
の管理・育成能力強化の
ため、評価者向け研修を
実施する。 

 

－ （３）職員の意欲向上と能力開発 
・新規入構者に対する評価制度の理解促進
を図るべく、研修を１０回実施すると共に、
目標設定の際にはメールにて「目標設定手
引き」等を周知することにより、人事評価
制度の定着と円滑な運用を図った。また、
評価者の視点の統一と部下の管理・育成能
力強化のため、管理職向け研修を３回実施
した。 

＜自己評価の根拠＞ 
 
●職員の意欲向上と能力開発 
・平成２０年度から導入した人事評価制

度の定着化を図るため、上司と部下と
のコミュニケーションの場（目標設定
面談、中間面談、フィードバック面談）
を必須化し、職員の納得度、業務遂行
の動機付け及び意欲を向上。  

・新規着任者研修を計１０回、評価者研
修を計３回実施し、評価者の視点の統一
化を含めた評価制度の理解促進を図っ
た。  

 
 
●プロジェクトマネジメント力向上に向
けた各種研修の実施 

・職員のプロジェクトマネジメント能力
の強化を図るため、「プロジェクトマネ
ジメント基礎講座」、「プロジェクトマネ
ジメント特別講座」及び「出口戦略セミ
ナー」等を実施。 

・業務のグローバル化に対応できる人材
を育成するため、国際関連業務に関わる
職員や若手職員に対し、英会話や英語で
のプレゼンテーション能力向上のため
の研修を実施。 

 
 
●留学・研修を通じた幅広い知識の習得 
・効果的なプロジェクト立案・設計、プロ
ジェクトマネジメント手法、技術経営論
等を研究するため、海外の大学院の修士
課程に３名、国内の大学院の修士課程に
１名の職員を派遣。  

・また、プロジェクトマネジメントのプロ
フェッショナル集団を固有職員によっ
て形成する事を目的に、各階層において
求められる能力を段階的に取得するた
めの各種研修を実施。  

 
 
 
 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 

 

  ・固有職員に対し、各階層
別研修やプロジェクトマ
ネジメント力・専門知識
の向上に関する研修を実
施する。 

・機構内職員に対し、各種
業務を行う上で必要な研
修を実施する。 

・国際関連業務に対応でき
る人材を育成するため、
継続的に語学研修を実施
する。 

－ ・固有職員に対し、各階層において求めら
れる役割に応じた能力を育成するための
階層別研修を実施した。さらに、技術開
発マネジメント力を育成するために、「プ
ロジェクトマネジメント基礎講座」（１講
座）、「プロジェクトマネジメント特別講
座」（１講座）及び技術経営力強化のため
の「出口戦略セミナー」（８講座）を実施
した。 

・新人職員を着実に育成するために、ＯＪ
Ｔトレーナーに加え、新たにメンターを
配置した。また、そのＯＪＴトレーナー、
メンターへ研修を実施した。 

・機構内職員に対し、文書管理、契約・検
査、知財管理、システム操作等、各種業
務を行う上で必要な研修を実施した。 

・語学研修については、新規職員に対する
集合研修の他、国際関連業務に関わる職
員を中心に英語のｅラーニングや英文ｅ
－メールライティング研修、英会話研修
を実施し、国際関連業務の推進・円滑化
を図った。 

 

 技術経営力に関する産業
界、学術界等の外部の専門
家・有識者のネットワーク
を構築し、このネットワー
クを活用し、技術経営力に
関する機構内職員の研修を
毎年度１コース以上実施す

・産業界、学術界等の外部
の専門家・有識者等との
ネットワークを活用する
などして、技術経営力に
関する機構内職員の研修
を実施する。 
 

－  民間企業でプロジェクトマネジメントの
経験を積まれた者を講師とし、プロジェク
トマネジメントの事例等から知見・教訓を
学ぶ「プロジェクトマネジメント基礎講座」
（１講座）、「プロジェクトマネジメント
特別講座」（１講座）及び技術経営力強化
のための「出口戦略セミナー」（８講座）
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る。 を実施し、機構内職員の技術経営力の強化
を図った。 

 技術開発マネジメントの
専門家を目指す職員を外部
の技術開発現場等に毎年度
１名以上派遣し、その経験
を積ませるとともに、大学
における技術経営学、工学
等の博士号、修士号等につ
いて、第３期中期目標期間
中に５名以上の取得を行わ
せる等、技術経営力の強化
に関する助言業務実施に必
要な知識、技能の獲得に資
する能力開発制度を充実す
る。 

・職員の技術開発マネジメ
ント能力の更なる向上の
ため、１名の職員を外部
の技術開発現場等に派遣
し、その経験を積ませる。 

・プロジェクトマネジメン
トに必要な専門知識を習
得させるため、２名の職
員を大学のＭＯＴコース
等に派遣し、博士号、修
士号等の取得を目指す。 

 

－ ・国の政策に関する知見・経験を深めるべ
く行政研修員として４名の職員を派遣し
ている。 

・海外大学院の修士課程等に３名、国内大
学院の修士課程に１名の職員を派遣し、
経営・マネジメント等の知見や語学の更
なる習得、深化を図った。 

 

 内外の技術開発マネジメ
ント機関との情報交換を実
施するとともに、イノベー
ション、技術開発マネジメ
ント及びプロジェクトマネ
ジメント関係の実践的研究
発表として、セミナー、学
会、シンポジウム、内外の
学会誌、専門誌等に機構自
身として第３期中期目標期
間中に１００本以上の発表
を行う。 
 

・内外の技術開発マネジメ
ント機関との情報交換を
実施するとともに、イノ
ベーション、技術開発マ
ネジメント及びプロジェ
クトマネジメント関係の
実践的研究発表として、
セミナー、学会、シンポ
ジウム、内外の学会誌、
専門誌等に機構自身とし
て２０本程度の発表を行
う。 

－  イノベーション、技術開発マネジメント
及びプロジェクトマネジメント関係の実践
的研究発表として、セミナー、学会、シン
ポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構
自身として、１７本の発表を実施した。 

 

 技術開発マネジメントへ
の外部人材の登用に際して
は、機構における業務が「技
術の目利き」の能力向上の
機会としてその後のキャリ
ア・パスの形成に資するよ
う、人材の育成に努める。 
 

・技術開発マネジメントへ
の外部人材の登用に際し
ては、機構における業務
が「技術の目利き」の能
力向上の機会としてその
後のキャリア・パスの形
成に資するよう、人材の
育成に努める。 

－ 技術開発マネジメントを担当する外部登
用人材に対し、新規着任時の研修や「プロ
ジェクトマネジメント特別講座」を受講さ
せることで、技術の目利きの能力向上に動
機付けを行った。 

 

 技術開発マネジメント、
契約、会計処理の専門家等、
機構職員に求められるキャ
リア・パスを念頭に置き、
適切に人材の養成を行うと
ともに、こうした個人の能
力、適性及び実績を踏まえ
た適切な人員配置を行う。 
 

・技術開発マネジメント、
契約・会計処理の専門家
等、機構職員に求められ
るキャリア・パスを念頭
に置き、適切に人材の養
成を行うとともに、こう
した個人の能力、適性及
び実績を踏まえた適切な
人員配置を行う。 

－ マネジメント業務を担う者に対しては、
技術開発マネジメント力の養成する「プロ
ジェクトマネジメント基礎講座」、「プロジ
ェクトマネジメント特別講座」及び「出口
戦略セミナー」、管理事務業務を担う者に対
しては、契約・会計処理力の養成に向けた
各種事務処理研修、また関連する各省主催
の研修等、業務に求められる能力を向上さ
せる研修を受講させることで、職員の人材
育成を図るとともに、適材適所に配置して
いる。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅱ（４）業務・システムの最適化 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 
     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ａ 評定  
 （４）業務の電子化の推進 

電子化の促進等により事
務手続きの一層の簡素化・
迅速化を図るとともに、Ｎ
ＥＤＯの制度利用者の利便
性の向上に努めることとす
る。また、幅広いネットワ
ーク需要に対応できるＮＥ
ＤＯ内情報ネットワークの
充実を図ることとする。情
報システム、重要情報への
不正アクセスに対する十分
な強度を確保するととも
に、震災等の災害時への対
策を確実に行うことによ
り、業務の安全性、信頼性
を確保することとする。 

（４）業務の電子化の推進 
ホームページの利便性の

確保、電子メールによる新
着情報の配信等を通じ、機
構の制度利用者の利便性の
向上に努めるとともに、既
に行っている各種申請の電
子化の範囲を拡大し、その
有効活用を図る。 
幅広いネットワーク需要

に対応しつつ、職員の作業
を円滑かつ迅速に行うこと
ができるよう、機構内情報
ネットワークの充実を図
る。 
 

（４）業務の電子化の推進 
ホームページの利便性の

確保、電子メールによる新
着情報の配信等を通じ、機
構の制度利用者の利便性の
向上に努めるとともに、既
に行っている各種申請の電
子化の範囲を拡大し、その
有効活用を図る。 
幅広いネットワーク需要

に対応しつつ、職員の作業
を円滑かつ迅速に行うこと
ができるよう、機構内情報
ネットワークの充実を図
る。 
 

－ （４）業務の電子化の推進 
機構の制度利用者の利便性の向上のた

め、外部からの問い合わせについてＷＥＢ
サイトで適切な誘導が出来るようページ内
を整備した。機構ＨＰにおける外部からの
問い合わせ窓口を整理することで、問い合
わせ数の前年比１４５％増を達成した。 
出退勤をはじめとする職員の事務手続き

の簡素化・迅速化を図ることを目的として、
新たな機能を追加した新統合人事サービス
の導入に向けた開発を実施し、平成２６年
１０月から本格運用を開始した。 
機構のプロジェクトマネジメントの効率

化と高度化を図ることを目的として、業
務・システム改善ワーキンググループを立
ち上げ、業務の電子化をはじめとするシス
テム改善に関する検討をスタートさせた。
各部が実施するプロジェクトマネジメン

トに関する業務分析を行い、業務の高度化、
効率化、セキュリティ強化の３つの観点か
ら今後開発を行う業務アプリケーションシ
ステムの概念を基本計画として取りまとめ
た。 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●業務・システムの最適化 
・シングルサインオンや給与明細書等の
ウェブ閲覧など、新たな機能を追加した
新統合人事サービスの運用を開始し、業
務を効率化。 

・プロジェクトマネジメントの高度化、
業務の効率化、セキュリティの強化を目
指し、業務・システム最適化の検討を開
始。既存の業務フローを可視化し、新シ
ステムの基本計画を策定。現段階で運用
可能なものについては試行を実施。 

 
 
●安全性・信頼性の確保と効率的な情報シ
ステムの構築 

・役職員のシンクライアント環境に対す
るセキュリティ対策を強化。 

・ｅラーニング、自己点検、標的型メール
攻撃訓練等を通じ、情報セキュリティに
関する意識を向上。 

・次期情報基盤サービスについて、調達
手続きの前倒し実施により公告期間を
拡大し、競争性のある調達を実施。 

 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＡとし
た。 

 

 このため、「独立行政法人
等の業務・システム最適化
実現方策（平成１７年６月
２９日各府省情報統括化責
任者（ＣＩＯ）連絡会議決
定）に基づきＮＥＤＯが作
成した業務・システム最適
化計画を実施するものとす
る。 

情報システム、重要情報
への不正アクセスに対する
十分な強度を確保するとと
もに震災等の災害時への対
策を行い、業務の安全性、
信頼性を確保する。 
「独立行政法人等の業

務・システム最適化実現方
策」に基づき策定した「Ｎ
ＥＤＯ ＰＣ－ＬＡＮシス
テムの最適化計画」を踏ま
え、効率的な情報システム
の構築に努めるとともに、
ＰＤＣＡサイクルに基づき
継続的に実施する。 

情報システム、重要情報
への不正アクセスに対する
十分な強度を確保するとと
もに震災等の災害時への対
策を行い、業務の安全性、
信頼性を確保する。 
「独立行政法人等の業

務・システム最適化実現方
策」に基づき策定した「Ｎ
ＥＤＯ ＰＣ－ＬＡＮシス
テムの最適化計画」を踏ま
え、効率的な情報システム
の構築に努めるとともに、
ＰＤＣＡサイクルに基づき
継続的に実施する。 

－ 不正アクセスに対する十分な強度を確保
するため、役職員のシンクライアント環境
に対するセキュリティパッチの適用をより
きめ細かく実施する運用に変更した。（８
月から運用変更） 
関係機関と連携して標的型攻撃や脆弱性

に関する情報を共有することにより、情報
システムのセキュリティ対策の強化を図っ
た。 
機構内全役職員を対象とした情報セキュ

リティｅラーニング（１０月～１１月）、
情報セキュリティ自己点検（１月～２月）
及び標的型メール攻撃訓練（１２月～１月）
を実施し、情報セキュリティに関する意識
の維持・向上を図った。 
業務効率化に寄与する利便性の向上およ

び情報セキュリティ対策の強化を図る新た
な情報基盤サービスの調達に向け、公共サ
ービス改革基本方針に沿った所要手続きを
行い、実施事業者を決定した。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅱ（５）外部能力の活用 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
 （５）外部能力の活用 

費用対効果、専門性等の
観点から、ＮＥＤＯ自ら実
施すべき業務、外部の専門
機関の活用が適当と考えら
れる業務を精査し、外部の
専門機関の活用が適当と考
えられる業務については、
外部委託を活用するものと
する。 
なお、外部委託を活用す

る際には、ＮＥＤＯの各種
制度の利用者の利便性の確
保に最大限配慮するものと
する。 

（５）外部能力の活用 
費用対効果、専門性等の

観点から、機構自ら実施す
べき業務、外部の専門機関
の活用が適当と考えられる
業務を精査し、外部の専門
機関の活用が適当と考えら
れる業務については、外部
委託を活用するものとす
る。特に、機構の技術開発
成果等を外部発信する活動
の一環として設置している
科学技術館の常設展示ブー
スについては、今後も引き
続き外部委託により保守、
運営業務を効率的に実施す
る。 
なお、外部委託の活用の

際には、機構の各種制度の
利用者の利便性の確保に最
大限配慮するものとする。 

（５）外部能力の活用 
費用対効果、専門性等の

観点から、機構自ら実施す
べき業務、外部の専門機関
の活用が適当と考えられる
業務を精査し、外部の専門
機関の活用が適当と考えら
れる業務については、外部
委託を活用する。特に、機
構の技術開発成果等を外部
発信する活動の一環として
設置している科学技術館の
常設展示ブースについて
は、今後も引き続き外部委
託により保守、運営業務を
効率的に実施する。 
なお、外部委託の活用の

際には、機構の各種制度の
利用者の利便性の確保に最
大限配慮する。 
 

－ （５）外部能力の活用 
科学技術館の常設展示運営業務をはじ

め、外部来訪者の総合受付業務、健康診断
業務、研究開発資産に係る登録補助等の資
産管理等補助業務、海外出張時の航空券手
配及び損害保険付保業務、情報基盤サービ
ス関連業務等について、外部委託により効
率的に実施した。 
また、機構の各種制度の利用者にとって

の利便性が低下しないことに配慮しつつ外
部委託を活用した。 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●外部能力の積極活用 
・業務内容やフローについて不断の見直
しを行い、外部の専門機関の活用により
効率化が図れる可能性のある業務につ
いては、外部委託等の手法を検討。 

・現在は、業務上必要となる情報ネットワ
ークシステムの整備等を行う情報基盤
サービス関連業務、研究開発資産に係る
登録補助やデータメンテナンス等の資
産管理業務、外部来訪者の総合受付業務
等について、外部委託等を活用し、業務
の効率化を図っている。  

 
 
＜課題と対応＞ 
・引き続き機構内の業務において外部の専

門機関の活用により効率化が図れる場
合は、外部委託等の手法を検討する。 

 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅱ（６）省エネルギー及び省資源の推進と環境への配慮 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 
     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
  （６）省エネルギー及び省

資源の推進と環境への配慮 
環境に調和して持続的に

発展可能な社会に適応する
ため、毎年度環境報告書を
作成、公表するとともにそ
の内容の充実を図ることに
より、日常の業務推進に当
たりエネルギー及び資源の
有効利用を図るものとす
る。また、政府の方針を踏
まえて機構の温室効果ガス
排出抑制等のための実施計
画を策定し、これに基づき
不断の削減努力を行う。 

（６）省エネルギー及び省
資源の推進と環境への配慮 
機構の「温室効果ガス排

出抑制等のための実施計
画」に基づき、日常の業務
における環境配慮・省資
源・省エネルギーの取組を
一層高い意識を持って進め
るとともに、これまでの取
組を環境報告書に総括し、
積極的に公表する。 

－ （６）省エネルギー及び省資源の推進と環
境への配慮 
エネルギー消費のより少ない機器（クラ

ウドコンピューティング、ＬＥＤ照明、等）
を使用し、また、照明の間引き点灯や夏季
における空調の２８℃設定等の節電アクシ
ョンを実施した。また、それら取組を環境
報告としてアニュアルレポートに総括し公
表した。 
 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●省エネ・省資源・環境配慮 
・平成２６年度においては、政府が示す

「当面の地球温暖化対策に関する方
針」により、執務室空調の最大限の使
用抑制等、環境保全及び温室効果ガス
排出抑制に資する取り組みを引き続き
実施。 

・平成２６年度排出量実績（暫定※ ）：
３４万４４０６ｋｇ-ＣＯ２、基準年度
（平成１８年度）比６１．５ ％削減
（平成２７年５月公表予定）    
※平成２７年１１月頃確定見込み    

・平成１９年～２６年度総排出量実績とし
ては４８７１万５４１ｋｇ-ＣＯ２ ※
となり、対象期間において基準年度(平
成１８年度）比３１．９ ％削減を達成
し、削減目標（６％削減）を実現した。
※２６年度暫定値含む        

 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅱ（７）業務の効率化   役職員の給与等の水準の適正化 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 
     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
 （６）業務の効率化 

中期目標期間中、一般管
理費（退職手当を除く）及
び業務経費（特殊要因を除
く）の合計について、新規
に追加されるものや拡充さ
れる分を除き、平成２４年
度を基準として、毎年度平
均で前年度比１．０８％の
効率化を行うものとする。
新規に追加されるものや拡
充される分は翌年度から
１．０８％の効率化を図る
こととする。 
 

（７）業務の効率化 
中期目標期間中、一般管

理費（退職手当を除く）及
び業務経費（京都メカニズ
ムクレジット取得関連業
務、基盤技術研究促進事業
及び競争的資金等の特殊要
因を除く。）の合計につい
て、新規に追加されるもの
や拡充される分を除き、平
成２４年度を基準として、
毎年度平均で前年度比１．
０８％の効率化を行うもの
とする。新規に追加される
ものや拡充される分は翌年
度から１．０８％の効率化
を図ることとする。 

（７）業務の効率化 
一般管理費（退職手当を

除く。）及び業務経費（京都
メカニズムクレジット取得
関連業務、基盤技術研究促
進事業及び競争的資金等の
特殊要因を除く）の合計に
ついては、新規に追加され
るものや拡充される分を除
き、業務改善によるコスト
削減の取組等を進めること
により、平成２４年度を基
準として、毎年度平均で前
年度比１．０８％の効率化
に向けた取組を行う。 
 

－ （７）業務の効率化 
一般管理費（退職手当を除く。）及び業務

経費（京都メカニズムクレジット取得関連
業務、基盤技術研究促進事業及び競争的資
金等の特殊要因を除く）の合計については、
新規に追加されるものや拡充される分を除
き、平成２６年度までの期間中、毎年度平
均で１３．８％の効率化を達成。平成２６
年度については、前年度比▲０．１億円（▲
０．０１％ ）の効率化を達成。 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●効率的な予算執行 
・中期目標期間中、一般管理費（退職手
当を除く）及び業務経費＊の合計につ
いて、新規に追加されるものや拡充さ
れる分を除き、平成２４年度を基準と
して、毎年度平均で前年度比１．０８％
の効率化を行う。  

（＊クレジット取得関連業務、基盤技
術研究促進事業、競争的資金及び補正
予算を除く。)  

・平成２６年度までに毎年度平均で１３．
８％の効率化を達成。  

 
 
 
 
●人件費に関する取り組み 
・「国家公務員の給与の改定及び臨時特例

に関する法律」に準じた給与減額及び
人事院勧告に基づく給与改定を実施し
た。 

・上記の取組により、総人件費は平成２
６年度実績 ５，６２２百万円。 

 
 
●給与水準について 
・平成２６年度のラスパイレス指数は１
０３．７となった。  

  （民間給与実態調査に基づく人事院
勧告を踏まえ適切に給与等を決定）。  

・評価結果に基づき、賞与においては、
引き続き最大±１５％の支給率の差を
設けるとともに、昇給においては５段
階に分けて反映。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 また、総人件費について
は、政府の方針に従い、必
要な措置を講じるものとす
る。 

総人件費については、政
府の方針に従い、必要な措
置を講じる。 

総人件費については、政
府の方針に従い、必要な措
置を講じる。 

－ 総人件費については、「国家公務員の給与
の改定及び臨時特例に関する法律」に準じ
た給与減額及び人事院勧告に基づく給与改
定を行うことにより、総人件費は５，６２
２百万円となった。 

 

 さらに、給与水準につい
ては、ラスパイレス指数、
役員報酬、給与規程、俸給
表及び総人件費を引き続き
公表するとともに、国民に
対して納得が得られるよう
説明することとする。また、
給与水準の検証を行い、こ
れを維持する合理的な理由
がない場合には必要な措置
を講じることにより、給与
水準の適正化に取り組み、
その検証結果や取組状況を
公表することとする。 
 

給与水準については、ラ
スパイレス指数、役員報酬、
給与規程、俸給表及び総人
件費を引き続き公表すると
ともに、国民に対して納得
が得られるよう説明する。
また、以下のような観点か
らの給与水準の検証を行
い、これを維持する合理的
な理由がない場合には必要
な措置を講じることによ
り、給与水準の適正化に取
り組み、その検証結果や取
組状況を公表する。 

給与水準については、ラ
スパイレス指数、役員報酬、
給与規程、俸給表及び総人
件費を引き続き公表すると
ともに、国民に対して納得
が得られるよう説明する。
また、以下のような観点か
ら給与水準の検証を行い、
これを維持する合理的な理
由がない場合には必要な措
置を講じることにより、給
与水準の適正化に取り組
み、その検証結果や取組状
況を公表する。 

－  平成２６年度の給与水準については、ラ
スパイレス指数、役員報酬、給与規程、俸
給表及び総人件費を公表するとともに、以
下の観点から給与水準の検証を行った。 
 
 

 

 ・法人職員の在職地域や学
歴構成等の要因を考慮し
てもなお国家公務員の給
与水準を上回っていない
か。 

・高度な専門性を要する業
務を実施しているためそ
の業務内容に応じた給与
水準としている等、給与
水準が高い原因につい
て、是正の余地がないか。 

・国からの財政支出の大き
さ、累積欠損の存在、類
似の業務を行っている民
間事業者の給与水準等に
照らし、現状の給与水準
が適切かどうか十分な説
明ができるか。 

・法人職員の在職地域や学
歴構成等の要因を考慮し
てもなお国家公務員の給
与水準を上回っていない
か。 

・高度な専門性を要する業
務を実施しているためそ
の業務内容に応じた給与
水準としているなど給与
水準が高い原因につい
て、是正の余地がないか。 

・国からの財政支出の大き
さ、累積欠損の存在、類似
の業務を行っている民間
事業者の給与水準等に照
らし、現状の給与水準が適
切かどうか十分な説明が
できるか。 

－ 在職地域及び学歴構成を考慮したラスパ
イレス指数は１０３．７となっており、国
家公務員の給与水準を上回っているが、当
機構は技術的知見を駆使した専門性の高い
技術開発マネジメント業務を実施している
ことから、大学院卒が高い割合（全体の約
４割）を占めており、国家公務員に比べて
高い給与水準となっている。 
平成２６年度支出予算の総額に占める国

からの財政支出額は約９８．７％と高い割
合を占めているが、当機構が実施している
事業は、日本の産業競争力強化、エネルギ
ー・地球環境問題の解決のための産業技術
開発関連事業等であり、国からの財政支出
によって実施されることを前提としたもの
である。なお、当機構の支出総額１，３６
９億円に占める給与、報酬等支給総額５０
億円の割合は約３．７％であり、割合とし
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・その他、法人の給与水準
についての説明が十分に
国民の理解の得られるも
のとなっているか。 

・その他、法人の給与水準
についての説明が十分に
国民の理解の得られるも
のとなっているか。 
 

ては僅少である。 
平成２５年度末時点における累積欠損額

は５８４億円であったが、その主な発生理
由は下記の通りである。 
基盤技術研究促進事業については、政府

出資金を原資として事業を実施する仕組み
となっていること及び民間企業と同一の会
計処理を法律により義務化されていること
から、事業を遂行する過程で、会計上の欠
損金が不可避に生じるものである。平成２
６年度は、委託先への現地調査や売上等に
よる納付慫慂を実施した結果、約２８百万
円の納付実績を挙げたところであり、引き
続き終了案件に対する資金回収の徹底を図
る。 
上述の通り、当機構の累積欠損は会計上

不可避に発生するものであり、給与水準と
直接結びつくものではないと考えられる。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●役職員の給与等の水準、レクリエーシ
ョン経費、食堂施設利用代、その他の
法定外福利費、諸手当の適切性 

・民間給与実態調査に基づく人事院勧告
を踏まえ給与等を決定するなど給与等
の水準の適正化を図った（平成２６年
度のラスパイレス指数は１０３．７）。

・レクリエーション経費、食堂施設利用
代、慶弔見舞金等については支出して
いない。 

・借上げ宿舎については、 「独立行政法
人の職員宿舎の見直しに関する実施計
画」どおり見直している。 

 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 

 また、既往の政府の方針
等を踏まえ、組織体制の合
理化を図るため、実施プロ
ジェクトの重点化を図るな
ど、引き続き必要な措置を
講じるものとする。 

また、既往の政府の方針
等を踏まえ、組織体制の合
理化を図るため、実施プロ
ジェクトの重点化を図るな
ど、引き続き必要な措置を
講じるものとする。 

また、既往の政府の方針
等を踏まえ、組織体制の合
理化を図るため、実施プロ
ジェクトの重点化を図るな
ど、引き続き必要な措置を
講じる。 

－ また、既往の政府の方針等を踏まえ、事
業全体の抜本的改善やテーマの一部の中止
等を行い、実施プロジェクトの重点化を図
るなど、必要な措置を講じた。 

 

   ◇役職員の給与等の水準の
適正化◇ 
●役職員給与等の水準を適
正化のあるものとする。 

・国家公務員や民間企業と
比較しての適切性、レク
リエーション経費・その
他法定外福利費・諸手当
の適切性、行政改革の重
要方針に基づく人件費改
革の進捗、給与決定に関
する特筆事項 

－ 民間給与実態調査に基づく人事院勧告を
踏まえ給与等を決定するなど給与等の水準
の適正化を図った（平成２６年度のラスパ
イレス指数は１０３．７）。 
レクリエーション経費、食堂施設利用代、

互助組織が行う各種サービスに係る費用に
係る支出を行っておらず、引き続き徹底。 
慶弔関連の法人支出については、勤務実

績が良好な勤続年数３０年及び２０年に達
した職員等に対して永年勤続者表彰を行っ
ているが、副賞（景品）の法人支出を平成
２２年度より廃止。 
諸手当については、原則国家公務員と同

様の支給としているところ（本府省業務調
整手当に相当する手当の導入は予定してい
ない）。 
宿舎の見直しについては、平成２２年１

２月に閣議決定された「独立行政法人の事
務・事業の見直しの基本方針」において、
区分所有宿舎６戸を売却することとの決定
がなされ、平成２４年１２月に売却済み（平
成２５年１月国庫納付済）。 
借上げ宿舎に関しては、「独立行政法人の

職員宿舎の見直しに関する実施計画」によ
り指摘された２４戸のうち１６戸は既に退
去済。残りの宿舎の廃止に向けて、引き続
き取組みを検討中。なお、廃止等の方針が
明らかにされている宿舎以外の宿舎につい
ては、公務員宿舎制度との整合性を図りつ
つ、効果的・効率的な運用を前提とし、広
域異動者及び緊急参集者に限るなど必要最
低限の貸与を検討。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅱ（８）随意契約の見直しに関する事項   入札・契約の適正化,官民競争入札等の活用   公益法人等に対する支出の適正化 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
 （７）随意契約の見直しに

関する事項 
契約の相手方及び金額に

ついて、少額のものや秘匿
すべきものを除き、引き続
き公表し、透明性の向上を
図ることとする。 
また、「随意契約等見直し

計画」に基づく取組を着実
に実施するとともに、その
取組状況を公表するものと
する。 

（８）随意契約の見直しに
関する事項 

契約の相手方、金額等に
ついて、少額のものや秘匿
すべきものを除き引き続き
公表し、透明性の向上を図
る。また、既往の政府決定
に基づき策定された「随意
契約等見直し計画（平成２
２年４月作成）」に基づく取
組を着実に実施するととも
に、その取組状況を公表す
る。具体的には、物品調達
等の契約については、競争
入札の厳格な適用により透
明性、公平性を確保すると
ともに、国に準じた随意契
約によることができる限度
額の基準を厳格に運用す
る。一方、技術開発関連事
業等の委託契約について
は、選定手続きの透明性、
公平性を十分に確保しつ
つ、企画競争、公募の方法
により効率的な運用を行
う。 
 

（８）随意契約の見直しに
関する事項、◇入札・契約
の適正化 

契約の相手方、金額等に
ついて、少額のものや秘匿
すべきものを除き引き続き
公表し、透明性の向上を図
る。また、「随意契約等見直
し計画（平成２２年４月作
成）」に基づく取組を引き続
き着実に実施するととも
に、その取組状況を公表す
る。具体的には、物品調達
等の契約については、競争
性のない随意契約を原則廃
止し、競争入札の厳格な適
用により透明性・公平性を
確保するとともに、国に準
じた随意契約によることが
できる限度額の基準を厳格
に運用する。一方、技術開
発関連事業等の委託契約に
ついては、選定手続の透明
性・公平性を十分に確保し
つつ、企画競争・公募の方
法により効率的な運用を行
う。 
これらの方策により、競

争性のある契約方式におけ
る国の水準を上回るように
する。 

－ （８）随意契約の見直しに関する事項 

随意契約の見直し状況及び月別の契約締
結内容について、機構のホームページ上で
公表を行い、引き続き透明性の向上を図っ
た。また物品調達等の契約については随意
契約によることが真にやむを得ないものを
除き、引き続き一般競争入札等による契約
を行い、契約の透明性・公平性を図った。
一方、技術開発関連事業等の委託契約につ
いては、選定手続きの透明性・公平性を十
分に確保しつつ、企画競争・公募の方法に
より効率的な運用を行った。 
これらの取り組みにより、平成２６年度

の競争性のある契約は、件数：９６．４％、
金額：９９．９％となった。 

＜自己評価の根拠＞ 
●随意契約の見直し等による入札・契約の

適正化を実施 
・「随意契約情報の公表に関する運用指

針」に基づき、平成２６年度も引き続
き契約の内容についてホームページで
定期的に公表を実施。 

・平成２６年度の随意契約の割合は件数
ベース３．６％、金額ベース０．１％
であり、引き続き一般競争入札等の適
用の徹底を図っている。 

・「独立行政法人の契約状況の点検・見直
しについて」に基づき、平成２６年度
においても引き続き契約監視委員会を
開催し、入札・契約の適正性を確保。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  さらに、全ての契約に係
る入札、契約の適正な実施
がなされているかどうかに
ついて、監事等による監査
を受ける。 

また、契約監視委員会に
よる契約の点検・見直しの
結果を踏まえ、過年度に締
結した競争性のない随意契
約のうち可能なものについ
ては競争契約に移行させる
とともに、一者応札・応募
についても、これまでに取
り組んできた仕様書の具体
性の確保、参加要件の緩和、
公告期間の見直し、情報提
供の充実等を通じて、引き
続き競争性の確保に努め
る。さらに、入札・契約の
適正な実施がなされている
かどうかについて、監事等
による監査及び契約監視委
員会による点検を受ける。 
●「独立行政法人の契約状
況の点検・見直しについ
て」（平成２１年１１月１
７日閣議決定）に基づく
点検及び見直し。 

－ 「独立行政法人の契約状況の点検・見直
しについて」（平成２１年１１月１７日閣議
決定）に基づき、契約監視委員会を開催し、
契約の点検・見直しを行った結果、技術開
発等については引き続き一者応募の場合に
公募期間の延長を行うことや公募予告・公
募説明会時にメール配信サービスへの登録
を推奨する等、公募・入札情報の周知に努
めた。 
更に全ての契約に係る入札・契約手続き

に関しては契約プロセスの適切性、透明性
の観点から監事による点検を受けている。
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●公表の基準の整備状況・
公表状況、規程類の整備
状況、審査体制整備状況、
契約適正実施確保取組状
況、契約競争性・透明性
確保にむけた取組状況、
関係法人との契約の適切
性・妥当性の検証。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
●官民競争入札の活用および公益法人等

に対する支出の適正化 
・現行の情報基盤サービス業務（～平成

２７年１０月）の後継業務を国の公共
サービス改革基本方針に基づく官民競
争入札等の対象として選定し、入札を
実施。  

・「独立行政法人が支出する会費の見直
し」（平成２４年３月２３日行政改革実
行本部決定）に基づき、公益法人への
会費の支出について、四半期ごとに支
出先法人名、金額等を公表。  

・「公益法人に対する支出の公表・点検の
方針について」（平成２４年６月１日行
政改革実行本部決定）」に基づき、公益
法人に対する支出状況の公表・点検・
見直しを実施。 

 
 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 

   ◇官民競争入札等の活用、
◇公益法人等に対する支
出の適正化 

 
●官民競争入札等の活用・
検討を行う。 

 
●公益法人等に対する支出
について、「独立行政法人
が支出する会費の見直し
について」（平成２４年３
月２３日行政改革実行本
部決定）、「公益法人に対
する支出の公表・点検の
方針について」（平成２４
年６月１日行政改革実行
本部決定）等で示された
観点を踏まえた見直しの
取組を図る。 

－ 技術開発マネジメント関連業務において
は、民間活力の活用を前提として、原則全
て企画競争・一般競争入札を実施の上、民
間企業等に委託又は補助金の交付により業
務を実施。 
現行の情報基盤サービス業務(～平成２

７年１０月)の後継業務を国の公共サービ
ス改革基本方針に基づく官民競争入札等の
対象として選定し、入札を実施。 
 
公益法人等に対する支出について、「独立

行政法人が支出する会費の見直しについ
て」（平成２４年３月２３日行政改革実行本
部決定）、「公益法人に対する支出の公表・
点検の方針について」（平成２４年６月１日
行政改革実行本部決定）等で示された観点
を踏まえ、ＮＥＤＯホームページで公表し
ており、契約監視委員会においても公益法
人に対する支出の必要性について、精査し
ている。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅱ（９）コンプライアンスの推進 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
 （８）コンプライアンスの

推進 
内部統制については、更

なる充実・強化を図るもの
とする。その際、総務省の
「独立行政法人における内
部統制と評価に関する研究
会」が平成２２年３月に公
表した報告書（「独立行政法
人における内部統制と評価
について」）、及び総務省政
策評価・独立行政法人評価
委員会から独立行政法人等
の業務実績に関する評価の
結果等の意見として各府省
独立行政法人評価委員会等
に通知した事項を参考にす
るものとする。 
また、法令遵守や法人倫

理確立等コンプライアンス
の取組については、今後更
なる徹底を図るべく、管理
部門の効率化に配慮しつ
つ、ＮＥＤＯが果たすべき
責任・機能との関係でプラ
イオリティをつけながら、
事業部との連携強化等の内
部統制機能の強化を図ると
ともに、講じた措置につい
ては全て公表することとす
る。特に、コンプライアン
ス体制については、必要な
組織体制・規程の整備によ
り、ＰＤＣＡサイクル確立
の観点から体系的に強化す
ることとする。 
さらに、不正事案につい

ては、事業者側に不正に関
するリスク管理等について
の啓蒙の徹底を図るなど、
不正事案の発生を抑制する
ための不断の取組を、一層
強化するものとする。 

（９）コンプライアンスの
推進 

内部統制については、更
に充実、強化を図るものと
する。その際、総務省の「独
立行政法人における内部統
制と評価に関する研究会」
が平成２２年３月に公表し
た報告書（「独立行政法人に
おける内部統制と評価につ
いて」）、及び総務省政策評
価・独立行政法人評価委員
会から独立行政法人等の業
務実績に関する評価の結果
等の意見として各府省独立
行政法人評価委員会等に通
知した事項を参考にするも
のとする。 
法令遵守や法人倫理確立

等コンプライアンスの取組
については、今後更なる徹
底を図るべく、管理部門の
効率化に配慮しつつ、機構
が果たすべき責任、機能と
の関係でプライオリティを
つけながら、コンプライア
ンスや情報公開、情報管理
に関して事業部との連携強
化、迅速対応等、内部統制
機能の強化を引き続き図る
とともに、講じた措置につ
いては全て公表する。特に、
コンプライアンス体制につ
いては、必要な組織体制、
規程の整備により、ＰＤＣ
Ａサイクル確立の観点から
体系的に強化を引き続き図
る。 
具体的には、機構職員に

対するコンプライアンス研
修を年４回以上実施すると
ともに、外部有識者を研修
講師とする等、研修の質的
向上も図る。さらに、事業
者側に不正に関するリスク
管理等についての啓蒙の徹
底を図る等、不正事案の発
生を抑制するための不断の
取組を一層強化する。また、
情報セキュリティ対策につ
いては、情報セキュリティ
管理規程に則り、引き続き
情報セキュリティレベルに
応じた取扱いの徹底を行う

（９）コンプライアンスの
推進 
機構におけるコンプライ

アンスの取組については、
事業部との連携を強化しつ
つ、迅速な対応が可能とな
るよう必要な組織体制を構
築・維持するとともに、組
織全体でコンプライアンス
意識の向上が図られるよ
う、内部職員研修は年間４
回以上実施し、外部有識者
を講師とすることでその質
的向上も図る。さらに、事
業者における不正事案の発
生を抑制するため、事業者
説明会等において不正行為
に対する措置や発生事例等
の周知を図ることなどによ
り、事業者のリスク管理等
に関する意識向上に係る取
組を行う。また、情報セキ
ュリティ対策については、
機構職員に対する研修（年
１回以上実施）等を通じて、
情報セキュリティレベルに
応じた取扱いの徹底を行う
とともに、情報セキュリテ
ィに対する意識向上への取
組を図る。 
 

－ （９）コンプライアンスの推進 
機構運営の重要事項は、理事長が統括す

る運営会議において審議する体制を取ると
ともに、運営会議に監事も出席し必要に応
じて意見を陳述することで、理事長のリー
ダーシップ及び内部統制機能強化と監事の
監査機能強化を確保した。  
監事監査、内部監査、契約監視委員会及

び契約・助成審査委員会について、理事長
への結果報告を制度化し、取りまとめ又は
委員会の開催毎に逐次報告を実施した。 
理事長をヘッドとするコンプライアンス

推進委員会（５月）を開催し、前年度発生
のリスク事案に係る対応、再発防止等を踏
まえ、当年度のコンプライアンス行動計画
を策定した。また、リスク懸念事案は、そ
の大小に関わらず、迅速に、逐次、理事長
を始め経営幹部に報告し、指示を仰ぐ体制
を構築した。  
機構役職員のコンプライアンス意識の更

なる向上を目指し、外部有識者を講師とす
るコンプライアンス研修（講演会）を開催
（２回）、コンプライアンス推進室職員によ
る新規入構職員向け基礎研修（１２回）を
実施した。  
個人情報保護担当者会議を開催し、情報

漏洩に係るヒヤリハット事案内容・再発防
止策の周知に加え、個人情報保護の立法趣
旨の理解促進を図った（４回開催）。また職
員の個人情報保護に関する基礎知識の維
持･向上を図るため、個人情報ｅラーニング
を実施し、全職員が受講した。  
事業者不正事案の発生を防止するため、

事業者説明会等において不正行為の発生事
例や厳格な処分の実施等を紹介し、事業者
の意識向上を図った。また実際の費用計
上・資産計上における不正行為への具体的
な防止策の新規導入に加え、事業者代表者
との面談、不正行為等事例集の配布なども
実施した。  
情報セキュリティ対策では、全役職員を

対象とした「情報セキュリティｅラーニン
グ」「情報セキュリティ対策自己点検」を実
施、加えて「標的型メール攻撃訓練」（４回）
を行い、情報セキュリティに関する意識の
維持・向上を図った。 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●コンプライアンス体制の整備による内
部統制の強化 

・機構運営の重要事項は、理事長が統括
する運営会議において審議。監事も出席
し理事長のリーダーシップ・内部統制機
能強化と監事の監査機能強化を確保。監
査・委員会（監事監査、内部監査、契約
監視委員会及び契約・助成審査委員会）
の結果について、適時適切に理事長への
報告を実施。 

・理事長をヘッドとするコンプライアン
ス推進委員会を開催（５月）し、リスク
懸念事案に係る前年度の対応を踏まえ、
コンプライアンス行動計画を策定。 

・メール誤送信を契機に情報漏洩リスク
を低減すべく情報管理体制を強化。外部
の第三者機関を活用し、包括的な情報管
理体制点検を実施。情報管理は適切で漏
洩対策は概ね保険会社並みの高い水準
との評価。 

 
 
●事業実施者における不正行為抑制に向
けた取組 

・助成金の不正請求行為が発覚した事業
者については、交付決定の取消、助成金
の返還請求といった措置を行うと共に、
必要に応じ、新たな助成金交付等の停止
処分を行い、当該内容を公表。 

・事業実施者に対する検査研修（コンプ
ライアンス研修）を年５回開催し、公的
資金の適正な執行を周知。 

・事業実施者における不正行為等を抑制
するため、新規事業者や公的資金を初め
て受け入れる事業者に対して経理指導
を実施。 
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とともに、機構職員に対す
る研修を年１回以上実施
し、情報セキュリティに対
する意識の向上を図る。 

 
 
 
 
●内部監査の実施 
・監事監査との重複を避け、かつ監査内
容の情報共有を図るため、監事との情報
交換により適切な内部監査を実施。ま
た、会計監査人と内部監査の状況を情報
共有することで、内部統制について確
認。 

・基本方針に基づいて、重点項目を設定
するなどして監査計画を作成するとと
もに、調書等を活用して効率的に業務監
査及び会計監査を実施。 

 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 

 また、監査については、
独立行政法人制度に基づく
外部監査の実施に加え、内
部業務監査や会計監査を、
毎年度必ず実施することと
する。 

監査については、独立行
政法人制度に基づく外部監
査の実施に加え、内部業務
監査や会計監査を毎年度必
ず実施する。なお、監査組
織は、単なる問題点の指摘
にとどまることなく、可能
な限り具体的かつ建設的な
改善提案を含む監査報告を
作成する。 
関連法人については、関

連法人への再就職の状況及
び機構と関連法人との間の
取引等の状況について情報
を開示する。 
また、再委託先企業も含

め利益相反排除のための取
組を実施する。 

監査については、独立行
政法人制度に基づく外部監
査の実施に加え、内部業務
監査や会計監査を実施す
る。その際には、単なる問
題点の指摘にとどまること
なく、可能な限り具体的か
つ建設的な改善提案を含む
監査報告を作成するよう努
める。 
関連法人については、関

連法人への再就職の状況及
び機構と関連法人との間の
取引等の状況について情報
を開示する。また、再委託
先企業も含め利益相反排除
のための取組を実施する。 

－ 内部監査規程に基づき、内部監査計画及
び内部監査実施計画を作成し、監査を実施
した。 
関連法人については、関連法人への再就

職の状況及び機構と関連法人との間の取引
等の状況について情報を開示した。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善  

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
０５６６独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０６１４独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費（エ

ネルギー需給勘定） 

０６１５独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費（電

源開発促進勘定） 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
基盤技術研究促進
事業の売上納付額 

－ － 23 百万円 28 百万円       

期末における交付
金債務残高 

－ － 345 億円 588 億円       

利益剰余金額 － － 43.4 億円 82.7 億円       
リスク管理債権の
回収額 

－ － 15.6 億円 15.6 億円       

鉱工業承継業務に
おける貸付債権残
高 

－ － 70 百万円 67 百万円       
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅲ（１）繰越欠損金の増加の抑制 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
 （１）繰越欠損金の増加の

抑制 
基盤技術研究促進事業に

ついては、管理費の低減化
に努めるとともに、資金回
収の徹底を図り、繰越欠損
金の減少に努める。具体的
には、技術開発成果の事業
化や売上等の状況について
報告の徴収のみならず技術
開発委託先等への現地調査
を励行するとともに、必要
に応じ委託契約に従った売
上等の納付を慫慂すること
により、収益・売上納付の
回収を引き続き進めること
とする。 
また、終了評価において

所期の目標が達成されなか
った事業については、その
原因を究明し、今後の技術
開発に役立たせることとす
る。 

（５）繰越欠損金の増加の
抑制 

基盤技術研究促進事業に
ついては、管理費の低減化
を図るとともに、収益・売
上納付の回収を引き続き進
めることにより繰越欠損金
の減少に努める。 
具体的には、技術開発成

果の実用化・事業化の状況
や売上等の状況について報
告の徴収のみならず技術開
発委託先等への現地調査を
励行し、必要に応じ委託契
約に従った売上等の納付を
慫慂するとともに、該当年
度において納付される見込
みの総額を年度計画におい
て公表する。また、終了評
価において所期の目標が達
成されなかった事業につい
ては、その原因を究明し、
今後の技術開発に役立たせ
る。 

（５）繰越欠損金の増加の
抑制 
基盤技術研究促進事業に

ついては、資金回収の徹底
を図るために技術開発成果
の事業化の状況や売上等の
状況について報告の徴収の
みならず技術開発委託先等
への現地調査を励行し、必
要に応じ委託契約に従った
売上等の納付を慫慂する。
平成２６年度において納付
される総額については、４，
０００万円程度を見込んで
いる。 

－ 
 
 
 

（５）繰越欠損金の増加の抑制 
研究成果の事業化の状況や売上等の

状況について１０９件の報告書を徴収
し、研究委託先等への現地調査を５５回
実施し、慫慂を行った。１１件の収益実
績を確認し、総額約２８百万円の収益納
付があった。 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●繰越欠損金の増加の抑制 
・基盤技術研究は、ＮＥＤＯが国から
出資された資金を用いて民間企業等
に対する委託事業により実施してい
るため、事業を遂行する過程で制度
的に欠損金が不可避に生じるという
特殊要因がある。  

・そのような中、繰越欠損金の圧縮に
向け、管理費の低減に努めるととも
に委託契約に従った売上等の納付を
研究開発委託先に対し慫慂。今年度
の収益納付は約２８百万円となり、
収益納付累計額は約１１９百万円と
なった。  

 
 
 
以上のような成果がでていることを勘
案した結果、この項目の自己評価をＢ
とした。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅲ（２）自己収入の増加へ向けた取組   （３）資産の売却等 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
 （２）自己収入の増加へ向

けた取組 
独立行政法人化すること

によって可能となった事業
遂行の自由度を最大限に活
用し、国以外から自主的か
つ柔軟に自己収入を確保し
ていくことが重要である。
このため、補助金適正化法
における研究設備の使用の
弾力化、成果把握の促進に
よる収益納付制度の活用な
ど、自己収入の増加に向け
た検討を行い、現行水準以
上の自己収入の獲得に引き
続き努めることとする。 
 

（６）自己収入の増加へ向
けた取組 

独立行政法人化すること
によって可能となった事業
遂行の自由度を最大限に活
用して、国以外から自主的
かつ柔軟に自己収入を確保
していくことが重要であ
る。このため、補助金適正
化法における研究設備の使
用の弾力化、成果把握の促
進による収益納付制度の活
用、利益相反等に留意しつ
つ寄付金を活用する可能性
等、自己収入の増加に向け
た検討を行い、現行水準以
上の自己収入の獲得に努め
る。 
また、収益事業を行う場

合は、法人所得課税に加え、
その収益額に因らず法人住
民税の負担が増大するた
め、税法上の取扱の見直し
を含め税に係る制約を克服
する方法を検討し、その上
で、技術開発マネジメント
ノウハウを活用した指導や
出版を通じた発信等によ
り、そこから収益が挙がる
場合には、さらなる発信の
原資として活用する。 

（６）自己収入の増加へ向
けた取組 
補助金適正化法における

研究設備の使用の弾力化、
成果把握の促進による収益
納付制度の活用、利益相反
等に留意しつつ寄付金を活
用する可能性等、自己収入
の増加に向けた検討を行
う。また、収益事業を行う
場合は、法人所得課税に加
え、その収益額に因らず法
人住民税の負担が増大する
ため、税法上の取扱の見直
しを含め税に係る制約を克
服する方法を検討する。 
 

－ （６）自己収入の増加へ向けた取組 
算定基準を見直した価格算定に基づき、

取得財産の有償譲渡を行うなど、自己収入
の獲得に努めた。 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●自己収入増加の検討と適切な資産管理 
・算定基準を見直した価格算定に基づき、
取得財産の有償譲渡を行うなど、自己収
入の獲得に努めた。  

・保有土地（伊東敷地）について、独立行
政法人の事務・事業の見直しの基本方針
（平成２２年１２月７日閣議決定）に基
づき、平成２６年１１月に入札公告期間
を従来より長く設けるとともに、不動産
鑑定評価による価格の見直しを反映し
た最低売却価格を初めて公表し入札を
行ったが、応札者なしによる不調の結果
となった。今後についても、引き続き更
なる処分手続方法の検討を行い、売却処
分に努めていく。  

・全ての現預金、有価証券について、機構
内において保有の必要性、保有目的に照
らした規模の適切性等を把握・検討した
上で、精緻な執行管理を実施。 

 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 
 

 

 （３）資産の売却等 
ＮＥＤＯが保有する資産

については、既往の政府決
定等を踏まえた措置を、引
き続き講じるものとする。 

（７）資産の売却等 
機構が保有する資産につ

いては、既往の政府決定等
を踏まえた措置を引き続き
講じるものとする。 

（７）資産の売却等 
保有する資産について

は、既往の政府決定等を踏
まえた措置を講じる。 

－ （７）資産の売却等 
保有する資産（伊東敷地）については、

売却による譲渡収入の国庫納付に向け、４
回目の入札を行ったが不調となった。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅲ（３）運営費交付金の効率的活用の促進 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
 （４）運営費交付金の適切

な執行に向けた取組 
各年度期末における運営

費交付金債務に関し、その
発生要因等を厳格に分析
し、減少に向けた努力を行
うこととする。 

（８）運営費交付金の効率
的活用の促進 

機構においては、その資
金の大部分を第三者への委
託、助成等によって使用し
ていることから、年度末の
確定検査によって不適当と
認められた費用等について
は、費用化できずに結果と
して運営費交付金債務とし
て残ってしまうという仕組
みとなっている。しかしな
がら、運営費交付金の効率
的活用の観点からは、費用
化できずに運営費交付金債
務となってしまうものの抑
制を図ることが重要であ
る。 
このため、独立行政法人

化における運営費交付金の
メリットを最大限に活用す
るという観点を踏まえ、各
年度期末における運営費交
付金債務に関し、その発生
要因等を厳格に分析し、減
少に向けた努力をしてい
く。 

（８）運営費交付金の効率
的活用の促進 
年度末における契約済又

は交付決定済でない運営費
交付金債務を抑制するため
に、事業の進捗状況の把握
を中心とした予算の執行管
理を行い、国内外の状況を
踏まえつつ、事業の加速化
等を行うことによって費用
化を促進する。年度期末に
おける運営費交付金債務に
関し、その発生要因等を厳
格に分析する。 

－ （８）運営費交付金の効率的活用の促進 
年度末における契約済又は交付決定済で

ない運営費交付金債務を抑制するため、事
業の進捗状況の把握・分析を定期的に行い
対処方針を明確にし、予算の執行を厳密に
管理した。 
また、事業の加速（開発成果創出促進制

度の実施）等を行うことで、費用化を促進
した。 

＜自己評価の根拠＞ 
●運営費交付金の効率的活用の促進 
・独立行政法人における運営費交付金の
メリットを最大限に活用するという観
点を踏まえ、事業の進捗管理の徹底、期
中における適切な予算追加投入を行う
等、機動性・弾力性を確保。  

・期末における交付金債務は５８８億円、
平成２６年度予算額に対して３６．
９％。補正予算及び相手国政府側の手続
き遅延等を含む国際事業等、やむを得な
い事情により発生した債務等を除いた
場合は２６８億円となる。  

 
 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅲ（４）剰余金の適正化 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
   ◇剰余金の適正化◇ 

●当期総利益等の発生要
因、業務運営の適正性を
図る。また、利益剰余金
の計上を業務運営上適切
性のあるものとする。 

－ 平成２６年度末の利益剰余金は、４勘定
（一般勘定、電源利用勘定、エネルギー需
給勘定、鉱工業承継勘定）で計８２．７億
円を計上。 
機構の主たる業務である研究開発関連業

務は、運営費交付金等を財源として着実に
実施しており、その支出額を限度に収益化
等を行っていることから、これにより利益
剰余金が発生することはない。 
一方、附帯的業務等により、研究開発資

産売却収入等による利益が発生している。
これらの利益は、総務省の示す認定基準に
合致しないことから、目的積立金は不申請。
 

＜自己評価の根拠＞ 
●剰余金の適正化 
・平成２６年度末の利益剰余金は主に研
究開発資産売却収入等であり、４勘定
（一般勘定、電源利用勘定、エネルギー
需給勘定、鉱工業承継勘定）で計８２．
７億円を計上。  

  
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅲ（５）債務保証経過業務、貸付経過業務   リスク管理債権適正化 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
   ◇リスク管理債権適正化◇ 

●リスク管理債権（貸倒懸
念債権、破産更生債権等）
を計画どおり管理し、解
消に向けた取組を行う。 

●リスク管理債権の割合が
増加している場合や計画
と実績の差の検証、回収
計画の策定状況、取組状
況の検証 

●新エネルギーの導入に係
る債務保証については、
制度の安定運用を図りつ
つ、新エネルギーの導入
目標達成に向けて適切な
実施に努める。（１．（３）） 

●鉱工業承継業務に係る貸
付金の回収については、
債権の管理を適切に行
い、回収額の最大化に向
けて計画的に進め、平成
２７年度までの業務終了
に努める。（１．（３）） 

－ 貸倒懸念債権、破産更生債権等について
は、債権残高の解消に向けて適切なリスク
管理に努める等着実な債権回収により、平
成２６年度末に総額１５．６億円（対前年
度２百万円の減）の計上となった。 

リスク管理債権を有する全ての事業につ
いて、計画的な債権回収を実施した。 
新エネルギー債務保証業務については債

務保証中の６社について、監査等により事
業の実施状況の確認及び財務状況の把握に
努め、うち１社については平成２７年３月
末日の保証解除により７４百万円の減額と
なった（平成２６年度末保証残額５社２７
億円）。 

また、新たに１社代位弁済を実施したた
め、求償権債権は３社１２億円となった。
鉱工業承継業務の平成２７年度末の業務

終了に向けて、現状の貸付債権（破産更生
債権２件３社）については、回収の最大化
を図るべく、任意弁済中の１社について、
適宜往訪し４百万円を回収した。なお、３
社中残りの２社については回収見込なし
（平成２６年度末残額：６７百万円）。また、
現状の売上納付金対象事業者（要回収先１
社）については、売上納付金監査を実施し
所定の額の納付金を納付させた。 

＜自己評価の根拠＞ 
●リスク管理債権の適正化 
・貸倒懸念債権、破産更生債権等につい

ては、債権残高の解消に向けて適切な
リスク管理に努める等着実な債権回収
により、２６年度末に総額１５．６億
円（対前年度２百万円の減）の計上と
なった。 

・リスク管理債権を有する全ての事業に
ついて、計画的な債権回収を実施した。

 
＜課題と対応＞ 
・今後も債権回収額の最大化に向けて、

債権の管理・回収を適切に実施してい
く。 

 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅲ（６）年金、基金、共済等の事業運営のための資金運用の適正化 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
   ◇年金、基金、共済等の事

業運営のための資金運用の
適正化◇ 
●年金、基金、共済等の事
業運営のための資金運用
の適正に実施する。 

●事業用金融資金の管理・
運用に関する基本方針の
策定状況及び委託先の選
定・評価に関する規程状
況 

●運用委託先の評価の実績
状況及び定期的見直しの
状況、資金管理機関への
委託業務に関する管理・
監督状況 

－ 年金資産は平成２７年３月３１日まで
「通産関係独立行政法人厚生年金基金」を
通じて金融機関に運用を委託し、年金資産
合計は２８６億円（平成２６年度末時点）。
平成２５年度から検討してきた代行返上

及び新年金制度への移行について、加入員、
受給者等に同意徴求を実施した結果、所定
の数を超える同意が得られ、厚生労働省に
認可申請を行ったところ、平成２７年４月
1 日付けで「代行返上及び新年金制度への
移行」について認可がなされた。  
新たな年金制度は、従来の年金制度から

予定利率及び給付額の引き下げ等を実施。
財政の健全化を図った。 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●年金等の事業運営のための資金運用の
適正化 

・「公的年金制度の健全性及び信頼性の確
保のための厚生年金保険法等の一部を
改正する法律」の施行（平成２６年４月）
を踏まえ、「代行返上」 及び「新たな年
金制度への移行」を実施（平成２７年４
月認可）。  

 
・年金資産は平成２７年度末までは「通
産関係独立行政法人厚生年金基金」を通
じて金融機関に運用を委託。なお、年金
資産合計は２８６億円（平成２６年度末
時点）。  

  
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

Ⅲ（７）関係法人等への支出の適正化 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価 

     ＜主要な業務実績＞ ＜評定＞ Ｂ 評定  
   ◇関係法人等への支出の適

正化◇ 
●関係法人等への業務委託
等の支出を妥当なものと
する。 

－ 現在機構には特定関連会社および関連会
社に該当する法人は無い。関連公益法人等
(平成２６年度２３法人)については、独立
行政法人会計基準に基づき、取引の状況等
を財務諸表に明記および公表しており、支
出の適正化を推進。 
「独立行政法人の事務・事業の見直しの

基本方針（平成２２年１２月７日閣議決
定）」に基づき、平成２３年７月から、ＮＥ
ＤＯとの取引高が総売上高の三分の一以上
を占め、かつ、機構から再就職している者
がいる法人について、法人名、機構からの
再就職者人数、機構との取引高等を公表。
 
 

＜自己評価の根拠＞ 
●関係法人等への支出の適正化を推進。 
・関連法人のうち、特定関連会社、関連会

社に該当する法人は無く、関連公益法人
等に該当する法人は２３法人(平成２６
年度末現在)。なお、関連法人への再就
職及び補助金支出や取引等の状況を財
務諸表に明記。  

閣議決定に基づき、ＮＥＤＯとの取引高等
で関係性を有する法人について公表。 

入札・契約の状況、情報開示の状況につい
て、監事による監査を実施。  

 
＜課題と対応＞ 
・引き続き、既往の政府方針に基づき、関

係法人等の支出の適正化を推進する。 
 
 
 
以上のような成果がでていることを勘案
した結果、この項目の自己評価をＢとし
た。 
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